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概 要 
最終更新日 ２００９年８月１９日 

プログラム（又は

施策）名 
エネルギーイノベーションプログラム 

プロジェクト名 
次世代自動車用高性能蓄電システム

技術開発 
プロジェクト番号 Ｐ０７００１ 

担当推進部/担当

者 

燃料電池・水素技術開発部 / 小林弘典（２００８年１月１日～２００９年８月１９日現在） 

燃料電池・水素技術開発部 / 岡田達典（２００７年７月２日～２００９年３月３１日） 

０．事業の概要 

エネルギー消費量の増加が著しい運輸部門における石油依存度は、ほぼ100％の状況であり、今後、エ

ネルギーの効率的な利用や石油代替エネルギーへの移行により、石油依存度を低減していく必要性が指

摘されている。そのため多様なエネルギーでかつ低環境負荷で走行することができる燃料電池自動車、電

気自動車、プラグインハイブリッド自動車等の次世代クリーンエネルギー自動車の開発、普及が期待され

ている。 

 本事業は、それらの早期実用化に資するために、高性能かつ低コストな蓄電池およびその周辺機器の

開発を行う。具体的には、高性能リチウムイオン電池とその構成材料並びに周辺機器（電池制御装置等）

の開発、新規の概念に基づく革新的な電池の構成とそのための材料開発、および電池反応制御技術の開

発等を実施するとともに、劣化要因の解明や安全性基準および電池試験法基準の策定等に取り組むもの

である。 

 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性に

ついて 

本プロジェクトは、資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新

的なエネルギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会

の構築に取り組むことを目的に、経済産業省がまとめた「エネルギーイノベーションプログラム」

の一環として位置付けられる。 

現在、市場が立ち上がろうとしている自動車用蓄電池の開発は、電動車両（プラグインハイブ

リッド自動車、電気自動車等）の動力源として必要不可欠であり、蓄電池技術が今後の自動車産業

の生命線となると考えられている。そのため、蓄電池技術開発について欧米で国家主導での激しい

開発競争が繰り広げられている。また、電動車両の普及は、エネルギー多様化、ＣＯ２削減等の経

済的、社会的な影響が大きい。そのため、ＮＥＤＯが中・長期的観点から技術開発をサポートする

必要がある。 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

事業の目標 

高性能な蓄電システムの要素技術開発、現状のリチウムイオン電池等の技術レベルをブレークス

ルーするための新材料等の次世代技術開発、耐久性評価・安全性試験方法の確立等の基盤技術開発

を実施することにより、2015 年において現状の蓄電池性能（注）の概ね 1.5 倍以上、コスト 1/7

を可能とする次世代クリーンエネルギー自動車の実用化を促進する。及び 2030 年を目処に、現状

の蓄電池性能の概ね 7倍を見通す革新的蓄電池技術への基礎確立を目標とする。 

研究開発項目毎の最終目標は以下の通りである。 

①要素技術開発目標 

a)電池開発  

0.3kWh級モジュールを作製し、以下の目標（性能目標は3kWh級パック電池の換算値）を満足す

ること。  

・重量エネルギー密度：100 Wh/kg  

・重量出力密度：2000 W/kg  

・体積エネルギー密度：120 Wh/L  

・体積出力密度：2400 W/L  

・寿命：10 年以上  

・充放電効率：95 %以上  

・コスト：4 万円/kWhの見通しを示すこと。（100 万パック/年生産時）  

・安全性：車載時の濫用に耐えること。 

b)電池構成材料の開発 

小型単電池を作製し、以下の目標（性能目標は 3kWh 級パック電池の換算値）を満足すること。

但し、エネルギー密度と出力密度は、少なくともどちらか一方を満足し、他方については見通し

を示すこと。 

・重量エネルギー密度：200 Wh/kg以上  

・重量出力密度：2500 W/kg以上  

・コスト：3 万円/kWh以下の見通しを示すこと。（100 万パック/年生産時）  
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・安全性：車載時の濫用に耐えること 

c)周辺機器開発 

格段の高性能化（高効率化・軽量化・コンパクト化）に資する電池制御やモータ等の周辺機器

の技術開発を行う。特に、省･脱レアアースを実現する車両駆動用モータ技術に重点を置く事と

し、下記の性能を見通すことができる車両駆動用モータを開発する。 

・総合効率：従来技術と同等程度  

・出力密度：従来技術と同等程度  

・レアアース使用量：零  

又は、  

・総合効率：従来技術以上  

・出力密度：従来技術の150 %程度  

・レアアース使用量：従来技術より50 %程度以下 

②次世代技術開発目標 

2030年頃において、パック電池レベルで重量エネルギー密度700 Wh/kg以上という革新的な性

能を実現することを目指し、本事業の終了時点で、重量エネルギー密度500 Wh/kgを見通せる電

池構成材料及び電池反応制御技術の開発。 

③基盤技術開発目標 

・加速寿命診断法の確立。  

・高SOC保存時、高温保存時、高出力時、長期サイクル時等の劣化要因の解明とその抑制手法の

提案。  

・車載用電池安全性試験法の策定。  

・電池性能を向上させる因子の解明。 

 

事業の計画内容 

主な実施事項 Ｈ19fy Ｈ20fy Ｈ21fy Ｈ22fy Ｈ23fy  

要素技術開発 

（電池開発） 
      

要素技術開発 

（電池構成材料開

発） 

 

     

要素技術開発 

（周辺機器開発）       

次世代技術開発  
     

基盤技術開発  
     

 

開発予算 

（会計・勘定別

に事業費の実

績額を記載）

（単位：百万

円） 

会計・勘定 Ｈ19fy Ｈ20fy Ｈ21fy Ｈ22fy Ｈ23fy 総額 

特 別

会 計

（ 需

給） 

1700.0 2743.1 2485.1 - - 6928.2 

加速予算 
（成果普及費を含

む） 
104.6 0 0 - - 104.6 

総予算額 1804.6 2743.1 2485.1 - - 7032.8 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー対策課 

プ ロ ジ ェ ク ト

リーダー 
なし 
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委託先（＊委託

先が管理法人の

場合は参加企業

数および参加企

業名も記載） 

パナソニック(株)、(株)ジーエス・ユアサコーポレーション、日立ビークル

エナジー(株)、(株)日立製作所、(学)東京理科大学、(国)北海道大学、(公)大

阪府立大学、ダイキン工業㈱、(国)名古屋工業大学、(学)東海大学、(国)徳島

大学、三菱電機(株)、ＦＤＫ(株)、戸田工業(株)、(国)九州大学、三菱重工業

(株)、九州電力(株)、日産自動車(株)、(学)神奈川大学、(独)産業技術総合研

究所、(株)田中化学研究所、(国)長崎大学、三菱化学(株)、日本合成化学工業

(株)、第一工業製薬(株)、(学)関西大学、(国)山口大学、(財)電力中央研究

所、(財)日本自動車研究所、(学)早稲田大学、(国)東北大学、(学)いわき明星

大学、(国)東京大学、日本触媒㈱、古河電気工業(株)、古河電池(株)、(国)群

馬大学、(国)神戸大学、(国)岩手大学、(財)ファインセラミックスセンター、

(国)静岡大学、(国)京都大学、トヨタ自動車㈱、 (学)慶応義塾大学、(国)横

浜国立大学、(公)首都大学東京、(国)鳥取大学、(国)三重大学、(国)東京工業

大学、埼玉県産業技術総合センター、(国)長岡技術科学大学、(独)宇宙航空研

究開発機構、エレクセル(株)、(独)物質・材料研究機構、(国)名古屋大学、

(国)北海道大学、(公)大阪府立大学、出光興産(株) 

情勢変化への対

応 

国際標準化の際に、自動車メーカー及び電池メーカーの国際的な競争力の確保及び研究開発を効

率化するために日本の実情に併せて国際規格を作成することは極めて重要である。例えば、電池の

安全規格が必要以上に厳しくなる規格では、日本の電池メーカーの市場拡大の阻害要因になる可能

性が高いと考えられるからである。本事業では、日本自動車研究所を中心に基盤技術開発で自動車

用リチウムイオン二次電池の国際標準化・規格化に対応している。標準化のスケジュールとして

は、基盤技術開発で各種実験データを蓄積後に、データに裏付けされた国際標準化案を国際標準化

機構（ISO）、国際電気標準会議（IEC）に日本案を提案することで主導権をとって標準化活動を進

めることを当初目指していた。一方、ドイツからISOに電池の標準試験方法等の提案が先になされ

たことから、標準化のスケジュールを大幅に見直す必要が生じた。そこで、国際標準化活動を前倒

して実施するために必要な予算を配分した。その結果、IECでは日本がコンビナーをとることで、

自動車用リチウムイオン二次電池のモジュール並びに単電池の標準化活動について主導権を持ちな

がら実施しているところである。 

また、優れた成果およびその見通しが得られたものについては、委託費の増額などにより研究開

発の加速を図っている。具体的な例として、三菱重工業／九州大学／九州電力のポスト鉄オリビン

系高性能正極材料の探索において、合成装置・電極塗工装置の導入により研究開発が加速すると判

断し、委託費の増額を行なった。 

 

中間評価結果へ

の対応 
（中間評価を実施した事業のみ） 

  
評価に関する事

項 

事前評価 １９年度実施  担当部 燃料電池・水素技術開発部 

中間評価 ２１年度 中間評価実施 

事後評価 （２３年度 事後評価実施予定） 

Ⅲ．研究開発成果

について 

①要素技術開発 

a)電池開発 

ポリアニオン系、NiMn 系、NiCo 系正極材料の開発と黒鉛系負極材料の改良を行うとともに、10 

Ah 級単電池を試作・評価し、最終目標を見通すマイルストーンとして委託先ごとに NEDO と

協議して設定した性能目標（中間目標）を達成した。さらに、劣化解析による要因の明確化と

開発の方向性の検証を行い、入出力特性の改良など温度特性や安全性を含めた評価解析を実施し

た。 

b)電池構成材料開発および電池反応技術の開発 

リチウムイオン二次電池の電極材料としては、新規の酸化物型正極材料、新規のポリアニオン系

正極材料の開発と合成方法の検討、コンビナトリアル法による新規電極材料等の探索、カーボンナ

ノ構造正極の開発等を、電解質については、ボレート系や FSA(FSI)アニオン系のイオン液体電解

質、ヘテロ元素含有電解質、不燃性ポリマーゲル電解質の探索、合成と創製等を実施することで、

最終目標を見通すマイルストーンとして委託先ごとに NEDO と協議して設定した中間目標を達

成もしくは達成見通しを得た。また、新規材料開発の目標達成に資する反応制御技術開発の一環と

して、正極材料内でのリチウムイオンの出入りの様子をナノスケールで可視化する電子顕微鏡観察

技術等の解析技術開発を実施した。 

c)周辺機器開発 
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モータ開発では磁場解析等による磁性材料および誘導コイルなどの形状および構造の最適化と新

規同期モータ、誘導モータの設計により、軽量化と高性能化等の開発を実施することで、最終目

標を見通すマイルストーンとして委託先ごとに NEDO と協議して設定した性能目標（中間目

標）を達成もしくは達成見込みを得た。また、制御技術開発では必要となる低損失インダクタの開

発、コンバータを用いた SOC 均等化回路の開発等を実施するとともに、高効率を実現するため、高

周波化に取り組むことで中間目標を達成もしくは達成見込みを得た。 

 

②次世代技術開発 

金属－空気電池、リチウム硫黄電池、多価カチオン電池、新形態リチウムイオン二次電池などに

代表される次世代の革新的な二次電池について、革新的蓄電池の可能性がある電極材料、電解質等

の新材料探索、反応メカニズムの解析、デンドライド等の発生及び抑制の検討、界面評価技術の開

発等を実施し、最終目標を見通すマイルストーンとして委託先ごとに NEDO と協議して設定し

た開発目標（中間目標）を達成もしくは達成見込みを得た。 

 

③基盤技術開発 

リチウムイオン電池の加速寿命試験方法に資する運転パターンの検討、電池開発を行っている 3

委託先から提供を受けた最新電池の劣化要因の解明と抑制方法の検討、電池評価試験方法、電池安

全性試験方法の開発、車載用リチウムイオン電池の国際標準化のための ISO/IEC 等への提案、リチ

ウムイオン電池の輸送に関する国際規制の緩和、電池充電標準化に関する検討を実施し、最終目

標を見通すマイルストーンとして委託先ごとに NEDO と協議して設定した開発目標（中間目

標）を達成もしくは達成見込みを得た。 

 

投稿論文 「査読付き」４６件、「その他」１８件 

特  許 「出願済」７５件、「登録」０件、「実施」０件（うち国際出願８件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
プレス発表３件、講演発表３８３件 

Ⅳ．実用化、事業

化の見通しに

ついて 

①要素技術開発 

a)電池開発 

【開発したモジュール電池を製品化して実車に搭載することが実用化、事業化イメージとなる】 

（１）成果の実用化可能性 

本プロジェクトで得られた成果を元に委託先内での開発化・製品化の段階を経ることで、プラグ

インハイブリッド自動車用高性能リチウムイオン二次電池の実用化が見通せる。各委託先は、現

在、ハイブリッド自動車または電気自動車用のリチウムイオン二次電池の技術開発を自動車メー

カーと連携して実施していることから、事業化の見通しも期待できる。 

（２）事業化までのシナリオ 

 自動車メーカーと共に開発車種の設計仕様に適合した実用的な条件での評価試験を積み重ねるこ

とで、耐久性並びに安全性の確保を行いつつ、電池構成材料や製造プロセスの検討を通じてコスト

ダウンを実現することが事業化への課題となる。 

b)電池構成材料開発および電池反応制御技術の開発 

【開発した電池材料をラミネートセルレベルの電池に適用することが実用化イメージとなる】 

（１）成果の実用化可能性 

正極材料、負極材料に関しては、性能の目標値を達成するための基本的な検討項目に加えて、安

全性の確保が重要となる。また、電池設計上の問題点を検証し、電池動作のために必要な課題抽出

を行い、実用化に向けての電極素材の包括的な改善要素の検討をすることが必要である。 

電解液に関しては、生成技術の確立、安全性因子の解析、セル大型化に伴い発生する課題の抽

出、また開発した電解液に最適な電極やセパレータの選定などを着実に進めていくことが必要であ

る。 

委託先材料メーカーの一部に関しては、民生用リチウムイオン二次電池での販売実績があること

から、事業化の見通しも期待できる。また、研究所並びに大学での成果については、企業との共同

研究等を実施することで実用化への道筋がつくことが期待できる。 

c)周辺機器 

【開発した周辺機器を製品化して実車に搭載することが実用化イメージとなる】 

（１）成果の実用化可能性 

モータに関しては、自動車メーカーや電機メーカーと共に実機スケールの試作試験を行い、製造

技術やコストも含めた更なる研究開発が必要であるが、本研究開発によって実用化、製品化に向け

たシナリオが明確になると思われる。 

委託先メーカーの一部に関しては、小型モータの販売実績があることから、ハイブリッド自動車

または電気自動車用への事業化の見通しも期待できる。また、大学での成果については、企業との



 

概要‐V 
 

共同研究等を実施することで実用化への道筋がつくことが期待できる。 

 

②次世代技術開発 

【開発した電池材料をコインセルレベルの電池に適用することが実用化イメージとなる】 

（１）成果の実用化可能性 

ⅰ）金属－空気電池系 

Li-空気系電池（有機電解液）においては、ある程度最適な空気極触媒の開発に成功しているの

で、今後、高表面積な触媒系の合成と応用、デンドライドの影響の除去、合金系負極の応用による

安全性の確保により、コインセルレベルでの電池への展開が可能である。また、大容量の達成には

失活しない空気極触媒の開発が必要である。Li-空気電池（水溶液）ではラミネート封入式の薄型

セルを試作および試験を行っており、実用セルとしての一つの具体化がなされた。 

Zn－空気電池に関しては、燃料電池スタックセルの技術が参考になると考えられる。 

ⅱ）リチウム硫黄電池系 

硫黄系固体電池は、メソ孔内で硫黄と固体電解質を複合化することで、溶液系リチウム電池の高

出力特性を凌駕する高速全固体リチウム電池となり得る。この構造内に負極を合わせて集積させる

ことにより、空間を最大限に利用した全固体電池への展開が可能である。一方、レーザーアブレー

ションによる硫黄系材料と電子導電材を均一に分散させる方法が提案されているが、薄膜電池では

活物質担持量を実電池レベルとするためには数十ミクロンの膜厚とする必要があるため、厚膜化の

可能性・限界を探る必要がある。 

ⅲ）多価カチオン電池系 

多価カチオン電池系における Mg イオン電池は、短絡しても MgO 被膜ができやすいために安全性

が高く、戦略物質を使用しないことから実用性に向いている。しかしながら、電解液、セパレー

タ、サイクル性能が高い負極等の開発など解決すべき課題が山積している。 

ⅳ）新形態リチウムイオン二次電池系 

酸化物系負極、カーボンナノチューブ系負極、リチウム金属負極、C/Si 負極、ガスデポジショ

ン負極、カーボンナノ正極、ホウ素化合物系電解液、イオン液体に関しては、いずれも開発した電

極材料に対して他の構成材料を選択することにより、コインセルレベルまたはラミネートセルレベ

ルの電池を作製可能である。また、第一原理計算を用いたイオン伝導体中のイオン移動シミュレー

ション技術に関しては、イオン移動現象に関するモデル構築を完了させることで、固体電解質の性

能最適化を進めることが可能となり、実用化に寄与する。 

ⅴ)解析技術 

XAFS 測定による全固体電池の電極／電解質界面の深さ分解測定の有用性が明らかとなったこと

から、さらなる分解能の向上を図ることで、革新的二次電池の界面評価へ適用できると考えられ

る。また、熱特性解析においては、電池の高エネルギー密度化や使用環境による性能の変化と安全

性との関係を電気化学反応に立ち戻って相関づける技術であることから、今後の電池の高エネル

ギー密度化に際して、評価項目としての着眼点を提示することが可能であり、早期の実用化が可能

である。 

 

③基盤技術開発 

【電池材料または電池セル、モジュールに対して、標準的に適用可能な各種評価・解析方法を確

立すること、さらには、確立された評価法を国際標準・規格に反映することが実用化イメージとな

る】 

基盤技術開発として、「実用化」の最終目的のひとつは、国際標準・規格化への成果の反映であ

る。そのため、試験方法・手順を公開し、実データに基づくパラメータ設定の影響を明らかにして

いく必要がある。最近、電動車両用のリチウムイオン二次電池に係わる国際標準・規格化の動きが

活発化しているが、当基盤技術開発における活動により IEC では日本主導での国際標準化を実現で

きる見通しである。このことは、現在世界的に先行している日本の蓄電池技術の優位性を世界市場

に展開する上で非常に有効な手段となることが期待できる。 

 

 

Ⅴ．基本計画に関

する事項 

 

作成時期 １９年３月 制定 

変更履歴 なし 
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第１章 事業の位置づけ・必要性について 

 

１．はじめに 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技

術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組

んでいくことが不可欠である。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示し、

官民双方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が緩和され、官民におい

て長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能となることを目指し「エネルギーイノベーション

プログラム」が制定された。本事業は、その一環として実施する。  

エネルギー消費量の増加が著しい運輸部門における石油依存度は、ほぼ100％の状況であり、今

後、エネルギーの効率的な利用、石油代替エネルギーへの移行により、石油依存度を低減してい

く必要性が指摘されている。それゆえ、石油依存度を低減し、多様なエネルギーでかつ低環境負

荷で走行することができるプラグインハイブリッド自動車、電気自動車、燃料電池自動車等の次

世代クリーンエネルギー自動車の開発、普及が期待されている。  

政府の第3期科学技術基本計画（2006年3月閣議決定）においては、「先進燃料電池システムと

安全な革新的水素貯蔵・輸送技術」や「電源や利用形態の制約を克服する高性能電力貯蔵技術」

が戦略重点科学技術として選定されている。また、経済成長戦略大綱（2006年7月財政・経済一体

改革会議決定）においても、次世代自動車向け電池や運輸エネルギーの次世代技術開発が重点分

野として位置付けられている。  

本研究開発は、プラグインハイブリッド自動車、電気自動車、燃料電池自動車等の早期実用化

に資するために、高性能かつ低コストな二次電池及びその周辺機器の開発を行うことを目的とす

る。 本研究開発により、高性能リチウムイオン電池とその構成材料並びに周辺機器（モータ、電

池制御装置等）の開発、新規の概念に基づく革新的な電池の構成とそのための材料開発、および

電池反応制御技術の開発、更に加速寿命試験法の開発、劣化要因の解明、電池性能向上因子の抽

出、並びに、安全性基準および電池試験法基準の策定等が実現され、燃料電池自動車等の早期実

用化へ貢献することが期待される。 

 

２．事業の必要性について 

蓄電池技術は、省エネルギー、環境負荷低減、エネルギー供給の多様化、新規産業創出等に資

するプラグインハイブリッド自動車、電気自動車、燃料電池自動車といった次世代自動車を実現

するためのキーテクノロジーである。我が国では、平成 18 年 8 月に経済産業省にてとりまと

められた「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」において、研究開発戦略とインフラ整備戦

略の２つからなるアクションプランを提示することで、国としての蓄電池技術開発の必要性につ

いて詳細に述べている。研究開発戦略は改良フェーズ、先進フェーズ、革新フェーズの 3つのフ

ェーズに分けられており、自動車用蓄電池のエネルギー密度、出力密度、コスト等の開発目標値

が提言された。図 1-1 に自動車用蓄電池の開発の方向性を示す。また、図 1-2 に 3 つのフェーズ

で定められた開発戦略における開発目標を俯瞰図的に表したものを示す。 
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図 1-1 自動車用蓄電池の開発のアクションプラン 

（出典：経済産業省「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 自動車用蓄電池の開発の方向性 

（出典：経済産業省「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」） 

アクションプラン ～研究開発戦略

○ さらに、研究開発戦略を ①改良 ②先進 ③革新 の３フェーズに分け、本格的電気自動車用
電池の開発の目標を明確化。

現状
改良型電池
（２０１０年）
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（２０１５年）
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改良フェーズとは、2010 年を目途に、主として用途限定コミューター型電気自動車及び高性能

ハイブリッド自動車の量産化を目指すフェーズである。用途限定コミューター型電気自動車とは、

２人乗りで一回充電当たりの航続距離が 80km 前後の性能を持つ電気自動車を、高性能ハイブリッ

ド自動車とは、燃費性能が現状のハイブリッド自動車よりも約 3 割高いハイブリッド自動車を

各々想定している。前者は主として業務用の軽自動車の代替自動車として開発されるものであり、

後者はいわゆる第三世代ハイブリッド乗用車を想定したものである。改良フェーズにおいて実現

すべき電池の性能は現状のリチウムイオン電池とほぼ同程度であるが、課題はコストにあり、現

状から半減することが求められる。これを実現するためには、量産化による市場拡大だけでなく、

電池開発サイドにおいてより安い材料の利用拡大、製造プロセスの改善や希少金属の使用率低減

といった改善を重ねることが必要と考えられる。 

主たる開発目標がコスト低減であることから、改良フェーズにおける電池開発は主として産業

界が実行することが期待される。この他、コスト低減を実現させるためには、市場の拡大も重要

であり、産業界におけるコミューター型電気自動車の業務車両としての積極的な活用、バックア

ップ電源用途、風力・太陽光発電の安定化用途をはじめとする自動車用途以外への大型リチウム

イオン電池の普及とこれによる量産効果の顕在化、政府によるコミューター型電気自動車や高性

能ハイブリッド自動車の普及促進策などの展開が期待される。 

先進フェーズとは、2015 年を目途に、コミューター型電気自動車（航続距離 150km 程度、4人

乗り）やプラグインハイブリッド自動車を量産化することを目指すフェーズである。電気自動車

の用途を業務用からコミューター型の乗用車にまで拡大すると同時に、ハイブリッド乗用車の充

電可能性を確保してそのエネルギー環境性能を格段に引き上げることを目指すフェーズとも言え

る。また、これらの自動車との並びで、燃料電池自動車の量産化も射程に入ってくることが想定

される。ここで求められる電池の性能は現状のリチウムイオン電池に比べてエネルギー密度が約

1.5 倍、コストが現状の約 1/7 である。これを実現する電池は、引き続きリチウムイオンをキャ

リアとしたリチウムイオン電池であると考えられるが、大幅な性能の向上とコストの低減を実現

するために、正極、負極、電解液などに新しい材料を用いたり、製造プロセスや材料構成の改善

を重ねたりすることが必要と考えられる。 

このように、先進フェーズでは、電池の大幅な性能向上が主要課題となる。このため、産業界

が行う実用化に向けた研究開発のみならず、リチウムイオン電池の性能向上につながる新たな材

料開発や、技術開発の加速化につながる電池の反応メカニズム解析など、大学や公的研究機関を

巻き込んだ各般の基礎研究を展開していかなければならない。このため、政策的に見ても、産官

学共同の次世代電池技術開発プロジェクトの創設が不可欠となる。2015 年という目標年次を念頭

におけば、2006 年から 2010 年前後までを実施期間とするプロジェクトを展開することが必要と

なる。 

革新フェーズは、2030 年以降を念頭において、ガソリン自動車並の走行距離を持つ本格的な電

気自動車を量産することを目指したフェーズである。一回の充電で走行できる航続距離を約

500km まで伸ばすことを目標とするため、電池の性能については、現状のリチウムイオン電池の

エネルギー密度の約 7倍、コストも現状の 1/40 にすることが必要となる。 

このレベルの開発目標になると、電池の基本原理に立ち返った基礎研究上のブレークスルーが
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不可欠であり、現状のリチウムイオン電池とはキャリア、材料、構造が全く異なる新しい原理の

電池を開発する必要がある。このため、革新フェーズにおける主たる開発の舞台は大学や公的研

究機関にあり、かなり長期にわたるねばり強い基礎研究活動が求められる。産官学連携の次世代

電池技術開発プロジェクトにおいては、先進フェーズを念頭においた研究開発に加えて、主とし

て大学を中心とした革新フェーズを念頭においた基礎研究も同時並行して実施する必要がある。 

また、2007年5月に安倍元総理のイニシアティブ「美しい星50（クールアース50）」が発表され、

世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して2050年までに半減する」という長期目標を提案し

た。この目標の実現は、従来の技術の延長では困難であり、革新的技術の開発が不可欠である。

このため、2050年を見通した上でエネルギー分野における革新的な技術開発の具体的な取り組み

のあり方について検討を進め、検討内容を取りまとめたものが「Cool Earth－エネルギー革新技

術計画－」である。図1-3に重点的に取組むべきエネルギー革新技術を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-3 重点的に取組むべきエネルギー革新技術 

（出典：経済産業省「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」） 

 

エネルギー源毎に、供給側から需要側に至る流れを俯瞰しつつ、効率の向上と低炭素化の両面

から、CO2大幅削減を可能とする「21」技術が選定された（大幅削減を実現するには、既に実用化

されている技術の改良と普及が重要であることは言うまでもないが、今回の検討では、既存技術

の延長線上にない、革新的な技術が検討の対象とされた）。2050 年の大幅削減に向けて、効果的、

効率的にエネルギー技術開発を推進するため、我が国が重点的に取り組むべきエネルギー革新技

術開発「21」の課題の一つとして運輸部門ではプラグインハイブリッド自動車・電気自動車が選

定されている。図 1-4 にプラグインハイブリッド自動車・電気自動車のロードマップを示す。 
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図1-4 プラグインハイブリッド自動車・電気自動車のロードマップ 

（出典：経済産業省「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」） 

 

ロードマップによると、プラグインハイブリッド自動車・電気自動車用蓄電池に関しては、2030

年には性能を現状の7倍まで向上すること、価格を1/40まで低減することを目指すとしている。一

回充電あたりの走行距離については、2020 年で200km、2030年には500km まで向上させることを

目指す。また、飛躍的な航続距離の拡大・低コスト化実現のためにはポストリチウムイオン電池

の開発の重要性が指摘されている。 

現在、日本の CO2排出量のうち運輸産門が 20％程度を占めていることから、運輸部門での CO2

削減は環境問題の解決に大きく寄与できることがわかる。図 1-5 に日本の部門別 CO2排出量を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5 日本の部門別 CO2排出量 

（出典：国立環境研究所データベースより NEDO 作成） 

⑨ プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＥＶ)・電気自動車（ＥＶ）
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電動車両によるWell to Wheelの CO2排出量については、水素・燃料電池実証プロジェクト（JHFC）

により報告されている。図 1-6 に車両種類による１ｋｍ走行当り CO2総排出量を示す。 

プラグインハイブリッド自動車は、電池を家庭用電源等の外部電力で充電し、内燃機関と併用

するハイブリッド自動車である。近距離は充電電力によるモータ駆動で走行することによって、

走行条件等にもよるが、CO2排出量は、ガソリン車の約1/2～1/3程度に低減することが可能となる。 

電気自動車は、従来の内燃機関のかわりにバッテリーに充電した電力を動力源としてモータで走

行する自動車で、CO2排出量はガソリン車の約1/4程度に低減することが可能となる。また、原子

力発電や再生可能エネルギー等の割合の高い電力構成であれば、プラグインハイブリッド自動

車・電気自動車によりCO2排出の大幅削減が可能となる。その他、夜間電力により充電することで、

電力負荷平準化といった効果も期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-6 車両種類による1km走行当りCO2総排出量 

（出典：JHFC資料に一部加筆） 

 

平成 19 年 6 月に経済産業省にてとりまとめられた「新世代自動車の本格普及に向けた提言」に

おいて述べられているように、新世代自動車の本格普及のためには、性能面やコスト面でガソリ

ン自動車に匹敵するレベルになることが欠かせない。そのためには、「次世代自動車用電池の将来

に対する提言」において述べられているように、電池の更なる性能向上とコストダウンが欠かせ

ない。一方、最近新たに登場した課題として、バッテリー搭載車に欠かせない高性能モータの材

料に関するものがある。実は、ハイブリッド自動車などに搭載されている高性能モータの多くに

は、小型化とハイパワー化を両立するためにネオジムやジスプロシウムといった希土類元素（レ

アアース）を使った永久磁石が使用されているが、近年、ハイブリッド自動車の普及などにより

永久磁石を使用した高効率モータの需要が顕著に拡大している一方で、希土類元素の供給が不足

し、その価格は急騰しているなどの資源的な制約が強まっている。今後、ハイブリッド自動車、

電気自動車さらには燃料電池自動車などのバッテリー搭載車が普及すれば、希土類元素の供給制
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約は、深刻な障害となる恐れもある。このことから、希土類元素供給源の多様化と供給量の拡大

のための上流開発を行うとともに、並行して、省レアアース、更に長期的観点から代替レアアー

スを使用した永久磁石モータの開発や、非永久磁石系モーター（誘導モーター等）の開発を進め

ることが求められている。既に、レアメタルに関する供給懸念を受けて、平成 19 年度から経

済産業省･文部科学省の合同で「希少金属代替材料開発プロジェクト」、「元素戦略プロジェク

ト」が立ち上げられ、永久磁石の脱ジスプロシウム、省ジスプロシウム化の技術開発が行わ

れている。レアアースの上流開発対策とともに、モータの更なる性能向上のための技術開発

を推進していくため、民間企業や大学・研究機関においてモータの研究開発に取り組まれる

ことが強く期待されている。 

 

３．波及効果について 

図 1-7 に世界の HEV／PHEV／BEV の市場予想（IT 総研の 2008 年 11 月のレポート）について示

す。本レポートによると、世界市場において 2017 年には 2008 年の約 9倍の電動車両の普及が予

測されており、その内訳は、2017 年にハイブリッド自動車（HEV）が 376 万台、プラグインハイ

ブリッド自動車（PHEV）が 44 万台、電機自動車（BEV）が 56 万台と予測されている。図 1-6 に既

に示したように、ガソリン自動車と比較して電動車両では CO2 排出量を低減することが可能であ

る。現在、日本の CO2排出量のうち運輸部門が約 20%程度を占めることから、乗用車の電動車両化

により、国内の CO2排出量の大幅な低減が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-7 世界のHEV／PHEV／BEVの市場予想 

（出典：IT 総研資料より NEDO 作成） 

 

図 1-8 に世界のリチウムイオン電池の市場予想（IT 総研の 2008 年 11 月のレポート）について

示す。図 1-7 によると、ハイブリッド自動車が大きな割合を占めて増大していくことが予測され
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ているが、蓄電池としては、2013 年にニッケル水素電池の需要がピークに達し、それを境として、

ニッケル水素電池からリチウムイオン二次電池への置き換えが急激に進んでいくと予測されてい

る。図 1-8 によると、世界市場において 2017 年には約 21,000 MWh のリチウム二次電池の需要が

予測されているが、仮に、図 1-1 で示された 2015 年頃のコスト目標である、3万円／kWh と仮定

すると、約 6,300 億円の自動車用リチウムイオン二次電池の市場が創出されることになる。2008

年の民生用蓄電池の世界市場規模である約 9,000 億円の 7割の規模の市場が新たに創出されるこ

ととなり、経済効果は極めて大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-8 世界のリチウムイオン電池の市場予想 

（出典：IT総研資料よりNEDO作成） 

 

民生用蓄電池の分野では、IT総研のレポートによると2000年には約3,200億円だったリチウムイ

オン二次電池の世界市場が、2005年には約5,000億円、2008年には約9,000億円と順調に伸びてき

ている。図1-9に世界のリチウムイオン二次電池のシェアを示す。民生用蓄電池の分野では世界の

リチウムイオン電池の生産量の半分以上を我が国の企業（1位：三洋、3位：ソニー、7位：パナソ

ニック）が占めているように、現時点では、我が国が優位にあるが、その一方で、韓国や中国の

企業（2位：サムスン、4位：BYD、5位：LG化学）により激しく追い上げられてきている状況にあ

る。また、A123システムが国際市場で1%のシェアを占めてきている。自動車用蓄電池の技術開発

で蓄積された技術を、民生用分野（ノートパソコン、携帯電話、電動工具等）へも展開すること

で、民生用蓄電池の分野における日本の優位性を今後も維持するために貢献できることが期待で

きる。加えて、近年、風力発電や太陽光発電のバックアップ用途としての定置用蓄電システムも

注目を集めてきている。海外においては、スマートグリッド・スモールグリッド等の実証試験等

も開始されるなど、量産効果によりコストが低減することで新規な市場の創出も期待できる。 
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図1-9 世界のリチウムイオン電池のシェア 

（出典：IT総研資料よりNEDO作成） 

 

４．国内外の情勢について 

石油代替、省エネルギーの促進及び環境保全の観点から、プラグインハイブリッド自動車、電

気自動車等を中心とする次世代クリーンエネルギー自動車の技術開発及び導入の促進は喫緊の課

題である。この場合、駆動時の電力供給、制動時のエネルギー回収・貯蔵を走行に合わせて瞬時

に行う二次電池の活用は、エネルギーの高効率利用に欠くことができない。車載用二次電池とし

ては、現状ではリチウムイオン二次電池が最も有力な候補であり、次世代クリーンエネルギー自

動車の高効率性を最大限に生かしたシステムを成立させるためのキーとなる技術である。そのた

め、近年、海外においても産官学が連携した研究開発が盛んになってきている。以下、国内外の

現況について簡単にまとめる。 

 

（１）国内の情勢について 

 国内では、ハイブリッド自動車「インサイト」、「新型プリウス」が 2009 年春に相次いで導入さ

れてきている。また、プラグインハイブリッド自動車についてはトヨタが今年度に導入予定であ

る。一方、電機自動車「ｉ-ＭｉＥＶ」、「プラグイン ステラ」が 2009 年秋以降に相次いで導入さ

れるなど、エコカーの導入計画が相次いでいる。表 1-1 に国産の電動車両の仕様例を示す。但し、

プラグインハイブリッド自動車に関してはニッケル水素蓄電池を搭載した現行モデルについて示

した。 

 ハイブリッド自動車に関しては、ニッケル水素電池の性能向上・低コスト化を背景に 2009 年春

以降に「インサイト」（本田技研工業）並びに「新型プリウス」（トヨタ自動車）が相次いで市場

に投入されてきている。「新型プリウス」ではストロングハイブリッド方式を、「インサイト」で

はマイルドハイブリッド方式を採用しており、「新型プリウス」と比較して「インサイト」では蓄

電池の搭載容量を抑え、また、モータ出力を押さえ小型化することでコスト低減を実現している。
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一方、燃費の観点からは、「新型プリウス」では 10･15 モードで 38km/L（JC08 モードで 32km/L）、

「インサイト」では 10･15 モードで 30km/L（JC08 モードで 26km/L）となり、「新型プリウス」の

方が優れた燃費特性を示している。一方、プラグインハイブリッド自動車に関しては、トヨタが

新型プリウスをベースにリチウムイオン二次電池を搭載したプラグインハイブリッド自動車を

2009 年末以降に官公庁、自治体、法人などの特定利用者を中心にリースを開始するとのプレス発

表がなされている。また、プラグインハイブリッド自動車の走行距離に関しては、現状では総電

力量 2.6kWh のニッケル水素蓄電池を積載しており、一回充電で 13km の EV 走行が可能である。 

電気自動車に関しては、リチウムイオン二次電池の性能向上を背景に、主としてコミューター

型の電気自動車の市場投入についてプレス発表等がされてきている。例えば、三菱自動車では 4

人乗り電気自動車「ｉ-ＭｉＥＶ」を、富士重工業では 2 人乗り電気自動車「Ｒ１ｅ」並びに 4

人乗り電気自動車「プラグイン ステラ」を開発した。 

電気自動車の走行距離に関しては、「ｉＭｉＥＶ」（三菱自動車）では総電力量１６ｋＷｈのリ

チウムイオン二次電池を積載しており、一回充電で 160km の走行が可能となる。一方、「Ｒ１ｅ」

並びに「プラグイン ステラ」（富士重工業）では、総電力量約 9kWh のリチウムイオン二次電池を

積載しており、一回充電で 80km の走行が可能となる。これらの値から、電費を計算すると、「ｉ

ＭｉＥＶ」並びに「プラグイン ステラ」では約 10km/kWh、「Ｒ１ｅ」では約 9km/kWh となる。 

 

表 1-1 国産の電動車両の仕様例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、表 1-2 に国産の電動車両用蓄電池の仕様例を示す。蓄電池に関しては、モジュール電池

でリチウムエナジージャパンでは約 100Wh/kg（50Ah 級）、オートモーティブエナジーサプライで

は約 86Wh/kg（21Ah 級）の値を示している。一方、パナソニック EV エナジーでは約 46Wh/kg（6.5Ah

級）の値を示している。これらの値は、エネルギー密度の観点からは、リチウムイオン二次電池

がニッケル水素電池よりも高いエネルギー密度を示すことが明らかになっている。 
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表 1-2 国産の電動車両用蓄電池の仕様例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、表 1-3 に国産の電動車両のエンジン並びにモータ特性についてまとめたものを示す。い

ずれの電動車両でも交流動機電動機が用いられているが、インサイトに関しては薄型 DC ブラシレ

スモータが採用されている。 

 

表 1-3 国産の電動車両のエンジン並びにモータ特性 
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○USABC、ABRT、BATT プログラムによる PHEV 用蓄電池メーカー等への積極的な支援。 

○SBIR（Small Business Innovation Research)による中小企業、ベンチャー等育成支援。 

○GM は、2010 年にハイブリッド車を年間 10 万台以上北米市場に投入。2010 年までにリチウム

イオン電池搭載のプラグインハイブリッド車（シボレー・ボルト）を市場投入。 

＜EU＞ 

○クリーンディーゼル指向で、バッテリー開発に遅れ。 

○2009 年にリチウムイオン二次電池搭載のハイブリッド車（Sクラス）を市場投入 

○2008 年から 4年間で総額 60M ユーロを投入して、自動車用リチウムイオン電池を開発 

○LIB2015（連邦教育研究省）が 2009 年 2 月から開始。自動車用、定置用で高効率な蓄電池の

開発。（予算 74M€＝約 90 億円）（最大 4年間） 

○蓄電池では PV との併設（小型・家庭用）、自動車用が主体と想定。（仏） 

○2011 年にイスラエル、デンマークへリチウムイオン電池を搭載した電気自動車を投入 

＜中国＞ 

○バッテリーメーカーBYD が航続距離 400km のオリジナル EV。 

○リチウム電池について「863 プロジェクト」が実施されている。 

○予算は 6600 万元（約 10 億円）。但し、受託者は委託費の 10 倍拠出するため、プロジェクト

全体では 100 億円規模。 

○1テーマ当たり 100 万元（約 1500 万円）程度。 

  

研究開発の分野でも海外研究者の発表は増加している。表 1-4 に IMLB2008 並びに PRIME2008

における口頭発表の国別発表件数を示す。中国天津で開催された 2年に一度開催される世界最大

のリチウムイオン電池に関する国際会議である IMLB2008 では、国別発表件数で、アメリカ、日本

に続き、中国、フランス、ドイツ、韓国の順となった。また、アメリカハワイで開催された 3年

に一度開催される日本とアメリカ電気化学会の合同会議である PRIME2008 でも、国別発表件数で、

アメリカ、日本に続き、韓国、中国、フランス、ポーランド、ドイツの順となり、中国、韓国で

の研究者人口の増加が再確認される結果となった。 

 

表 1-4 IMLB2008 並びに PRIME2008 における口頭発表の国別発表件数 

 

 

 

 

 

（３）日米の国家プロジェクトの比較について 

 日本では、経済産業省の施策の下、NEDO 技術開発機構が自動車用蓄電システムの研究開発を実

施してきた。図 1-10 に経済産業省および NEDO 技術開発機構で実施した主な自動車用蓄電システ

ム関開発連プロジェクトを示す。 
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図 1-10 経済産業省およびＮＥＤＯ技術開発機構で実施した 

主な自動車用蓄電システム開発関連プロジェクト 

 

1991 年にはソニーがリチウムイオン電池の量産化に成功し、米国ではビッグ 3（ゼネラルモー

ターズ、フォード、クライスラー）等が中心となって USABC(united States Advanced Battery 

Consortium)を設立し、DOE(米国エネルギー省：Department of Energy)と共同で電気自動車用リ

チウムイオン電池等の開発を開始した。また、1990 年には、米国カリフォルニア州で、ZEV 法（2003

年以降、カリフォルニア州で販売される車の一定割合に排ガスが Zero（ZEV：Zero Emission 

Vehicle)、あるいは、それに準じる車の販売を義務づけるもの。）の導入が表明され、各自動車メ

ーカーは再び電気自動車開発を指向した。このような状況下、我が国でも 1992 年度からの「分散

型電池電力貯蔵技術開発」が立ち上がり、家庭用等を想定した小規模な電力貯蔵システムの開発

も含め、10 年間、166 億円の予算を投入したリチウムイオン電池の開発がスタートした。本プロ

ジェクトにより、2002 年には、3kW モジュールで目標値の 150Wh/kg を上回る成果を得たが、価格

が非常に高価であったこともあり電気自動車用リチウムイオン電池に対する需要はあまり発生せ

ず、電気自動車用電池の継続的な生産は行われなかった。また、1997 年にはトヨタのプリウス等

のハイブリッド車が発売され、更に、燃料電池自動車への期待の高まりもあり、2002 年度から 2007

年度までは、53 億円の予算で「燃料電池自動車等用リチウム電池技術開発」が実施されることと

なった。そのプロジェクト終了後、2007 年度からは、予算総額 110 億円、2011 年までの計画で、

燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、電気自動車等用の高性能リチウムイオン電池
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’80 ’85 ’90 ’95 ’00 ’05 ’10’80 ’85 ’90 ’95 ’00 ’05 ’10

Fuel cell Fuel cell 
vehiclesvehicles

Appreciating Appreciating 
oil prices  oil prices  

分散型電池電力貯蔵
技術開発（LIBES)

FY1992-2001

Targeting EVTargeting EV Targeting FCV Targeting FCV Targeting Targeting 
FCV, PHEV, EVFCV, PHEV, EV

◆Lithium battery (Ni-Co-based and 
Mn-based)
◆3kWh pack (45kWh system)
◆ 150Wh/kg, 400W/kg
◆ Over 1000 cycles
Total budget: ¥10.1 billion

◆Lithium battery (Ni-Co-based and 
Mn-based)
◆3kWh pack (45kWh system)
◆ 150Wh/kg, 400W/kg
◆ Over 1000 cycles
Total budget: ¥10.1 billion

燃料電池自
動車等用リ
チウム電池
技術開発

次世代自動
車用高性能
蓄電システ
ム技術開発
(Li-EAD）

FY2002- 2006 FY2007-2011

Lithium battery (Ni-Co-based and Mn-based)
◆ 3kWh pack
◆70Wh/kg, 1,800W/kg
◆ 15 year lifespan
◆ ¥50,000/kWh
Total budget: ¥5.3 billion

Lithium battery (Ni-Co-based and Mn-based)
◆ 3kWh pack
◆70Wh/kg, 1,800W/kg
◆ 15 year lifespan
◆ ¥50,000/kWh
Total budget: ¥5.3 billion

◆ Lithium battery (Ni-Mn based etc.)
◆ 3kWh pack
◆ 100Wh/kg, 2,000W/kg, 10+ year 
lifespan, ¥40,000/kWh by 2015
◆ 500km/charge in 2030
Total budget: ¥11.0 billion

◆ Lithium battery (Ni-Mn based etc.)
◆ 3kWh pack
◆ 100Wh/kg, 2,000W/kg, 10+ year 
lifespan, ¥40,000/kWh by 2015
◆ 500km/charge in 2030
Total budget: ¥11.0 billion

Zero emission Zero emission 
vehicle requirement vehicle requirement 

in Californiain California



 15

トロニクス並びにモータ、先進構造材料、先進燃料エンジン等の研究及び性能向上に関する技術

開発を実施している。プログラムを成功させるために、DOE-OVT は米国の自動車会社であるクラ

イスラー（Chrysler LLC）社、フォード（Ford Motor Company）社、並びに GM（General Motors 

Corporation）社が中心となって設立した USCAR（United State Council for Automotive Research）

を通じてパートナーシップを結んでいる。 

エネルギー貯蔵デバイスとしては、ハイブリッド電気自動車（HEV）、プラグインハイブリッド

自動車（PHEV）、電気自動車（EV）等用の先進自動車用バッテリー並びにウルトラキャパシターを

研究開発対象にしており、米国先進バッテリー協会（USABC: United State Advanced Battery 

Consortium）に代表される自動車産業界及びその他の産官学と協力して活動を行っている。USABC

は、米国内の電気化学的エネルギー貯蔵デバイス業界における長期的な研究開発を促進し、自動

車会社、電気化学的エネルギー貯蔵デバイス会社、国立研究所、大学、その他主要なステークホ

ルダーとの連携を維持している。DOE-OVT の下で様々な自動車技術プログラムが同時進行中であ

るが、エネルギー貯蔵デバイスを対象としたものとしては、USABC 支援プログラム、応用電池研

究（ABRT: Applied Battery Research for Transportation）プログラム、先進輸送技術用バッテ

リー（BATT: Batteries for Advanced Transportation Technologies）プログラムが主要なプロ

グラムとして挙げられる。開発対象は、USABC 支援プログラムではリチウムイオン電池システム

の技術開発、ATD 並びに ABR プログラムではセルレベルでの研究開発、BATT プログラムでは材料

レベルでの基礎研究を行っており、各プログラムが密接に関連することで、効率的にプログラム

を推進している。図 1-11 に USABC 支援プログラム、ATD プログラム、BATT プログラム間の関係を

まとめた図を示す。USABC 支援プログラムではリチウムイオン電池システムの開発、ATD プログラ

ムではセルレベルの開発、BATT プログラムでは材料レベルでの基礎研究を分担している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-11 米国の自動車用蓄電池プログラムの相関図 
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また、米国における様々な自動車用のエネルギー貯蔵技術に関する最新の要件は、「2008 年度

エネルギー貯蔵技術研究開発経過報告書（FY2008 Progress Report for Energy Storage Research 

and Development）」で公開されている。プラグインハイブリッド自動車用エネルギー貯蔵デバイ

スの目標値・条件としては、High Power/Energy Ratio Battery と High Energy/Power Ratio Battery

を定めている。米国におけるプラグインハイブリッド自動車の電気エネルギーによる走行距離の

目標値として、High Power/Energy Ratio Battery では 10 マイル（16km）、High Energy/Power Ratio 

Battery では 40 マイル（64km）が設定されている。表 1-5 に USABC における PHEV 用電池の目標

値のまとめたものを示す。詳細については、米国先端電池研究組合（USABC）のホームページ上で

公開されている。 

 

表 1-5 USABC における PHEV 用電池の目標値のまとめ 

Characteristics at End of Life  High Power/Energy 

Ratio Battery 

High Energy/Power 

Ratio Battery 

Reference Equivalent Electric 

Range 

miles 10 40 

Peak Pulse Discharge Power (2 

sec/10 sec) 

kW 50/45 46/38 

 

Peak Regen Pulse Power (10 sec) kW 30 25 

Available Energy for CD (Charge 

Depleting) Mode, 10 kW Rate 

kWh 3.4 11.6 

Available Energy for CS (Charge 

Sustaining) Mode 

kWh 0.5 0.3 

 

CD Life Cycles 5,000 5,000 

CS HEV Cycle Life, 50 Wh Profile Cycles 300,000 300,000 

Calendar Life, 40°C year 15 15 

Maximum System Weight kg 60 120 

Maximum System Volume Liter 40 80 

System Recharge Rate at 30°C kW 1.4 (120V/15A) 1.4 (120V/15A) 

Unassisted Operating & Charging 

Temperature Range 

°C -30 to +52 -30 to +52 

 

Maximum System Production Price @ 

100k units/yr 

$ $1,700 $3,400 

 

 

USABC 支援プログラム 

車載用蓄電池の研究開発については、DOE と USABC がコストを分担することにより電池開発会

社への支援を実施している。支援した企業としては、Johnson Controls-SAFT（JCS）社、A123Systems

社、Compact Power Inc.（CPI）社、EnerDel 社、3M 社等が挙げられる。 

PHEV 用蓄電池の開発については、2007 年 4 月に 4 つのプロジェクトが選ばれている。10 マイ
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ル電気走行可能な PHEV（PHEV10）並びに 40 マイル電気走行可能な PHEV（PHEV40）として別々の

目標値が設定されている。表 1-4 の High Power/Energy Ratio Battery が PHEV10 に、High 

Energy/Power Ratio Battery が PHEV40 に対応している。JCS 社と A123Systems 社では PHEV10 並

びに PHEV40 を目指した技術開発を、Compact Power Inc.（CPI）社と EnerDel 社は 10 マイル電気

走行可能な PHEV を目指した技術開発を行っている。 

JCS 社では、DOE/USABC から 24 ヵ月間で 1,500 万ドルまでの資金提供を受け取ることで、コス

ト低減とエネルギー密度の改良に取り組む。CPI 社では、DOE/USABC から 27 ヵ月間で 1,290 万ド

ルまでの資金提供を受け取る。正極材料に層状酸化物とマンガンスピネル酸化物のブレンドを用

いることでセルの改良に取り組む。A123 Systems 社では、DOE/USABC から 36 ヵ月で 1,250 万ドル

までの資金提供を受け取ることで、ナノオリビン酸鉄（LiFePO4）の改良に取り組む。PHEV10 に

ついては円筒形状のデザインを利用して、PHEV40 はパウチセルを用いることに加え、オリビンマ

ンガンを含むリン酸系正極材料の開発をすることで目標値達成のための研究開発を進めている。

EnerDel 社では、DOE/USABC から 18 ヵ月で 650 万ドルまでの資金提供を受け取る。負極でのナノ

フェーズのチタン酸スピネル（LTO）の分散性の向上、正極に LiMn1.5Ni0.5O4 等の高電位正極を用

いることでエネルギー密度の向上に取り組む。また、Celgard 社が DOE/USABC から 18 ヵ月間で 230

万ドルまでの資金提供を受け取り、HEV と PHEV 用のセパレーターの開発に取り組むことが 2009

年 1 月にアナウンスされた。 

表 1-6 に、プラグインハイブリッド自動車用蓄電池の日米での開発目標値の比較したものを示

す（米国の目標値は High Power/Energy Ratio Battery での値を用いている）。米国と日本の目標

値では指標が違うため、日本の目標値を米国の目標値に換算することで比較した。その結果、基

本的には目標とする性能に日米では大差がないこと、ただ、日本の方がより高出力でコンパクト

化を指向していることが示唆された。 

 

表 1-6 プラグインハイブリッド自動車用蓄電池の日米での開発目標値の比較 

（出典：USCAR 資料より NEDO 試算） 
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1)日本の EV 走行距離については、電費をプリウスの 7.6km/Wh として計算。 

2) 90-25%SOC を EV 走行利用範囲と仮定して、米国のパック容量及び日本の EV 走行

可能容量を逆算 

3)為替レートは 1$=96.26 円（2009/5/19）で計算 

4)エネルギー密度、コストの算出は、パック容量を前提に計算 

 

ABRT プログラム 

ABRT プログラムが 2008 年 10 月 1 日に開始された。2008 年まで DOE では HEV 用のリチウムイオ

ン二次電池を対象とした ATD プログラムを推進してきたが、HEV 用リチウムイオン二次電池の技

術が成熟してきたことを反映して、DOE-OVT では研究開発プログラムを PHEV 用のリチウムイオン

二次電池の開発にシフトした。PHEV 並びに HEV 用リチウムイオン二次電池において、解決すべき

基本的な研究課題としては共通部分が多いが、特に、新たに二つの解決すべき課題が設定されて

いる。 

 (1)中型サイズの PHEV で 40 マイルの電気走行を可能とするための適切なエネルギー密度を実

現すること（但し、CD（charge-depleting）モードでの要求エネルギーを満たし、かつ、適

切な重量及び体積の範囲内で収まっていること）。 

(2)5000サイクルに至る十分なサイクル寿命安定性を実現すること（CDモードで広いDOD（Depth 

of discharge）範囲で充放電サイクルをした場合）。 

また、この広い DOD 範囲での充放電モードにおけるリチウムイオン二次電池の寿命並びに 

濫用時の耐性に与える影響を抑えることによる車載用電池のエネルギー密度向上、さらに、

300$/kW のコスト目標が挑戦すべき課題として挙げられている。 

 

BATT プログラム 

BATT プログラムは DOE-OVT が支援している。BATT プログラムの主要目的は、HEV、PHEV 並びに 

EV で利用される高性能の次世代蓄電池の新材料の開発及び分析である。2008 年は PHEV と EV 用の

高エネルギー密度材料に関する研究を実施してきている。LBNL が他の 4つの研究所、11 の大学等

と協力して、複数の BATT 研究開発任務を管理している。プログラムでは、(1)新しい正極システ

ム、特性並びに限界、(2)新しい負極材料、(3)新奇な電解質及びその特性、(4)リチウムイオンの

モデリング、診断並びにセル解析。特に正極については、リン酸系、層状系、マンガンスピネル

並びにスピネルコンポジット系を研究開発対象としている。 
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第２章 研究開発マネジメントについて 

 

１．研究開発の概要 

エネルギー消費量の増加が著しい運輸部門における石油依存度は、ほぼ 100％の状況であり、

今後、エネルギーの効率的な利用、石油代替エネルギーへの移行により、石油依存度を低減して

いく必要性が指摘されている。それゆえ、石油依存度を低減し、多様なエネルギーでかつ低環境

負荷で走行することができるプラグインハイブリッド自動車、電気自動車、燃料電池自動車等の

次世代クリーンエネルギー自動車の開発、普及が期待されている。  

本研究開発「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」（通称、Li-EAD プロジェクト、Li-EAD

は Li-ion and Excellent Advanced Batteries Development の略）では、高性能リチウムイオン

電池とその構成材料並びに周辺機器（モータ、電池制御装置等）の開発、新規の概念に基づく革

新的な電池の構成とそのための材料開発、および電池反応制御技術の開発、更に加速寿命試験法

の開発、劣化要因の解明、電池性能向上因子の抽出、並びに、安全性基準および電池試験法基準

の策定等を実現することで、プラグインハイブリッド自動車、電気自動車等、燃料電池自動車等

の早期実用化に資するための高性能かつ低コストな二次電池及びその周辺機器の開発を行うこと

を目的とする。また、本事業の研究開発成果が、次世代クリーンエネルギー自動車の早期実用化

の促進に資することはもちろんのこと、多くの波及効果をもたらし、日本が本分野において今後

も国際的に主導的な役割を果たすことを期待している。 

研究開発項目として、①｢要素技術開発｣ 、②｢次世代技術開発｣、③｢基盤技術開発｣を設定して、

包括的な研究開発を実施することした。 

以下、各研究開発項目の役割と実施概要を述べる。 

（１）要素技術開発 

蓄電池技術は、燃料電池自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車等の次世代クリ

ーンエネルギー自動車に共通するコア技術であり、多様な自動車エネルギー技術の中でも基盤的

な性格を持つ。 そこで、これらの次世代クリーンエネルギー自動車の早期実用化を促進するため

に、リチウムイオン電池等の高性能化・低コスト化のための要素技術開発、および電池制御装置

やモータ等の格段の高性能化に資する周辺機器の技術開発を行う。  

要素技術開発では、下記の3つの領域での開発を行う。  

１）電池開発： 

0.3kWh級モジュールを作製し、2015年を目途に、目標値の特性を有するリチウムイオン電池の

実用化を目指すための電池開発を行う。  

２）電池構成材料及び電池反応制御技術の開発： 

小型実用単電池を作製し、2015年以降での実用化を目途に、高性能なリチウムイオン電池の構

成材料の開発、電池反応制御技術の開発、および基本原理の解明などを行う。  

３）周辺機器開発： 

格段の高性能化（高効率化・軽量化・コンパクト化）に資する電池制御やモータ等の周辺機器

の技術開発を行う。  
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（２）次世代技術開発 

次世代の蓄電池に要求される、コスト、寿命、安全性、エネルギー密度、出力密度等での圧倒

的な性能向上のためには、現状の技術レベルの延長線上にある技術開発だけではなく、新たな電

池系の提案や構成材料レベルでのブレークスルーが期待できる新しい原理・構造の技術開発が不

可欠である。そこで、現状レベルでのコストや性能向上の見通しを打破するような新規の正極、

負極材料や電解質等、材料レベルの革新的な技術開発等を実施する。  

2030年頃において、パック電池レベルで重量エネルギー密度700Wh/kg以上という革新的な性能

を実現することを目指して、現状の技術レベルの延長線上にない、経済性、性能面でのブレーク

スルーが期待できる新しい材料（正極、負極、電解質等）や新しい電池系（合金系、金属系等）

の基礎研究開発を実施する。  

（３）基盤技術開発 

高性能蓄電池の実用化にあたっては、安全性を確保するとともに標準化を進め、研究開発の効

率化を図ることが重要である。 よって、蓄電池における寿命予測、耐久性、安全性試験方法の確

立や標準化、技術開発の効率化につながる電池性能を向上させる因子の解明や反応メカニズムの

解析手法の確立等、基盤的な技術開発を行う。  

蓄電池における寿命予測、耐久性、安全性試験方法の確立や標準化、技術開発の効率化につな

がる電池性能を向上させる因子の解明や反応メカニズムの解析手法の確立等、基盤的な技術開発

を行う。  

 

２．研究開発目標 

（１）プロジェクトの最終目標（平成23年度末）  

本研究開発においては、高性能な蓄電システムの要素技術開発、現状のリチウムイオン電池等

の技術レベルをブレークスルーするための新材料等の次世代技術開発、耐久性評価・安全性試験

方法の確立等の基盤技術開発を実施することにより、2015年において現状の蓄電池性能（注）の

概ね1.5倍以上、コスト1/7を可能とする次世代クリーンエネルギー自動車の実用化を促進するこ

と。及び2030年を目処に、現状の蓄電池性能（注）の概ね7倍を見通す革新的蓄電池技術への基礎

確立を目標とする。  

（注）現状の蓄電池性能（下記の数値は、容量3kWh程度の電池パックを想定した値）  

・電池システム重量エネルギー密度：70 Wh/kg  

・電池システムコスト：20 万円/kWh  

 

（２）研究開発項目毎の最終目標（平成23年度末） 

下記目標値を基本とするが、各委託研究の目標（中間目標及び最終目標）は、提案者が公募時

に研究開発テーマとともに提案し、採択決定後に NEDO 技術開発機構と協議のうえ個別に実施計画

に定める。図 2-1 に「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」の代表的な開発目標値をま

とめたものを示す。 

①要素技術開発目標 

a)電池開発  
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0.3kWh級モジュールを作製し、以下の目標（性能目標は3kWh級パック電池の換算値）を満足す

ること。  

・重量エネルギー密度：100 Wh/kg  

・重量出力密度：2000 W/kg  

・体積エネルギー密度：120 Wh/L  

・体積出力密度：2400 W/L  

・寿命：10 年以上  

・充放電効率：95 %以上  

・コスト：4 万円/kWhの見通しを示すこと（100 万パック/年生産時）  

・安全性：車載時の濫用に耐えること  

b)電池構成材料の開発 

小型単電池を作製し、以下の目標（性能目標は3kWh級パック電池の換算値）を満足すること。

但し、エネルギー密度と出力密度は、少なくともどちらか一方を満足し、他方については見通し

を示すこと。なお、下記エネルギー密度及び出力密度のパック値から単電池への換算は、2006年8

月経済産業省報告書「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」を参照のこと 

<http://www.meti.go.jp/report/data/g60824bj.html>。  

・重量エネルギー密度：200 Wh/kg以上  

・重量出力密度：2500 W/kg以上  

・コスト：3 万円/kWh以下の見通しを示すこと（100 万パック/年生産時）  

・安全性：車載時の濫用に耐えること  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発 

    （Li-EAD プロジェクト）」の開発目標値 
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現行技術水準
エネルギー密度：70Wh/kg
出力密度：1800W/kg

（１）要素技術開発（①電池開発）
エネルギー密度：100Wh/kg
出力密度：2000W/kg
寿命：10年以上
コスト：4万円/kWh以下の見通し
を得ること

（１）要素技術開発（①電池開発）
エネルギー密度：100Wh/kg
出力密度：2000W/kg
寿命：10年以上
コスト：4万円/kWh以下の見通し
を得ること

（１）要素技術開発（②電池構成材料開発）
エネルギー密度：200Wh/kg以上
出力密度：2500W/kg以上
コスト：3万円/kWh以下の見通しを得ること

（１）要素技術開発（②電池構成材料開発）
エネルギー密度：200Wh/kg以上
出力密度：2500W/kg以上
コスト：3万円/kWh以下の見通しを得ること

（２）次世代技術開発
エネルギー密度：500Wh/kg以上

（２）次世代技術開発
エネルギー密度：500Wh/kg以上

2030年以降
エネルギー密度：700Wh/kg
出力密度：1000W/kg
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c)周辺機器開発 

格段の高性能化（高効率化・軽量化・コンパクト化）に資する電池制御やモータ等の周辺機器

の技術開発を行う。特に、省･脱レアアースを実現する車両駆動用モータ技術に重点を置く事とし、

下記の性能を見通すことができる車両駆動用モータを開発する。特に、省･脱レアアースを実現す

る車両駆動用モータ技術に重点を置く事とし、下記の性能を見通すことができる車両駆動用モー

タを開発することとした。 

・総合効率：従来技術と同等程度  

・出力密度：従来技術と同等程度  

・レアアース使用量：零  

又は、  

・総合効率：従来技術以上  

・出力密度：従来技術の150 %程度  

・レアアース使用量：従来技術より50 %程度以下 

ここで、レアアースはネオジム、ジスプロシウム等の希土類元素を意味し、総合効率は、自動

車の走行条件等を考慮した上でのモータ単体あるいはモータを含めた駆動システムの効率を意味

する。また、出力密度は、自動車の走行条件等を考慮した上での瞬時あるいは連続運転時におけ

る体積出力密度及び重量出力密度を意味する。 

②次世代技術開発目標 

2030年頃において、パック電池レベルで重量エネルギー密度700 Wh/kg以上という革新的な性能

を実現することを目指し、本事業の終了時点で、重量エネルギー密度500 Wh/kgを見通せる電池構

成材料及び電池反応制御技術の開発。 

③基盤技術開発目標 

・加速寿命診断法の確立。  

・高SOC保存時、高温保存時、高出力時、長期サイクル時等の劣化要因の解明とその抑制手法の

提案。  

・車載用電池安全性試験法の策定。  

・電池性能を向上させる因子の解明。  

 

３．研究開発計画 

本プロジェクトの実施期間は平成 19 年度から平成 23 年度までの 5年間、研究開発の総費用は

計画額で約 110 億円の事業である。基本計画の（別紙）研究開発計画で、運営方法については以

下のように規定している。 

（１）各技術開発の運営方法 

①要素技術運営方法 

・初年度に公募により実施者を選定するが、2年目以降も必要に応じて公募を行う。  

・“電池構成材料開発及び電池反応制御技術の開発”については、研究開発の進捗に応じて、

“電池開発”の実施者等との連携を求める場合がある。  

・安全性の技術開発目標については、研究開発項目③｢基盤技術開発｣の安全性試験法や安全性
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評価基準策定の進捗に応じて、内容の高度化や具体化を求める場合がある。  

②次世代技術運営方法 

・原則として毎年度、研究テーマを公募する。  

・各研究テーマについては2年目に技術評価を実施し、3年目以降の研究継続の可否を判断する。  

③基盤技術運営方法 

・初年度に公募により実施者を選定するが、必要に応じて 2年目以降も公募を行う。 

・安全性試験法や安全性評価基準の策定については、研究開発項目①｢要素技術開発｣における

安全性技術開発の進捗に応じて、内容の変更や修正を求める場合がある。 

 

（２）研究開発スケジュール 

基本計画にのっとり図2-2で示すようにプロジェクトの年度計画を実施してきている。平成19

年度前半に公募で委託先を決定して研究開発を実施した後に、要素技術に関しては2年目に主にモ

ータ技術開発を中心として追加公募を実査した。次世代技術に関しては、2年目、3年目に追加公

募を実施する一方、平成21年1月に平成19年度から2年間実施した次世代技術開発の各テーマの延

長審査を行なっている。この結果、11件ある研究開発テーマのうち9件が延長を認められ、2件が

終了となった。図2-3に次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発の実施内容（平成21年度）を

示す。また、評価については技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の

技術的意義並びに将来の産業への波及効果などについて、外部有識者による研究開発の中間評価

を平成21年度に、事後評価を平成24年度に実施する。また、中間評価結果を踏まえ必要に応じプ

ロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 プロジェクトの年度計画（括弧内は実施テーマ件数） 

 

①要素技術開発

②次世代技術開発

③基盤技術開発

平成２３年度平成２２年度平成２１年度

（中間評価）

平成２０年度平成１９年度

①要素技術開発

②次世代技術開発

③基盤技術開発

平成２３年度平成２２年度平成２１年度

（中間評価）

平成２０年度平成１９年度

延長審査

公募 延長審査

公募

公募

公募

公募

公募
延長審査

(1)(1) (1)

(10)

(11) (11)

(11) (11) (9)

(6) (6)

(12) (12) (12)

延長審査

延長審査

延長審査
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各開発項目のスケジュールは以下の通りである。 

①要素技術開発 

a)電池開発 

平成 21 年度（中間目標）までには、ポリアニオン系、NiMn 系、NiCo 系正極材料の開発と黒鉛

系負極材料の改良を行うとともに、10 Ah 級単電池を試作・評価し、性能目標（中間目標）を

達成する。さらに、劣化解析による要因の明確化と開発の方向性の検証を行い、入出力特性の

改良など温度特性や安全性を含めた評価解析を実施する。平成 23 年度（最終目標）までには、最

適な電池システムとしての設計を行い、0.3 kWh 級モジュール電池を試作・評価する。そして、

3 kWh 級電池において性能の最終目標を達成する（0.3 kWh 級モジュール電池の性能値を、3 

kWh 級電池における性能値への換算には換算係数を適用）。さらに、コスト目標、安全性につ

いても達成する。 

b)電池構成材料開発および電池反応技術の開発 

平成 21 年度（中間目標）までには、リチウムイオン二次電池の電極材料としては、新規の酸化

物型正極材料、新規のポリアニオン系正極材料の開発と合成方法の検討、コンビナトリアル法に

よる新規電極材料等の探索、カーボンナノ構造正極の開発等を、電解質については、ボレート系

や FSA(FSI)アニオン系のイオン液体電解質、ヘテロ元素含有電解質、不燃性ポリマーゲル電解質

の探索、合成と創製等を実施することで、中間目標を達成する。また、反応制御技術開発の一環

として、正極材料内でのリチウムイオンの出入りの様子をナノスケールで可視化する電子顕微鏡

観察技術等の解析技術開発を実施することで、新規材料開発の目標達成に資する。平成 23 年度（最

終目標）までには、開発した材料を用いた小型実用単電池を作製し、性能目標（最終目標）を達

成する。 

C)周辺機器開発 

平成 21 年度（中間目標）までに、モータ開発では磁場解析等による磁性材料および誘導コイ

ルなどの形状および構造の最適化と新規同期モータ、誘導モータの設計により、軽量化と高性能

化等の開発を実施することで中間目標を達成する。また、制御技術開発では必要となる低損失イ

ンダクタの開発、コンバータを用いた SOC 均等化回路の開発等を実施するとともに、高効率を実

現するため、高周波化に取り組むことで中間目標を達成する。平成 23 年度（最終目標）までには、

モータ開発では適切なサイズのモータを試作・性能評価することで、性能目標（最終目標）を達

成する。また、制御技術開発では必要に応じて IC を製作し、特性改善を実施することで、性能目

標（最終目標）を達成する。 

②次世代技術開発 

平成 23 年度（最終目標）までには、金属－空気電池、リチウム硫黄電池、多価カチオン電池、

新形態リチウムイオン二次電池などに代表される次世代の革新的な二次電池の構成とそのための

構成材料及び電池反応制御技術等を開発する。最初の 2年間で、革新的蓄電池の可能性がある電

極材料、電解質等の新材料探索、反応メカニズムの解析、デンドライド等の発生及び抑制の検討、

界面評価技術の開発等を実施する。残りの期間で開発した材料を用いたコイン型電池等を作製し、

電池特性評価を実施することで、性能目標（最終目標）への達成を確認する。また、界面評価技

術については 500Wh/kg のエネルギー密度の可能性がある電池系で分析法を適用し、有効性を実証
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することとする。 

③基盤技術開発 

平成 21 年度（中間目標）までには、リチウムイオン電池の加速寿命試験方法に資する運転パ

ターンの検討、電池開発を行っている 3委託先から提供を受けた最新電池の劣化要因の解明と抑

制方法の検討、電池評価試験方法、電池安全性試験方法の開発、車載用リチウムイオン電池の国

際標準化のための ISO/IEC 等への提案、リチウムイオン電池の輸送に関する国際規制の緩和、電

池充電標準化に関する検討を実施する。平成 23 年度（最終目標）までには、リチウムイオン電池

の加速寿命試験方法に資する運転パターンの策定、電池開発を行っている 3委託先から提供を受

けた最新電池の劣化機構の解明と抑制方法の提案、電池評価試験方法、電池安全性試験方法の策

定、車載用リチウムイオン電池の国際標準化のための ISO/IEC 等への提案反映、リチウムイオン

電池の輸送に関する国際規制の緩和の実現、電池充電標準化に関する IEC への提案を実施するこ

とで、性能目標（最終目標）を達成する。 

 

図2-3 次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発の実施内容（平成21年度） 

 

（３）予算配分 

3つある研究開発項目のうち、電池開発から材料開発、モータ開発、制御回路開発まで幅広く改

良、開発を行なう要素技術開発については、試作や試験等に多くの費用が必要となるため、それ

らが円滑に実施できるよう、他テーマに比べて特に多くの予算を配分した。特に、電池開発にお

いては、大型化技術の開発に重点を置く案件に予算を重点配分した。次世代技術開発については、

原則としてテーマ毎に1年間で2000万円を上限として予算を割り当てた。また、基盤技術開発につ

いては、調査や各種性能・分析・安全性試験、国際標準化活動に必要な費用を配分した。表2-1

次世代自動車（HEV、EV、FCV等）の早期実用化に資するために、高性能かつ低コストの二次電池及びその周辺機器の開発を実施。
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電解質

要素②（電池材料） 9件
・戸田工業 [多層構造正極]

・九大／三菱重工／九電 [ポストオリビン正極]
・日産自動車 [正極・負極・電解質の開発]
・産総研／田中化学 ［酸化物正極］
・長崎大／産総研 [カーボンナノ正極＆負極]
・三菱化学／日本合成化学 [電解質：イオン液体等]
・産総研 [イオン液体電解質]
・第一工業製薬／関西大 [イオン液体]
・山口大 [固体ポリマーゲル電解質]

次世代技術（金属－空気系） 3件
・九州大学 [Li－空気電池]
・三重大 [Li-空気系負極]
・京大／産総研 [金属-空気電池]

次世代技術（硫黄系） 2件
・物材研 [Li-S系全固体電池]
・東工大 [硫黄系固体電解質］
・大阪府立大/出光興産［Li-S系全固体電池］
・産総研［硫黄複合正極］

次世代技術（リチウム電池系） 19件
・東理大／産総研［Li-Mn系酸化物正極］
・関西大学／いわき明星大［Li-Cu系酸化物正極］
・名工大［錯体正極］
・東大［4d遷移金属コンバージョン系正極］
・ダイキン／関西大学［高耐電圧フッ素系電解液］
・日本触媒［高耐電圧イオン性液体］
・古河電工／古河電池［シリサイド複合Si系負極］
・産総研 [酸化物系負極]
・群馬大 [酸化物系負極]
・神戸大／岩手大 [酸化物系負極]
・JFCC[カーボンナノチューブ負極]
・静岡大 [ホウ素化合物系電解質]
・京大／トヨタ／JFCC [固体電解質]
・慶大／東理大 [イオン液体]
・横国大 [イオン液体、金属電極]
・首都大東京 ［金属負極］
・産総研 [カーボンナノ正極]
・東北大 [C/Si負極]
・鳥取大 [金属負極]

基盤技術 1件
・産総研／電中研／JARI／東北大

[安全性、劣化・寿命予測、基準・標準化]

モータ
電池制御

単電池・電池構成材料

要素技術③（電池制御） 1件
・ＦＤＫ [セル間の均等充電制御]

要素技術③（車両駆動用モータ） 5件
・東理大／北大 [SRM、三次元PM]
・大阪府大／ダイキン [SynRM]
・名工大／東海大 [界磁モータ、IM]
・徳島大 [センサレス制御]
・三菱電機 [界磁モータ、キャパシタ]

要素技術①（モジュール電池） 3件
・パナソニック [正極：Ni系、負極：合金系含む]
・ジーエス・ユアサ [正極：ポリアニオン系]
・日立ＶＥ／日立製作所 [正極：Ni-Mｎ系]

次世代技術（多価カチオン電池系） 2件
・東工大［マグネシウム電池］
・埼玉県産業技術総合センター [ マグネシウム電池]

次世代技術（解析技術） 4件
・東北大［分光法による電極材料その場観察］
・東北大［各種評価結果シュミレーション］
・京大 [電極･電解質界面XAFS測定]
・長岡技科大／JAXA [熱特性解析]

充電

電池
モジュール
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に技術開発項目毎の研究予算を示す。 

 

表 2-1 研究予算一覧表 

 開発費用（百万円） 

 H19fy H20fy H21fy 総額 

要素技術開発（①電池開発） 520.1 524.2 523.5 1567.8 

要素技術開発（②電池構成材料開発） 638.2 718.9 507.5 1864.6 

要素技術開発（③周辺機器開発） 39.8 366.9 347.8 754.5 

次世代技術開発 219.9 439.2 568.4 1227.5 

基盤技術開発 386.6 693.9 537.9 1618.4 

 1804.6 2743.1 2485.1 7032.8 

 

４．研究開発の実施体制 

本プロジェクトの実施体制としては、NEDO技術開発機構、委託先、技術委員から成り、それぞ

れの役割は以下の通りである。 

（１）NEDO技術開発機構 

プロジェクトを推進し、目標達成に向けて研究開発全体のマネジメントを行なう。 

（２）委託先 

本プロジェクトでは、3テーマ合計で79の実施者が委託先または再委託先として研究開発を実施

している（平成21年度7月現在）。 

（３）技術委員 

外部有識者から成り、第3者の立場で研究開発の方向性や技術的内容について審議を行なってい

る（詳細後述）。 

図2-4に平成21年度次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発のプロジェクト推進体制を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-4 平成21年度次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発 プロジェクト推進体制 

［基盤技術開発］ ［次世代技術開発］
・ 硫黄電池系
・ 金属－空気電池系
・ 多価カチオン電池系
・ 新形態リチウムイオン二次電池系
・ 解析技術

委託

［要素技術開発］

・ モジュール電池
・ 電池材料

要素技術開発委員会
（委員長：京都大学小久見教授）

基盤技術開発委員会
（委員長：九州大学山木教授）

次世代技術開発委員会
（委員長：神奈川大学佐藤教授）

蓄電池情報交換会
NEDO関連部署の

情報交換

NEDO技術開発機構

［要素技術開発］

・ 周辺機器

要素技術開発委員会
（委員長：東京大学堀教授）
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また、要素技術開発（電池開発）と基盤技術開発は連携して研究開発を実施する。つまり、要

素技術開発（電池開発）参画企業が開発電池等を基盤技術法人に提供することで、評価技術開発

並びにISO/IEC等での国際標準策定に資する。一方、基盤技術開発参画法人は要素技術（電池開発）

参画企業に評価結果等をフィードバックすることで研究開発の加速化に資する。図2-5に要素技術

開発と基盤技術開発の連携を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-5 要素技術開発（電池開発）と基盤技術開発の連携 

 

５．研究開発の運営管理 

（１） 技術委員会の開催 

外部有識者から技術委員を選任して、第3者の立場で研究開発の方向性や技術的内容について審

議する技術委員会を設置している。要素技術委員会（電池開発・電池構成材料の開発）には京都

大学の小久見教授を、要素技術委員会（周辺機器開発）には東京大学の堀教授を、次世代技術委

員会には神奈川大学佐藤教授を、基盤技術委員会には九州大学の山木教授を委員長としてお願い

している。平成19～20年度にわたって、4つに分けたグループ毎で年1～2回の頻度で、それぞれの

委託先が参加して開催してきた。また、基盤技術委員会については、プロジェクト全体に係わる

評価技術等の共通的な課題について取り扱っているため、全ての委託先に公開して実施すること

で情報の共有化を図っている。図2-6にプロジェクトライフサイクルにおける各委員会の位置づけ

を示す。「定期的に進捗状況を把握、今後の開発の方向性を聞いてみよう」とあるが、本委員会

の位置づけはここに当たる。また、表2-2に各種委員会の開催スケジュール並びに委員名簿を示す。 

 

 

 

 

要素技術開発（電池モジュール）＜競争的技術開発＞

基盤技術開発

評価技術・国際標準化

（電力中央研究所・日本自動車研究所

・産業技術総合研究所）

次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発

日立製作所
日立ビークル

エナジー
パナソニック

ジーエス・ユ
アサ・コーポ
レーション

一般化された

評価技術

デ
ー

タ
・試

料
・評

価
秘

密
保

持
契

約

デ
ー

タ
・試

料
・評

価

秘
密

保
持

契
約

デ
ー

タ
・試

料
・評

価

秘
密

保
持

契
約

実用化

ISO,IEC等での
国際標準策定



 28

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-6 プロジェクトライフサイクルにおける各委員会の位置づけ 

 

表2-2 各種委員会の開催実績並びに委員名簿 

2-2(a)要素技術委員会 

開催日程 

開催日 委員会名 

平成20年 4月 9日 平成20年度第1回要素技術委員会 

（H19年度採択：電池構成材料・電池制御） 

平成21年 4月 9日 平成21年度第１回要素技術委員会 

（Ｈ20年度採択：モータ＋H19年度採択：電池制御） 

平成21年 4月 17日 平成21年度第2回要素技術委員会 

（H19年度採択：電池構成材料） 

委員名簿（敬称略）（電池構成材料） 

 氏名 所属、役職 

委員長 小久見 善八 京都大学 産学連携部門 特任教授 

委員 藤波 達雄 静岡大学 工学部 特任教授 

櫻井 庸司 豊橋技術科学大学 電気・電子工学系 教授 

神戸 良隆 トヨタ自動車(株) 車両技術本部第HV材料技術部 グループ長 

三森 正仁 ホンダ技術研究所 四輪開発センター第二材料開発室 主任研究員 

寺田 信之 電力中央研究所 材料科学研究所材料物性創製領域リーダー 
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委員名簿（敬称略）（モータ・電池制御） 

 氏名 所属、役職 

委員長 堀 洋一 東京大学 生産技術研究所 教授 

委員 小黒 龍一 九州工業大学 情報工学部 システム創成情報工学科 教授 

水谷 良治 トヨタ自動車(株) パワートレーン本部 HV先行開発部 

 シニアスタッフエンジニア 

米倉 光一郎 日産自動車(株) 総合研究所 電動駆動研究所 主任研究員 

山本 恵一 (株)本田技術研究所 四輪R&Dセンター  

第5技術開発室 第1ブロック 主任研究員 

 

2-2(b)次世代技術委員会 

開催日程 

開催日 委員会名 

平成20年 1月11日 平成19年度第1回次世代技術委員会 

（H19年度採択：硫黄系） 

平成20年 2月28日 平成19年度第2回次世代技術委員会 

（H19年度採択：空気系、リチウム系） 

平成20年 9月30日 平成20年度第1回次世代技術委員会 

（H19年度採択：硫黄系、空気系、リチウム系） 

平成21年 3月16日 平成20年度第2回次世代技術委員会 

（H20年度採択：空気系、多価カチオン系、リチウム系） 

委員名簿（敬称略） 

 氏名 所属、役職 

委員長 佐藤 祐一 （国）神奈川大学 工学部 工学部長・教授 

委員 漆畑 広明 （国）東京工業大学 工学部 教授 

稲葉 稔 （学）同志社大学 工学部 教授 

宇恵 誠 三菱化学（株） イノベーションセンター フェロー 

宮本 丈司 （社）日本自動車工業会 EV 副部会長（日産自動車） 

堀場 達雄 日立ビークルエナジー（株） 主管技師 

村田 利雄 （株）ジーエス・ユアサコーポレーション 部長 

湯浅 浩次 パナソニック（株）エナジー社 グループマネージャー 

 

2-2(c)基盤技術委員会 

開催日程 

開催日 委員会名 

平成20年 3月19日 平成19年度第1回基盤技術委員会 

平成20年12月17日 平成20年度第1回基盤技術委員会 
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平成21年 6月24日 平成21年度第1回基盤技術委員会 

委員名簿（敬称略） 

 氏名 所属、役職 

委員長 山木 準一 （国）九州大学 先導物質化学研究所 教授 

委員 鳶島 真一 （国）群馬大学 大学院工学研究科 教授 

成澤 和幸 （独）交通安全環境研究所 環境研究領域 上席研究員 

三根 浩二 電気事業連合会 技術開発部 副部長 

宮本 丈司 （社）日本自動車工業会 EV 副部会長（日産自動車） 

森本 佳成 （社）電池工業会 二次電池技術担当部長 

村田 利雄 （株）ジーエス・ユアサコーポレーション 部長 

堀場 達雄 日立ビークルエナジー（株） 主管技師 

井上 利弘 パナソニック（株）エナジー社 チームリーダー 

米津 育郎 三洋電機（株） モバイルエナジーカンパニー 統括部長  

内海 和明 

 

オートモーティブエナジーサプライ（株） 

エグゼクティブ チーフエンジニア 

 

（２） 延長審査の実施 

平成21年1月、次世代技術開発におけるステージゲートとして外部有識者が参加し、平成19年度

から2年間実施した次世代技術開発の各テーマの延長審査を行なった。この結果、11件ある研究開

発テーマのうち9件が延長を認められ、2件が終了となった。 

延長審査としては、審査の公平性を図るため 6 名の審査委員に全てのテーマについて審査をお

願いした。審査委員としては、アカデミック関係から 2名、電池メーカーから 2名、自動車メー

カーから 2名とした。委託者からは「事前書面審査書類用評価資料」を提出していただき、審査

委員による事前書面審査を実施後、延長審査委員会で委託者から「プレゼンテーション」を実施

し、審査委員により再評価いただく形式をとった。 

 事前書面審査書類用評価資料としては以下の内容で依頼した。 

 

文書構成： 

Ａ.平成19～20年度の研究成果 

（１）本研究開発の目標（設定理由含む）および達成度 

（２）研究開発成果（得られた知見等） 

・上記目標値、得られた知見は世界的に見てどの程度の水準にあるか？ 

・得られた成果、知見は新規性、革新性のある成果であるか？ 

Ｂ.平成21～23年度の研究開発計画 

（１）研究開発の目標 

①平成21年度目標 

②平成22年度目標 
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③平成23年度最終目標 

（２）研究計画および研究内容の新規性、技術的優位性 

①研究内容（課題、課題解決のアプローチ） 

①－a 平成21年度研究内容 

①―b 平成22年度研究内容 

①―c 平成23年度研究内容 

②研究内容の新規性、技術的優位性 

③研究体制（参考資料のフォームを活用） 

 

＊原則として、研究体制はH19年度採択時と同じとする。 

＊予算は2000万円/年以下とする。 

 

延長審査委員会は①委託先からのプレゼンテーション【20 分】→②質疑応答【10 分】→③再評

価を委託先毎に繰りした後に、⑤全委託先評価結果集計→⑥総合審査【60 分】を実施した。なお、

表 2-3 に次世代技術開発延長審査における審査基準および審査のポイントを示す。次世代技術開

発の観点から、成果の目標達成も重要な項目ではあるが、達成した目標の国際水準から見た優位

性等、今後の研究計画の新規性・技術的優位性にも重きを置いた審査とした。また、延長に当た

っては、審査委員の 4名以上が 3点以上かつ 6人の平均点が 3点以上であることを基準とした。 

 

表 2-3 次世代技術開発延長審査における審査基準および審査のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要素技術開発および基盤技術開発の各テーマについては、平成 21 年度に延長審査を実施して後

年度の研究延長の可否を判定する。また、次世代技術開発の各テーマについては、平成 20 年度採

平
成

19
年

～
20

年
度

の

研
究

成
果

平
成

21
年

～
23

年
度

の

研
究

計
画

研究開発の目標
【目標の達成度】A－(1)

A－(2) 研究開発成果
【成果のレベル】

達成した目標、得られた知見は国際水準
から見て優れた成果と言えるか？

成果は目標を達成しているか？

得られた成果、知見は新規性、革新性
のある成果と認められるか？

2.0

1.5

1.5

1.0
研究開発目標

【目標設定の妥当性】
B－(1)

B－(2)
研究計画および

研究内容の
新規性、技術的優位性
【目標設定の妥当性】

最終目標に向け、年度目標は適切な
レベルに設定されているか？

課題解決に向けた効果的なアプローチ
が示されているか？

2.0

審査のポイント 重み付け

※評点は１～５点（0.5点刻みでも可）

※６名の総合評価点の平均が３点以上 かつ ４名が３点以上のテーマが延長候補。
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択テーマについては平成 21 年度に、平成 21 年度採択テーマについては平成 22 年度に、延長審査

を実施して後年度の研究延長の可否を判定する。要素技術開発並びに基盤技術開発の延長審査に

おける審査基準および審査のポイントについては適切に設定する。 

 

（３）成果の普及 

委託先の成果については、積極的に特許出願、論文発表、講演発表、広報等で普及を図るよう

に指導を実施してきている。表 2-4 に平成 21 年度 4月末時点での外部発表の実績を示す（特許及

び論文リストは巻末の参考資料 1を参照のこと）。また、新聞発表としても、3件取り上げられて

いるなど成果が順調に出てきている。表 2-5 に平成 21 年度 7月末時点での新聞発表等の実績を示

す。 

表 2-4 外部発表の実績 

項目 特許出願 論文発表 講演発表 

Li-EADプロジェクト 75 64 383 

 

表 2-5 新聞発表の実績 

2008/8/18：プレス発表 産総研／NEDO 

リチウムイオン濃度分布を可視－電子顕微鏡で新技術－ 

「高容量・低コスト新規酸化物正極材料の開発」（産総研・田中化学） 

平成 20 年 8 月 19 日 電気新聞 朝刊 4 面 

   平成 20 年 8 月 19 日 化学工業日報 朝刊  5 面 

平成 20 年 8 月 19 日 日経産業新聞 朝刊  9 面 

平成 20 年 8 月 19 日 日刊工業新聞 朝刊 21 面 

平成 20 年 8 月 21 日 フジサンケイビジネスアイ 朝刊 6 面 

2009/3/30： 

LIB 電解質にイオン液体－有機溶媒系並特性実現－ 

「高出力・高安全性リチウムイオン電池の開発（関西大学・第一工業製薬） 

平成 20 年 3 月 30 日 化学工業日報 朝刊  １面 

2009/7/7：プレス発表 東北大学／NEDO 

MRI でリチウム電池の内部撮影に成功－リチウムイオンの分布を画像化－ 

「次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発」 

（電中研、JARI、産総研、東北大学） 

平成 21 年 7 月 13 日 日本経済新聞 朝刊 12 面 

平成 21 年 7 月 13 日 日経産業新聞 朝刊 10 面 

平成 21 年 7 月 13 日 電気新聞   朝刊  3 面 

平成 21 年 7 月 13 日 日刊工業新聞 朝刊 24 面 

平成 21 年 7 月 14 日 化学工業日報 朝刊  5 面 
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（４）情報の共有化 

委託先間の情報の共有化、さらには、外部への情報発信を図るため、研究計画発表会、研究成

果報告会、電池討論会でのNEDO共催シンポジウム、海外調査報告会の開催等を実施してきた。 

①研究成果報告会研究・研究計画発表会の開催 

新規採択テーマの研究開発計画内容について委託先間での情報の共有化をするために、研究計

画発表会を開催している。また、採択テーマの目標の達成度等について委託先間での情報の共有

化並びにディスカッションをするために研究成果報告会を開催している。平成19年度研究成果報

告会においては、「系統連係円滑化蓄電システム技術開発」と連携して報告会を開催することで、

同じ蓄電池の技術開発を実施している委託者間の情報等の機会を提供した。また、平成21年3月に

蓄電技術開発室が発足しており、平成20年度成果報告会以降も、「次世代自動車用高性能蓄電シ

ステム技術開発」並びに「系統連係円滑化蓄電システム技術開発」の研究成果報告会を合同開催

することになっている。表2-6に研究計画発表会・研究成果報告会の開催日を示す。 

 

表2-6 研究計画発表会・研究成果報告会の開催日 

開催日 会議名（開催場所） 

平成19年 8月24日 「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」 

研究計画発表会 要旨集（JAホール） 

平成20年 5月26日 

～ 5月27日 

次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発 「系統連系円滑化蓄電システ

ム技術開発」ならびに「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」に

関する平成19年度成果報告会（コクヨホール） 

平成20年 8月25日 「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発(Li-EADプロジェクト)」平

成20年度新規採択テーマ研究計画発表会（JAホール） 

平成21年 7月 9日 

～ 7月10日 

NEDO蓄電技術開発室 平成21年度成果報告会／平成21年度公募研究計画発

表会（東京国際交流会館） 

 

②電池討論会でのNEDOシンポジウムの設置 

電池討論会は日本で最大の蓄電池に関する学会である。平成20年度の第49回電池討論会（11／5

～11／7、開催地：大阪）において3日間にわたり、NEDO共催シンポジウムを開催した。目標の達

成度が重要視される成果報告会と異なり、学会レベルでの技術的なディスカッションがなされて

おり、他の会場に引けをとらないぐらいに開場は大盛況であった。また、「系統連系円滑化蓄電

システム技術開発」と連携してシンポジウムを開催することで、委託者間の情報の共有化並びに

ディスカッションの機会を提供した。今年度も、第50回電池討論会にNEDOシンポジウムを設置す

ることが既に決まっている。表2-7に電池討論会の開催日を示す。 

表2-7 電池討論会の開催日 

開催日 会議名（開催場所） 

平成20年11月 5日～11月 7日 第49回電池討論会（リーガロイヤルホテル堺） 

平成21年11月30日～12月 2日 第50回電池討論会（国立京都国際会館） 
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③海外調査報告会の開催 

 NEDO委託費用で国際学会に参加した委託先に対して、専門分野における国際動向・興味深いト

ピックスについて講演を依頼した。「系統連係円滑化蓄電システム技術開発」と連携して報告会

を開催することで、同じ蓄電池の技術開発を実施している委託者間の情報の共有化の機会を提供

した。表2-8に海外調査報告会の開催日を示す。 

 

表2-8 海外調査報告会の開催日 

開催日 会議名（開催場所） 

平成20年 8月16日 The 14th International Meeting on Lithium Batteries 

報告会（経済産業省） 

平成20年11月20日 PRIME 2008 Meeting 報告会（経済産業省） 

 

（５）国内外の情勢変化への対応 

国際標準化の際に、自動車メーカー及び電池メーカーの国際的な競争力の確保及び研究開発を

効率化するために日本の実情に併せて国際規格を作成することは極めて重要である。例えば、電

池の安全規格が必要以上に厳しくなる規格では、日本の電池メーカーの市場拡大の阻害要因にな

る可能性が高いと考えられるからである。本事業では、日本自動車研究所を中心に基盤技術開発

で自動車用リチウムイオン二次電池の国際標準化・規格化に対応している。標準化のスケジュー

ルとしては、基盤技術開発で各種実験データを蓄積後に、データに裏付けされた国際標準化案を

国際標準化機構（ISO）、国際電気標準会議（IEC）に日本案を提案することで主導権をとって標準

化活動を進めることを当初目指していた。一方、ドイツからISOに電池の標準試験方法等の提案が

先になされたことから、標準化のスケジュールを大幅に見直す必要が生じた。そこで、国際標準

化活動を前倒して実施するために必要な予算を配分した。その結果、IECでは日本がコンビナーを

とることで、自動車用リチウムイオン二次電池のモジュール並びに単電池の標準化活動について

主導権を持ちながら実施しているところである。 

また、優れた成果およびその見通しが得られたものについては、委託費の増額などにより研究

開発の加速を図っている。具体的な例として、三菱重工業／九州大学／九州電力のポスト鉄オリ

ビン系高性能正極材料の探索において、合成装置・電極塗工装置の導入により研究開発が加速す

ると判断し、委託費の増額を行なった。 

 

６.その他 

（１）ロードマップ策定へ向けた取り組み 

NEDO 技術開発機構は、現在、次世代自動車の実用化に向け、リチウムイオン二次電池を中心と

する蓄電池技術開発事業並びに基準・標準等の基盤整備事業等の推進機関として産官学の協力の

下で研究開発を実施している。一方、技術開発事業を適切に推進するためには、常にステークホ

ルダー（利害関係者）間で「技術開発シナリオ」を共有し、それに沿って効率的、効果的に実施

する必要がある。そこで、わが国蓄電池技術開発において取り組むべき技術課題を明確にし、NEDO

技術開発機構の技術開発の方向性を示すとともに、本分野における産官学の効率的かつ的確な研
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究開発への取り組みを先導するための参考に供するために、次世代自動車用高性能蓄電システム

技術開発ロードマップ 2008 を策定した。図 2-7 に「次世代自動車用蓄電池技術開発ロードマップ

2008（概要版）」を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 次世代自動車用蓄電池技術開発ロードマップ 2008（概要版） 

 

 「概要版」は、次世代自動車用蓄電池の技術開発の方向性を、エネルギー密度、出力密度、コ

ストを指標として示したものである。目標値としては、平成 18 年 8 月に経済産業省で取りまとめ

られた「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」での提言値を中心に用いた。次世代ハイブリ

ッド（HEV）並びにプラグインハイブリッド（PHEV）用蓄電池を「出力密度重視型蓄電池」、一般

コミューター型電気自動車（EV）並びに本格的電気自動車（EV）用蓄電池を「エネルギー密度重

視型蓄電池」として分類した。特に、「エネルギー密度重視型蓄電池」については、NEDO におい

て 2020 年頃、2030 年頃について自主的な目標値を定めることで開発目標をより明確にした。ま

た、蓄電池の技術開発に関するロードマップではあるが、プラグインハイブリッド自動車並びに

電気自動車に蓄電池を搭載した際に想定される、走行距離、蓄電池重量、蓄電池容量、コストを

示すことで、蓄電池の技術開発の自動車の性能向上へ与える影響がつかめるようにした。また、

蓄電池のよりいっそうの性能向上のための「課題となる要素技術」として、リチウムイオン二次

電池（LIB）については、正極材料、負極材料、電解質材料、電池化技術を、革新的蓄電池につい

ては、飛躍的なエネルギー密度の向上が期待されている電池系について記載した。また、長期的

に取り組むべき基礎・基盤技術については「長期的基礎・基盤技術の強化」として記載した。「材

料・電池技術マップ」は、現在実用化されているもの、研究開発が行われているものを中心とし

２０３０年以降２０３０年頃

（8kWh、160万円）
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てまとめたものである。リチウムイオン二次電池としては、正極材料、負極材料、電解質材料毎

にまとめたものであり、革新的蓄電池としては飛躍なエネルギー密度等の向上が期待されている

電池系についてまとめたものである。また、リチウムイオン二次電池の理論限界を打ち破るエネ

ルギー密度の飛躍的な向上のためには、従来材料の延長線上にない、新規なアイデアに基づく独

創的な材料系や電池系の創出も強く望まれている。図 2-8 に「革新型蓄電池の技術マップ（材料・

電池技術マップ版）」を示す。また、各材料並びに電池系の詳細な特徴については、詳細版を参考

にされたい。<http://www.nedo.go.jp/nenryo>を参照のこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 革新型蓄電池の技術マップ（材料・電池技術マップ版） 

 

（２）学会、シンポジウム等でのNEDO事業についての成果発信 

NEDO技術開発機構において、学会、シンポジウム等での講演依頼・執筆依頼等を積極的に受け

ることで、国内外にわたって当該事業に関する成果発信をしている。表2-9に学会・シンポジウム

等の演題並びに開催日を、表2-10に論文の掲載日を示す。 

 

表2-9 学会・シンポジウムの演題並びに開催日 

開催日 演題、学会・シンポジウム（開催場所） 

平成20年 2月13日 FCV等用リチウム電池技術開発のまとめと今後の展開  

自動車技術会（工学院大学） 

平成20年 4月 3日 Advanced Battery System Development in Japan 

AEA2008（フランス） 

革新的蓄電池の技術マップ

200 400 600 800 10000

1

2

3

4

作
動

電
圧

（
V

）

2000Wh/kg

1000Wh/kg
500Wh/kg

容量密度（Ah/kg）

1200

★

金属－空気電池

LIB

無機全固体リチウム電池

多価カチオン電池
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質
と

の
反
応
性

抑
制

LIB
（現行系）

亜鉛－空気
一次電池（PR44型）

電気自動車用リチウムイオン
二次電池（約0.2kWh級）

金属－空気
電池

(1)エネルギー密度等高線は、
［電池の平均作動電圧

× 容量密度］ を示す
(2) ★は現行技術レベル

多価カチオン電池

無機全固体
リチウム電池
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平成20年 9月17日 Current Status of Development of a High-Performance Battery System for 

Next-Generation Vehicles in NEDO 

第1回先進車載Ｌｉ会議（米国） 

平成20年11月 5日 「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発（Li-EADプロジェクト）」 

の概要 

第49回電池討論会（リーガロイヤルホテル堺） 

平成21年 1月22日 NEDOにおける車載用電池開発プロジェクト (Li-EADプロジェクト）の現状 

電気化学セミナー1「最先端電池技術ー2009」（タワーホール船堀） 

平成21年 2月23日 自動車用蓄電池の研究開発におけるNEDOの取り組みについて 

第117回アドバンストバッテリー研究会（大阪科学技術センター） 

平成21年 2月27日 電動車両及び二次電池を巡る国際動向と日本の情勢 

FC-EXPO2009（東京ビッグサイト） 

平成21年 3月30日 電動車両用二次電池を巡る国内外の動向 

電気化学会第76回大会（京都大学） 

平成21年 4月27日 次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発（LI-EADプロジェクト）の概要

TECHNO-FRONTIER2009 

第17回 2009バッテリー技術シンポジウム（幕張メッセ） 

 

表2-10 論文の掲載日 

掲載日 学会・シンポジウム 

平成20年 2月13日 エネルギー・資源（エネルギー・資源学会） 

 

（３）国際連携への対応 

①国際エネルギー機関へのオブザーバー参加： 

 国際エネルギー機関（IEA）のハイブリッド自動車の実施協定（IA-HEA）のEx-Co会議並びにAnnex 

XVにオブザーバー参加することで、各国での電動車両等についての政策（研究開発、実証試験並

びに普及）の動向について情報収集を実施した。特に、Annex XVはプラグインハイブリッド自動

車についての情報交換を目指したAnnexであり、5つのサブタスクに分類されている。具体的な調

査内容としては、①Advanced Battery Technologies、②PHEV Components、③Policy Issues and 

Marketability、④Utilities and the Grid、⑤Group Administration and Communicationsであ

る。 

②EUとの連携： 

第2回日独環境フォーラムの開催に際し、ワークショップII（効率的な蓄電技術）でLi-ion電池

技術についての技術交換を実施している。また、第3回日独環境フォーラムにおいては、蓄電技術

を中心に据えたプログラムについて計画している。また、日欧の協力関係の可能性についても日

欧専門家会議を通じて協議していく予定である。 

 



 38

第３章 研究開発成果について 

 

１．要素技術開発（電池開発） 

（１）事業の目的 

要素技術開発（電池開発）は、「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」の中における、先進

フェーズに対応している。先進フェーズとは、2015 年を目途に、コミューター型電気自動車（航

続距離 150km 程度、4 人乗り）やプラグインハイブリッド自動車を量産化することを目指すフェ

ーズである。電気自動車の用途を業務用からコミューター型の乗用車にまで拡大すると同時に、

ハイブリッド乗用車の充電可能性を確保してそのエネルギー環境性能を格段に引き上げることを

目指すフェーズとも言える。また、これらの自動車との並びで、燃料電池自動車の量産化も射程

に入ってくることが想定される。 

図 3-1 に要素技術開発（電池開発）の開発ターゲットを示す。○で囲まれている「Plug-in HV

用・燃料電池自動車用リチウム」の電池システム重量エネルギー密度・出力密度が本項目の開発

目標に対応している（目標の詳細については（４）で記す）。本研究開発項目（電池開発）では、

2015 年を目途に、（４）で記載の目標特性を有するリチウムイオン電池の実用化を目指すための

電池開発を行うことにより、プラグインハイブリッド自動車の実用化に資する高性能リチウムイ

オン電池技術を開発することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 要素技術開発（電池開発）の開発ターゲット 
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（２）事業の概要 

本事業の前身のプロジェクトである「燃料電池自動車等用リチウム電池技術開発」において開

発目標を達成した、かつ、プラグインハイブリッド自動車用蓄電池について必要な一定の技術を

保有している、パナソニック(株)、(株)ジーエス・ユアサ コーポレーション、(株)日立製作所／

日立ビークルエナジー(株)が参画している。研究テーマとしては、パナソニック(株)は、「高耐久

形高容量・高出力リチウム二次電池の研究開発」、(株)ジーエス・ユアサ コーポレーションは「高

性能リチウムイオン電池（複合システム）の研究開発」、(株)日立製作所／日立ビークルエナジー

(株)は「高出力可能な高エネルギー密度型リチウムイオン電池の研究開発」、のテーマで研究開発

を実施している。図 3-2 に次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発の実施内容（平成 21 年度）

における本研究開発項目の位置づけを示す。 

図3-2 次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発の実施内容（平成21年度） 

（本研究開発項目の対象テーマは楕円で囲われている） 

 

平成 21 年度（中間目標）までには、NiCo 系、ポリアニオン系、NiMn 系正極材料の開発と黒鉛

系負極材料の改良を行うとともに、10 Ah 級単電池を試作・評価し、性能目標（中間目標）を

達成する。さらに、劣化解析による要因の明確化と開発の方向性の検証を行い、入出力特性の

改良など温度特性や安全性を含めた評価解析を実施する。平成 23 年度（最終目標）までには、最

適な電池システムとしての設計を行い、0.3 kWh 級モジュール電池を試作・評価する。そして、

3kWh 級パック電池換算において性能の最終目標を達成する（0. 3kWh 級モジュール電池の性

能値を、3 kWh 級パック電池における性能値への換算にはモックアップを作製して試算）。

さらに、コスト目標、安全性についても達成する。具体的な研究開発内容については表 3-1 に示

す。 

次世代自動車（HEV、EV、FCV等）の早期実用化に資するために、高性能かつ低コストの二次電池及びその周辺機器の開発を実施。

燃料貯蔵タンク
燃料電池スタック

モーター

制御装置

蓄電システム

空気圧縮機

燃料電池スタック

モーター

蓄電システム

制御装置

燃料貯蔵タンク
燃料貯蔵タンク

燃料電池スタック

モーター

制御装置

蓄電システム

空気圧縮機

燃料電池スタック

モーター

蓄電システム

制御装置

燃料貯蔵タンク

正極負極
電解質

要素②（電池材料） 9件
・戸田工業 [多層構造正極]

・九大／三菱重工／九電 [ポストオリビン正極]
・日産自動車 [正極・負極・電解質の開発]
・産総研／田中化学 ［酸化物正極］
・長崎大／産総研 [カーボンナノ正極＆負極]
・三菱化学／日本合成化学 [電解質：イオン液体等]
・産総研 [イオン液体電解質]
・第一工業製薬／関西大 [イオン液体]
・山口大 [固体ポリマーゲル電解質]

次世代技術（金属－空気系） 3件
・九州大学 [Li－空気電池]
・三重大 [Li-空気系負極]
・京大／産総研 [金属-空気電池]

次世代技術（硫黄系） 2件
・物材研 [Li-S系全固体電池]
・東工大 [硫黄系固体電解質］

・大阪府立大/出光興産［Li-S系全固体電池］
・産総研［硫黄複合正極］

次世代技術（リチウム電池系） 19件
・東理大／産総研［Li-Mn系酸化物正極］
・関西大学／いわき明星大［Li-Cu系酸化物正極］
・名工大［錯体正極］
・東大［4d遷移金属コンバージョン系正極］
・ダイキン／関西大学［高耐電圧フッ素系電解液］
・日本触媒［高耐電圧イオン性液体］
・古河電工／古河電池［シリサイド複合Si系負極］
・産総研 [酸化物系負極]
・群馬大 [酸化物系負極]
・神戸大／岩手大 [酸化物系負極]
・JFCC[カーボンナノチューブ負極]
・静岡大 [ホウ素化合物系電解質]
・京大／トヨタ／JFCC [固体電解質]
・慶大／東理大 [イオン液体]
・横国大 [イオン液体、金属電極]
・首都大東京 ［金属負極］
・産総研 [カーボンナノ正極]
・東北大 [C/Si負極]
・鳥取大 [金属負極]

基盤技術 1件
・産総研／電中研／JARI／東北大

[安全性、劣化・寿命予測、基準・標準化]

モータ
電池制御

単電池・電池構成材料

要素技術③（電池制御） 1件
・ＦＤＫ [セル間の均等充電制御]

要素技術③（車両駆動用モータ） 5件
・東理大／北大 [SRM、三次元PM]
・大阪府大／ダイキン [SynRM]
・名工大／東海大 [界磁モータ、IM]
・徳島大 [センサレス制御]
・三菱電機 [界磁モータ、キャパシタ]

要素技術①（モジュール電池） 3件
・パナソニック [正極：Ni系、負極：合金系含む]
・ジーエス・ユアサ [正極：ポリアニオン系]
・日立ＶＥ／日立製作所 [正極：Ni-Mｎ系]

次世代技術（多価カチオン電池系） 2件
・東工大［マグネシウム電池］
・埼玉県産業技術総合センター [ マグネシウム電池]

次世代技術（解析技術） 4件
・東北大［分光法による電極材料その場観察］
・東北大［各種評価結果シュミレーション］
・京大 [電極･電解質界面XAFS測定]

・長岡技科大／JAXA [熱特性解析]

充電

電池
モジュール
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表 3-1 委託先の研究テーマ、研究開発内容 

【電池開発】 

開始年度 研究テーマ【委託先企業】 研究開発内容 

H19～ 高耐久形高容量・高出力リチウ

ム二次電池の研究開発【パナソ

ニック(株)】 

本研究開発は、高エネルギー密度・高出力でありな

がら、耐久性とコストを両立させるリチウム二次電

池を開発し、次世代自動車用高性能蓄電システムと

して提供することを目的に、①電池構成材料の調

査・選定、②正極の開発、③負極の開発、④電池の

開発を行う。 

H19～ 高性能リチウムイオン電池（複

合システム）の研究開発【(株)

ジーエス・ユアサ コーポレーシ

ョン】 

本研究開発は、これまでの開発成果である正極・負

極活物質性能改善および新規電解質・添加剤開発に

よる電池の高出力・高エネルギー密度化と低コスト

化をはかり、次世代自動車用高性能蓄電システム（複

合システム）を開発する。 

H19～ 高出力可能な高エネルギー密度

型リチウムイオン電池の研究開

発【(株)日立製作所／日立ビー

クルエナジー(株)】 

本研究開発は、Ni-Mn 系正極材および黒鉛系負極材を

主要な検討対象として、高エネルギー密度と高出力

密度の両立を図ると共に、それらの電池系に最適な

機能性電解液等を開発し、軽量・コンパクトな電池

モジュールの設計・試作を実施する。 

 

 表 3-1 で示した研究開発内容について、電池構成部材（正極材料、負極材料、電解質材料）の

観点からまとめたものを図 3-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 要素技術開発（電池開発）の開発ターゲット 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

平成19年に3件のテーマを採択した。また、採択テーマについては平成21年度に、延長審査を実

施して後年度の研究延長の可否を判定する。図3-4にプロジェクトの年度計画（要素技術開発：電

池開発）を示す。 

 

負極電解質正極

電
池
開
発

負極電解質正極

電
池
開
発

ジーエスユアサコーポレーション
・複合系ポリアニオン材料（LiFe(Mn)PO4） ・黒鉛材

パナソニック
・Li(NiCoAl)O2 ・黒鉛材+Si材料有機電解液

有機電解液

日立製作所／ 日立ビークルエナジー
・ NiリッチNi-Mn系 ・黒鉛材有機電解液
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図 3-4 プロジェクトの年度計画（要素技術開発：電池開発） 

 

要素技術開発（電池開発）は、0.3kWh級のモジュール電池の試作や試験等に多くの費用が必要

となるため、それらが円滑に実施できるよう、他テーマに比べて特に多くの予算を配分した。表

3-2に委託先の研究予算一覧表（要素技術開発：電池開発）を示す。 

 

表 3-2 委託先の研究予算一覧表（要素技術開発：電池開発） 

 研究予算（百万円） 

委託先 H19fy H20fy H21fy 総額 

パナソニック(株) 186.1 197.1 197.5 580.7

(株)ジーエス・ユアサ コーポレーション 135.1 128.2 127.1 390.4

(株)日立製作所／日立ビークルエナジー(株) 198.9 198.9 198.9 596.7

 520.1 524.2 523.5 1567.8

 

（４）研究開発目標と中間目標達成度 

＜開発目標＞ 

0.3kWh 級モジュールを作製し、以下の目標（性能目標は 3kWh 級パック電池の換算値）を満足

すること。 

・重量エネルギー密度：100 Wh/kg  

・重量出力密度：2,000 W/kg  

・体積エネルギー密度：120 Wh/L  

・体積出力密度：2,400 W/L  

・寿命：10 年以上  

・充放電効率：95 %以上  

・コスト：4 万円/kWhの見通しを示すこと（100 万パック/年生産時）  

・安全性：車載時の濫用に耐えること 

＜各委託先の達成目標＞ 

上記開発目標値を基本とするが、各委託研究の目標（中間目標及び最終目標）は、提案者が公

募時に研究開発テーマとともに提案し、採択決定後に NEDO 技術開発機構と協議のうえ個別に実施

計画に定める。但し、測定方法・測定条件は、基盤技術開発担当法人から提案される「標準試験

①要素技術開発

（電池開発）

平成２３年度平成２２年度平成２１年度

（中間評価）

平成２０年度平成１９年度

①要素技術開発

（電池開発）

平成２３年度平成２２年度平成２１年度

（中間評価）

平成２０年度平成１９年度

公募

公募

(0) (0)

(3) (3) (3)
延長審査

延長審査
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法」に従うこととする。表 3-3 に要素技術開発（電池開発）の委託先の達成目標と中間目標達成

度を示す。なお、中間目標に対する達成度は平成 21 年度末時点の見込み値である（○：達成済ま

たは見込み、△：達成には大幅な特性改善が必要、×：達成困難）。各委託先とも中間目標は既に

ほぼ達成されている。 

 

表 3-3 要素技術開発（電池開発）の委託先の達成目標と中間目標達成度 

3-3(a)「高耐久形高容量・高出力リチウム二次電池の研究開発」 

【パナソニック(株)】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

エネルギー密度 
130 Wh/kg / 270 Wh/L 

（単電池） 
○ / ○

100 Wh/kg / 120 Wh/L 

（3 kWh級パック電池の換算値）

出力密度 
2,600 W/kg / 5,400 W/L 

（単電池） 
○ / ○

2,000 W/Kg / 2,400 W/L 

（3 kWh級パック電池の換算値）

寿命 --- --- 
10年以上 

（0.3 kWh級モジュール電池） 

充放電効率 
95 % 

（単電池） 
○ 

95 %以上 

（0.3 kWh級モジュール電池） 

コスト --- --- 
4万円/kWhを見通す 

（3 kWh級パック電池の換算値）

安全性 --- --- 
車載時の濫用に耐える 

（0.3 kWh級モジュール電池） 

 

3-3(b)「高性能リチウムイオン電池（複合システム）の研究開発」 

【(株)ジーエス・ユアサ コーポレーション】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

エネルギー密度 
100 Wh/kg または 120 Wh/L 

（基本設計） 
○ 

100 Wh/kg / 120 Wh/L 

（3 kWh 級パック電池の換算値）

出力密度 
2000 W/kg または 2400 W/L 

（基本設計） 
○ 

2,000 W/Kg / 2,400 W/L 

（3 kWh 級パック電池の換算値）

寿命 --- --- 
10 年以上 

（0.3 kWh 級モジュール電池） 

充放電効率 --- --- 
95 %以上 

（0.3 kWh 級モジュール電池） 

コスト --- --- 
4 万円/kWh を見通す 

（3 kWh 級パック電池の換算値）

安全性 --- --- 
車載時の濫用に耐える 

（0.3 kWh 級モジュール電池） 
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3-3(c)「高出力可能な高エネルギー密度型リチウムイオン電池の研究開発」 

【(株)日立製作所／日立ビークルエナジー(株)】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

エネルギー密度 
115 Wh/kg 

（単電池） 
○ 

100 Wh/kg / 120 Wh/L 

（3 kWh 級パック電池の換算値）

出力密度 
2,500 W/kg 

（単電池） 
○ 

2,000 W/Kg / 2,400 W/L 

（3 kWh 級パック電池の換算値）

寿命 
7 年以上 

（単電池） 
○ 

10 年以上 

（0.3 kWh 級モジュール電池） 

充放電効率 --- --- 
95 %以上 

（0.3 kWh 級モジュール電池） 

コスト --- --- 
4 万円/kWh を見通す 

（3 kWh 級パック電池の換算値）

安全性 
安全性試験の実施 

（単電池） 
○ 

車載時の濫用に耐える 

（0.3 kWh 級モジュール電池） 

 

また、中間目標としては単電池での値を示しているが、エネルギー密度及び出力密度の電池パ

ック値から単電池への換算は、2006 年 8 月経済産業省報告書「次世代自動車用電池の将来に向け

た提言」<http://www.meti.go.jp/report/data/g60824bj.html>を参照した。参考までに、図 3-5

に電池パックから単電池への重量エネルギー密度の換算イメージ図を、表 3-4 に電池パックの重

量エネルギー密度並びに重量出力密度を NEDO 目標値に設定した際の単電池の換算値を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 電池パックから単電池への重量エネルギー密度の換算イメージ図 

 

 

 

重量ｴﾈﾙｷﾞｰ密度比 ﾊﾟｯｸ/単セル（電池）=0.8
（次世代自動車用電池の将来に向けた提言より）

＜換算値＞＜製作＞
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表 3-4 電池パックの重量エネルギー密度並びに重量出力密度を 

NEDO 目標値に設定した際の単電池の換算値 

 単電池 電池パック 

重量エネルギー密度 (Wh/kg) 125 (=100/0.8) 100 

体積エネルギー密度 (Wh/L) 250 (=125x2) 120 (=100x1.2) 

重量出力密度 (W/kg) 2,500 (=2,000/0.8) 2,000 

体積出力密度 (W/L) 5,000 (=2,500x2) 2,400 (=2,000x1.2) 

 

（５）研究開発成果例 

【パナソニック(株)】 

本研究開発では、正極にニッケル酸リチウム、負極に黒鉛系ならびに合金系活物質を用いて、

プラグインハイブリッド自動車等、次世代クリーンエネルギー自動車用の高エネルギー密度電池

の開発を行い、耐久性や信頼性の確立を目指すことを目的とする。 

１．高エネルギー密度化 

ニッケル酸リチウムにおいて、Al量を低減させると高容量化となるが、高温保存時の抵抗が上

昇するという課題に対し、活物質の合成方法の改良によって、同じAl量においても、約10%の高容

量化と高温保存時の抵抗上昇を長期間において大幅に抑制できる正極活物質を見出した（図3-6、

図3-7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 正極界面修飾の効果（初期容量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 正極界面修飾の効果（抵抗上昇） 
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また、リチウム二次電池の更なる高容量化へ向けて、合金系負極としてTi-Si合金を用いてその

充放電特性を検討した。充放電時の活物質の膨張収縮により容量の低下が見られたが、黒鉛表面

に合金を造粒した場合には充放電特性に改善がみられた。 

２．高出力化 

電池の入出力特性の向上において寄与が大きいと考えられる、負極の黒鉛系材料の入出力特性

の向上と DC-IR の増加抑制を目的として、負極材料の界面に各種の修飾を施した材料を用いて極

板を作製して検討した。その結果、黒鉛材料や修飾の違いで電池のインピーダンス解析から求め

た反応抵抗に違いが見られた。また、反応抵抗と、パルス充放電時における DC-IR の関係には相

関が見られ、負極材料の界面修飾により電池の DC-IR の低減が可能であることが明らかとなった。 

３．耐久性 

プラグインハイブリッド自動車を想定した場合、電池がパルス的に充放電される場合と、放置

される（走行していない時）場合の二種類の劣化が想定されるため、ニッケル酸リチウム正極な

らびに黒鉛系負極を組み合わせたセルの長期耐久性を検証した。開発材料により保存試験時およ

びサイクル試験時の両者においても DC-IR 増加の抑制がみられた（図 3-8）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8  正極改良による保存(SOC90% 60℃)特性の評価 

 

一方、電池を高温保存した後の劣化モードを明らかにするために実施した解析結果の例として、

SOC100%で 60℃において 105 日保存した電池の負極の SPM 解析を行なった（図 3-9）。その結果、

保存後の負極では導電面積率の低下が著しいことが示された。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-9 ＳＰＭによる負極板の解析 
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導電面積率：6.3％ 導電面積率：0.3％
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４．セルおよびモジュール設計開発・充放電制御システム 

改良した材料を用いた正極板および負極板の電極設計（合剤組成、合剤厚み等）と、極板化プ

ロセス(合剤ペーストの調整方法等)、防爆弁構造等の電池構造・組立プロセスの検討を行った。

また、開発セルの安全性評価を実施し、誤用時の安全レベルの把握と現象確認を行なった。得ら

れた実電池は容量が 10Ah で、開発目標の達成を確認できた（図 3-10）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-10 開発品の入出力特性 

 

【(株)ジーエス・ユアサ コーポレーション】 

本研究開発では、前プロジェクトで用いた「複合系材料」の技術に、「ポリアニオン材料」とし

ての「新規ポリアニオン正極活物質」の技術を新たに加えた「複合システム」を用いることで、

本プロジェクトの開発目標として掲げられた重量エネルギー密度、重量出力密度、体積エネルギ

ー密度、体積出力密度、寿命、充放電効率、コスト、安全性という多岐の性能をモジュール電池

で具現化し、次世代自動車の実用化に貢献することを目的とする。 

１．単電池開発 

①材料要素技術開発： 

「リン酸鉄リチウム」開発：異種元素を添加したリン酸鉄リチウムの合成をおこない、得られ

た活物質の粒子表面に「ナノ集電ネットワーク」を形成し、その放電容量は 145 mAh/g 以上（単

極セル）のものが得られた。 

「高電位ポリアニオン」開発：「高電位ポリアニオン」材料として、リン酸鉄リチウムの鉄の一

部をマンガンで置換したものの合成をおこなった。種々の検討の結果から、可逆電位が約 3.9 V、

初期放電容量が約 157 mAh/g のものが得られた（図 3-11） 

②電池要素技術開発： 

 正極に「新規ポリアニオン正極材料」を用いた「複合システム」電極を、負極にグラファイト

系を使用した小形電池を製作した。この電池における「複合システム」電極の電極容量密度は約

220 mAh/cm3であった。 
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図 3-11 「高電位ポリアニオン正極」の初期充放電曲線 

 

③電池構造要素技術開発： 

正極に「複合システム」電極を、負極にグラファイトを使用し、レーザー溶接による密閉方法

を採用したモデル単電池を製作した。図 3-12 にモデル単電池の初期放電曲線を示す。これらの値

から計算される重量エネルギー密度は、127 Wh/ kg であった。これらの結果をもとにして、3 kWh

級パック電池の換算値で、重量エネルギー密度 100 Wh/kg、または体積エネルギー密度 120 Wh/L

を、さらに重量出力密度 2,000 W/kg または体積出力密度 2,400 W/L が可能となる単電池の基本設

計を確立した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-12 平成 20 年度開発モデル単電池の初期放電曲線 
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２．モジュール電池開発 

① 回路要素技術開発 

柔軟性材料によるハーネスレス化の検討として、「Flexible Printed Circuits (FPC)」

を採用し、ハーネスを使用せずに電池、サーミスタとの接続ができた。さらに、単電池と

電池監視回路基板を段差配置しても、電池監視システムは動作可能であった。開発した電

池監視回路基板を図 3-13 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-13 平成 20 年度開発電池監視回路基板 

 

② モジュール電池要素技術開発 

モジュール電池について、単電池の端子間に電池監視回路基板を配置することによって、

必要な機能を有しながらも軽量かつコンパクトなモジュール化のための基本設計を確立し

た。 

 

【(株)日立製作所、日立ビークルエナジー(株)】 

本研究開発では、石油依存度の低減および環境負荷の軽減が可能なプラグインハイブリッド電

気自動車などの次世代クリーンエネルギー自動車の実用化に資する高性能リチウムイオン電池を

開発することを目的とする。 

１．材料の改良・開発 

正極材料の安定性の向上を図ることを目的に異種元素置換の正極材料の開発を進めた。一般的

な正極材料の中ではスピネルMnの熱安定性が比較的高いことが知られており、ここではMn酸化物

より結合力が強い異種元素を対象に元素置換を試みた。満充電状態での異種元素置換正極材の昇

温脱離酸素ガス分析により、急激な酸素ガスの脱離を抑制するなどの制御が可能なことを見いだ

した (図3-14)。異種元素置換正極材を用いた小容量電池は、無置換材料に比較して放電容量が約

6％小さくなったものの、負荷特性は置換材料の電池の方が良好であり、車載用電池に要求される

高負荷特性が異種元素置換により損なわれないことがわかった(図3-15)。負極は貯蔵劣化抑制を

目的に、平成19年度選定(B材)の負極と同等の負荷特性を有する低比表面積の黒鉛材(D材)を選定

した(図3-16)。 
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図3-14 正極材料の昇温脱離酸素ガス分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-15 小容量電池の負荷特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-16 黒鉛負極の負荷特性 
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２．材料の電池適用技術 

新規負極材の塗布性の改善、および電極基体への接合強度向上のために結着剤の最適化を図り、

大バッチでの均一なスラリーを調製し、10 Ah級単電池の試作に適用した。また、さらなる塗布性

の改善と結着性向上のために新規結着剤の検討にも着手した。 

３．単電池構造の研究開発 

単電池の集電および端子構造とガス放出弁である構造の改良等を進めた。主な改良点は、前者

は電池容器を無極性にして正負両極の端子と絶縁したことである。後者はガス排出能力の向上の

ためにガス放出弁の総面積を拡大したことである。試作した単電池は、アルミニウム材の電池缶

に収納した扁平形で、1C放電容量は14Ahで、エネルギー密度は115 Wh/kgとなった(図3-17)。また、

10秒目電圧から外挿法により求めた50% SOCにおける出力密度は2800 W/kgであった(図3-18)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-17 10 Ah 級単電池の充放電特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-18 10 Ah 級単電池の入出力特性 
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【まとめ】 

現時点までに開発された単電池の仕様をまとめたものを表 3-5 に示す。 

 

表 3-5 開発された単電池の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）成果の普及 

平成 21 年度 4月末時点での外部発表の実績を表 3-6 に示す。 

 

表 3-6 外部発表の実績 

研究テーマ名 実施者 
特許 

出願 

論文 

発表 

講演

発表

高耐久形高容量・高出力リチウム二次電

池の研究開発 
パナソニック 8 0 7 

高性能リチウムイオン電池（複合システ

ム）の研究開発 

ジーエス・ユアサ 

・コーポレーション 
6 1 3 

高出力可能な高エネルギー密度型リチウ

ムイオン電池の研究開発 

日立製作所 

日立ビークルエナジー 
12 0 3 

  26 1 13 

 

（７）最終目標達成の見通し 

中間目標はほぼ達成されており、最終目標である重量エネルギー密度、重量出力密度等につい

ては達成の見通しが得られている。今後、安全性試験結果を踏まえた電池構造の改良を進めるこ

とで安全性を確保していくこと、劣化機構の解明ととともに活物質、電解液、セパレーターなど

の電池材料の総合的対応により寿命の改善を図ることで、安全性、寿命についても最終目標の達

成は可能である。また、コスト、充放電効率については最終目標値の難易度が高いが達成を目指

して研究開発を実施する。 
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14 Ah11.5 Ah10 Ah容量
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２．要素技術開発（電池構成材料開発および電池反応制御技術の開発） 

（１）事業の目的 

要素技術開発（電池構成材料開発および電池反応制御技術の開発）（以下、要素技術開発（電池

構成材料開発という）は、「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」の中における、先進フェー

ズと革新フェーズの間に対応している。2020 年を目途に、高性能プラグインハイブリッド自動車

を量産化することを目指すフェーズである。電機自動車の中距離走行を確保してそのエネルギー

環境性能をコミューター型の性能より格段に引き上げることを目指すフェーズとも言える。また、

これらの自動車との並びで、燃料電池自動車の量産化も射程に入ってくることが想定される。 

図 3-19 に要素技術開発（電池構成材料開発）の開発ターゲットを示す。○で囲まれている「高

性能 Plug-in HV 用・燃料電池自動車用リチウム」の電池システム重量エネルギー密度・出力密度

が本項目の開発目標に対応している（目標の詳細については（４）で記す）。本研究開発項目（電

池構成材料開発）では、2015 年以降での実用化を目途に、（４）で記載の目標特性を有するリチ

ウムイオン電池の実用化を目指すための電池開発を行うことにより、高性能プラグインハイブリ

ッド自動車等の実用化に資する高性能リチウムイオン電池技術を開発することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-19 要素技術開発（電池構成材料開発）の開発ターゲット 

 

（２）事業の概要 

研究開発には、リチウムイオン二次電池の「電池構成材料開発および電池反応制御技術」に必

要な一定の技術を保有している、(国)九州大学、三菱重工業(株)、九州電力(株)、(独)産業技術

総合研究所、(株)田中化学研究所、戸田工業(株)、日産自動車(株)、（国）長崎大学、三菱化学(株)、
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日本合成化学工業(株)、(学)関西大学、第一工業製薬(株)、(国)山口大学が委託先として参画し

ている。また、再委託先として、(学)神奈川大学、(国)東京工業大学、エレクセル(株)が参画し

ている。 

研究テーマとしては、(国)九州大学／三菱重工業(株)／九州電力(株)は「ポスト鉄オリビン系

高性能リチウム二次電池の研究開発」、(独)産業技術総合研究所／(株)田中化学研究所は「高容

量・低コスト新規酸化物正極材料の研究開発」、戸田工業(株)は「多層構造粒子設計による高出力

リチウムイオン電池用正極活物質の研究開発」のテーマで、正極材料についての研究開発を実施

している。また、日産自動車(株)は「高容量電池の研究開発」、(国)長崎大学／(独)産業技術総合

研究所は「活物質/カーボンナノ複合構造制御による高出力・大容量 Li イオン二次電池の研究開

発」のテーマで、正極に加えて負極材料についても研究開発を実施している。一方、三菱化学(株)

／日本合成化学工業(株)は、「大型リチウム二次電池用高安全性電解質の研究開発」、(学)関西大

学／第一工業製薬(株)は「高出力･高安全性リチウムイオン電池の開発」、(国)山口大学は「高出

力リチウムイオン電池用の不燃性ポリマーゲル電解質の研究開発」、(独)産業技術総合研究所は

「リチウム二次電池の安全性に資するイオン液体電解質の開発」、のテーマで、主に電解質材料に

ついて研究開発を実施している。図 3-20 に次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発の実施内

容（平成 21 年度）における本研究開発項目の位置づけを示す。 

 

図3-20 次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発の実施内容（平成21年度） 

（本研究開発項目の対象テーマは楕円で囲われている） 

 

平成 21 年度（中間目標）までには、リチウムイオン二次電池の電極材料としては、新規の酸化

物型正極材料、新規のポリアニオン系正極材料の開発と合成方法の検討、コンビナトリアル法に

次世代自動車（HEV、EV、FCV等）の早期実用化に資するために、高性能かつ低コストの二次電池及びその周辺機器の開発を実施。
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要素②（電池材料） 9件
・戸田工業 [多層構造正極]

・九大／三菱重工／九電 [ポストオリビン正極]
・日産自動車 [正極・負極・電解質の開発]
・産総研／田中化学 ［酸化物正極］
・長崎大／産総研 [カーボンナノ正極＆負極]
・三菱化学／日本合成化学 [電解質：イオン液体等]
・産総研 [イオン液体電解質]
・第一工業製薬／関西大 [イオン液体]
・山口大 [固体ポリマーゲル電解質]

次世代技術（金属－空気系） 3件
・九州大学 [Li－空気電池]
・三重大 [Li-空気系負極]
・京大／産総研 [金属-空気電池]

次世代技術（硫黄系） 2件
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・東工大 [硫黄系固体電解質］
・大阪府立大/出光興産［Li-S系全固体電池］
・産総研［硫黄複合正極］

次世代技術（リチウム電池系） 19件
・東理大／産総研［Li-Mn系酸化物正極］
・関西大学／いわき明星大［Li-Cu系酸化物正極］
・名工大［錯体正極］
・東大［4d遷移金属コンバージョン系正極］
・ダイキン／関西大学［高耐電圧フッ素系電解液］
・日本触媒［高耐電圧イオン性液体］
・古河電工／古河電池［シリサイド複合Si系負極］
・産総研 [酸化物系負極]
・群馬大 [酸化物系負極]
・神戸大／岩手大 [酸化物系負極]
・JFCC[カーボンナノチューブ負極]
・静岡大 [ホウ素化合物系電解質]
・京大／トヨタ／JFCC [固体電解質]
・慶大／東理大 [イオン液体]
・横国大 [イオン液体、金属電極]
・首都大東京 ［金属負極］
・産総研 [カーボンナノ正極]
・東北大 [C/Si負極]
・鳥取大 [金属負極]
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要素技術③（車両駆動用モータ） 5件
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・名工大／東海大 [界磁モータ、IM]
・徳島大 [センサレス制御]
・三菱電機 [界磁モータ、キャパシタ]

要素技術①（モジュール電池） 3件
・パナソニック [正極：Ni系、負極：合金系含む]
・ジーエス・ユアサ [正極：ポリアニオン系]
・日立ＶＥ／日立製作所 [正極：Ni-Mｎ系]

次世代技術（多価カチオン電池系） 2件
・東工大［マグネシウム電池］
・埼玉県産業技術総合センター [ マグネシウム電池]

次世代技術（解析技術） 4件
・東北大［分光法による電極材料その場観察］
・東北大［各種評価結果シュミレーション］
・京大 [電極･電解質界面XAFS測定]
・長岡技科大／JAXA [熱特性解析]

充電

電池
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よる新規電極材料等の探索、カーボンナノ構造正極の開発等を、電解質については、FSA(FSI)系

や FTA(FTI)アニオン系のイオン液体電解質、ヘテロ元素含有電解質、不燃性固体ポリマー電解質

の探索、合成と創製等を実施することで、中間目標を達成する。また、反応制御技術開発の一環

として、正極材料内でのリチウムイオンの出入りの様子をナノスケールで可視化する電子顕微鏡

観察技術等の解析技術開発を実施することで、新規材料開発の目標達成に資する。平成 23 年度（最

終目標）までには、開発した材料を用いた小型実用単電池を作製し、性能目標（最終目標）を達

成する。具体的な研究開発内容については表 3-7 に示す。 

 

表 3-7 委託先の研究テーマ、研究開発内容 

【正極材料】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 

H19～ ポスト鉄オリビン系高性能リチ

ウム二次電池の研究開発【(国)

九州大学／三菱重工業(株)／九

州電力(株)】 

本研究開発は、正極材開発として、ポストオリビン

系リン酸鉄材料の性能向上を図るとともに新規正

極活物質の開発を行う。 

H19～ 高容量・低コスト新規酸化物正極

材料の研究開発【(独)産業技術総

合研究所／(株)田中化学研究所】

本研究開発は、次世代クリーンエネルギー自動車用

リチウムイオン電池の高エネルギー密度化・高出力

密度化に資するため、低コストかつ資源的に豊富な

元素（Mn、Fe 等）を主体とする新規高容量酸化物正

極材料を開発する。 

H20～ 多層構造粒子設計による高出力

リチウムイオン電池用正極活物

質の研究開発【戸田工業(株)】 

本研究開発は、各種正極材料の長所を活かした複合

化正極材料を開発すると同時に、材料表面と電解液

の酸化還元反応を制御した正極材料を開発する。更

に、高密度で球状性に優れた前駆体合成技術を開発

することにより、高エネルギーと高出力の両立可能

な正極材料を開発する。 

【正極材料・負極材料】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 

H19～ 高容量電池の研究開発【日産自動

車(株)】 

 

本研究開発は、エネルギー密度 300 Wh/kg 以上の

先進型リチウムイオン電池を開発する。また、量子

化学・統計力学に基づくコンピュータ材料設計技術

とコンビナトリアル実験手法を開発・適用し、研究

開発スピードと効率を向上させる。 

H19～ 活物質/カーボンナノ複合構造制

御による高出力・大容量 Li イオ

ン二次電池の研究開発【(国)長崎

大学／(独)産業技術総合研究所】

本研究開発は、活物質とカーボンのナノ複合構造を

制御し，電極としての最適化を図ることにより，高

出力と大容量の両方の特性を兼ね備えた Li イオン

二次電池の開発を行う。 
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【電解質材料】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 

H19～ 大型リチウム二次電池用高安全

性電解質の研究開発【三菱化学

(株)／日本合成化学工業(株)】 

本研究開発は、大型リチウム二次電池の安全性の確

保に加えて、電極活物質の使用電位領域の拡大によ

り高エネルギー・出力密度化を達成することを目的

に高安全性電解質を創製する。 

H19～ 高出力･高安全性リチウムイオン

電池の開発【(学)関西大学／第一

工業製薬(株)】 

本研究開発は、低粘度高イオン導電性を有するイオ

ン液体の開発を行うとともに、正極材料は、新規プ

ロセスによって微粒子化マンガン/鉄系材料の開発

を検討し、さらに電極構造を最適化することで高入

出力性と信頼性の高い材料設計を実施する。 

H19～ 高出力リチウムイオン電池用の

不燃性ポリマーゲル電解質の研

究開発【(国)山口大学】 

本研究開発は、安全性に優れた高出力リチウムイオ

ン電池を実現することを目的に、高いリチウムイオ

ン伝導性を有する不燃性の固体ポリマーゲル電解

質薄膜を開発する。 

H19～ リチウム二次電池の安全性に資

するイオン液体電解質の開発

【(独)産業技術総合研究所】 

本研究開発は、リチウム二次電池の安全性を高める

液体電解質媒体として、難燃性・難揮発性が主な特

徴であるイオン液体（常温溶融塩）の適用を検討し、

既存の有機電解液系リチウム二次電池の構成を生

かしつつ、安全性に優れた車載用リチウム二次電池

システムの実現に資するイオン液体電解質を開発

する 

 

 表 3-7 で示した研究開発内容について、電池構成部材（正極材料、負極材料、電解質材料）の

観点からまとめたものを図 3-21 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-21 要素技術開発（電池構成材料開発）の開発ターゲット 
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負極電解質正極

山口大
・固体ポリマーゲル電解質

九州大／三菱重工／九州電力
・MF3フッ化金属ﾍﾟﾛﾌﾞｽｶｲﾄ系
・LiMnPO4、Li2MPO4F(フッ素化)
・Li2MSiO4(ケイ酸化)

三菱化学／日本合成化学工業
・ヘテロ元素(F,S,P等)含有溶媒
・イオン液体 ・ゲル化

関西大／第一工業製薬
・FSA(FSI)アニオン系イオン液体

産総研
・非対称パーフルオロアニオン系イオン液体

戸田工業
・Li(NiCoAl)O2
・ Li1+w(NiaCobMnc)1-wO2

長崎大／産総研
・カーボンナノ複合多孔体

（V2O5、LiMnPO4、LiFePO4、LiMn2O4）

長崎大／産総研
・グラファイトナノ多孔体
・Liホスト金属（Sn,Si,Li)
・カーボンナノ複合多孔体

産総研／田中化学
・Li2MO3(M：Mn and Fe)
・Li0.44＋ｘMO2(M：Mn and Ti)

日産自動車
・ 固溶体系、珪酸塩系、遷移金属４配位系

日産自動車
・Li-Si系
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

平成19年に8件のテーマを採択し、平成20年に1件のテーマを採択した。また、平成19年度並び

に平成20年度採択テーマについては平成21年度に延長審査を実施して、後年度の研究延長の可否

を判定する。図3-22にプロジェクトの年度計画（要素技術開発：電池構成材料開発）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-22 プロジェクトの年度計画（要素技術開発：電池構成材料開発） 

 

要素技術開発（電池構成材料開発）は、材料の試作や試験等並びに単電池開発に費用が必要と

なるため、それらが円滑に実施できるように予算を配分した。表3-8に委託先の研究予算一覧表を

示す。 

 

表 3-8 研究予算一覧表（要素技術開発：電池構成材料開発） 

 研究予算（百万円） 

委託先 H19fy H20fy H21fy 総額 

(国)九州大学／三菱重工業(株)／九州電力(株) 124.7 123.3 71.8 319.8

(独)産業技術総合研究所／(株)田中化学研究所 49.9 57.1 76.4 183.4

戸田工業(株) - 68.0 50.7 118.7

日産自動車(株)  

[再委託](学)神奈川大学／(国)東京工業大学 

131.0 167.9 105.0 403.9

(国)長崎大学／(独)産業技術総合研究所 40.0 40.0 40.0 120.0

三菱化学(株)／日本合成化学工業(株) 136.6 107.7 55.4 299.7

(学)関西大学／第一工業製薬(株) 

[再委託]エレクセル(株) 

99.4 82.7 43.8 225.9

(国)山口大学 16.6 22.2 9.4 48.2 

(独)産業技術総合研究所 40.0 50.0 55.0 145.0

 638.2 718.9 507.5 1864.6

 

 

 

 

①要素技術開発

（電池構成材料開発

および電池反応制御

技術の開発）

平成２３年度平成２２年度平成２１年度

（中間評価）

平成２０年度平成１９年度

①要素技術開発

（電池構成材料開発

および電池反応制御

技術の開発）

平成２３年度平成２２年度平成２１年度

（中間評価）

平成２０年度平成１９年度

公募

公募

(1) (1)

(8) (8) (8)
延長審査

延長審査
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（４）研究開発目標と中間目標達成度 

＜開発目標＞ 

小型実用単電池を作製し、2015 年以降での実用化を目途に、高性能なリチウムイオン電池の構

成材料の開発、電池反応制御技術の開発、および基本原理の解明などを行うことを目標とする。 

具体的には、小型単電池を作製し、以下の目標（性能目標は 3kWh 級パック電池の換算値）を満

足することとする。但し、エネルギー密度と出力密度は、少なくともどちらか一方を満足し、他

方については見通しを示すこと。 なお、下記エネルギー密度及び出力密度のパック値から単電池

への換算は、2006 年 8 月経済産業省報告書「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」

<http://www.meti.go.jp/report/data/g60824bj.html>を参照のこととする。参考までに、図 3-23

に単電池から電池パックへの重量エネルギー密度の換算イメージ図を、表 3-9 に電池パックの重

量エネルギー密度並びに重量出力密度を NEDO 目標値に設定した際の単電池の換算値を示す。 

 

・重量エネルギー密度：200Wh/kg以上  

・重量出力密度：2,500W/kg以上  

・コスト：3万円/kWh以下の見通しを示すこと（100万パック/年生産時）  

・安全性：車載時の濫用に耐えること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-23 電池パックから単電池への重量エネルギー密度の換算イメージ図 

 

表 3-9 電池パックの重量エネルギー密度並びに重量出力密度を 

NEDO 目標値に設定した際の単電池の換算値 

 単電池 電池パック 

重量エネルギー密度 (Wh/kg) 250 (=200/0.8) 200 

体積エネルギー密度 (Wh/L) 500 (=250x2) 240 (=200x1.2) 

重量出力密度 (W/kg) 3,125 (=2,500/0.8) 2,500 

体積出力密度 (W/L) 6,250 (=3,125x2) 3,000 (=2,500x1.2) 

 

重量ｴﾈﾙｷﾞｰ密度比 ﾊﾟｯｸ/単電池=0.8
（次世代自動車用電池の将来に向けた提言より）

＜換算値＞＜製作＞ ＜換算値＞

ラミネートセル
円筒型セル

（ ）
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＜各委託先の達成目標＞ 

中間目標は、採択決定後に NEDO 技術開発機構と委託先との間で最終目標を踏まえ、協議して決

定する。表 3-10 に要素技術開発（電池構成材料開発）の委託先の達成目標と中間目標達成度を示

す。なお、中間目標に対する達成度は平成 21 年度末時点の見込み値である（○：達成済または見

込み、△：達成には大幅な特性改善が必要、×：達成困難）。各委託先とも中間目標は達成される

見込みである。 

 

表 3-10 要素技術開発（電池構成材料開発）の委託先の達成目標と中間目標達成度 

【正極材料】 

3-10(a)「ポスト鉄オリビン系高性能リチウム二次電池の研究開発」 

【(国)九州大学／三菱重工業(株)／九州電力(株)】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

①正極材料高性能化及び安全性評価 

重量エネルギー密度 
≧700 Wh/kg 

（正極活物質） 
○：FeF3  

≧1,000 Wh/kg 

（正極活物質） 

重量出力密度 --- --- 

≧5,000 Wh/kg 

（正極活物質） 

の見通しを得る 

材料構成コスト 

の見通し 

≦3千円/kg 

（正極活物質） 
○：FeF3  

≦3 千円/kg 

（正極活物質） 

安全性 

（発熱開始温度） 
≧150℃ ○：FeF3 ≧150℃ 

② 電極材料特性評価及び安全性評価 

重量エネルギー密度 ≧160 Wh/kg(単セル) ○：FeF3 
≧200 Wh/kg 

(単セル)  

重量出力密度 
10C 放電 

の見通しを得る 

○：LiMnPO4 

○：FeF3 

≧2,500 W/kg  

の見通しを得る 

材料構成コスト 

の見通し 

≦3万円/kWh  

の見通しを得る 
○：FeF3  

≦3 万円/kWh 

の見通しを得る 

サイクル寿命 

（容量保持率） 

≧70%/6 年(600 サイクル) 

の見通しを得る 

○：LiMnPO4 

○：FeF3  

≧70%/10 年（1,000 サイクル）

の見通しを得る 

充放電効率 ≧95 % ○：LiMnPO4 ≧95 % 

安全性 
単セルホットボックス試験

にて発火、破裂がないこと

○：LiMnPO4 

○：FeF3 

単セル安全性試験（過充電、

過放電、釘刺し、圧壊試験）

にて破裂、発火がないこと 
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3-10(b)「高容量・低コスト新規酸化物正極材料の研究開発」 

【(独)産業技術総合研究所／(株)田中化学研究所】 

①Li2MO3系並びに Li0.44+xMO2系新規酸化物正極材料の開発（産総研） 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

重量エネルギー密度 

1000 Wh/kg 

測定条件：2時間率 

（正極活物質） 

○：Li2MO3系 

○：Li0.44+xMO2系 

1000 Wh/kg 

測定条件：1時間率 

（正極活物質） 

レート特性 

80% 

（1/10 時間率の容量/1 時

間率の容量） 

○：Li2MO3系 

○：Li0.44+xMO2系 

80% 

（1/20 時間率の容量/ 

1 時間率の容量） 

低温特性（-20℃） 

測定条件：5時間率 

50% 

（-20℃容量/室温容量） 

○：Li2MO3系 

○：Li0.44+xMO2系 

60% 

（-20℃容量/室温容量）

寿命 

測定条件：5時間率 
80%/50 サイクル 

○：Li2MO3系 

○：Li0.44+xMO2系 

80%/100 サイクル 

 

②正極材料の品質安定化成技術の開発（田中化学） 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

目標とする重量エネル

ギー密度を備えた正極

活物質製造プロセスの

確立 

1000 Wh/kg（@2時間率）

が達成可能な複合水

酸化物（前駆体）基礎

プロセス技術開発 

○：Li2MO3系 

○：Li0.44+xMO2系 

1,000 Wh/kg (@1 時間率)

を達成できる正極材料品

質安定化技術及び製造プ

ロセス確立 

上記製造プロセスで得

られて正極活物質の各

種充放電特性 

AIST試作品の 80%の性

能を確保 

○：Li2MO3系 

○：Li0.44+xMO2系 

AIST 試作品の 80%の性能

を確保 

目標とする性能を備え

た正極活物質サンプル

供給量 

複合水酸化物として 

数 kg/月 

○：Li2MO3系 

○：Li0.44+xMO2系 

リチウム化合物として 

数 kg/月 

重量エネルギー密度 --- --- 
250 Wh/kg 

（実用電池） 

重量出力密度 --- --- 
3,125 W/kg 

（実用電池） 

③電極素材特性評価（産総研、田中化学） 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

①充放電初期特性、②低温特

性、③レート特性、④寿命とい

った充放電特性に関与する素

材特性因子を、各種分析手法よ

り抽出 

充放電特性に関与

する因子を見出す。

（Li2MO3 系または

Li0.44+xMO2系で） 

○＊ 

充放電特性における最終目標を達

成しうる素材特性評価因子を明ら

かにし、Li2MO3系または Li0.44+xMO2

系での開発指針を明らかにする。
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＊下記①～④の充放電特性に関し 3 つ関与因子が判明（Li2MO3系（M=Fe および Mn）に関して①充放電

初期特性（低レート）②低温特性、③レート特性に関しては主たる関与因子が判明④寿命に関しては、

未だ未確定）。また、分析電子顕微鏡による STEM-EELS 解析により、Li2MO3系（M=Fe および Mn）に関

して、初期充放電機構が明らかにされつつある。 

 

3-10(c)「多層構造粒子設計による高出力リチウムイオン電池用正極活物質の研究開発」 

【戸田工業(株)】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

粒径 

（湿式合成時） 

多層構造粒子：≦10μm 

コア微粒子：≦3μm 
○ 

多層構造粒子： 

2-5μm（球状粒子） 

初期放電容量 
≧200m Ah/g 

（正極活物質） 
○ 

≧220 mAh/g 

（正極活物質） 

安全性 

（発熱ピーク温度） 
≧250℃ ○ ≧250℃ 

重量エネルギー密度 --- --- 
≧240 Wh/kgの見通し 

（18650型円筒セル） 

重量出力密度 --- --- 
≧3,000 W/kgの見通し 

（18650型円筒セル） 

 

【正極材料・負極材料】 

3-10(d)「高容量電池の研究開発」 

【日産自動車(株)】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

初期放電容量 
≧280 mAh/g  

（正極活物質） 
○ 

≧300 mAh/g 

（正極活物質） 

サイクル寿命 

（容量保持率） 

≧80%/100サイクル 

（正極活物質） 
○ 

≧80%/1000サイクル 

（正極活物質） 

初期放電容量 
≧800 mAh/g  

（負極活物質） 
○ 

≧800 mAh/g 

（負極活物質） 

サイクル寿命 

（容量保持率） 

≧80%/100サイクル 

（負極活物質） 
○ 

≧80%/1000サイクル 

（負極活物質） 

重量エネルギー密度 
250 Wh/kg 

（コインセル） 
○ 

300 Wh/kg 

（コインセル） 

重量出力密度 --- ○ 
3,125 W/kgの見通し 

（コインセル） 

 

 



 61

3-10(e)「活物質/カーボンナノ複合構造制御による高出力・大容量 Li イオン二次電池の研究開発」

【(国)長崎大学／(独)産業技術総合研究所】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

正極／負極材料： 

重量出力・エネルギー密度 

1k W/kgかつ200 Wh/kg 

あるいは 

2k W/kgかつ100 Wh/kg 

が可能な電極材料開発 

○ 

2.5 kW/kgかつ300 Wh/kg 

あるいは 

3k W/kgかつ200 Wh/kg 

レベルの電極材料の開発 

サイクル寿命 

（容量保持率） 
≧80%/1000サイクル ○ ≧80%/3000サイクル 

コスト 2 万円/kg ○ 9 千円/kg 

 

【電解質材料】 

3-10(f)「大型リチウム二次電池用高安全性電解質の研究開発」 

【三菱化学(株)／日本合成化学工業(株)】 

①各種電解液電池の電気化学検討および安全性予測 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

電解質スクリ

ーニング 

有機電解液、イオン液体、ゲル

電解質の熱安全性の順列付け 
○ 安全性を考慮した容量・出力上限の把握

重量出力密度 20mAh小型電池レベルで10W/g ○ 
大型電池やシミュレーションで2500 

W/kg（200 Wh/kg）達成の見通しを得る

安全性 
シミュレータ上で30秒以内に

熱暴走なし 
○ 大型電池釘刺し試験で熱暴走なし 

②機能性イオン液体の創製 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

新規合成 11 化合物 ○ 19 化合物 

融点 ≦0℃ ○ -15℃ 

粘度 ≦32 mPa･s ○ 32 mPa･s 

イオン伝導度（25℃） ≧14 mS/cm ○ 14 mS/cm 

イオン伝導度（-30℃） ≧0.1 mS/cm ○ 1 mS/cm 

電位窓 ≧5.0 V ○ 5.5 V 

安全性 

（発熱開始温度） 
≧200℃ ○ ≧200℃ 

安全性 

（累積発熱量） 
≦800J ○ ≦800J 

 

 



 62

3-10(g)「高出力･高安全性リチウムイオン電池の開発」 

【（学）関西大学／第一工業製薬(株)】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

イオン伝導度 ≧10 mS/cmを見通す ○ ≧10 mS/cm 

FSAイオン液体合成法 実機レベルの実証 ○ TFSAの市場価格以下 

安全性（電解液引火点） ≧300℃ を見通す ○ ≧300℃ 

安全性（熱安定性） ≧120℃ を見通す ○ ≧120℃ 

負極・正極に対する 

容量保持率 
≧90%/50サイクル ○ 材料絞込み後の設定 

重量エネルギー密度 
100 Wh/kg 

（0.5-1Ah容量セル） 
○ 

130 Wh/kg 

（3-10Ah容量セル） 

重量出力密度 
2,000 W/kg 

（0.5-1Ah容量セル） 
○ 

2500 W/kg 

（3-10Ah容量セル） 

サイクル寿命 

（容量保持率） 

≧80%/2000サイクル 

（0.5-1Ah容量セル） 
○ 

≧85%/2000サイクル 

（3-10Ah容量セル） 

 

3-10(h)「高出力リチウムイオン電池用の不燃性ポリマーゲル電解質の研究開発」 

【(国)山口大学】 

①不燃性イオン液体ゲル電解質の研究開発 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

イオン伝導度 0.1 mScm-1 (-10℃) ○ 1 mS/cm (R.T.) 

Li+イオン輸率 0.1 (-10℃) ○ 0.3 (R.T.) 

イオン伝導度の低温低下率 --- --- ≧20% (σ(-10℃)/σ(25℃))

重量エネルギー密度 

重量出力密度 
200 Wh/kg ○ 2,500 W/kg 

安全性（電解質の熱安定性） ≧100oC --- ≧100oC 

②リン酸エステル含有不燃性ゲル電解質の研究開発 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

イオン伝導度 1 mS/cm (R.T.) ○ 5 mS/cm (R.T.) 

Li+イオン輸率 --- --- 0.3 (R.T.) 

イオン伝導度の低温低下率 --- --- ≧20% (σ(-10℃)/σ(25℃))

重量エネルギー密度 

重量出力密度 
200 Wh/kg ○ 2,500 W/kg 

電極の充放電特性 
黒鉛系負極の充放

電可逆性の確保 
○ 同上 

安全性（電解質の熱安定性） 電解質不燃性 ○ ≧100oC 
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3-10(i)「リチウム二次電池の安全性に資するイオン液体電解質の開発」 

【(独)産業技術総合研究所】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

計算科学的手法に

よるイオン間相互

作用推定 

第一原理分子軌道計算によ

るイオン間相互作用の推定
○ 

計算科学的手法（非経験的分子軌道計

算，分子動力学計算）によるイオン液

体電解質の分子設計指針を確立 

新規イオン液体原

料およびイオン液

体の合成 

室温で10 mS/cmの伝導度を

示す FTA アニオンからなる

イオン液体の合成ならびに

アミド構造以外のイオン液

体の合成 

○ 

車載環境温度において 20 mS/cm の伝

導度を示し、熱安定性に優れ、安全性

に資するイオン液体の開発 

電解質特性評価 

安全性に優れたリチウムニ

次電池電解質としての適用

可能性を検討。 

○ 

電池のピーク出力 2,500 W/kg を達成

しうるイオン液体電解質で、かつ少な

くとも既存の有機電解液の発熱開始

温度よりも高い温度でも発熱しない

イオン液体と電池構成材料との組合

せを見いだす。 

電池部材との親和

性評価及び最適化 

イオン液体のぬれ性等を評

価しながら、イオン液体に

最適なセパレーター、電極

構成を見いだす 

○ 

電池のピーク出力 2,500 W/kg を見通

しうる、小型実電池に用いうるイオン

液体に最適化されたセパレーターな

らびに合剤電極の構成を見いだす。 

重量出力密度 
≧1,800 W/kg 

（小型実電池） 
○ 

≧2,500 W/kg 

（小型実電池） 

 

（５）研究開発成果例 

【正極材料】 

●フッ化鉄ぺロブスカイト材料：【(国)九州大学／三菱重工業(株)／九州電力(株)】 

本研究開発では、現状有力候補材料であるオリビン系リン酸鉄を凌ぐ新規高性能正極材料の開

発と新規正極材料を用いた高性能リチウム二次電池の開発を目的とする。 

①FeF3のカーボン処理をすることで、LiFeF3のインターカレーション反応(Li++e-+FeF3→LiFeF3)の

理論容量は237 mAh/gを実現することが出来た。さらに、コンバーション反応（3Li++3e-+FeF3→

Fe+3LiF）では理論容量711 mAh/g、エネルギー密度1,400 Wh/kgと大幅な容量増加が見込めること

から、深い充放電深度に存在するコンバージョン反応領域の可逆性を確認した結果、1Liまでのイ

ンターカレーション領域に比べ、その過電圧、サイクル性に難はあるものの図3-24に示すように、

3電子反応までは可逆なコンバージョン系を組める可能性がある有望な系であることが判明した。

また、フッ化鉄（FeF3）正極材料はLiを含有しないため、化学的Li化処理を検討したところ、LiFeF3

の合成に成功した。また、図3-25に示すように、化学的に挿入されたLiが電気化学的活性を保っ

て充放電動作可能なことが確認できた。 
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図3-24 FeF3の対Li充放電特性サイクル深度依存性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-25 ケミカルLiプレドープ処理により合成したLiFeF3の充放電特性 

 

②候補材料製造方法の開発 

FeF3の合成方法については、フッ化水素酸と硝酸鉄を原料とした湿式法での合成検討結果か

ら、収率95％以上で合成可能であることが判明した。量産化されている原料の量産価格を参考に

して、材料コストを推定したところ約1700円/kgであり、目標コスト5000円/kg以下を達成できる

目処を得た。 

③電池安全性評価 

FeF3材料の熱安定性を評価するため、示差走査熱量計（DSC）を用いて計測を行った結果、FeF3

とアセチレンブラックを混合した試料では340℃以上に発熱ピークが見られたがそれ以下では

発熱ピークは無く安定であった。また放電状態のLiFeF3では500℃まで発熱ピークは無く熱的に

安定な材料であることを確認した。 
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●Li2MO3系並びに Li0.44+xMO2系正極材料：【(独)産業技術総合研究所／(株)田中化学研究所】 

本研究開発では、資源的に豊富な元素（Mn、Fe、Ti 等）を主体とするリチウムマンガンスピネ

ル並に低コストな新規高容量酸化物正極材料を開発することを目的とする。 

①新規酸化物正極材料の開発 

Li2MO3系およびLi0.44+xMO2系材料について、製造条件および化学組成の最適化を検討し、高出力

時の充放電初期特性の改善を図り、今後長寿命化の検討に値する充放電初期特性が最適化された

材料系の絞り込みを実施した。加えて、導電材との複合化プロセスをより詳細に検討し、出力特

性改善法を見いだすための検討を行った。Li2MO3系では鉄含有Li2MnO3に対して試料素性に大きく

影響を与える空気酸化工程を見直し、遷移金属量に対する鉄含有量を10-50 %の間で変化させた試

料の作製を行い、Fe固溶により初期充電電位が低減されること、30 ℃、1.5-4.8 Vの範囲で初期

放電容量が250 mAh/g以上の高容量正極となりうることを見出した。また新たにTi含有Li2MnO3も見

出し、同じ電位範囲で初期充放電容量が250 mAh/g以上に達する高容量正極となりうることを見出

した。一方、Li0.44+xMO2系では、田中化学研究所製Mn-Ti複合水酸化物を出発原料とするナトリウ

ム酸化物合成－Na/Liイオン交換－Liイオン挿入の素材合成技術に加え、室温条件下でのリチウム

化処理プロセスを適用し、初期充放電効率を83 %から99 %に改善した。また、このLi挿入処理品

Li0.44+x+yMn0.51Ti0.49O2は、電圧範囲2.0-4.8 Vの電位範囲で初期放電容量253 mAh/g、初期放電エネ

ルギー密度814 mWh/gの高容量正極となりうることを見出した（図3-26）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-26 Li0.44+x+yMO2系正極のLi対極での充放電プロファイル 

 

②電極素材特性評価 

鉄含有Li2MnO3系について、充放電初期特性を支配し得る因子を見出すために電極特性評価、結

晶構造解析、化学組成分析、遷移金属の状態分析、形態観察、粉体特性評価等の分析を実施した。

これらの解析のうち、分析電子顕微鏡による構造解析では実空間での構造評価を行った。X線回折

法との相補的な構造解析により、一次粒子内の鉄、マンガンの分布状態と構造を調べ、共通の酸

素格子に対してナノスケールの遷移金属（Fe、Mn）濃度分布を有するLiFeO2-Li2MnO3ナノドメイン

構造となっていることがわかった。また、Liの分布を可視化することに成功し、充放電における
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Li脱離・挿入と遷移金属分布との相関を調べ、電気化学的不活性相と考えられてきたLiFeO2ドメ

インよりLi脱離が優先的に進行することなど、ナノドメイン構造の役割を明らかにした（図3-27、

図3-28）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-27 鉄含有Li2MnO3系正極材料のLi対極での充放電特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-28 鉄含有Li2MnO3系正極材料粒子の充電・放電の各過程（左から右、図3-27のA～Dに対応） 

での遷移金属元素濃度分布図（上図）とリチウム元素濃度分布図（下図） 

 

●多層構造正極材料：【戸田工業(株)】 

 本研究開発では、長距離走行と高燃費な P-HEV、EV に適したリチウムイオン電池の主要材料で

ある正極活物質の多層構造粒子設計を検討することにより、高エネルギー、高出力、高安定で安

全性に優れたリチウムイオン電池用正極材料を開発することを目的とする。 

コア及びシェル用の材料として、Li(NiCoAl)O2 系材料は、Al 置換量の最適化を実施し、また

LiMnNiCoO2系材料は、前駆体反応装置を導入し、組成の違う球状複合水酸化物を合成して、バッ

チ焼成炉を用いて各材料の組成の最適化を実施した。その結果、Li(NiCoAl)O2系材料は、CR2032
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タイプのコインセルで 充放電電圧が 2.5 – 4.3V vs. Li/Li+で 0.1C における放電容量目標値

180mAh/g 以上を達成するには、Al 置換量を 5mol%以下に設定する必要があることがわかった。 

Li(MnNiCo)O2 系材料は、前駆体反応装置を用いて(1-x)Li2Me
4+O3 ･ xLiM

3+O2 複合材料の

0.4Li2MnO3・0.6LiMn0.44Ni0.36Co0.20O2の組成について各充電電圧に対する放電容量を CR2032 タイプ

のコインセルで確認したところ、図 3-29、図 3-30 に示す様に充電電圧 4.5V 以上で 250 mAh/g 以

上の高い放電容量を達成できることを確認した。各種材料について 4.3V 充電状態における熱安定

性を、示差熱分析装置を用いて確認したところ、LiNiCoAlO2<(1-x)Li2Me
4+O3･xLiM

3+O2 複合材料 

<LiNiCoMnO2の順に熱安定性が良くなることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-29 初回充電電圧を変更した場合の放電容量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-30 初回充電電圧を変更した場合の充電・放電曲線 

 

コア及びシェル用の正極材料組成と電池基本性能の関係については、放電容量、レート特性、

熱安定性から Li(NiCoAl)O2<Li(NiCoMn)O2<(1-x)Li2Me
4+O3･xLiM

3+O2 複合材料の優位性を確認した。

一方、(1-x)Li2Me
4+O3･xLiM

3+O2複合材料は Mn リッチであるため前駆体合成時に凝集密度が上がり
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にくいが、合成条件を検討した結果、タップ密度として 2.0g/cc まで上昇することを確認できた。 

 

●Li2MnO3-LiMeO2系材料：【日産自動車(株)】 

本研究開発では、現行のリチウムイオン電池正極材料LiMeO2(Me:遷移金属)の理論限界を超える

容量（280 mAh/g以上）を目指して、多電子化（一つの遷移金属原子が複数の電子を供給）という

基本方針のもと、高容量化の可能性を追求することを目的とする。 

固溶体系正極（代表組成：Li[Ni0.17Li0.2Co0.07Mn0.56]O2）について、サイクル特性改善のための劣

化メカニズムの解析を、高分解透過電子顕微鏡観察を用いて進めた。通常の処理をしたサンプル

は、50 サイクル後には一次粒子の表面がアモルファス化していたが、段階的電気化学前処理をす

ると、粒子にミクロクラックも、結晶の乱れも観察されなかった（図 3-31）。この前処理は、充

放電初期過程における結晶構造の変化をマイルドに進行させるため、構造破壊が抑制されたと考

えた。本材料系は、250 mAh/g を超える容量を比較的安定に示すことが明らかになった（図 3-32）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-31 50 サイクル後 Li[Ni0.17Li0.2Co0.07Mn0.56]O2格子像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-32  Li[Ni0.17Li0.2Co0.07Mn0.56]O2の充電サイクル特性 
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●燐酸マンガンリチウム系：【(国)長崎大学／(独)産業技術総合研究所】 

 本研究開発では、電極構成材料として正極活物質/カーボン複合系材料に焦点を当て、高速での

イオン・電子移動ならびに固体内 Li 拡散を可能にするナノ複合構造の設計・構築を行い、Li イ
オン二次電池の高出力・大容量化に資する高性能電極材料の開発を行うことを目的とする。 
①超臨界流体を用いたナノ結晶合成法の開発 

 超臨界流体を用いて、従来の固相合成法等に比べ格段に低い反応温度（400℃程度）、短い反応

時間（10 分以内）でオリビン型 LiMPO4のナノ結晶を得る合成法を開発した（図 3-33）。LiFePO4

については、濃度や温度等の条件最適化により、結晶サイズを精密に制御できることを明らかに

した。LiMnPO4についても、超臨界流体中での合成によりナノ結晶を得ることに成功した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 3-33  超臨界流体を用いた LiMPO4ナノ結晶 

 

②LiMnPO4 ・カーボン複合ナノ多孔材料の開発 

LiMnPO4とカーボンの複合壁からなるナノ多孔体を合成することに成功し、関連研究の中で最も

優れた充放電特性を得た（図 3-34）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3-34  LiMnPO4ナノ多孔体のレート特性 
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【負極材料】 

●Si 系材料：【日産自動車(株)】 

本研究開発では、リチウムイオン電池の究極的高容量負極材料と考えられるSi系負極の、充電

による3倍を超える体積膨張という基本的に難しい問題を、基礎的側面から検討して、新規な技術

を駆使し、サイクル寿命を確保しつつ段階的に容量向上（800 mAh/g以上）できるように、エンジ

ニアリングの面から纏め上げることを目的とする。 

（１）サイクル耐久性の向上を目的としたシリコン合金負極の探索、最適化を効率的に実施すた

め、コンビナトリアル電極製作装置を導入し、ハイスループット実験のプロセスを確立した。 

（２）サイクル特性に優れたシリコン系負極を開発するための基礎検討の結果、シリコン粒子の

電子伝導性が高いほど、導電助剤の割合が増加するほど、無機酸化物を用いてシリコン粒子を複

合化処理することで、サイクル特性が向上することを明らかにした。サイクル特性を改善した負

極材料は、充放電後において、シリコン粒子の微粉化や SEI 形成に伴う劣化が抑制できているこ

とが確認できた。更にサイクル特性を向上させるために、今年度検討した各種性能向上アイテム

を最適化して組み合わせて電極作製および充放電評価を行なったところ 100 サイクルでの容量

600 mAh/g 以上、容量維持率 80%以上を実証した（図 3-35）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-35  複合化処理したシリコンの充放電特性 

 

●マクロ多孔グラファイト材料：【(国)長崎大学／(独)産業技術総合研究所】 

本研究開発は、電極構成材料として負極活物質ナノ構造体材料に焦点を当て、高速でのイオン・

電子移動ならびに固体内 Li 拡散を可能にするナノ複合構造の設計・構築を行い、Li イオン二次

電池の高出力・大容量化に資する高性能電極材料の開発を行うことを目的とする。 
 マクロ多孔グラファイト材料を合成し、バルク黒鉛材料よりも大幅な高速充放電特性の向上を

明らかにした（図 3-36）。また、触媒を用いて、低温（1000℃以下）でハードカーボン系原料か

らもマクロ多孔グラファイト材料を得ることに成功した。さらに、多孔カーボンと Li ホスト金属

（Sn, Si，Li）のナノ複合化技術の開発も行った。 
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図 3-36  グラファイト化ナノ多孔体のレート特性 

 

【電解質材料】 

●ヘテロ元素含有溶媒並びに機能性イオン液体：【三菱化学(株)／日本合成化学工業(株)】 

本研究開発では、高安全性電解質を創製することで、電池安全性のみならず、電極活物質の使

用電位領域を拡大することにより、大型リチウム二次電池の高エネルギー・出力密度化を達成す

ることを目的とする。 

①各種電解質電池の電気化学検討および安全性予測 

各種溶媒の電池内での発熱挙動を確認するため、カーボネート系電解液で充電した電池の電解

液を LiPF6/単一溶媒の電解液に交換した擬似電池を作成し、室温～300℃の領域での熱挙動のス

クリーニングを実施した。汎用的に用いられている環状カーボネートは 250℃付近で発熱速度が

大きいこと、鎖状カーボネートは熱安定性が低いことが明らかとなった。ヘテロ元素含有溶媒の

中で、電池内での発熱量と発熱速度が極めて小さい溶媒種を見出した。実際に車載用電池に利用

する場合には出力特性が重要となるため、電気伝導率を向上させる目的で溶媒および添加剤の組

成最適化を実施し、カーボネート系電解液と同等の出力特性を維持しながら、低発熱特性を有す

る電解液の開発に成功した。上記電解液を用いた電池の発熱挙動を、弊社保有の電池シミュレー

タに入力して、15 Ah 級角型電池を想定した模擬的な車載用単電池の短絡ジュール熱耐性につい

て精査した。短絡部出力を 800 W に想定した際、カーボネート系電解液では 1.5 秒で熱暴走に至

る（図 3-37 左）。一方で新規開発品では、広い温度領域で発熱速度が低く電池内部での急激な発

熱が抑制されため、電池内部の温度は徐々に上昇することからセパレーターのシャットダウン機

能が作動し、熱暴走モードに突入しないという事実を見出した（図 3-37 右）。 
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図 3-37 15Ah 級角型電池の釘刺しシミュレーション結果（短絡出力：800W） 

 

②機能性イオン液体の創製 

新規イオン液体を 15 化合物合成した。具体的には、イミダゾリウム系カチオンと、アセチルアセ

トナート系アニオンやシアノホスフェイト系アニオンを有するイオン液体である。イオンクロマ

ト質量分析計を導入し、化合物の同定や不純物の分析を行った。主要な基礎物性を表 3-11 に示す。

なお安全性に関しては、DSC による充電正極活物質との接触熱分解試験を実施し、イオン液体間

の比較や有機溶剤との比較を行った。 

 

表 3-11 新規イオン液体の基礎物性 

 中間目標 開発品A 開発品B 

融点 0 ℃ 17 ℃ -6 ℃ 

粘度（25℃） 32 mPa･s 38 mPa･s 65 mPa･s 

イオン伝導度（25℃） 14 mScm-1 4 mScm-1 3 mScm-1 

イオン伝導度（-30℃） 0.1 mScm-1 0 0.04 mScm-1 

電位窓 5 V 3 V 5 V 

安全性 

（発熱開始温度） 

（累積発熱量） 

 

≧200 ℃ 

≦800 J 

 

210 ℃ 

2000 J 

 

140 ℃ 

2400 J 

 

●FSA(FSI)アニオン系イオン液体：【(学)関西大学／第一工業製薬(株)】 

本研究開発では、入出力特性･安全性に優れたリチウムイオン電池の実用化を目指し、リチウム

電池に適用可能なイオン液体電解質の開発を行うことを目的とする。 

合金系負極として Ni-Si-C コンポジット電極もしくは La-Ni-Sn 合金負極を検討し、充電容量を

規制することで、種々の FSA 系イオン液体で十分な可逆性が得られることを見出した。また、EMI-

ビス（トリフルオロメチルスルホニル）イミド系(以下 TFSA アニオン)と EMI-FSA 系、ならびに

EMI-BF4 系と EMI-FSA 系の複合アニオンによるイオン液体混合系で負極可逆性の検討を行ったと

カーボネート系電解液電池 新規電解液組成電池 
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ころ、充放電容量は両系とも FSI 割合が多いほど高く、反応可逆性は BF4共存系より TFSA 共存系

の方が優れることが分かった。また、EMI-FSA については小スケールでのパイロット製造試験を

実施し、ラボ検討により得られた製造工程がスケールアップしても可能であることを確認した。 

EMI-FSA イオン液体を電解質として用いたリチウムイオン電池について、特性（厚み、空隙率、

ガーレー透気度等）が異なるセパレーター（ポリオレフィン系、アラミド系、セラミックコート

系、ガラスファイバー）を用い、電池性能の検討を実施した。標準の有機溶媒系を電解液として

用いた電池ではどのセパレーターを用いても、初回放電容量、レート特性に大きな差が見られな

かったのに対し、イオン液体を電解質として用いた電池ではセパレーターの諸特性によって、電

池性能が大きく異なることが分かった。その結果、容量 1.0Ah のセルで重量エネルギー密度

70Wh/kg、重量出力密度を 1800W/kg を達成した。また、1C 充放電サイクル試験の結果、1000 サイ

クル後の容量保持率 80%を達成しており、有機溶媒系とほぼ同等の性能を示した（図 3-38）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-38 イオン液体電解質及び有機溶媒電解液を適用したリチウムイオン電池の 

充放電サイクル特性 : 測定温度 20℃ 

 
●不燃性ゲル電解質：【（国）山口大学】 

本研究開発では、安全で信頼性に優れた高出力型リチウムイオン電池を構成するために、高い

イオン伝導度を有する不燃性の固体ポリマーゲル電解質を開発することを目的とする 
①不燃性イオン液体ゲル電解質の研究開発 

 高イオン伝導性を実現するための新規ポリマーの設計、および組成最適化による諸特性の改善

を行った。トリメチレンオキシド（TMO）骨格を有する新規ポリマーの合成、およびそれを用いた

固体高分子電解質の作製に成功した。得られた固体電解質を用いて LiCoO2正極の充放電試験を行

い、充放電反応が進行することを確認した。ポリエチレンオキシド側鎖を含むポリマーマトリッ
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クス(PEO-PMA)、種々のイオン液体およびエチレンカーボネート（EC）から成るゲル電解質を作製

した。イオン液体の種類にかかわらず、EC の添加によりイオン伝導度は実用可能なレベルまで向

上した。電池電極との界面の安定性に関しては、金属リチウムを負極とする場合、用いたイオン

液体の種類により効果が異なり、四級アンモニウムイオン液体を含む系で改善効果が見られた。

この系のイオン液体に EC を 30% 添加した液相を適用したゲル電解質において、黒鉛系負極は約

80 mAh/g の可逆的な充放電容量を示すことを見出した。 

②リン酸エステル含有不燃性ゲル電解質の研究開発 

 リン酸トリエチル(TEP) を不燃性共溶媒として用いたゲル電解質について、リン酸トリメチル

（TMP）を含む系と比較してその特性を検討した。従来の有機溶媒電解液に TEP を添加した液相か

ら調製したゲル電解質は、室温で 1.8×10-3 S/cm のイオン伝導度を示し、さらなる添加剤の適用

なしに LiMn2O4正極および黒鉛系負極が安定かつ可逆的に作動することを確認した（図 3-39）。断

熱型熱分析装置（TSC）を用いてゲルの加熱特性を調査したところ，この電解質が実用上十分な熱

安定性を有することを見出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-39 不燃性ゲル電解質中での LiMn2O4 正極の定電流充放電挙動 

 

●FTA(FTI)アニオン系イオン液体：【（独）産業技術総合研究所】 

本研究開発では、既存の有機電解液系リチウム二次電池の構成を生かしつつ、安全性に優れた

車載用リチウム二次電池システムの実現に資するイオン液体電解質を開発することを目的とする。 

①FTA アニオンからなる新規イオン液体の合成 

 FTA アニオン原料を用い、電気化学安定性に優れた脂肪族四級アンモニウムとの組み合わせを

検討しその物性を検討した結果、従来のアニオン種では固体になるスピロ型アンモニウムにおい

ても室温で液体となること、またその導電率は目標値を若干下回る（38 ℃で 10 mS/cm）ものの、

電解質：LiBF4/EC+DEC+TEP/PVdF-HFP
温度：25℃，充放電速度：2C レート
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その解離性の指標であるイオン性は 0.8 もの高い値を示すことが分かった（図 3-40）。イオン液

体の含浸性に優れた SiO2ナノ粒子含有ポリオレフィンセパレータ（厚み 30µm）を用いた Li/LiCoO2

セルにこのイオン液体を適用することにより、室温 25℃において 50%容量維持率において 5C (1.0 

mA cm-2)、さらに 55℃では、13C (2.6 mA-2)での充放電が可能となり、同じセル構成における有

機溶媒電解液の結果とほぼ同程度の特性を示すことが分かった。一方、従来の TFSA(TFSI)アニオ

ンでは高速充放電が不可能であった EMI+イオン液体において、FSO2基を１つ有する FTA イオン液

体では、室温 25℃では 7C (1.4 mA/cm2), 55℃では 20C (4.0 mA/cm2)での充放電レート特性を示

し、FSA アニオンに匹敵する優れた充放電特性を示す事が分かった。また、酸素を含有するボレ

ートアニオンについて詳細に検討し、酸素を含有させることによって、従来のパーフルオロアル

キルトリフルオロボレートアニオンでは固体のカチオン種をも容易に液体化し、比較的高い分子

量にも関わらず最も低い粘性を示す事が分かった（図3-41）。EMI+からなる塩では室温で9.1 mS/cm

とほぼ目標値を達成していることが分かった。また DSC を用いた電池構成材料共存下での熱安定

性評価の結果、アミド系よりも熱分解温度が低いものの、総発熱量が小さいという結果を得た。 

 

 

 

 

 

 
 

図 3-40 新規 FTA イオン液体の構造 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-41 新規ボレートアニオンの構造 

 
②分子動力学計算（MD）によるイオン液体の拡散係数とイオン構造の相関性 

 非対称アミド(FTA)並びにボレートアニオンからなるイオン液体の拡散係数の予測について検

討した。その結果、計算値とイオン構造の関係は、実測値とほぼ良い一致を示し、計算科学的手

法がイオン液体の物性予測に有効であることが分かった。今後、イオン液体の物性予測のみなら

ず、イオン液体—固体（例えば炭素負極等）との相互作用解析を開始し、より電池電解質に適した

イオン液体の設計指針を得ることを目指す。 
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（６）成果の普及 

平成 21 年度 4月末時点での外部発表の実績を表 3-12 に示す。 

 

表 3-12 外部発表の実績 

研究テーマ名 実施者 
特許 

出願 

論文 

発表 

講演

発表

ポスト鉄オリビン系高性能リチウム二次電

池の研究開発 

三菱重工業 

九州大学 

九州電力 

2 9 29 

高容量・低コスト新規酸化物正極材料の研究

開発 

産業技術総合研究所 

田中化学 
4 7 38 

多層構造粒子設計による高出力リチウムイ

オン電池用正極活物質の研究開発 
戸田工業 1 0 1 

高容量電池の研究開発 

日産自動車 

(再)神奈川大学 

(再)東京工業大学 

5 1 13 

活物質/カーボンナノ複合構造制御による高

出力・大容量Liイオン二次電池の研究開発 

長崎大学 

産業技術総合研究所 
0 4 22 

大型リチウム二次電池用高安全性電解質の

研究開発 

三菱化学 

日本合成化学工業 
6 1 14 

高出力･高安全性リチウムイオン電池の開発 

第一工業製薬 

関西大学 

(再)エレクセル 

1 2 15 

高出力リチウムイオン電池用の不燃性ポリ

マーゲル電解質の研究開発 
山口大学 0 2 15 

リチウム二次電池の安全性に資するイオン

液体電解質の開発 
産業技術総合研究所 5 3 22 

  24 29 169 

 

（７）最終目標達成の見通し 

【正極材料】 

正極材料としては、フッ化鉄ペロブスカイト系、オリビンマンガン系、フッ素化またはケイ酸

化オリビン類縁系、層状マンガン系、層状 Li2MnO3-LiMO2系、多層正極材料等について研究開発を

実施してきている。フッ化鉄ペロブスカイト系、層状 Li2MnO3-LiMeO2系、多層正極材料を中心に、

250 Ah/kg 以上の容量を示す有望な材料も見いだされており、今後の技術開発の進展により最終

目標を達成できる見通しである。 
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●フッ化鉄ペロブスカイト系： 

LiFeF3正極材料のエネルギー密度は塗布電極を用いたコインセルで 190 Ah/kg(590 Wh/kg)であ

り、単電池としては 145 Wh/kg を予想しているが、更に可逆コンバージョン反応（3 電子反応：

Li イオン 3 個移動）を用いることで材料当り理論容量 711 Ah/kg、エネルギー密度 1,400 Wh/kg

と大幅な増加が見込めることから、最終目標である正極材料（活物質）当りのエネルギー密度

1,000 Wh/kg 以上が可能となる。また、LiFeF3 正極材料の原料は他金属酸化物系正極材料の原料

に比べ低コスト材料であることから、量産化に適した材料合成方法の検討を行うことでコスト目

標である 3000 円/kg 以下を達成できる見込みである。安全性については、これまでに現状鉄オリ

ビン系リン酸鉄と同等レベルの熱的安全性を確認しているが、今後難燃性電解液や添加剤の検討

を行うことでより安全性を高め、最終的には単電池レベルでの安全性試験にて破裂、発火がない

ことを確認出来ると考えている。 

●層状マンガン系、層状 Li2MnO3-LiMO2系： 

従来の正極材料の容量を超える 250 Ah/kg 以上の容量が発現することが実証され、最終目標に

対する基本コンセプトは確立できたと考える。一方、更なるサイクル特性と容量性能の向上が必

要なため本材料系の容量発現メカニズムをより詳細に解析し、材料開発にフィードバックする必

要がある。これまで得られている基本組成から、化学組成の最適化、活物質-導電材複合体作製方

法、表面修飾法等を適用することにより改善を行う。さらに、電池設計の観点からの問題点洗い

出しを行い、それを開発にフィードバックして、最終目標を達成する見通しである。 

●多層構造正極材料： 

多層構造粒子とする際のコア材料の選定の結果、容量から見た場合、Li2MO3-LiMO2の composite 

ratio には最適値があり、Li2MO3 成分を増やしすぎると可逆性が低下してむしろ放電容量が低下

することを見いだした。今後、中間層としては、容量－負荷特性－熱安定性のバランスの中でも

特に負荷特性に優れる Li1+x(NiaCobMnc)1-xO2 を中心に、その組成、膜厚、及び単独評価した際の

比表面積の制御に相当する膜密度を最適化することにより出力密度の目標である3,000 W/kgの達

成を目指す。更に、表面不活性層としては、コア及び中間層に含まれる Mn の溶出によるサイクル

寿命やカレンダー寿命への影響が懸念されるため、Mn 溶出抑制効果を中心にその組成、膜厚に対

する検討も並行して実施することにより、安全性、サイクル寿命、カレンダー寿命に対しても車

載時の濫用に耐える正極材料として多層構造粒子の開発を行うことで、最終目標の達成を目指す。 

 

【負極材料】 

負極材料としては、Si 系、マクロ多孔グラファイト材料等について研究開発を実施してきてい

る。600 Ah/kg 程度の容量を示す有望な材料も見いだされており、今後の技術開発の進展により

最終目標の達成を目指す。 

●Si 系材料： 

これまで問題とされていた Si 系負極の、充放電による膨張収縮を主要因とした劣悪な耐久性を

抑制する方策の基本コンセプトが確立できたきている。一方、サイクル特性は十分ではなく、初

期不可逆容量が大きいという問題点もあり、更なる改善が必要である。今後、Si 粒子の表面コー

ティング、合金化、電極構造の最適化に加えて、電池試作、評価技術を活用することにより、負
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極材料に最適な正極材料・電解質材料を選定することで目標の達成を目指す。 

●マクロ多孔グラファイト材料： 

高出力・大容量化に必要な性能を有するグラファイト系多孔体材料を開発してきており、既に

最終目標に見合う特性を有する材料も得られている。ナノサイズ活物質とカーボンの複合構造の

最適化により、負極両材料のさらなる高出力・大容量化を図るとともに、サイクル安定性を含め

た特性向上を図る。例えば、多孔カーボン上にナノ活物質を担持する、あるいは共存化での合成

により、ナノ活物質の高性能を活かした材料開発が期待できる。また、低コスト化のために、材

料合成技術の簡便化や大量合成への展開、また電極体の作製方法の最適化を検討する。さらに最

適な材料、方法の組み合わせで小型セルを作製し、性能評価をするとともに、以上の指針で研究

開発することにより、最終目標の達成を目指す。 

 

【電解質材料】 

有機電解液系としてはヘテロ元素含有溶媒、イオン液体としては FTA アニオン系、FSI アニオ

ン系、シアノホスフェイトアニオン系やシアノスルホニルアミドアニオン系等、ゲル電解質とし

てはイオンゲルおよびリン酸エステル含有の種々の電解質系についての研究開発を実施してきて

いる。5V 級の電位窓が期待できる機能性イオン液体や長期サイクルが可能な FTA アニオンを用い

たイオン液体等が見いだされてきており、今後の研究開発の進展による特性改良が進めることで

最終目標を達成する見通しである。ただ、コスト目標の達成はかなり難易度が高いものと予想さ

れる。 

●ヘテロ元素含有溶媒並びに機能性イオン液体： 

①電池の電気化学検討および安全性予測、および高安全性電解質材料を用いた電池の特性試験と

安全性試験： 

釘刺し試験を想定した安全性シミュレーションで釘刺し後 30 秒以内に熱暴走を示さないこと、

20 mAh 級小型ラミネート電池において正極活物質基準で 10 W/g の出力に到達でする電解液組成

の開発に成功している。今後は、これまで中心に行ってきた Li(Ni1/3Mn1/3Co1/3)O2/グラファイト以

外の電極を用いた電池についても 18650 円筒型電池での充放電評価と安全性試験を行い、各電極

系にて最も充放電性能と安全性が高い電解質を用いた電池で重量出力密度 vs 重量エネルギー密

度の相関図上の予想最高到達点をシミュレートすることで、最終目標値の達成を目指す。 

②機能性イオン液体の創製： 

中間成果と計算科学による特性予測から、課題であるイオン伝導度と安全性の改良には、シア

ノホスフェイト系アニオンやシアノスルホニルアミド系アニオンを有するイオン液体が有望であ

ることが明らかになった。合成及び性能の確認を実施することで、最終目標値の達成を目指す。 

●FSA アニオン系イオン液体： 

負極および正極への Li のインターカレーションを中心とした解析を行い、FSA 系イオン液体を

用いた電解液を使用することで、ラミネートタイプの Li 二次電池を基本的に動作させることがで

きた。今後、①電極とイオン液体電解液挙動の学術的解析をさらに進めることによりイオン液体

電解に影響を及ぼす電池構成材料（負極、正極、セパレーターなどの）のさらなる最適化を行う

こと、②添加剤・ゲル化技術も併せて検討をすすめることによりさらなる安全性の向上を図るこ
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と、③実用レベルに近い構造である多層セルにて評価を進めることにより、安全性・寿命・エネ

ルギー密度・出力密度を達成することが可能である。 

●FTA アニオン系イオン液体： 

FTA アニオンからなるイオン液体について詳細に検討した結果から、FSO2 基を少なくとも一つ

有するアミドアニオンからなるイオン液体が有効である事が分かった。Li 金属、LiCoO2薄膜正極

からなるセルでは従来の有機溶媒電解液に匹敵するレート特性を示すイオン液体を見いだす事が

できている。この結果はイオン液体の基本特性が従来系に比べて大きく改良された事と、イオン

液体の含浸性にすぐれたセパレーターが見いだされた事が大きい。また近年新しい高容量の正極

や負極材料が登場しており、それらがイオン液体系においても活用できれば、現在の LiCoO2正極

の結果を上回る容量と出力特性を見通す事は現時点で十分に可能である。 

●不燃性ゲル電解質： 

現状ではゲル電解質そのものの特性は中間目標にほぼ到達しており、最終目標値に到達してい

る特性もある。ゲル電解質電池の実現には、最適な電極系の探索および電極／電解質界面の構築

が必要不可欠である。電池のエネルギー密度は選択した電極系に、また出力密度は電極／電解質

界面の状況に大きく依存する。現状ではイオンゲル電解質については最適な正極を提案できる状

況にあり、また電解質側では黒鉛系負極の充放電に耐えうる性能を有することを確認したところ

である。またリン酸エステル含有ゲル電解質については、最適設計を施した添加剤の使用により

LiMn2O4正極および黒鉛負極の充放電可逆性を確認している。これを踏まえた今後の課題は以下の

通りである。イオン液体電解質においては、まず最適な正極・負極活物質の選定が重要である。

またイオンゲルおよびリン酸エステル含有いずれの電解質系においても、大型電池への適用を見

越した電極／電解質界面の最適設計が今後の検討課題となる。この点については、現在模擬的な

電池系を用いて問題点の洗い出しを行っている状況であり、技術的課題の整理およびそれに対す

る適切な対策を施すことにより最終目標の達成は可能であると判断している。 
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３．要素技術開発（周辺機器開発） 

（１）事業の目的 

要素技術開発（周辺機器開発）は、格段の高性能化（高効率化・軽量化・コンパクト化）に資

する電池制御やモータ等の周辺機器の技術開発を行うことを目的とする。特に、省･脱レアアース

を実現する車両駆動用モータ技術に重点を置く事とし、下記の性能を見通すことができる車両駆

動用モータを開発する。 

  

・総合効率：従来技術と同等程度  

・出力密度：従来技術と同等程度  

・レアアース使用量：零  

又は、  

・総合効率：従来技術以上  

・出力密度：従来技術の150%程度  

・レアアース使用量：従来技術より50%程度以下  

 

ここで、レアアースはネオジム、ジスプロシウム等の希土類元素を意味し、総合効率は、自動

車の走行条件等を考慮した上でのモータ単体あるいはモータを含めた駆動システムの効率を意味

する。また、出力密度は、自動車の走行条件等を考慮した上での瞬時あるいは連続運転時におけ

る体積出力密度及び重量出力密度を意味する。 

電気式モータは 1800 年代から車両の駆動源として採用されており、その歴史は内燃機関より古

い。実用的な電気自動車は、1894 年にエミルケラーにより発明され、1897 年にはロンドンとニュ

ーヨークで電気自動車がタクシーに使用されるようになっている。その後、1899 年にはガソリン

エンジンで発電して電池に充電し、電動機で車輪を駆動するシリーズハイブリッド車をつくり、

1900 年のパリ万博に出展された。しかし、1908 年にフォードにより安価なガソリン自動車が開発

され、電気自動車は衰退していった。その後はガソリン自動車の燃費が議論されるようになり、

1997 年にトヨタ自動車からプリウスが発売された。電気を活用して環境性能を良くする技術が開

発され、電気駆動車が再び注目を集めることになった。 

車両駆動用モータはネオジムやジスプロシウム等の希土類元素（レアアース）を用いた永久磁

石が使われているが、レアアースの価格上昇や供給制約が懸念されている。経済産業省の「新世

代自動車の本格普及に向けた提言」においても、上記の状況を捉まえ、車両駆動用モータの脱・

省レアメタル化に係わる技術開発の必要性が打ち出されたところである。レアメタルに関する供

給懸念を受けて、平成 19 年度から経済産業省･文部科学省の合同で「希少金属代替材料開発プロ

ジェクト」、「元素戦略プロジェクト」が立ち上げられ、永久磁石の脱ジスプロシウム、省ジスプ

ロシウム化の技術開発が行われている。車両駆動用モータに関しては、省ジスプロシウムに係わ

る２つのプロジェクトを実施している。ネオジム磁石の製造メーカー3社（日立金属、TDK、信越

化学）の内、2社が当該プロジェクトに参画している。 
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「新世代自動車の本格普及に向けた提言」の抜粋 

第五章 電池やモータの更なる性能向上とコストダウンを目指す「技術開発戦略」 

新世代自動車の本格普及のためには、性能面やコスト面でガソリン自動車に匹敵するレベル

になることが欠かせない。そのためには、「次世代自動車用電池の将来に対する提言」において

述べられているように、電池の更なる性能向上とコストダウンが欠かせない。一方、最近では

ハイブリッド自動車などのモータに使用されているネオジムやジスプロシウムの資源制約が強

まっている。今後、資源制約が更に強まるとモータの性能や価格に影響が生じる可能性が高い

ことから、希少資源の使用を大幅に削減できるモータの開発が求められている。 

（モータの技術開発） 

新世代自動車の本格普及にむけた最大の課題は電池の性能向上とコストダウンであるが、最

近新たに登場した課題として、バッテリー搭載車に欠かせない高性能モータの材料に関するも

のがある。実は、ハイブリッド自動車などに搭載されている高性能モータの多くには、小型化

とハイパワー化を両立するためにネオジムやジスプロシウムといった希土類元素（レアアース）

を使った永久磁石が使用されている。これら希土類元素については、現在、生産量の約９割を

中国が占めており、埋蔵量についても世界1位となっている。しかし、近年、ハイブリッド自動

車の普及などにより永久磁石を使用した高効率モータの需要が顕著に拡大している一方で、中

国が戦略的に希土類元素の輸出規制を行っているため、希土類元素の供給が不足し、その価格

は急騰している（表3-13）。今後、ハイブリッド自動車、電気自動車さらには燃料電池自動車な

どのバッテリー搭載車が普及すれば、希土類元素の供給制約は、深刻な障害となる恐れもある。

このことから、希土類元素供給源の多様化と供給量の拡大のための上流開発を行うとともに、

並行して、省レアアース、更に長期的観点から代替レアアースを使用した永久磁石モーターの

開発や、非永久磁石系モーター（誘導モータ等）の開発を進めることが求められている。 

 

表3-13 レアアースの近年の価格状況（US$／kg） 

 2003年12月 2005年12月

 

2006年12月 

 

対2003年 

12月比 

対2003年 

12月比 

ネオジム 7 14 +200% 31 +443% 

ジスプロシウム 30 69 +230% 113 +377% 

 

このため、経済産業省としては、レアアースの上流開発対策とともに、モータの更なる性能向上

のための技術開発を推進していく予定である。経済産業省の取り組みをきっかけとして民間企業

や大学・研究機関においてもモータの研究開発に取り組まれることが強く期待される。 
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（２）事業の概要 

電機モータ・制御回路開発に必要な一定の技術を保有している、三菱電機(株)、(公)大阪府立

大学、ダイキン工業(株)、(学)東京理科大学、(国)北海道大学、(国)名古屋工業大学、(学)東海

大学、(国)徳島大学、FDK(株)が参画している。研究開発テーマとしては、三菱電機(株)は「次世

代自動車用高性能モータ蓄電パワエレシステムの研究開発」、(公)大阪府立大学／ダイキン工業

(株)は「等価狭ギャップ構造による脱レアアース高性能リラクタンストルク応用モータの研究開

発」、(学)東京理科大学／(国)北海道大学は、「脱レアアース次世代モータの研究開発(高速スイッ

チドリラクタンスモータおよび 3次元モータの研究開発)」、(国)名古屋工業大学／(学)東海大学

は「脱レアアースを目指す自動車用モータの研究開発」、徳島大学は「レアアースレス電動機に適

用可能なセンサレス制御に関する研究開発」、FDK(株)は「高効率制御回路を用いた電池電力利用

技術の研究開発」の 6テーマで研究開発を実施している。図 3-42 に次世代自動車用高性能蓄電シ

ステム技術開発の実施内容（平成 21 年度）における本研究開発項目位置づけを示す。 

 

図3-42 次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発の実施内容（平成21年度） 

（本研究開発項目の対象テーマは楕円で囲われている） 

 

平成 21 年度（中間目標）までに、モータ開発では磁場解析等による磁性材料および誘導コイ

ルなどの形状および構造の最適化と新規同期モータ、誘導モータの設計により、軽量化と高性能

化等の開発を実施することで中間目標を達成する。また、制御技術開発では必要となる低損失イ

ンダクタの開発、コンバータを用いた SOC 均等化回路の開発等を実施するとともに、高効率を実

現するため、高周波化に取り組むことで中間目標を達成する 

平成 23 年度（最終目標）までには、モータ開発では適切なサイズのモータを試作・性能評価す

次世代自動車（HEV、EV、FCV等）の早期実用化に資するために、高性能かつ低コストの二次電池及びその周辺機器の開発を実施。
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要素②（電池材料） 9件
・戸田工業 [多層構造正極]

・九大／三菱重工／九電 [ポストオリビン正極]
・日産自動車 [正極・負極・電解質の開発]
・産総研／田中化学 ［酸化物正極］
・長崎大／産総研 [カーボンナノ正極＆負極]
・三菱化学／日本合成化学 [電解質：イオン液体等]
・産総研 [イオン液体電解質]
・第一工業製薬／関西大 [イオン液体]
・山口大 [固体ポリマーゲル電解質]

次世代技術（金属－空気系） 3件
・九州大学 [Li－空気電池]
・三重大 [Li-空気系負極]
・京大／産総研 [金属-空気電池]

次世代技術（硫黄系） 2件
・物材研 [Li-S系全固体電池]
・東工大 [硫黄系固体電解質］
・大阪府立大/出光興産［Li-S系全固体電池］
・産総研［硫黄複合正極］

次世代技術（リチウム電池系） 19件
・東理大／産総研［Li-Mn系酸化物正極］
・関西大学／いわき明星大［Li-Cu系酸化物正極］
・名工大［錯体正極］
・東大［4d遷移金属コンバージョン系正極］
・ダイキン／関西大学［高耐電圧フッ素系電解液］
・日本触媒［高耐電圧イオン性液体］
・古河電工／古河電池［シリサイド複合Si系負極］
・産総研 [酸化物系負極]
・群馬大 [酸化物系負極]
・神戸大／岩手大 [酸化物系負極]
・JFCC[カーボンナノチューブ負極]
・静岡大 [ホウ素化合物系電解質]
・京大／トヨタ／JFCC [固体電解質]
・慶大／東理大 [イオン液体]
・横国大 [イオン液体、金属電極]
・首都大東京 ［金属負極］
・産総研 [カーボンナノ正極]
・東北大 [C/Si負極]
・鳥取大 [金属負極]

基盤技術 1件
・産総研／電中研／JARI／東北大
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要素技術③（電池制御） 1件
・ＦＤＫ [セル間の均等充電制御]

要素技術③（車両駆動用モータ） 5件
・東理大／北大 [SRM、三次元PM]
・大阪府大／ダイキン [SynRM]
・名工大／東海大 [界磁モータ、IM]
・徳島大 [センサレス制御]
・三菱電機 [界磁モータ、キャパシタ]

要素技術①（モジュール電池） 3件
・パナソニック [正極：Ni系、負極：合金系含む]
・ジーエス・ユアサ [正極：ポリアニオン系]
・日立ＶＥ／日立製作所 [正極：Ni-Mｎ系]

次世代技術（多価カチオン電池系） 2件
・東工大［マグネシウム電池］
・埼玉県産業技術総合センター [ マグネシウム電池]

次世代技術（解析技術） 4件
・東北大［分光法による電極材料その場観察］
・東北大［各種評価結果シュミレーション］
・京大 [電極･電解質界面XAFS測定]
・長岡技科大／JAXA [熱特性解析]

充電

電池
モジュール
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ることで、性能目標（最終目標）を達成する。また、制御技術開発では必要に応じて LSI を製作

し、特性改善を実施することで、性能目標（最終目標）を達成する。具体的な研究開発内容につ

いては表 3-14 に示す。 

 

表 3-14 委託先の研究テーマ、研究開発内容 

 (a)【モータ】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 

H20～ 次世代自動車用高性能モータ蓄

電パワエレシステムの研究開発

【三菱電機(株)】 

本研究開発は、巻線界磁型モータとキャパシタ、パ

ワエレ技術を組み合わせる事で、軽量、コンパクト

化、高出力化、高効率化な車両駆動用モータを実現

する。回転子コイルからもキャパシタを用いて回生

し界磁電流として用いることにより、出力密度と効

率を改善する。10kW 級モータの試作と評価まで行う。

H20～ 等価狭ギャップ構造による脱レ

アアース高性能リラクタンスト

ルク応用モータの研究開発

【（公）大阪府立大学／ダイキン

工業(株)】 

本研究開発は、多極大トルク化、立体ギャップ構造

によるギャップ長短縮化により、高性能フェライト

磁石補助型シンクロナスリラクタンスモータ

（PMASynRM）を開発する。大阪府立大はモータ開発、

ダイキン工業はモータ構造に起因する磁束高周波成

分による鉄損増加に対応するため鉄損と磁束分析の

高精度測定、モータ組立方法、ステータ分割コア組

立技術と巻線技術の検討を行う。 

H20～ 脱レアアース次世代モータの研

究開発(高速スイッチドリラク

タンスモータおよび３次元モー

タの研究開発) 【(学)東京理科

大学／(国)北海道大学】 

本研究開発は、スイッチトリラクタンストルクモー

タ（SRM）及びフェライト磁石モータの開発を行う。

SRM は鉄心開発、高回転数化、固定子鉄心の構成方法、

振動抑制方法の検討によりプリウスモータ並みの効

率、出力密度を達成する。フェライト磁石モータは

ディスク型回転子を持ち、ラジアル方向にもギャッ

プを配置した 3 次元モータを開発する。モータ製造

は外注する。 

H20～ 脱レアアースを目指す自動車用

モータの研究開発【(国)名古屋

工業大学／(学)東海大学】 

本研究開発は、名古屋工業大学で永久磁石と界磁巻

線を組み合わせた新規なハイブリッド界磁モータを

開発すると共に、東海大で圧粉鉄心を用いた誘導モ

ータを開発する。 

H20～ レアアースレス電動機に適用可

能なセンサレス制御に関する研

究開発【(国)徳島大学】 

本研究開発は、誘導同期リラクタンス電動機（SynRM

と誘導機の組合せ）の開発、センサーレス制御によ

る高速回転システムの開発を行う。 
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(b)【制御回路】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 

H19～ 高効率制御回路を用いた電池電

力 利 用 技 術 の 研 究 開 発

【FDK(株)】 

本研究開発は、次世代自動車用高性能蓄電システム

に必要な電池電力利用技術について、電池の保護制

御と充電率均等化制御、高効率電力変換、高密度実

装を可能とすることで、これまでに無く小型で高効

率、安価なシステム供給を可能にするための開発を

行う。 

 

表 3-42 で示した開発内容について、モータの種類についてまとめたものを図 3-43 に示す。

省レアアースモータを研究開発する名古屋工業大学以外は、脱レアアースモータの研究開発を

実施する。また、徳島大学は主にモータ制御について研究開発を実施する。 

 

図 3-43 モータの種類 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

平19年に1件のテーマ（制御回路）を採択し、平成20年に5件のテーマ（モータ）を採択した。

また、平成19年度並びに20年度採択テーマについては平成21年度に延長審査を実施して後年度の

研究延長の可否を判定する。図3-44にプロジェクトの年度計画（要素技術開発：周辺機器開発）

を示す。 

 

14
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交流モータ 同期モータ(SM)

誘導モータ(IM)

永久磁石(PM)型

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ(HB)型

歯車状鉄心(VR)型

永久磁石型(PM)

巻線励磁型

かご型

巻線型

埋込磁石型(IPM)

表面磁石型(SPM)

名工大

北大

東京理大

東海大

三菱電機

三菱電機 コイル界磁式同期モータ

＋ブラシ・スリップリングレス、
蓄電システム
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ダイキン

同期リラクタンスモータ＋
フェライト磁石埋込、立体
ギャップ構造採用

名古屋
工大

ハイブリッド界磁モータ

＋三次元磁気回路コア材に
SMC

東海大 誘導モータ
＋固定子コア材にSMC
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(センサレス)
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北大 フェライト磁石三次元モータ

リラクタンスモータ
府大・ダイキン

モーターの種類
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図 3-44 プロジェクトの年度計画（要素技術開発：周辺機器開発） 

 

要素技術開発（周辺機器開発）は、モータや制御回路の試作や試験等に多くの費用が必要とな

るため、それらが円滑に実施できるよう、各テーマ内容を精査することで適切な予算を配分した。

表3-15に委託先の研究予算一覧表を示す。 

 

表 3-15 研究予算一覧表（要素技術開発：周辺機器開発） 

 研究予算（百万円） 

委託先 H19fy H20fy H21fy 総額 

三菱電機(株) --- 166.5 167.9 334.4 

(公)大阪府立大学／ダイキン工業(株) --- 60.1 41.7 101.8 

(学)東京理科大学／(国)北海道大学 --- 36.6 44.0 80.6 

(国)名古屋工業大学／(学)東海大学 --- 32.6 12.5 45.1 

(国)徳島大学 --- 17.7 19.8 37.5 

FDK(株) 39.8 53.4 61.9 155.1 

 39.8 366.9 347.8 754.5 

 

（４）研究開発目標と中間目標達成度 

格段の高性能化、コンパクト化、低コスト化を目標とする。ただし、数値目標は各周辺機器や

開発内容によって異なるため、提案内容を踏まえて、採択決定後に NEDO 技術開発機構と協議のう

え個別に実施計画に定めることとした。。 

省･脱レアアースを実現する車両駆動用モータ技術については、下記の性能を見通すことがで

きる車両駆動用モータを開発することを目標として設定した。目標値の設定に当たっては、車両

駆動用モータに関係する技術者、研究者、学識経験者の方にお集まり頂き、脱レアメタルあるい

は省レアメタルを目的に、モータの方式と言った観点からの切り口を中心に、技術開発の可能性

等を審議するため、「電動車両用駆動モータ等に関する技術検討委員会」をＮEDO 技術開発機構で

設置した。本委員会では、平成 19 年 11 月から平成 20 年 2 月まで計 3回の審議を行った。審議の

結果、省・脱レアアースモータの研究開発ロードマップが策定された。表 3-16、表 3-17 に省・

脱レアアースモータの研究開発のロードマップを示す。 

①要素技術開発

（周辺機器開発）

平成２３年度平成２２年度平成２１年度

（中間評価）

平成２０年度平成１９年度

①要素技術開発

（周辺機器開発）

平成２３年度平成２２年度平成２１年度

（中間評価）

平成２０年度平成１９年度

公募

公募

(5) (5)

(1) (1) (1)
延長審査

延長審査
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表 3-16 脱レアアース型モータの研究開発ロードマップ 

（レアアースを使わず、既存モータ（PM）と同等程度の出力密度、効率を目指す） 

 現状 
参考：改良型モータ

（2010 年） 

先進型モータ 

（2015 年） 

革新型モータ 

（2020 年） 

総合効率 1.0 1.0 1.0 1.1 

出力密度 1.0 1.2 1.0 1.2 

レアアース使用量 1.0 1.0 0 0 

開発体制 民主導 民主導 産学官連携 大学･研究機関

（注）現状および改良型モータは、現在車両駆動用モータの主流である永久磁石式同期モータを意味 

する。また、表中の数字は、現状を 1.0 とした場合の比率を表す。 

 

表 3-17 省レアアース型モータの研究開発ロードマップ 

（永久磁石同期モータ等の省レアアース化を実現しながら、格段のコンパクト化、高効率化を目指す） 

 現状 
参考：改良型モータ

（2010 年） 

先進型モータ 

（2015 年） 

革新型モータ 

（2020 年） 

総合効率 1.0 1.0 1.1 1.2 

出力密度 1.0 1.2 1.5 2.0 

レアアース使用量 1.0 1.0 0.5 0.5 

開発体制 民主導 民主導 産学官連携 大学･研究機関

（注）現状および改良型モータは、現在車両駆動用モータの主流である永久磁石式同期モータを意味 

する。また、表中の数字は、現状を 1.0 とした場合の比率を表す。 

 

＜開発対象並びに目標＞ 

①研究開発の対象 

a）車両駆動用モータの脱レアアース化 

車両駆動用モータの脱レアアース化や、脱レアアース型モータのコンパクト化、高効率化等を

対象とする。具体的には、誘導モータ、スイッチトリラクタンスモータ、巻線界磁型同期モータ、

非レアメタル磁石式同期モータ、ハイブリッド励磁型同期モータなどが開発対象の候補となる。 

b）車両駆動用モータの省レアアース化 

省レアアースを実現しながら既存の永久磁石式同期モータの格段のコンパクト化、高効率化等

を対象とする。但し、永久磁石式モータの高性能化は民間企業で活発な研究開発が行われている

事から、国家プロジェクトとして実施する場合は、格段の高性能化が期待できる革新的な技術、

基礎的な技術開発であることが必要となる。 

c）モータの要素技術の開発 

上記の駆動用モータの技術開発に繋がる要素技術の開発を対象とする。例えば、モータの冷却

技術や電気絶縁技術等が対象となる。 
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②研究開発の目標 

本プロジェクトでは 2015 年の実用化を目指し、産官学の連携が必要な、先進型モータについ

て研究開発対象とすることにした。 

 

・総合効率：従来技術と同等程度  

・出力密度：従来技術と同等程度  

・レアアース使用量：零  

又は、  

・総合効率：従来技術以上  

・出力密度：従来技術の150%程度  

・レアアース使用量：従来技術より50%程度以下  

 

ここで、レアアースはネオジム、ジスプロシウム等の希土類元素を意味し、総合効率

は、自動車の走行条件等を考慮した上でのモータ単体あるいはモータを含めた駆動シス

テムの効率を意味する。また、出力密度は、自動車の走行条件等を考慮した上での瞬時

あるいは連続運転時における体積出力密度及び重量出力密度を意味する。 

 

＜各委託先の達成目標＞ 

中間目標は、採択決定後に NEDO 技術開発機構と委託先との間で最終目標を踏まえ、協議して決

定する。表 3-18 に要素技術開発（周辺機器）の委託先の達成目標を示す。なお、中間目標に対す

る達成度は平成 21 年度末時点の見込み値である（○：達成済または見込み、△：達成には大幅な

特性改善が必要、×：達成困難）。各委託先とも中間目標はおおむね達成される見込みである。 

 

表 3-18 要素技術開発（周辺機器）の委託先の達成目標 

3-18(a) ｢次世代自動車用高性能モータ蓄電パワエレシステムの研究開発｣ 

【（株）三菱電機】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

モータ試作 

レアアースレス、非接触回転子給電を実

現したコイル界磁型同期モータ基本構

造確立と要素試験機の試作完了。 

○ 

レアアースを用いないコイル界

磁型同期モータの試作機（10kW

級）を完成。 

モータ性能 

瞬時の最大トルク値において産業用PM

モータ相当の出力密度（トルク密度:≧3 

Nm/kg、出力密度:≧0.6k W/kg）が得ら

れる見通しを得る。 

○ 

瞬時の最大トルク値において従

来の自動車用レアアース利用Ｐ

Ｍモータ相当の出力密度（トルク

密度:5 Nm/kg、出力密度:≧1 

kW/kg）が得られる見通しを得る。

瞬発キャパ

シタモジュ

ール 

瞬発キャパシタセルについて、105℃で

1000時間の寿命を見通す。 
○ 

瞬発キャパシタモジュールで、

105℃で3000時間の寿命性能の目

処を得る。 
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車載時の充放電回数を想定し、キャパシ

タセルで500万回の急速充放電寿命を見

通す。 

○ 

瞬発キャパシタモジュールで、

500万回の急速充放電寿命の目処

を得る。 

蓄電パワエ

レ部 

必要な管理値の抽出と、エネルギーマネ

ジメント用アルゴリズムの確立。 
○ 

開発した蓄電パワエレ部を備え

たモータでバッテリの寿命を長

寿命化（目標1.5倍）できること

を見通す。 

蓄電パワエレ部として、瞬時回生電力の

回生効率（目標:≧80%）を見通す。 
○ 

総合効率 

コイル界磁型同期モータ要素試験機の

要素試験結果とｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ結果から、最終

年度目標の達成見込みを確認する。 

○ 

JC08モード等を模擬した場合の

総合効率が同等程度以上になる

見通しを得る。 

 

3-18(b) ｢等価狭ギャップ構造による脱レアアース高性能リラクタンストルク応用モータの 

研究開発｣ 

【(公)大阪府立大学、ダイキン工業(株)】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

定格出力 2.5 kW ○ 7.5～10 kW 

最大出力 5 kW ○ 15～20 kW 

定格回転数 2,400 min-1 ○ 2,400 min-1 

最大回転数 10,000 min-1 ○ 10,000 min-1 

出力密度 0.010 W/mm3 ○ 0.010 W/mm3 

モータピーク効率 ≧94 % ○ ≧94 % 

レアアース 

（Nd, Dy, Tb）の使用量 
0 ○ 0 

試作機の試験 

各種モータ特性の評価、

モータ損失の分析と振

動評価の完了 

○ 

トルク測定精度±0.2%、モータ

各部の温度とエアギャップ中の

磁束密度分布測定 

 

3-18(c) ｢脱レアアース次世代モータの研究開発(高速スイッチドリラクタンスモータおよび 

3 次元モータの研究開発) ｣ 

【(学)東京理科大学／(国)北海道大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

寸法 固定子直径 269mm、軸長 156mm 

（コイルエンド含む） 

○ 同一 

軸出力 50 kW ○ 実験による検証 

効率 92 % ○ 実験による検証 

トルク密度 45 Nm/l ○ 実験による検証 
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3-18(d) ｢脱レアアースを目指す自動車用モータの研究開発｣ 

【(国)名古屋工業大学／(学)東海大学】 

①｢SMC コアを利用したハイブリッド界磁モータの研究開発｣（名古屋工業大学） 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

出力密度 ≧3.5 kW/kg ○ ≧6 kW/kg 

磁石使用量 約 500 g ○ 約 500 g 

トルク密度 ≧6 Nm/kg ○ ≧6 Nm/kg 

②｢SMC コアを利用した誘導モータの研究開発｣（東海大学） 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

ロータへの SMC コア採用 採用の可否決定 ○ ロータコア材の決定 

SMC コアを使った誘導モータの設計係数

の導出 
設計係数の導出 ○ 設計係数の導出 

設計検証機による設計係数の実機確認 設計係数の実機確認 ○ 設計係数の実機確認 

 

3-18(e) ｢レアアースレス電動機に適用可能なセンサレス制御に関する研究開発｣ 

【(国)徳島大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

解析による検証1 100kW電動機の動作確認 ○ --- 

解析による検証2 電動機の発生トルクの解析 ○ --- 

試験用電動機の試作 試験電動機の設計・試作 ○ 数10kWの試験電動機の試作

基本特性の確認 逆回転防止とトルク特性 ○ --- 

連続制御特性の確認 正弦波駆動～方形波駆動 ○ --- 

低速トルクの確認 250 回転、200%トルク ○ --- 

高速出力特性の確認 1.5万回転、0.5kW/kg ○ ≧0.5kW/kg 

運転効率 --- --- ≧90 % 

 

3-18(f) ｢高効率制御回路を用いた電池電力利用技術の研究開発｣ 

【FDK(株)】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

低損失磁性材料開発 ≦2,000 kW/m3 ○ 1,500 kW/m3 

低損失インダクタの開発 ≧160 W/cc ○ 200 W/cc 

SOC 均等化回路開発 セル電圧精度：±1 % ○ セル電圧精度：±0.3 % 

 

（５）研究開発成果例 

【モータ】 

●モータ蓄電パワエレシステムの開発：【(株)三菱電機】 

本研究開発では、レアアースを用いないで PM モータ並みの性能が得られるハイブリッド自動車、
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プラグインハイブリッド自動車や電気自動車等に使用するコイル界磁式同期モータの実現を目ざ

し、軽量コンパクトな高出力ランデル型基本構造、3次元鉄損現象の解明と対策および磁気/電気

装荷配分、ブラシレス・スリップリングレス給電構造、車載用瞬発キャパシタ、瞬発キャパシタ

を用いて回生し回転子コイルの界磁電流として用いるシステムの研究開発やモータの性能（総合

効率、出力密度）の確認などを実施することを目的とする。  

①コイル界磁型同期モータ要素技術の研究開発 

軽量コンパクトな高出力ランデル型基本構造        表 3-19 主要設計諸元 

［1 次検討モデル基本設計］ 

ハイブリッド自動車や電気自動車に適用可能な車

載用ランデル型構造の実用事例は無い。そこで 1 次検

討用として、表 3-19 に示すモータ諸元の大型ランデ

ル型回転機を設計し永久磁石式モータ相当の基本性

能の成立性を確認した。 

［回転子の検討と磁気的な成立性の確認］ 

ランデル型モータにおける基本性能を磁界解析で確認した。モータの基本性能は回転子サ

イズと磁束密度によって決まるため、多極化によって回転子サイズを拡大して磁束量の不足

を補えば、回転子の基本性能として磁気的に同等レベルの性能を得ることが可能であること

を確認できた。 

［界磁と固定子のコイル銅損配分最適化］ 

 ランデル型モータには、同一トルク仕様に対して固定子コイルと回転子界磁コイルの電流

の割合を変えることが可能である。1 次試作機にて両差の損失変化状況を把握した。図 3-45

に、磁界解析結果から推定した 100 Nm 出力時における界磁起磁力の変化に対する固定子銅

損と回転子銅損の変化を示す。また、１次試作機の概観図を図 3-46 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-45 界磁起磁力に対する全銅損変化 
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図 3-46 試作機概観図 固定子(左)と回転子(右) 

 

［各部重量の見積りと目標達成の見通し］ 

１次試作機に使用した磁気的機能部品の重量を合計した値として 22.6 kg となった。実際

にはこれにフレーム、ベアリング、端子等が加わるが、全体で 33 kg 以下に構成することに

より中間目標であるトルク密度 3 Nm/kg に到達できる見通しが得られた。 

 

３次元鉄損現象の解明と対策および磁気/電気装荷配分 

 製作したモータ要素磁気特性計測解析装置を用いて、固定子鉄心に製造工程で作用する弾

塑性変形を想定し、弾塑性変形下での磁気特性の評価法と鉄損解析手法(構造・磁界の連成

解析)の検討を行った。塑性歪みを付与した素材で各鉄損成分（ヒステリシス損失、渦電流

損失）が圧縮／引張応力に対して示す変化の様子が解明できた(図 3-47)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-47 弾塑性変形(応力)と磁気特性影響 

 

②蓄電パワエレ部要素技術の研究開発 

車載用キャパシタセルおよびモジュールの研究開発 

 小型セル（9 cm２級）を試作して 105 ℃での動作の可能性や 0.1 ΩＦ級の瞬発キャパシタでの

サイクル寿命性能を調べた。その結果、セル電圧を多少低くすることで 105 ℃での動作も可能に
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なる見通しを得た。また、瞬発キャパシタについて小型セルではあるが 2500 万回のサイクル寿命

を達成し十分なサイクル寿命性能を持っていることを実証できた(図 3-48)。さらに回生用瞬発キ

ャパシタセル試作装置を用いて数十 cm２級の扁平巻回形の試作を開始すると共に、回生用キャパ

シタ評価装置を用いて、セルへの急速な充放電による温度分布の変化などを明らかにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-48 瞬発瞬発形キャパシタの静電容量、抵抗変化 

 

蓄電パワエレ部の研究開発 

回転子コイルからの回生や界磁、バッテリとの入出力にキャパシタを使用するためは昇降圧比

が大きくても変換効率を高く保てる双方向 DC/DC コンバータが必要である。各種方式をシミュレ

ーション等で検討した結果、従来よりも高い時比率（通流率、デューティ率）が可能なカップル

ドインダクタ方式を選択して、課題となる電圧サージを抑えるアクティブクランプ技術を開発し、

設計試作して、製作したモータ回生・力行要素試験装置を用いて試験した。その結果、電圧サー

ジを抑えた上で、降圧動作時、出力電流 18 A、電圧降圧率 7.5～15 ％の条件下において、90.5

～93.5 ％の効率が得られた。 

 

●リラクタンストルク応用モータの開発：【(公)大阪府立大学／ダイキン工業(株)】 

本研究開発では、フェライト磁石を補助的に用いる同期リラクタンスモータ（フェライト磁石

補助型同期リラクタンスモータ: PMASynRM）の高トルク化および実ギャップ長を短縮することな

く狭ギャップモータと同等の性能となる等価狭ギャップ構造を組み合わせることにより、レアア

ース永久磁石の使用量がゼロで従来技術と同等の総合効率および出力密度となる、脱レアアース

高性能リラクタンストルク応用モータを開発するとともにその実用化のための設計技術と生産技

術を開発することを目的とする。 

①高トルク構造の開発 

高トルク化に適した極数・フラックスバリア構造・磁石埋込方法等を有限要素法による磁界解
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析で検討した。図 3-49 に示すように 10 A（定格）および 20 A（最大電流）における PMASynRM

の発生トルクは、シンクロナスリラクタンスモータ（SynRM）と比べて 20～30 %向上すること、6

極構造（図 3-50）のトルクが最も大きいことが明らかになり、この構造を第１次設計モデルとし

た。次に、ギャップ長を第１次設計モデルの 70 %に短縮した解析モデルについて磁界解析により

トルク特性を検討した。その結果、定格トルク 10.0 N･m、最大トルク 20.4 N･m が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-49 平均トルクの比較       図 3-50 第１次設計モデル 

 

②等価狭ギャップ構造の性能把握と課題抽出 

有限要素法による磁界解析の結果、立体ギャップ構造にすることで実ギャップ長の 70%のギャ

ップ長の平面ギャップ構造と同等の磁束密度が得られ、立体ギャップ構造による等価的なギャッ

プ長短縮効果が確認できた。また、鉄損解析の結果、立体ギャップ構造によるモータ全体の損失

増加は約 5%と概算された。 

③試験評価装置の開発 

最大出力 5 kW、最大回転数 10,000 min-1まで開発モータの特性を高精度に測定するためのモー

タ試験ベンチの仕様を検討した。実際に開発し、導入したモータ試験ベンチシステムのトルク測

定精度としては、静止状態でトルク最大 20 N･m、定格トルクまでの精度において±0.19 %以内で

測定できており、目標を達成している。またシステム全体としては、磁束密度、および電力の高

精度な測定が出来るようにしており、損失分析が可能となる構成としている。 

④モータ生産方法の開発・研究 

等価狭ギャップ構造に適したモータ生産方法を検討するために、ステータのコア構造・積層技

術と巻線技術などモータ生産方法の調査を実施し、等価狭ギャップ構造によるトルク性能評価と

形状精度のための試作モデルとして、突極構造のトルク発生モデルを決定し、製作を行った。ま

た、ステータ分割時の影響を見るために、2 分割を行ったステータを再結合させた時の寸法確認

も行い、一体型と分割型での差異はエアギャップに対して±7%(±20 μm)であり、十分な寸法精

度が得られていることを確認した。 
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●高速スイッチドリラクタンスモータおよび 3次元モータの開発：【(学)東京理科大／(国)北海道

大学】 

本研究開発では、主として東京理科大学と北海道大学の 2 つの大学で異なったアプローチを取

りながら脱レアアース次世代モータの研究開発を進める。いずれもレアアース使用量をゼロとす

る方式であり、目標としては従来のトヨタプリウス搭載の IPM モータと等しい大きさ、効率を実

現するものである。すなわち、直径 269 mm、軸長 156 mm（コイルエンドを含む）の寸法で軸出力

50 kW、運転効率同等(負荷点により 85-95 %)を実現することを目的とする。 

①スイッチドリラクタンスモータの設計 

Jmag ソフトウエア、ワークステーションなどの導入によりコンピュータ解析を行うことができ、

軸出力 50 kW で効率 95%程度のスイッチドリラクタンスモータ 1 台の設計を行うことができた。

さらに、目標とする IPM モータとほぼ等しいトルク密度も実現できること、必要になるインバー

タの容量は 2割増加程度で済むことを明らかにした。 

②フェライト磁石を用いた 2次元モータを設計 

 2 次元有限要素法非線形解析を大規模に行うことで、「フェライト磁石を用いた 2次元モータに

ついて、最適な回転子・固定子形状・巻線構成についての設計指針を明確化。解析上、規定速度

において軸出力 50 kW、最高効率 92 %以上を達成するフェライト磁石を用いた 2次元モータの設

計。」を達成できた。特に、図 3-51 に示すようなインセット型の回転子形状にフラックスバリア

を追加することで、磁石保持力の弱いフェライト磁石を用いても、実用に耐えうる十分な耐減磁

特性を備えると同時に、十分な機械強度を備えている回転子形状を設計できたことは非常に大き

な研究成果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-51 設計した回転子断面図 

 

③50 kW 負荷試験装置の全体設計 

 当初の目標通り「50 kW 負荷試験装置」とその計測装置システムの全体設計を完了した。 
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●SMC コアを利用したハイブリッド界磁モータ及び誘導モータ：【(国)名古屋工業大学／(学)東海

大学】 

本研究開発では、希土類系磁石使用量を従来比50%以下に抑えた省レアアースタイプのハイブリ

ッド界磁モータ(Hybrid Excitation Motor、以下HEMと略記)、希土類系磁石を一切使用しない脱

レアアースタイプの誘導モータ、計2種類のモータを対象に、次世代自動車の早期実用化に資する

ため、高密度かつ高効率なモータの実現を目指す。HEMでは希土類系磁石使用量を500[g]程度に抑

えて水冷方式下で最大出力密度6[kW/kg]、かつ現行ハイブリッド自動車搭載のモータ効率マップ

水準を実現し、必要な設計・材料要素技術を明らかにすることを目的とする。誘導モータでは、

自動車用を想定した空冷仕様の設計試作モータで最大出力密度1[kW/kg]超を実現し、かつ定格点

での効率90 %超を実現し、必要な設計・材料要素技術を明らかにすることを目的とする。 

①SMC コアを利用した HEM の研究開発 

(1)極数とスロット数と巻線方式、(2)磁石形状、(3)ロータ内周 SMC 外径と電機子巻線ターン数

をパラメータにステータ／ロータ形状と対応する界磁極形状を決定する設計手順を決め、三次元

有限要素磁場解析による試行錯誤設計を実施した。図 3-52 に目標出力密度をほぼ満足する実スケ

ール HEM の設計形状図面を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-52 目標出力密度を達成する HEM 設計形状図面 

 

②SMC コアを利用した誘導モータの研究開発 

圧粉磁心を用いた試作機と積層鋼鈑を用いた従来型誘導モータを負荷試験し測定により比較評

価した。その結果、ロータに圧粉磁心を採用するのは特性的には不利であることが明らかになっ

た（図 3-53）。設計検証機を設計・製作し、それに基づき圧粉磁心誘導モータの設計係数を導出

した。結果、設計計算ではコア内部の磁束密度が関係するパラメータには SMC 係数 1/0.8 を掛け

れば従来の設計計算式がそのまま使えることを明らかにした。 
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図 3-53 定格出力時の損失比較（商用電源） 

 

また、圧粉磁心を使った自動車用誘導モータではロータには圧粉磁心を使用しないことを決断

した。さらに最適設計機の設計基本方針を図 3-54 のように決定した。また SMC コアを研削加工に

より成形することにより渦電流損が発生していることが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-54 最適設計機の設計基本方針 

(a)圧粉磁心分割コア 

(b)高占積率巻線 
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●レアアース電動機に適用可能なセンサレス制御技術の開発：【(国)徳島大学】 

本研究開発では、センサレス制御に適した誘導同期電動機の解析に基づく試作電動機を高速回

転させ、始動から高速運転まで連続的に制御出来ることを実証すると共に、電気自動車として求

められる制御目標を達成する技術開発を行うことを研究開発の目的とする。 

①センサレス制御電動機駆動システムのシミュレーション解析 

埋め込み磁石同期電動機駆動特性解析： 

100kW 程度の 8 極の埋め込み磁石同期電動機が、センサレス制御により、始動から数万回転ま

で駆動システムを変更することなく連続的に制御できることをシミュレーション解析により確認

した。 

誘導同期電動機の駆動特性解析： 

誘導同期電動機の解析モデルをもとにセンサレス制御システムのシミュレーション解析により

誘導同期電動機が駆動できることを確認した。 

②レアアースレス電動機の試作 

 図 3-55 に基本制御特性確認のため 400 W 程度の二種の電動機を試作した。固定子構造を、同図

(a)に示す。同期リラクタンス電動機としては、同図(b)に示すように回転子の突極比を大きくす

るため一般的なフラックスバリア構造の固定子と入れ替えたリラタンス電動機を試作した。誘導

同期リラクタンス電動機としては、同図(c)に誘導同期電動機の回転子鉄心部を一般的なフラック

スバリア構造とした電動機を試作した。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-55 レアースレス電動機の構造 

 

③センサレス制御実験特性 

 電動機の実負荷試験装置を導入し、負荷試験を定量的に行った。 

リラクタンス電動機の駆動特性： 

同期リラクタンス電動機の回路定数を用いることなく、正逆転駆動特性や優れたトルク速度特

性が得られた。 

センサレス制御による始動特性の比較： 

本研究のセンサレス制御システムは、特別な回転位置推定は行っていないため、始動時に回転

方法と逆回転するおそれがある。図 3-56 にセンサレス制御による同期リラクタンス電動機と誘導

同期リラクタンス電動機の始動時特性の比較を示す。誘導同期リラクタンス電動機はいかなる始

動タイミングにおいても突極軸の回転子位置関係なく逆回転を生じないで始動出来ることが確認

できた。 

 固定子 回転子 回転子

(a) SynRM/IMSynRM          (b) SynRM            (c) IMSynRM

固定子 回転子 回転子

(a) SynRM/IMSynRM          (b) SynRM            (c) IMSynRM
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図 3-56 始動特性の比較 

 

④センサレス制御システムの制御特性 

図3-57に実験により400 W程度の試作誘導同期リラクタンス電動機のセンサレス運転特性を示

す。本研究のセンサレス制御により、始動時の正弦波の電圧波形から高速時の方形波電圧波形駆

動まで連続的に制御でき、また、発生トルクの脈動も伴うことなく、始動時の位相追従特性や方

形波駆動時の位相特性に見られるように安定に制御出来ることが確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-57 センサレス制御システムの制御特性 
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【制御回路】 

【FDK（株）】 

本研究開発では、直列電池のセル電圧を、超小型、低損失、高い電圧精度でバランスさせるコ

ンバータ方式の SOC（State of charge）均等化回路を開発することで、バランスが崩れても高い

電池利用効率が得られる技術を確立、電池駆動による航続距離延長を可能にすることを目的とす

る。開発に当たっては、制御回路部の大きさと損失で支配的なインダクタを高周波化により超小

型にすると同時に、磁性素材と巻線構造にまで遡って開発することで低損失化を実現する。 

①低損失磁性材料の開発 

これまでの開発で、自然共鳴周波数 fr を高めると残留損失が高周波側にシフトする知見を得て

いる。比表面積計と密度計、精密 TMA を用いて fr を高める組成での製造条件適正化を図るととも

に、MnO を添加して歪を緩和し、結果として 3 MHz, 20 mT で 1,543 kW/m3を達成した。 

②低損失インダクタの開発 

開発した低損失磁性材を使って積層型パワーインダクタを試作した。磁性材料の低損失化と、

新たに開発した巻線構造の適用により 150 W/cc を出力して約 80 %の効率を得た。 

③SOC 均等化回路の開発 

コンバータ方式の SOC 均等化回路について原理試作を行い機能評価した。試験した回路と試験

結果を図 3-58 に示す。結果、8 分で約 25 mV の偏差の中にバランスを納めることができており、

回生電力変換効率は 4 A 出力の条件で目標の 92 %を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-58 原理試作品での評価 

 

更に、コンバータ方式実用化の課題であるバランス後の消費電力削減についても、新しい制御

回路を開発しシミュレーションによる効果の検証を行なった。開発した制御回路を図 3-59 に、バ

ランス補正のシミュレーション結果を図 3-60 に示す。 
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図 3-59 開発した制御回路 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-60 シミュレーション結果 

 

電力変換周波数を固定化した状態で、電圧の高いセル側のスイッチ素子を、デューティ 50 %上

限で電圧差に応じただけ先に ON し、その後同じ時間電圧の低い側のスイッチを ON、残りの時間

両方のスイッチを OFF にする。インダクタ電流が断続する不連続モードでは E1≒E2 であることか

ら、連続する同じパルス幅で Q1 と Q2 を駆動することで同期整流が常に成立する。 

図 3-60 では解析時間を短縮するため電池を 100 μF のコンデンサで代用し、変換周波数は 250 

kHz としている。その結果 4.2 V 及び 2.8 V のセルを約 1A の回生でバランス作させることで 300 

μsec 後に 38 mV の電圧差にまで納まっている。 

 

（６）成果の普及 

平成 21 年度 4月末時点での外部発表の実績を表 3-20 に示す。 
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等価狭ギャップ構造による脱レアアース高性能リ

ラクタンストルク応用モータの研究開発 

大阪府立大学 

ダイキン工業 
1 0 1 

脱レアアース次世代モータの研究開発(高速スイッ

チドリラクタンスモータおよび3次元モータの研究

開発) 

東京理科大学 

北海道大学 
0 2 2 

脱レアアースを目指す自動車用モータの研究開発 
名古屋工業大学

東海大学 
0 0 1 

レアアースレス電動機に適用可能なセンサレス制

御に関する研究開発 
徳島大学 0 0 3 

高効率制御回路を用いた電池電力利用技術の研究

開発 
FDK 4 0 1 

  8 2 10 

 

（７）最終目標達成の見通し 

【モータ】 

●モータ蓄電パワエレシステムの開発： 

（１）モータ試作については、レアアースレス、非接触回転子給電を実現したコイル界磁型同期

モータ基本構造を確立し、要素試験機の試作を完了することができた。非接触回転子給電の構造

等、まだ改善すべき点も多く残ってはいるが、最終目標であるレアアースを用いないコイル界磁

型同期モータの試作機（10kW 級）を完成させることは可能である。 

（２）モータ性能については、瞬時の最大トルク値において産業用ＰＭモータ相当の出力密度（ト

ルク密度 3 Nm/kg 以上、出力密度 0.5 kW/kg 以上）が得られる見通しを得られており、最終目標

である、瞬時の最大トルク値において従来の自動車用レアアース利用 PM モータ相当の出力密度

（トルク密度 5 Nm/kg、出力密度 1 kW/kg 以上）が得られる見通しを得るには、まだ目標数値に

開きがあるものの、これまでに得られた要素技術の成果を最大限に生かして研究開発を加速する

ことで、最終目標達成は可能であると考える。 

（３）瞬発キャパシタモジュールについては、セル電圧を低く設定し、セの熱設計等により、小

型キャパシタセルではあるが、105℃で 1000 時間の寿命を確認し、室温で 3000 万回を超える急速

充放電寿命を確認できているので、最終目標である瞬発キャパシタモジュールで、105℃、3000

時間の寿命性能と室温で 500 万回の急速充放電寿命の目処は、モジュールの熱設計等を駆使する

ことで達成できる見通しである。 

（４）蓄電パワエレ部については、必要な管理値を抽出し、エネルギーマネジメント用アルゴリ

ズムを確立することができ、これにより、蓄電パワエレ部として、瞬時回生電力の回生効率（目

標：80%以上）を見通すことができた。この成果をさらに発展させて駆使すれば、開発した蓄電パ

ワエレ部を備えたモータでバッテリの寿命を長寿命化（目標 1.5 倍）できることを見通すことは

達成可能であると考える。 

（５）総合効率については、コイル界磁型同期モータ要素試験機の要素試験結果とシミュレーシ

ョン結果から、最終年度目標の達成見込みを確認できており、JC08 モード等を模擬した場合の総
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合効率が同等程度以上になる見通しを得るという最終目標は、極めてハードルが高く、多くの課

題を残してはいるものの、開発した要素技術に成果を全て発揮させることで、最終目標の達成は

可能であると推察する。 

●リラクタンストルク応用モータの開発： 

モータ設計においては、中間成果の最適設計をもとにしてスケールアップに応じた最適構造に

ついて磁界解析および試作機による試験評価などを繰り返して検討を行っていく。特に、フェラ

イト永久磁石の減磁、遠心力に対するロータの機械的強度、モータ発熱増加などを考慮したモー

タ構造の検討を行うことで最終目標を達成する見込みである 

●高速スイッチドリラクタンスモータおよび 3次元モータの開発: 

 コンピュータによる解析と実物製作実験では大きな開きが発生するおそれがある。また、トル

ク、重量密度などを向上するため、3 次元モータの開発を急ぐ必要がある。さらに、駆動用のイ

ンバータの形式が IPM モータと同一でないため、高機能化を検討する必要がある。以上のような

課題も有しているため、計画を着実に遂行することで最終目標の達成を目指す。 

●SMC コアを利用したハイブリッド界磁モータの開発： 

中間成果から、最高回転数を30,000min－１へ引き上げ変更設計し、さらに最大トルクを小さく

することで、モータ総重量を20kg以下とする最適電磁構造設計を完了し、これにより

123[kW]/20[kg]＝6.15[kW/kg]を目指すことで、最終目標への到達を目指す。一般に高出力密度化

すれば効率の低下は避けがたいため、最終的な実スケールでの計算機仮想実験効率評価結果を基

に、薄板電磁鋼板や低損失SMCコアの導入による効率改善策を視野に入れ、目標効率達成可能性を

明らかにする。 

●SMC コアを利用した誘導モータの開発： 

一般に自動車用モータの出力密度は水冷は空冷の2倍、油冷は水冷の2倍といわれている。したが

って、本研究開発で試作する誘導モータは実験が容易な空冷であるため、目標は数値的にはレクサ

スの1/4となれば同等である。誘導モータは弱め界磁制御による効率低下が少ないことが大きな特徴

であり、目標の効率が得られれば自動車の高速運転領域では従来のレアアースを大量に使ったモー

タよりも高い効率が得られる。 

●レアアース電動機に適用可能なセンサレス制御技術の開発： 

センサレス制御技術については、中間結果よりレアアースレス電動機をセンサレス制御で高速回

転させることで、最終目標である、高い電動機出力密度（0.5 kW/kg 以上）と高い運転効率（90%

以上）が達成できる見通しが立った。 

 

【制御回路】 

現在の課題で主な内容として①科学的未解明な残留損失低減と②超小型化実現のための回路の

LSI 化がある。残留損失低減については先進のマイクロマグネティックスを用いた CAE 技術の活

用により、スピンの反転挙動を解明し対策に取り組む予定であり、回路の LSI 化については実機

検証を行う中で課題を抽出し LSI 化する場合に必要な仕様要件を整理する予定である。 

最終目標としての電池利用効率向上については、実際の電池を用いた検証結果と電池性能調査、

回路シミュレーションを駆使して達成したいと考えている。 
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４．次世代技術開発 

（１）事業の目的 

次世代技術開発は、「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」の中における、革新フェーズに

対応している。革新フェーズは、2030 年以降を念頭において、ガソリン自動車並の走行距離を持

つ本格的な電気自動車を量産することを目指したフェーズである。 

図 3-61 に次世代技術開発の開発ターゲットを示す。○で囲まれている「本格的 EV 用電池」の

電池システム重量エネルギー密度・出力密度が開発目標に対応している（目標の詳細については

（４）で記す）。 

本研究開発項目では 2030 年頃において、電池パックレベルで重量エネルギー密度 700Wh/kg 以

上という革新的な性能を実現することを目指して、現状の技術レベルの延長線上にない、経済性、

性能面でのブレークスルーが期待できる新しい材料（正極、負極、電解質等）や新しい電池系（合

金系、金属系等）の基礎研究開発を実施することで、本格的 EV 等の実用化に資する革新的蓄電池

技術を開発することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-61 次世代技術開発の開発ターゲット 

 

（２）事業の概要 

研究開発には、リチウムイオン二次電池の「次世代技術開発」に必要な一定の技術を保有して

いる、(独)産業技術総合研究所、(公)大阪府立大学、出光興産(株)、(国)東京工業大学、(独)物

質･材料研究機構、(国)三重大学、(国)京都大学、(国)横浜国立大学、(国)鳥取大学、(国)東北大

学、(公)首都大学東京、(財)ファインセラミックスセンター、(国)名古屋大学、(国)九州大学、(国)
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群馬大学、(国)神戸大学、(国)岩手大学、(国)静岡大学、トヨタ自動車(株)、(学)慶応大学、(学)

東京理科大学、埼玉県産業技術総合センター、(国)長岡技術科学大学、(独)宇宙航空研究開発機

構、(国)東京大学、(国)名古屋工業大学、(学)関西大学、(学)いわき明星大学、ダイキン工業(株)、

古河電気工業(株)、古河電池(株)、(株)日本触媒が委託先として参画している。また、再委託先

としては、(学)埼玉工業大学が参画している。(独)産業技術総合研究所、(公)大阪府立大学、出

光興産(株)の一部のテーマについては平成 21 年度で研究を終了した。 

研究開発テーマとしては、「金属－空気電池」、「リチウム硫黄電池」、「多価カチオン電池」、「新

形態リチウムイオン二次電池」、「解析技術」の 5つに分類できる。 

「金属－空気電池」としては、(国)三重大学は「リチウム空気二次電池用リチウム／固体電解

質複合負極の研究開発」、(国)京都大学／(独)産業技術総合研究所は「エネルギー密度の革新を目

指した金属－空気電池の二次電池化」、(国)九州大学は「Li 系金属-空気 2次電池の性能向上に関

する研究」の 3テーマで研究開発を実施している。 

「リチウム硫黄電池」としては、 (独)物質・材料研究機構は「全固体型リチウム電池における高

容量負極の研究開発」、 (国)東京工業大学は、「全固体電池のための固体電解質および三次元メソ

構造体電極の研究開発」、(独)産業技術総合研究所は「還元雰囲気通電焼結プロセスを用いた高容

量含硫黄複合正極材料の研究開発」、(公)大阪府立大学／出光興産(株)は「Li-硫黄系高容量全固

体電池の研究開発」の4テーマで研究開発を実施している。 

「多価カチオン電池」としては、埼玉県産業技術総合センターは「カーボンフェルト電極マイ

クロ波放電を利用したマグネシウム二次電池正極活物質の研究開発」、(国)東京工業大学は「ナノ

構造・ナノ複合体粒子製造技術を用いたマグネシウム二次電池正極活物質の研究開発」の 2 テー

マで研究開発を実施している。 

「新形態リチウムイオン二次電池」としては、(国)横浜国立大学は「リチウムイオン液体を用

いた安全性と高性能を兼ね備える蓄電システム構築」、(公)首都大学東京は「構造規制型新規金属

負極の研究開発」、(独)産業技術総合研究所は「ナノ界面制御による高容量電極の研究開発」並び

に「液相マイクロ波プロセスによる次世代高容量活物質の研究開発」、(国)鳥取大学は「電極作製

にガスデポジション法を利用したリチウム二次電池の研究開発」、(国)東北大学は「鋳型法を利用

した革新的リチウムイオン電池負極材料の開発研究」、(国)静岡大学は「ホウ素化合物を用いた高

性能液体電解質の研究開発」、(国)京都大学／トヨタ自動車(株)／(財)ファインセラミックセンタ

ーは「第一原理計算に基づいた次世代イオン伝導材料設計技術の開発」、(国)群馬大学は「酸化物

系高容量負極を用いたリチウム二次電池の研究開発」、(国)神戸大学／(国)岩手大学は、「ソフト

溶液プロセスを基盤とする高容量電極材料の研究開発」、(学)慶應義塾大学／(学)東京理科大学は

「イオン液体電解液を用いたリチウム二次電池の研究開発」、(財)ファインセラミックスセンター

／(国)京都大学／(国)名古屋大学は「新規な電池理論の研究開発」、(独)産業技術総合研究所／

(学)東京理科大学は「高圧合成法による次世代高容量正極材料酸化物の材料設計」、ダイキン工業

(株)／(学)関西大学は「含フッ素溶媒による高電圧駆動電解液の研究開発」、(学)関西大学／(学)

いわき明星大学は「銅含有酸化物を用いた高容量正極材料の研究開発」、(国)名古屋工業大学は「高

容量化を目指した多価反応可能な自己組織生成リチウム電池正極材料の研究開発」、(国)東京大学

は「４ｄ遷移金属コンバージョン系による高容量正極材料の研究開発」、(株)日本触媒は「高耐電



 105

圧性電解質の設計とその利用による高エネルギー密度を実現可能な電池構成の構築に関する研究

開発」、古河電気工業(株)／古河電池(株)は「シリサイド・ナノ・ハイブリッド負極材料」の 19

テーマで研究開発を実施している。 

「解析技術」としては、(国)京都大学は「革新的二次電池開発のための電極／電解質界面評価

解析技術の開発」、(国)長岡技術科学大学／(独)宇宙航空研究開発機構は「電池反応速度パラメー

タ熱制御技術の研究開発」、(国)東北大学は「実験融合マルチレベルコンビナトリアル計算化学に

もとづく次世代電池技術開発支援シミュレータの開発と応用」並びに「リチウムイオン 2次電池

の過剰な負荷条件下における電極界面の原子・分子レベル解析技術開発」の 4テーマで研究開発

を実施している。 

図 3-62 に次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発の実施内容（平成 21 年度）における本

研究開発項目位置づけを示す。 

図3-62 次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発の実施内容（平成21年度） 

（本研究開発項目の対象テーマは楕円で囲われている） 

 

平成 23 年度（最終目標）までには、金属－空気電池、リチウム硫黄電池、多価カチオン電池、

新形態リチウムイオン二次電池などに代表される次世代の革新的な二次電池の構成とそのための

構成材料及び電池反応制御技術等を開発する。最初の 2年間で、革新電池の可能性がある電極材

料、電解質等の新材料探索、反応メカニズムの解析、デンドライド等の発生及び抑制の検討、界

面評価技術の開発等を実施する。残りの期間で開発した材料を用いたコイン型電池等を作製し、

電池特性評価を実施することで、性能目標（最終目標）への達成を確認する。また、界面評価技

術については 500Wh/kg のエネルギー密度の可能性がある電池系で分析法を適用することとする。

具体的な研究開発内容については表 3-21 に示す。 

次世代自動車（HEV、EV、FCV等）の早期実用化に資するために、高性能かつ低コストの二次電池及びその周辺機器の開発を実施。
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次世代技術（多価カチオン電池系） 2件
・東工大［マグネシウム電池］
・埼玉県産業技術総合センター [ マグネシウム電池]

次世代技術（解析技術） 4件
・東北大［分光法による電極材料その場観察］
・東北大［各種評価結果シュミレーション］
・京大 [電極･電解質界面XAFS測定]
・長岡技科大／JAXA [熱特性解析]

充電

電池
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表 3-21 委託先の研究テーマ、研究開発内容 

(a)【金属－空気電池】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 

H19～ リチウム空気二次電池用リチ

ウム／固体電解質複合負極の

研究開発【(国)三重大学】 

 

本研究開発は、リチウム-空気電池向けの負極及

び電解質の開発を目的とする。リチウム-空気電

池の課題は空気中の水および炭酸ガスの影響を

受けず、かつ充放電に伴うリチウムのデンドラ

イトが生成しないリチウム極の開発である。水、

炭酸ガスに安定なリチウムイオン導電性固体電

解質でリチウム金属を被覆した電極を開発す

る。さらに、開発するリチウム極に適合した電

解質の探索を行う。 

H19～ エネルギー密度の革新を目指

した金属－空気電池の二次電

池化【(国)京都大学／(独)産業

技術総合研究所】 

 

本研究開発は、金属-空気電池の開発を目的とす

る。金属極は亜鉛とアルミニウムを対象とし、

亜鉛極はデンドライド成長制御手段の開発、ア

ルミニウム極はアルミニウム負極が可逆的に充

放電できるイオン液体の可能性検討と開発を行

う。空気極についてはアニオン交換膜を導入す

ることで固体高分子型空気極を開発する。 

H20～ Li系金属-空気2次電池の性能

向上に関する研究【(国)九州大

学】 

本研究開発は Li系金属―空気２次電池開発を目

的とする。可逆性の高い空気極触媒を開発する

とともに、安全性の確保のためゲル電解質、イ

オン性液体などを応用する不燃性の電解液、安

定性の高い Li 合金などの Li 系化合物負極の開

発を行う。 

 

(b)【リチウム硫黄電池】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 

H19～ 全固体電池のための固体電解

質および三次元メソ構造体電

極の研究開発【(国)東京工業大

学】 

 

本研究開発は、硫化物系固体電解質／硫化物正

極の開発を目的とする。電解質については高い

導電率を実現できる新規の結晶系硫化物電解質

の創成を行い、正極についてはメソ構造体を用

いた硫黄電極との複合化、電極と電解質の複合

化を行い、新しい三次元構造体電極を開発する。

H19～ 全固体型リチウム電池におけ

る高容量負極の開発【(独)物

質・材料研究機構】 

本研究開発は、Li-S 電池を睨みながら金属微粒

子、リチウム合金、金属リチウム等を用いた高

容量負極材料の開発を目的とする。具体的には、
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 これらの材料は、微粒子の凝集、合金の破壊、

デンドライト生成などの課題が有るが、固体電

解質を用い物質移動を抑制することで、金属微

粒子を安定的に生成する。さらに、さらに固体

電解質中で安定して進行すると考えられるリチ

ウムとの合金化、金属リチウムの生成反応を継

続して生じさせることにより、負極材料の高容

量化を達成することを目的とする。 

H19～H20 還元雰囲気通電焼結プロセス

を用いた高容量含硫黄複合正

極材料の研究開発【(独)産業技

術総合研究所】 

 

本研究開発は、含硫黄複合正極材料の開発を目

的とする。通電焼結プロセスにより金属硫化物

と含硫黄有機物を複合化させ、新規な硫黄系正

極材料を創成する。本方式により、有機物の炭

化および硫黄－金属－炭素結合の形成を行い、

低電子伝導性とサイクル劣化（充放電時に生成

する Li2S の溶解）の克服を目指す。併せて、現

実的な電池構成で硫黄化合物の溶出が抑制され

るような電解液の探索を行う。 

H19～H20 Li-硫黄系高容量全固体電池の

研究開発【(公)大阪府立大学／

出光興産(株)】 

本研究開発は、硫黄系正極、リチウム金属負極、

硫化物系固体電解質を用いた Li-S 電池の開発を

目的とする。負極／電解質については硫化物と

金属粉末のメカノケミカル処理により高容量正

極材料を作製するとともにガラス形成化合物と

メカノケミカル反応させることにより新規な電

極－電解質複合材料を開発する。正極／電解質

はリチウム金属のデンドライド生成等の課題を

硫化物系固体電解質と組み合わせる事により解

決する。 

 

(c)【多価カチオン電池】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 

H20～ カーボンフェルト電極マイク

ロ波放電を利用したマグネシ

ウム二次電池正極活物質の研

究開発【埼玉県産業技術総合セ

ンター】 

本研究開発は、カーボンフェルトを用いた大気

圧マイクロ波放電および加熱（CF-AMDH）により、

マグネシウム二次電池正極活物質の開発を行う

ものである。CF-AMDH によって特徴的に合成され

るディスオーダー構造の金属複合酸化物によ

り、エネルギー密度の向上を狙う。 

H21～ ナノ構造・ナノ複合体粒子製造

技術を用いたマグネシウム二

マグネシウムと遷移金属の複合酸化物を用いた

マグネシウム二次電池の可能性を明らかにする
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次電池正極活物質の研究開発

【(国)東京工業大学】 

ことを目的とする。本提案では正極材料として

Mg(Ni,Mn)O2, MgMn2O4及び MgS のナノ複合体粒子

の合成、特性評価を行い、最終的には負極に金

属マグネシウムを用いて 260mAh/g 以上の容量を

有する材料を見いだすことを目標とする。 

 

(d)【新形態リチウムイオン二次電池】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 

H19～ リチウムイオン液体を用いた

安全性と高性能を兼ね備える

蓄電システム構築【(国)横浜国

立大学】 

 

本研究開発は、イオン液体系新規電解質の開発

を目的とする。リチウムイオン電池の安全性向

上と高性能化を図るため、リチウム塩の分子設

計により不揮発性（難燃性）と高いリチウムイ

オン導電性を備えたイオン液体を創成すると共

に、これを高分子を用いて薄膜化したイオンゲ

ルの創成を行う。更に、リチウム金属及びナノ

構造制御した炭素系アノードとナノ構造制御し

た遷移金属酸化物系カソードを合成する。 

H19～ 構造規制型新規金属負極の研

究開発【(公)首都大学東京】 

 

本研究開発は、三次元規則配列多孔体を採用し

て、①合金系負極、②リチウム金属負極の研究

開発を行うものである。このような構造を電極

に適用することで局所電流密度を抑え電流分布

を均一化し、電極表面形態の可逆性を維持する

ことができる。 

H19～ ナノ界面制御による高容量電

極の研究開発【(独)産業技術総

合研究所】 

 

本研究開発は、ナノ界面制御により高容量正極

の開発を目的とする。ナノオーダーサイズの電

極活物質を合成する事により、従来のインター

カレーションによる容量と共に表面疑似容量を

利用することができる事が見出されており、表

面擬似容量発現メカニズムを解明するととも

に、ナノ構造を有する活物質の界面構造を制御

することにより表面疑似容量を増大させる手法

を見いだし、バルク容量と表面疑似容量の併用

によるリチウムイオン電池電極の高容量化を達

成する。 

H19～ 鋳型法を利用した革新的リチ

ウムイオン電池負極材料の開

発研究【(国)東北大学】 

本研究開発は、ゼオライト微粒子を鋳型とする

アプローチにより、Si-C 系負極の開発を目的と

する。具体的には、外側に緻密な炭素層、内部
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に多孔質構造の二重構造を持つ炭素微粒子を合

成し、緻密な炭素層で被覆した多孔質炭素微粒

子の負極材料を目指す。さらに、ゼオライト細

孔内に炭素を充填した後にゼオライトの主成分

である SiO2を Si に還元し、さらに粒子外表面を

緻密な炭素層で被覆することで、Si ナノ粒子が

高分散した炭素微粒子を合成する。 

H19～ 電極作製にガスデポジション

法を利用したリチウム二次電

池の研究開発【(国)鳥取大学】

 

本研究開発は、ガスデポジション法により金属

合金系、酸化物系負極の開発を行うことを目的

とする。これら電極材料は充電第一サイクルに

おける容量可逆性が低く、サイクル寿命が短い

等の課題がある。ガスデポジション法で集電体

上に活物質膜を形成させれば、活物質粒子間及

び粒子-基板間の密着性が格段に向上するため、

これらの課題解決が期待できる。この技術を正

極の作製にも展開し、硫黄系正極の利用を踏ま

えて、全固体電池の構築も目指す。 

H20～ 液相マイクロ波プロセスによ

る次世代高容量活物質の研究

開発【(独)産業技術総合研究

所】 

本研究開発では、ナノ粒子の合成技術として、

粒度分布のない、均一な粒子を合成可能な液相

マイクロ波プロセスを用いる。本手法により、

粒子サイズ制御による高性能化、量産技術の検

討を行う。 

H20～ ホウ素化合物を用いた高性能

液体電解質の研究開発【(国)

静岡大学】 

本研究開発は、ホウ素化合物の特性を利用した

高性能で燃焼性の低い新規なリチウム二次電池

用電解質の開発することを目的とする。新規な

ホウ素化合物を分子設計、合成し、薄膜電極と

組み合わせて その電気化学的及び熱的性質を

明らかにする。 

H20～ 第一原理計算に基づいた次世

代イオン伝導材料設計技術の

開発【(国)京都大学／トヨタ自

動車(株)／(財)ファインセラ

ミックスセンター】 

本研究開発では、高性能無機固体電解質の材料

開発を目指し、第一原理計算に基づき、原子の

空間配置を非経験的かつ定量的に評価する複雑

無機化合物構造シミュレーション法と無機化合

物中の伝導イオンのジャンプを定量的に評価す

るシミュレーション法を開発する。 

H20～ 酸化物系高容量負極を用いた

リチウム二次電池の研究開発

【(国)群馬大学】 

本研究開発は、酸化鉄（Fe2O3など）、酸化ケイ素

（SiOなど）をベースに新規な負極材料を開発す

ると共に、それらに最適な電解液材料を構築す
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る。負極粒子の表面処理やバインダーの最適化

などにより、リチウム挿入時の体積膨張を緩和

すると共に、金属鉄の凝集を防止する材料設計

技術を確立する。 

H20～ ソフト溶液プロセスを基盤と

する高容量電極材料の研究開

発【(国)神戸大学／(国)岩手大

学】 

本研究開発は、各種金属酸化物およびその複合

体の合成において、低温プロセスを利用し、正

極材料の高次構造化に対する課題抽出とその解

決に向けた材料の最適化を図る。安価な高分子

溶液を反応媒体とする液相析出法、溶液をベー

スとした低温プロセスを使用し、低コスト・低

環境負荷プロセスにより高容量電極を作製す

る。 

H20～ イオン液体電解液を用いたリ

チウム二次電池の研究開発

【(学)慶應義塾大学／(学)東

京理科大学】 

本研究開発は、イオン液体を電解液として、グ

ライムやクラウンエーテルといった新規添加剤

およびポリアクリル酸などの高分子による電極

の化学修飾によって負極および正極の性能向上

を目指す．負極にはスズまたはケイ素を主体と

した合金負極を、正極は主にマンガン酸リチウ

ムおよびオリビン型リン酸鉄リチウムを用い

る． 

H20～ 新規な電池理論の研究開発

【(財)ファインセラミックセ

ンター／(国)京都大学／(国)

名古屋大学】 

本研究開発は、炭素系負極の容量アップを目的

とする。カーボンナノチューブを用いて、Ｌｉ

イオンのみを通過させる微細孔を設け、電解液

を遮断することによって、不可逆容量の低減を

図る。 

H21～ 高圧合成法による次世代高容

量正極材料酸化物の材料設計

【(独)産業技術総合研究所／

(学)東京理科大学】 

 

本研究開発は、高圧合成手法を用いて新規の結

晶構造を有する Liマンガン酸化物を合成して高

容量正極材料を開発することを目的とする。本

提案では既に開発済みの Li2Mn2O4, Li3Mn2O4 をベ

ースにして Mnを他の遷移金属に置換するなどし

て高性能化を図りつつ、更なる新結晶相の探索

を行い、リチウム負極との組み合わせで酸化物

当たり 1,200 Wh/kg 以上のエネルギー密度を達

成することを最終目標とする。 

H21～ 含フッ素溶媒による高電圧駆

動電解液の研究開発【ダイキン

工業(株)／(学)関西大学】 

本研究開発は、従来の電解液溶媒では高電圧駆

動が難しい問題があった。そこで 4.5 V 以上で

の高電圧駆動を可能にする含フッ素化合物を用
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 いた電解液を創製することを目的とする。本提

案では各正極材料に対しての組成の適正化、添

加剤効果を通じて Li 金属以外の負極材料で 500 

Wh/kg を実現可能な正極材料に適用して充電終

止電圧 4.5V 以上、容量利用率と保持率 90％以上

を達成することを最終目標とする。 

H21～ 銅含有酸化物を用いた高容量

正極材料の研究開発【(学)関西

大学／(学)いわき明星大学】 

 

本研究開発は、正極材料として Li 銅酸化物を用

いて遷移金属と酸素が共に充放電反応を行う新

規な電池反応を開発することを目的とする。具

体的には４V を超える領域で酸素に生成される

ホールを利用する。本提案では Li 銅酸化物の合

成と電池特性、充放電機構の評価を進めて 3.5 V

で容量 300 mAh/g を見通す材料を見いだすこと

を目標とする。 

H21～ 高容量化を目指した多価反応

可能な自己組織生成リチウム

電池正極材料の研究開発【(国)

名古屋工業大学】 

本研究開発は、多価電荷移動により複数の化学

量論リチウムイオンを脱挿入可能な正極材料の

開発を目的とする。本提案では高酸化状態を有

するケギン型 K4[PMo12O40]に代表されるポリ酸正

極の改良、新規探索を進めて問題となるサイク

ル特性も併せて改善して、最終的に放電電圧 3V、

容量 200-250 mA.g で 300 サイクル以上の安定性

を実現することを目標とする。 

H21～ 4d 遷移金属コンバージョン系

による高容量正極材料の研究

開発【(国)東京大学】 

本研究開発は、4d 遷移金属コンバージョン反応

を用いた高容量正極材料を開発する。材料には

(Ru1-xMox)O2 固溶体を用いて理論容量特性、部分

フッ素化で高電圧化などを行い、パック電池レ

ベルで 500 Wh/kg を見通す材料特性を提示する

ことを目標とする。 

H21～ 高耐電圧性電解質の設計とそ

の利用による高エネルギー密

度を実現可能な電池構成の構

築に関する研究開発【(株)日本

触媒】 

本研究開発は、①5V 以上で使用可能な電解質ア

ニオンを基にしたイオン性液体の開発と②リチ

ウム金属実用可能なデンドライト抑制技術とし

て電解質薄膜の開発とを目的とする。①で MO 計

算に基づいて設計した本提案者独自の TCB アニ

オンを用いたイオン性液体の合成と評価を行

い、5V 以上で使用可能であることを実証する。

②では LI負極をコートして人為的な SEI を形成

するポリマー電解質を開発して、さらに①の電
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解質を併用して 500Wh/kg 実現可能な材料系での

達成可能を明示することを目標とする。 

H21～ シリサイド・ナノ・ハイブリッ

ド負極材料【古河電気工業(株)

／古河電池(株)】 

本研究開発は、高容量化が期待される Si 系材料

の耐久性を改善して、かつ高容量化を実現する

ことを目的とする。本提案では既に開発済みの

独自のシリサイドと Si系活物質との球状複合ナ

ノ粒子を用いた電極化技術を開発して 500 サイ

クルで 1,000 mAh/g の放電容量を達成する。 

 

(e)【解析技術】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 

H20～ 革新的二次電池開発のための

電極／電解質界面評価解析技

術の開発【(国)京都大学】 

本研究開発は、酸化物薄膜電極と固体電解質を

用いたモデル電極／電解質界面を構築し、

SPring-8 で XAFS 測定を行い、数 nm の深さ分解

能を有するＸＡＦＳ法を用いた電極／電解質界

面をその場計測可能な評価解析技術の開発をす

る。 

H20～ 電池反応速度パラメータ熱制

御技術の研究開発【(国)長岡技

科大学／(独)宇宙航空研究開

発機構】 

本研究開発は、走査型断熱式熱量計(ARC)装置を

用いて、次の三項目，(1) 二次電池の中高温領

域における電池反応の電気化学測定，(2) 次世

代用新規材料を用いた電池の熱特性解析，(3) 

熱特性をベースとした次世代電極材料熱制御技

術の研究開発を行う。 

H21～ 実験融合マルチレベルコンビ

ナトリアル計算化学にもとづ

く次世代電池技術開発支援シ

ミュレータの開発と応用【（国）

東北大学】 

 

本研究開発は、電池開発のための新しい研究手

法支援ツールを開発することを目的とする。具

体的には材料探索のためのコンビナトリアル計

算化学を用いた高速理論スクリーニング法、3次

元原子配置の同定ができる計測シュミレーショ

ン手法、新規電池系の性能シュミレーションソ

フトの開発である。最終的には十分にデータの

ない電池系の事前評価が可能なものに仕上げる

ことが目標となる。 

H21～ リチウムイオン２次電池の過

剰な負荷条件下における 

電極界面の原子・分子レベル解

析技術開発【(国)東北大学】 

本研究開発は、分光法を用いたその場観察の解

析手法を開発して材料設計に関する指針を得る

ことを主目的とする。具体的には近年研究が盛

んな 5V 級正極において不安定な高電圧（4.5 V）

での正極電極、過剰な負荷条件下での負極材料
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の電極界面構造を明らかにして材料設計の指針

を得ることを最終目標とする。併せて新規な正

極薄膜化技術を開発する。 

 

表 3-21 で示した開発内容について、構成部材（正極材料、負極材料、電解質材料）の観点から

まとめたものを図 3-63 に示す。また、表 3-22 に革新的蓄電池の特徴をまとめたものを示す。 

 

図 3-63 次世代技術採択テーマの技術分野マップ 

 

表 3-22 革新的蓄電池のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＬｉＳ電池Ｍｇ電池空気電池

電子導電性の確保

水との反応によるH2S生成

空気極触媒の性能向上

サイクル特性・低温特性

デンドライトの析出抑制

主な課題

Ｚｎ Ｌｉ （全固体） （液体系）

エネルギー密度
（理論容量）

Ｗｈ／ｋｇ

１３５０
（酸素を含
まない）

１１９６６
（酸素を含
まない）

５１３
（MgMn2O4：
ロッキング

チェアタイプ）

４３５０ ４３５０

安全性

ホスト化合物・
電解質の探索

サイクル特性

最適な電池構
成の構築

固体電解質界面
での反応制御

有機電解液
へのSの溶出

実施例 一次電池とし
ては実用化
（補聴器）

ＬｉＳ電池Ｍｇ電池空気電池

電子導電性の確保

水との反応によるH2S生成

空気極触媒の性能向上

サイクル特性・低温特性

デンドライトの析出抑制

主な課題

Ｚｎ Ｌｉ （全固体） （液体系）

エネルギー密度
（理論容量）

Ｗｈ／ｋｇ

１３５０
（酸素を含
まない）

１１９６６
（酸素を含
まない）

５１３
（MgMn2O4：
ロッキング

チェアタイプ）

４３５０ ４３５０

安全性

ホスト化合物・
電解質の探索

サイクル特性

最適な電池構
成の構築

固体電解質界面
での反応制御

有機電解液
へのSの溶出

実施例 一次電池とし
ては実用化
（補聴器）

電解質負極 正極

横国大
VO２ , LiMn２O４等

遷移金属/Si合金

金属

合金

鳥取大
産総研

酸
化
物

C 東北大

Si系

静岡大

ホウ化物

慶応大/東理大

酸
化
物

無機固体

京大/ﾄﾖﾀ/JFCC

物材研 Li2SiS3等

S東工大

O2

京大/産総研Zn2+

Li+

Ａｌ3+

Mg2+
埼玉産技セ 硫黄ドープ酸化物

Mg化合物

イオン

九大

（硫黄系）

（空気系）

三重大 Li 固体電解質 ﾘｻﾞｰﾊﾞ

長岡技科大+JAXA 京大解析

群馬大

SnOx等

神戸大/岩手大

JFCC/京大/名大

産総研

ダイキン/関大

古河電工/古河電池

東理大/産総研

関大/いわき明星大

名工大

東大

東工大 Mn複合酸化物

フッ素系電解液

シリサイド／Si

界面解析熱解析 電極劣化解析 シュミレーション東北大 東北大

日本触媒

Li      TCBイオン液体

Li-Mn系酸化物

錯体

Li-Cu系酸化物

4d遷移金属酸化物

Si/C
CNT

SiO／Fe２O３

Fe２O３等

チオリシコン S/C

添加剤／界面修飾

ZnO アルカリ液/アニオン交換膜 触媒
アルミニウム極 イオン液体

Li ｲｵﾝ液体 ｹﾞﾙ触媒

錯体－Ｌｉ塩 ｲｵﾝ液体

Sn合金／Li首都大
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（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

平成19年に11件のテーマを採択した。また、革新的な二次電池の構成とそのための材料開発及

び電池反応技術のシーズを幅広く掘り起こすため追加公募を実施し、平成20年に11件のテーマを、

平成21年に12件のテーマを採択した。平成21年1月、次世代技術開発におけるステージゲートとし

て外部有識者が参加し、平成19年度から2年間実施した次世代技術開発の各テーマの延長審査を行

なった。この結果、11件ある研究開発テーマのうち9件が延長を認められ、2件が終了となった。

また、平成20年度採択テーマについては平成21年度に、平成21年度採択テーマについては平成22

年度に、延長審査を実施して後年度の研究延長の可否を判定する。図3-64にプロジェクトの年度

計画（次世代技術開発）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-64 プロジェクトの年度計画（次世代技術開発） 

 

次世代技術開発については、原則としてテーマ毎に 1年間で 2000 万円を上限として予算を割り

当てた。 

 

（４）研究開発目標と中間目標達成度 

＜最終目標＞ 

2030 年頃において、電池パックレベルで重量エネルギー密度 700Wh/kg 以上という革新的な性

能を実現することを目指して、現状の技術レベルの延長線上にない、経済性、性能面でのブレー

クスルーが期待できる新しい材料（正極、負極、電解質等）や新しい電池系（合金系、金属系等）

の基礎研究開発を実施する。 

 

＜各委託先の達成目標＞ 

中間目標、最終目標は、採択決定後に NEDO 技術開発機構と委託先との間で最終目標を踏まえ、

協議して決定する。表 3-22 に次世代技術開発の委託先の達成目標を示す。中間目標に対する達成

度は平成 21 年度末時点の見込み値である（○：達成済または見込み、△：達成には大幅な特性改

善が必要、×：達成困難）。各委託先とも中間目標はおおおむね達成される見込みである。なお、

平成 21 年度採択テーマについては表 3-23 に記載していない。 

②次世代技術開発

平成２３年度平成２２年度平成２１年度

（中間評価）

平成２０年度平成１９年度

②次世代技術開発

平成２３年度平成２２年度平成２１年度

（中間評価）

平成２０年度平成１９年度

延長審査

公募 延長審査

公募

公募
延長審査

(10)

(11) (11)

(11) (11) (9)



 115

表 3-23 次世代技術開発の委託先の達成目標 

金属－空気電池 

3-23(a)「リチウム空気二次電池用リチウム／固体電解質複合負極の研究開発」 

【(国)三重大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

セル抵抗 100Ωcm2（80℃） ○ 100Ωcm2（40℃） 

サイクル効率 界面抵抗と Li 析出形態の解析 ○ ≧95%/100 サイクル 

材料開発 --- ○ 新規耐水性固体電解質の開発

容量密度 
酢酸系、有機系電解質の最適組

成の探索 

酢酸系：○ 

有機系：○ 

酢酸系：300mAh/g の正極容量

有機系：400mAh/g の正極容量

 

3-23(b)「エネルギー密度の革新を目指した金属－空気電池の二次電池化」 

【(国)京都大学／(独)産業技術総合研究所】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

空気二次電池のため

の亜鉛負極の反応制

御 

デンドライト析出の“その場”診

断とデンドライト析出制御 
○ 

電流密度 100 mA / cm2までデ

ンドライト成長を抑制できる

電解液および充方電可能な負

極開発を達成する。 

空気二次電池のため

のアルミニウム負極

の可逆化 

イオン液体の探索およびアルミ

ニウムの可逆な充放電反応を高

クーロン効率で達成する 

○ 

ナノ界面修飾により、デンド

ライト成長の抑制を図り、ク

ーロン効率 75%を目指す。 

空気極の耐 CO 特性 

固体高分子形空気極の構造設計

によりCO2の影響を低減できるこ

とを実証 

○ 
CO2 透過性の低い電解質膜の

開発について指針を得る 

空気極の充放電効率

（100mA/cm2） 
42% ○ 57% 

 

3-23(c)「Li 系金属―空気 2次電池の性能向上に関する研究」 

【(国)九州大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

初期充放電容量（合金負極） 1,000 mAh/g ○ 4,000 mAh/g 

酸化剤 酸素 ○ 空気 

サイクル寿命（容量保持率） ≧50 回 ○ ≧100 回 

重量エネルギー密度（電池容器含む） ≧500Wh/kg △ ≧1000Wh/kg 

負極 Li 金属の使用 ○ Li 系合金の使用、安全性の確

保 
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リチウム硫黄電池 

3-23(d)「全固体電池のための固体電解質および三次元メソ構造体電極の研究開発」 

【(国)東京工業大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

イオン伝導率（固体電解質） 5 mS/cm ○ 10 mS/cm 

電位窓（固体電解質） --- --- ＜5 V 

輸率（固体電解質） --- --- ≒1.0 

サイクル寿命 

（容量保持率） 

850 mAh/g(50サイクル後)

（フルセル） 

○ 1000 Wh/kg(100 サイクル後)

（フルセル） 

 

3-23(e)「全固体型リチウム電池における高容量負極の研究開発」 

【(独)物質・材料研究機構】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

初期放電容量 1,800 mAh/g 

（金属元素あたり） 

○ 1,800 mAh/g 

（金属元素あたり） 

700 Wh·g−1の実現可能性を見極める 

出力特性 1 mA•cm-2 ○ 5 mA•cm-2 

サイクル寿命 

（容量保持率） 

70%/20 サイクル ○ 80%/100 サイクル 

電極反応抵抗増加 50%以内 

 

3-23(f)「Li-硫黄系高容量全固体電池の研究開発」 

【大阪府立大学・出光興産株式会社】 

項目 中間目標（H20 年度末） 達成度 最終目標 

初期放電容量 ≧800 mAh/ g 

（正極活物質） 

○ ≧1000 mAh/ g 

（正極活物質） 

サイクル寿命 

（容量保持率） 

≧70%/20サイクル 

（正極活物質） 

○ ≧90%/100サイクル 

（正極活物質） 

充放電効率 ≧98% 

（正極活物質） 

○ --- 

初期充電容量 --- 

（負極活物質） 

--- ≧1000 mAh/ g 

（負極活物質） 

サイクル寿命 

（容量保持率） 

2～3サイクルを実現 

（負極活物質） 

○ ≧90%/100サイクル 

（負極活物質） 

初期充電容量 --- 

（フルセル） 

--- ≧1000 mAh/ g 

（フルセル） 

サイクル寿命 

（容量保持率） 

--- 

（フルセル） 

--- ≧80%/100サイクル 

（フルセル） 
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3-23(g)「還元雰囲気通電焼結プロセスを用いた高容量含硫黄複合正極材料の研究」 

【(独)産業技術総合研究所】 

項目 中間目標（H20 年度末） 達成度 最終目標 

初期放電容量 

 

≧800mAh/g、 

(正極活物質＋電解液) 

○ 

 

≧1000mAh/g 

(正極活物質＋電解液) 

サイクル寿命 

（容量保持率） 

≧600mAh/g/100 サイクル 

(正極活物質＋電解液) 

△ ≧750mAh/g/100 サイクル 

(正極活物質＋電解液) 

硫黄成分の溶出量 ≦30% ○ ≦20% 

 

多価カチオン電池 

3-23(h)「カーボンフェルト電極マイクロ波放電を利用したマグネシウム二次電池正極活物質

の研究開発」 

【埼玉県産業技術総合センター】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

硫黄ドープディスオ

ーダー構造体の合成 

結晶組成、結合状態、格子欠陥、硫

黄ドープ量と放電容量との関係を明

らかにする 

○ --- 

初期放電容量 

（正極活物質） 

250 mAh/g ○ 350 mAh/g 

サイクル寿命 

（容量保持率） 

150mAh/g /50 サイクル ○ 150mAh/g /100 サイクル

 

新形態リチウムイオン二次電池 

3-23(i)「リチウムイオン液体を用いた安全性と高性能を兼ね備える蓄電システム構築」 

【(国)横浜国立大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

イオン伝導率（イオン液体） 2 mS/cm ○ 3 mS/cm 

耐電圧（イオン液体） 4.6 V ○ 5.0 V 

イオン伝導率（イオンゲル） ≧0.5 mS/cm ○ ≧1 mS/cm 

耐電圧（イオンゲル） --- --- 5.0 V 

高電圧充電可能な電池系の構築（ 

セル電圧） 

4.4 V ○ 5.0 V 

イオン液体とナノ構造電極を用いた

蓄電システム構築 

イオン液体に適した負極

の多孔構造の解明 

○ イオン液体に適した

負極及び正極の多孔

構造の最適化を行う 
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3-23(j)「構造規制型新規金属負極の研究開発」 

【(公)首都大学東京】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

初期放電容量 
1000 mAh/g 程度 

（リチウム金属負極） 
○ 

1000～1500 mAh/g 

（リチウム金属負極） 

サイクル寿命 

（容量維持率） 

60 %/1000 サイクル 

（リチウム金属負極） 
○ 

80 %/2000 サイクル 

（リチウム金属負極） 

フレキシブル多孔

性Sn系合金電極の

開発 

数十μm から数百μm オーダーのドメ

イン構造を有する合金電極の作製

(合金系負極) 

○ 

コイン型及び角型などの実

用電池の電極として使用 

(合金系負極) 

可逆容量 
600～700 mAh/g 

（合金系負極） 
○ 

800～1000 mAh/g 

（合金系負極） 

サイクル寿命 

（容量維持率） 

60%/500～1500 サイクル 

（合金系負極） 
○ 

80%/3000 サイクル 

（合金系負極） 

 

3-23(k)「ナノ界面制御による高容量電極の研究開発」 

【(独)産業技術総合研究所】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

寿命 ≧80%/20 サイクル ○ ≧80%/200 サイクル 

重量エネルギー密度 700Wh/kg 

（正極活物質） 

○ 1000Wh/kg 

（正極活物質） 

 

3-23(l)「鋳型法を利用した革新的リチウムイオン電池負極材料の開発研究 

【(国)東北大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

材料合成 

①多孔質炭素の表面積が40 m2/g以下となる

被覆法を開発 
○ 

負極材料として高容量かつ

長寿命を実現する炭素/Si

複合体を合成 

②炭素/SiO2複合体に含まれるSiO2を800 ºC

以下の低温で Si に還元 
○ 

③電気還元において、還元率 80%以上を達成 ○ 

可逆容量 

①炭素の初回充電時の容量が 1000 mAh/g 以

上 
○ 

炭素/Si 複合体の可逆容量

が 2000 mAh/g 以上 

②炭素の可逆容量が 1300 mAh/g 以上 ○ 

③Si 粒子の周囲に空隙が存在することによ

る不可逆容量低減効果を実証 
○ 

④炭素/Si複合体の可逆容量が800 mAh/g以

上 
○ 
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寿命 ①炭素の初回充電効率が 80%程度 ○ 

炭素/Si 複合体において

100 サイクル後の容量が

1500 mAh/g 以上 

 

3-23(m)「電極作製にガスデポジション法を利用したリチウム二次電池の研究開発」 

【(国)鳥取大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

放電容量 

（1000 サイクル後） 

780 mAh/g 

（負極活物質） 
○ 

≧2000 mAh/g 

（負極活物質） 

充放電効率 
≧85% 

（負極活物質） 
○ 

≧90% 

（負極活物質） 

 

3-23(n)「液相マイクロ波プロセスによる次世代高容量活物質の研究開発」 

【(独)産業技術総合研究所】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

初期充電容量 1000 mAh/g ○ 1000 mAh/g 

サイクル寿命 

（容量保持率） 

≧60%/50 サイクル ○ ≧80%/50 サイクル 

 

3-23(o)「ホウ素化合物を用いた高性能液体電解質の研究開発」 

【(国)静岡大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

耐酸化電圧 5.0V ○ 5.5V 

イオン伝導度 1 mS/cm ○ 10 ｍS/cm 

リチウムイオン輸率 0.4 ○ 0.5 

 

3-23(p)「第一原理計算に基づいた次世代イオン伝導材料設計技術の開発」 

【(国)京都大学／トヨタ自動車(株)／(財)ファインセラミックスセンター】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

無機化合物構造 

シミュレーション 

≦0.03eV/原子 

（エネルギー評価の平均誤差） 
○ 

≦0.03eV/原子 

（エネルギー評価の平均誤差）

イオン移動現象 

シミュレーション 

≦0.1eV 

（イオンジャンプ頻度活性化エネ

ルギーの平均誤差） 

○ 

≦0.1eV 

（イオン伝導度活性化エネルギ

ーの平均誤差） 
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3-23(q)「酸化物系高容量負極を用いたリチウム二次電池の研究開発」 

【(国)群馬大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

初期放電容量（負極活物質） ≧1,500 mAh/g ○ ≧1,700 mAh/g 

充放電効率（負極活物質） ≧80％ ○ ≧85％ 

サイクル寿命（容量保持率） 80%/5000 サイクル ○ 80%/5000 サイクル 

 

3-23(r)「ソフト溶液プロセスを基盤とする高容量電極材料の研究開発」 

【(国)神戸大学／(国)岩手大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

液相析出プロセス由来

のナノ粒子による電極

材料評価 

SnO2の 4nm単分散粒子の合成方

法を確立 
○ 

SnO2, SiOx等の微粒子を利用

した活物質合成 

イオン挿入脱離に伴う

ナノ粒子の構造変化と

容量の相関の解明 

ナノ粒子の結晶型・形状に関す

る充放電時の変化とその特性

との相関の抽出 

○ 

SnOx から SiOx 系を視野に入

れた容量増大に対するナノ

粒子の Li+イオン挿入脱離あ

るいは反応の機構の解明 

複合高容量電極材料の

電気化学的特性に影響

する要因の特定 

合成法と負極特性の相関性か

ら、負極特性の向上を図り、泳

動電着法を用いる nano-SnOx電

極の作製を試み、最終目標の数

値の 60%程度を達成 

○ 

酸化物系負極材料関して、理

論容量に近い容量を有する

ことにより、電池の重量エネ

ルギー密度 500Wh/kg を達成

水溶性ポリマーをコー

ティングした電極材料

の作製 

水溶性ポリマーが電極特性に

及ぼす影響を見出し、バインダ

ー選択条件の最適化 

○ 

塗布法や泳動電着法など、酸

化物ナノ粒子に適した電極

作製プロセスを確立 

 

3-23(s)「イオン液体電解液を用いたリチウム二次電池の研究開発」 

【(学)慶應義塾大学／(学)東京理科大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

負極反応抵抗の低減 90%減（高分子修飾ケイ素電極＋

イオン液体） 

○ 

 

90%減（高分子修飾ケイ素電極＋イ

オン液体） 

サイクル寿命 

（容量保持率） 

≧500 Ah/kg（100 サイクル後）

（高分子修飾ケイ素負極＋イオ

ン液体） 

○ ≧1,500 Ah/kg（200 サイクル後）

（高分子修飾ケイ素負極＋イオン

液体） 

酸素含有各種バイン

ダーの探索 

 

ポリアクリル酸以外の機能性バ

インダーを 2種類以上見出す 

○ リチウム挿入機能発現機構の解析
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サイクル寿命 

（容量保持率） 

≧300 Ah/kg（100 サイクル後）

（機能性バインダー修飾黒鉛負

極＋イオン液体） 

○ 

 

≧350 Ah/kg（200 サイクル後） 

（機能性バインダー修飾黒鉛負極

＋イオン液体） 

--- --- ≧1,000 Ah/kg（50 サイクル後） 

（機能性バインダー修飾 Sn/Si 負

極＋イオン液体） 

 

3-23(t)「新規な電池理論の研究開発」 

【(財)ファインセラミックスセンター／(国)名古屋大学／(国)京都大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

計算による検証 

計算が収束し、熱力学的にも電気化

学速度論的にも理論が成立するこ

とを検証する。 

○ 電池容量、電池電圧を算出する。

実験による実証 
実験方案を作成し、実験用材料の試

作条件出しをする。 
○ 

観察･計測及び．電気化学的手法

により、同理論が成立している

ことを実証する。 

 

解析技術 

3-23(u)「革新的二次電池開発のための電極／電解質界面評価解析技術の開発」 

【(国)京都大学】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

モデル電極／電解質界面を用

いた深さ分解 XAFS 測定技術の

開発 

モデル電極／電解質界面の作製

と深さ分解 XAFS 測定への適用 
○ 

深さ分解XAFS測定を

その場分析で行う 

深さ分解 XAFS 測定による電極

／電解質界面修飾層の解析 

電極／電解質界面修飾層の深さ

分解 XAFS 測定 
○ --- 

 

3-23(v)「電池反応速度パラメータ熱制御技術の研究開発」 

【(国)長岡技術科学大学／(独)宇宙航空研究開発機構】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

電池の反応速度

パラメータの推

算手法の確立と

高温域への展開 

スタティスティックな状態での電池の反応速度パ

ラメータの推算手法確立 

○ 
ダイナミックな

状態への適用 

スタティスティックな状態での電池の安全性にか

かるパラメータの推算手法確立 

電池の性能変化に伴う反応速度パラメータとの相

関関係の検証 
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電池の安全性と

劣化との相関関

係の検証 

異なるレート特性を有するリチウムイオン二次電

池の充放電試験／保管試験でのデータベース作成 

○ 
長期信頼性推算

法への展開 異なるレート特性を有するリチウムイオン二次電

池における充放電サイクル等の電池反応速度パラ

メータへの影響解析 

 

（５）研究開発成果例 

 研究成果例としては、平成 19 年度採択で延長が認められた 9件について記述する。 

【金属－空気電池】 

●空気電池のための安定な Li 負極の開発：【(国)三重大学】 

本研究開発では、現在の自動車用内燃機関と代替可能な高いエネルギー密度（700Wh/kg）を供

しうる電池系であるリチウム空気二次電池を想定し、その実用化に向けた要素技術の研究を行う。

特に長寿命を達成するための最大の課題である、安定なリチウム負極の開発を目的とする。 

①リチウム金属／バッファー層の作成と界面移動過程の解明 

ガラスセラミックス Li1+x+yTi2-xAlxSiyP3-yO12(LATP)と Li との間にバッファー層 Li3-xPO4-yNy 

(Lipon)を介在させた構造を検討した。Lipon はスパッタリング法でガラスセラミックス板上に約

１μm の膜厚で作成した。Li/Al/Lipon/LATP/Lipon /Al/Li セルのインピーダンス測定により

Li/Lipon 部分の抵抗を解析した。Al は Li/Lipon の接触面積を増大させるために存在し、Al を介

在させない場合に比べて約１桁の抵抗低減を達成した。Li/Al/Lipon の面積抵抗は 80℃で約 80Ω

cm2となり、約 60℃で目標の 200Ωcm2を達成した。 

②ガラスセラミックス層／バッファー層の作成と界面移動過程の解明 

ガラスセラミックス粉末をスパッタリング法により、ガラスセラミックス板上に薄膜として析

出させその上にバッファー層として、ポリマー電解質の適用を試みた。ここではポリエチレンオ

キサイド(PEO)－リチウムイミド塩 Li(CF3SO2)2N 系ドライポリマー電解質を用いた。

Li/PEO/LATP/PEO/Li 対称セルを作成し、インピーダンスを計測したところ抵抗の経時的増大は認

められず、Lipon 同様に安定な界面の形成が示された。バッファー層にポリマー電解質を用いた

Li/PEO18LiTFSI/LATP/1M LiCl aq./Pt セルを作成し、複合負極の作動を検証した。セル抵抗の経

時的な増加は観測されず、開路電圧は 60℃で 3.7V であった。60℃での充放電特性において、

0.25mA/cm2 の充放電でも大きな分極は認められなかった（図 3-65）。リチウム金属が可逆的に作

用することが確認され、複合負極の有効性が証明された。 

 

 

 

 

 

 

 



 123

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-65 Li/PEO18LiTFSI/LATP/1M LiCl aq./Pt cell の充放電特性 

 

③新規耐水性固体電解質の探索 

ガラスセラミックスを pH の異なる水溶液に浸漬し、導電率の変化、XRD 解析、SEM 観測を行い、

pH に対する安定性の評価を行った。純水に浸漬した試料では、導電率の低下が認められたが、Li

イオンを含む中性溶液では抵抗の変化はほとんど観測されなかった。一方、0.1M HCl 溶液、およ

び 1M LiOH 溶液に浸漬すると、導電率が大きく減少した。導電率の減少した試料では、顕著な表

面状態の変化が観測された。これらの結果から、本実験で使用したガラスセラミックスは、Li イ

オンを含む中性水溶液中では安定であるが、強酸および強アルカリ水溶液中では不安定であるこ

とが見出された。 

④リチウム空気二次電池用電解質の探索 

ガラスセラミックスで被覆したリチウム複合電極は、中性溶液系では安定に作動するが、強ア

ルカリ性または強酸性溶液中での作動は困難である。また、電解質が中性の水であったとしても、

放電反応生成物として LiOH が生成するので、放電の進行と共にアルカリ性にシフトする。新たな

電解質系を検討した結果、酢酸水溶液電解質で、安定かつ高いエネルギー密度が期待できるリチ

ウム空気二次電池の可能性が見出された。 

 

●空気二次電池のための金属負極の反応制御と可逆空気極の開発：【(国)京都大学／(独)産業技術

総合研究所】 

 本研究開発では、電気自動車用電池の飛躍的な高性能化をはかるために、安全、安価であり高

いエネルギー密度を有する金属－空気電池の二次電池化を目指す。負極にはまず亜鉛を用い、二

次電池化のための重要な課題の一つであるデンドライト成長を制御する手段を開発する。さらに

アルミニウム負極については溶融塩中でアルミニウムの電析が可能かどうかを調べ、アルミニウ

ム負極の可能性を検証する。空気極についてはアニオン交換膜を用いた固体高分子形燃料電池技

術と固体高分子水電解技術を導入し、空気極の二次電池化をはかる。可逆性が高く安定な空気極
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酸化物触媒開発の指針並びにアニオン交換膜の CO2 透過を抑制する手法を見出す。以上のことを

目的とする。 

（１）「空気二次電池のための亜鉛負極の反応制御」（京都大学工学研究科） 

電気化学振動現象とデンドライト析出に関する相関性について調べた。作用極、対極に亜鉛板、

参照極に亜鉛ワイヤーを用いた三電極式セルを構築し、電解質には ZnO を溶解させた KOH 溶液を

用いた。添加剤にカチオン性とアニオン性界面活性剤を用い、この添加剤が振動現象に及ぼす影

響を調べ、さらにそのときの亜鉛の析出形態を走査型電子顕微鏡により観察した。その結果、添

加剤が存在しないときには 15 mA/cm2 程度の電流密度から振動現象が認められた（図 3-66、図

3-67）。一方、カチオン性添加剤 CTAB(cetyltrimethyl ammonium  bromide)を 0.05、0.50 mmol / 

cm3添加すると振動を開始する電流値が増大した。アニオン性の界面活性剤を添加した場合では、

添加量を多くしてもデンドライト析出を抑制することができず、添加剤無しの場合とほぼ同様の

挙動を示した。このことから、カチオン性の界面活性剤が亜鉛表面に吸着し、デンドライト成長

を抑制することが明らかとなった。 

（２）「空気二次電池のためのアルミニウム負極の可逆化」（京都大学人間・環境学研究科） 

タングステン板とグラッシーカーボン板上でのアルミニウムの析出溶解反応（充放電反

応）に関する基礎的知見を得ることを目的として、基板による析出形態の違いや電極基板の

三次元化、添加剤による析出形態の制御を行った。イオン液体としてエチルメチルイミダゾ

リウムクロリド（EMICl）－塩化アルミニウム（AlCl3）系イオン液体を用いてアルミニウム

の析出溶解反応を調べた。その結果、いずれの電極もアルミニウムの析出形態は電流密度に

依存していた。電流密度が大きくなると表面の凹凸が顕著に見られるようになった。このよ

うな傾向は高温でより顕著であることが分かった。次に、アルミニウムの析出形態を制御す

るために LaCl3 を添加した。LaCl3 を添加することにより電流密度が同じでも粒子表面がな

めらかな形態をとることが分かった。LaCl3 を添加することによってアルミニウムの析出形

態を制御し、クーロン効率の改善が図れることが示唆された。また、アルミニウムの析出に

関して三次元電極が有効に機能することが示唆された。 
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（３）「空気電池のための可逆空気極の開発」（産業技術総合研究所） 

 従来の空気極において問題となっている、空気中の CO2による性能低下の課題を克服するため、

空気極層とアルカリ電解液との界面にアニオン交換性の固体高分子電解質膜を使用する空気極構

造を提案した。撥水化処理を施したカーボンクロス上に Pt 黒を塗布して空気極層とし、炭化水素

系アニオン交換膜（AEM:膜厚 27 μm, イオン交換容量 1.4 mmol g-1）の片面に熱圧着して固体高

分子形空気極を作製した。この空気極を H型セルに挟んで空気極層側を大気開放、反対側の容器

内には電解液として 4.0 M KOH 水溶液を満たし、室温における空気極の酸素還元および酸素発生

性能を電池充放電試験装置により評価した。空気極層側に CO2ガスを 2 時間供給し、その前後で

の空気極性能の変化を調べた。AEM を使用しない従来の空気極では、CO2供給後に酸素還元電位の

低下および酸素発生電位の上昇が見られ、空気極性能が低下した。これに対し、AEM と一体化し

た固体高分子形空気極では酸素還元・酸素発生反応共に電位の変化はわずかであり、CO2による性

能低下が抑えられた。これは AEM により、CO2とアルカリ電解液との中和反応の進行が抑えられた

こと、K+イオンの透過が遮蔽され、空気極細孔内での炭酸塩析出が抑制されたことに起因すると

考えられる。 

 また、金属－空気電池の課題である充放電効率の向上を目指し、空気極における反応過電圧低

減のための触媒探索を行った。Pt と Ir とを任意の割合で混合し、アニオン交換樹脂を加えて薄

膜化した後、さらに AEM と一体化して固体高分子形空気極とした。Ir の添加により、酸素還元電

位はほとんど変化しなかったが、酸素発生反応に対する過電圧低減が顕著であり、充放電効率が

大幅に向上した（図 3-68）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-68 Pt-Ir 触媒の酸素還元および酸素発生の性能（電極面積: 2 cm2） 
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【リチウム硫黄電池】 

●新規な固体電解質の開発：【(国)東京工業大学】 

 本研究開発では、安全性に優れ、高出力・高エネルギー密度が可能な全固体電池開発のために、

新規な固体電解質の創成と高電極利用効率を目指した新たな電極構造の創出を目的とする。 

①固体電解質開発 

リチウム欠陥の導入、拡散経路中のボトルネックの制御を目的として、チオリシコンの Li 位置

に La を置換することで、Li3-xLaxPS4の新規相を見出した。一連のチオリシコン群の母材料である

Li3PS4 の構造と導電率の関係を明らかにすることは、高イオン導電性固体電解質を開発する上で

の指針となりえる。そこで、高温での相変化の挙動と相関係を調べるために、高温 X線回折測定

を行った。Li3PS4 には複数の高温相が存在し、これらの相を高温側からα,β,γとした。新規な

低温相γは、空間群 Pna21で結晶構造解析に成功した。β相は Mercier[1]らが報告している Li3PS4

の単結晶の構造モデルを基に解析した。図 3-69 にγ相とβ相の結晶構造を示す。γ相はポリアニ

オンの頂点が同じ方向を向いているのに対し、β相は zig-zag に連結した構造をとる。イオン導

電の活性化エネルギーは、γ相が 25.9 kJ/mol、β相が 15.8 kJ/mol であった。四面体連結様式

がイオン導電と対応していることが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-69  Li3PS4のγ相とβ相の PS4四面体チェーンの配置 

 

②電池開発 

単体硫黄に電気伝導性を付与するため、カーボンと単体硫黄の複合化プロセスの確立、並びに、

高容量型リチウム硫黄全固体電池のための新規電極構造の開発を試みた。「メソ構造体の検討」と

しては、不規則構造体アセチレンブラック AB と二次元的にカーボンが規則配列したメソ構造体

CMK-3 を、硫黄との複合材料に用い、細孔の規則性と電気化学特性の相関を評価した。図 3-70 に

AB と CMK-3 複合体の充放電曲線を示す。CMK-3 複合体の初期放電容量は、ほぼ硫黄の理論容量が

得られており、20 サイクル後でも可逆容量 600 mAh/g と、アセチレンブラックよりも良好な電池

特性を示した。これより、硫黄を高分散させた規則配列メソ構造体は、硫黄の電気化学活性を著

しく向上させることが明らかになった。 
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図 3-70  (a) S/AB, and (b) S/CMK-3 の組成の際の充放電曲線 

 

●新規な負極材料の開発：【(独)物質材料研究機構】 

本研究開発では、金属酸化物などから金属微粒子が還元生成するいわゆるコンバージョン反応、

さらに生成した金属微粒子がリチウムとの合金を形成する反応を逐次的に引き起こす物質を対象

とし、これまで有機溶媒電解質中では安定に動作させることが困難であったこれらの反応を固体

電解質中で進行させることで安定化し、次世代の高エネルギー密度電池の実現を可能とする高容

量負極の開発につなげていくことを目的とする。 

SiS2や Li2SiS3などのケイ素含有硫化物が、高い容量密度をともなって単体ケイ素の還元生成反

応、Si – Li 合金の形成反応を逐次的に示すことを見出した。一方、電流反転後の合金からの脱

リチウム反応と脱リチウム後の単体ケイ素から硫化物が生成する反応はほとんど進行せず、1 サ

イクル目のクーロン効率は 20%以下の低い値にとどまっていた。この硫化物系を全固体型リチウ

ム電池の負極として用いるためには、このクーロン効率を改善する必要があった。クーロン効率

が低い原因を調べるために、多チャンネルインピーダンスアナライザを導入し、充放電過程にお

ける電極の電気化学特性を調べたところ、再酸化過程末期に電極インピーダンスの大幅な増加が

認められた。本研究開発で目標としている電極反応では、Li2SiS3を例にとると、還元過程は絶縁

体である Li2SiS3が半導体の単体ケイ素に、その後の合金化反応では金属伝導を示す Si – Li 合
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金が形成される。すなわち、還元過程では電極活物質における電子伝導性が次第に高まっていく

ことになる。それに対して、その反対の経路で反応が進む再酸化過程では、金属から半導体、そ

して絶縁体へと活物質中の電子伝導性がしだいに失われていく。そのため、再酸化にともなって

電極内における集電性が低下し、クーロン効率が低い値にとどまるものと考えられる。 

電子輸送が電極反応の律速段階となることを防ぐため、パルスレーザー堆積法により薄膜化し

た試料について評価を行った。図 3-71 に示したように、膜厚を 1000 nm とした試料において観測

されたクーロン効率は約 25%であったのに対し、100 nm とした試料では約 50%に向上した。すな

わち、電子導電材を添加した電極において Li2SiS3 の粒子径が数十ナノメートルの範囲であれば

高いクーロン効率を達成することができると思われる。しかしながら、単に活物質を微粒子化す

るのみでは電極中における活物質の体積分率が低下し、電池のエネルギー密度が低下することに

なる。この課題を解決するため、活物質と導電材の混合物をレーザーアブレーションにより原子

レベルまで分解することで、導電材をも微粒子化する試みを行った。その結果、図 3-72 に示した

ように 2.6 µm の膜厚においてもクーロン効率は 100%を示し、Li2SiS3が高い容量を示す電極活物

質として作用することが明らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新形態リチウムイオン二次電池】 

●3DOM 構造を用いたリチウム金属負極の検討：【(公)首都大学東京】 

 本研究開発では、μm オーダーで電極構造を規則化し、より高度に制御された構造を有する負

極材料を構築することで、自動車に搭載可能な性能を有した新規リチウム二次電池の開発を目的

とする。 

図 3-71 Li2SiS3薄膜の充放電曲線 
図 3-72 FeS を 10 重量%添加した Li2SiS3 

薄膜の充放電曲線(0.4mA/cm2) (0.4mA/cm2) 
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エネルギー密度を損なわず、十分な電極上の構造規制効果を得るために、粒子の規則配列体の

逆構造となる 3-dimensionally ordered macroporous(3DOM)構造電極の設計を行った。3DOM 構造

を用いることで、体積当たりの Li 金属量を 26 %から 74 %に向上できる。本検討では 3DOM 構造に

適用する材料にも注目し、化学的・電気的安定性の高い高分子材料の応用を検討した。具体的に

は、3DOM 構造を有する高分子膜(3DOM セパレーター)を作製して電極上に配置し、Li デンドライ

トの発生に対する抑制効果を検証した。図 3-73 に、3DOM セパレーターが配置された Li 電極の充

放電効率を示す。3DOM 構造は Li デンドライト発生の抑制に効果的に働き、200 サイクル目におい

ても 1 サイクル目と同等の充放電特性が維持された。定電流充放電試験後の電極断面構造を SEM

で観察したところ、Li は集電体から 3DOM セパレーターの内部へと進行しておらず、図 3-74 に示

すように 3DOM セパレーターと集電体との間に層状に析出することが明らかとなった。100 サイク

ル後も析出した Li は均一でデンドライト状の形状は観察されなかった。安定なサイクル性は、Li

のこのような析出形態によるものと考えられる。電極界面の構造制御により、Li デンドライトが

生成しない電池を実現できる可能性を見出せた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-73  3DOM セパレーターが配置された Li 電極の 

1 mol dm-3 LiPF6/EC:EMC = 3:7 (vol 中)におけるサイクル特性.(2mA/cm2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-74  充放電試験 100 サイクル後の 3DOM セパレーターが配置された Li 電極の SEM 写真 
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●新規イオン液体並びに炭素系ナノ負極の研究開発：【(国)横浜国立大学】 

本研究開発では、リチウム系二次電池の安全性を材料側で本質的に確保できる新規リチウムイ

オン液体の開発を前面に据える。このリチウムイオン液体に適合する負極および正極開発を、特

にそのナノ構造制御に力点を置いて進め、安全性と高性能を兼ね備える蓄電システムを構築する

ことを目的とする。 

リチウム塩 LiN(SO2CF3)2 (LiTFSI)とトリグライム(G3)及びテトラグライム(G4)の等モル錯体が

室温付近で液体状態であり、低蒸気圧、難燃性、高イオン伝導性といったイオン液体類似特性を

示す事を見出した。これらの溶融錯体のリチウム二次電池への適用を考え、その錯体のイオン伝

導機構とリチウム二次電池用電解質としての可能性について検討した。その結果、エーテル系の

電解質では 4 V vs. Li/Li+以上の電位では酸化分解が起こり 4 V 級の正極材料への適用は困難と

されてきたが、グライム－リチウム塩の 1:1 錯体を電解液に用いて、ガス置換型グローブボック

ス内でコインセルを作製し、LiCoO2 の充放電を行ったところ、200 サイクル以上安定して充放電

を行うことが可能であった（図 3-75）。グライム－リチウム塩等モル錯体の電位窓は 0～4.8 V vs. 

Li/Li+であり、従来のエーテル系電解質と比較して非常に広い電位窓を有している。これは、グ

ライムのエーテル酸素がすべて Li+カチオンに配位しているためと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-75 30℃におけるリチウム二次電池 Li / [Li(G3)1] [TFSI] / LiCoO2 の充放電曲線（1/8C） 

 

リチウム系二次電池のリチウムイオン液体に適合する負極開発を、特にそのナノ構造制御に力

点を置いて進め、安全性と高性能を兼ね備える蓄電システムを構築することを目的とする。一次

元方向に規則性メソ孔をもつ SBA-15、およびケージ同士が三次元的につながってメソ孔を形成し

ている KIT-5 の 2 種のメソポーラスシリカを鋳型としてメソポーラスカーボンを合成した。有機

電解液中でメソポーラスカーボンの充放電容量を評価したところ，初期の放電容量は1600 mA h g-1

と非常に高く、また，サイクル数の増加とともに放電容量が減少するものの 1200 mA h g-1 以上

の高い値を維持していた（図 3-76）。 
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図 3-76 メソポーラスカーボンの定電流充放電サイクル試験の結果 

 

●「鋳型法」を利用した高容量負極材料を開発：【(国)東北大】 

本研究開発では、「鋳型法」を利用し、以下に示す 2つのタイプの高容量負極材料を開発するこ

とで、負極材料として高容量かつ長寿命を実現する炭素/Si 複合体の理想構造を提案することを

目的とする。 

① 緻密な炭素層で被覆した多孔質炭素微粒子 

外側に数十 nm 以下の厚さの緻密な炭素層、内部に多孔質構造の二重構造を持つ炭素微粒子（図

3-77）を合成する。緻密な炭素層により粒子内部への電解液の浸入を防ぎ不働態膜の生成を抑制

し、かつ内部の多孔質炭素構造に大量のリチウムを貯蔵させることを目的とする。 

② 緻密な炭素層で被覆した炭素/Si 複合微粒子 

図 3-77 に示した二重構造を持つ多孔質炭素微粒子の内部に Si ナノ粒子が高分散した炭素/Si

複合微粒子（図 3-78）を合成する。リチウムを吸蔵した際の Si ナノ粒子の体積変化を粒子の周

囲に存在する細孔空間によって完璧に吸収させることで、高いサイクル特性を実現する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-78  緻密な炭素層で被覆した 

炭素/Si 複合微粒子の概念図 

緻密な炭素層 Siナノ粒子

炭素骨格

規則性細孔

図 3-77  緻密な炭素層で被覆した 

多孔質炭素微粒子の概念図 

緻密な炭素層

多孔質炭素
規則性細孔

細孔径約1.3 nm
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緻密な炭素層で被覆した多孔質炭素微粒子：  

純炭素負極材料の開発／二重構造をもつ炭素微粒子は、ピロメリット酸二無水物（分子径約 1 

nm）およびアセチレン（分子径約 0.4 nm）を原料とする CVD により調製した。それぞれの CVD に

より得られた試料を被覆炭素①、被覆炭素②とする。被覆前後の各試料の BET 表面積、充放電容

量、クーロン効率を表 3-24 にまとめた。被覆炭素②の BET 表面積は 690 m2/g と大きいが、微小

熱量計を用いた分析からは、電解液（1M LiPF6/EC・DEC(1:1)）により濡れた表面積は約 47 m2/g

と見積もられ、炭素膜は電解液を透過しないことが示唆された。炭素被覆した試料はいずれも被

覆前の試料よりも大きいクーロン効率を示した。また、3rd クーロン効率も被覆炭素で 90%を超え

ることが示された。すなわち、炭素被覆によりクーロン効率が向上することが示された。 

 

表 3-24 各試料の BET 表面積、充放電容量、クーロン効率 

試料 BET 

表面積 

1st 充電

容量 

1st 放電

容量 

1st ク

ーロン

効率 

3rd 放電

容量 

3rd クー

ロン効率 

 (m2/g) (mAh/g) (mAh/g) (%) (mAh/g) (%) 

未処理鋳型炭素 3610 2340 717 31 554 83 

被覆炭素① 0 837b 395b 47b 354b 91b 

被覆炭素② 690 968 407 42 322 91 

600℃処理 3150 3140 1143 36 881 85 

800℃処理 2130 1897 828 44 653 88 

1500℃処理 1690 1736 530 31 356 83 

エッジ少 1940 2107 683 32 499 85 

a 電解液に 1M LiPF6/EC・DEC(1:1)を用い、対極と参照極に Li 金属を用いた 3 極式セ

ルで定電流充放電測定を行い、充放電容量を求めた。ここでは、負極へのリチウム挿

入を充電、負極からのリチウム放出を放電と定義する。充電は初期電位から 0.001 V

まで、放電は 0.001V から 2.5 V まで行った。 b 初期電位から 0.01 V までは定電流充

電し、電位 0.01 V 以下においては電流値が 10mA 以下になるまで定電位充電した。放

電は 0.01 V から 1.5 V まで行った。 

 

多孔質炭素を 600 ℃、800 ℃、1500 ℃の各温度で熱処理して細孔径を微小化させ、細孔径の

キャビティ容量への影響を調べた（表 3-23）。その結果、600 ℃で熱処理した多孔質炭素は最も

大きい充放電容量を示し、1st 放電容量は 1143 mAh/g にも達した。また、エッジ構造の少ない多

孔質炭素を合成し、エッジ部が不可逆容量に及ぼす影響を検討した。表 3-23 の結果より、エッジ

が少ない炭素の 1st クーロン効率は 32%、3rd クーロン効率は 85%であり、エッジが多い未処理鋳

型炭素(1stが 31%、3rd が 83%)と殆ど相違ないことがわかる。すなわち、エッジ構造の有無はキ

ャビティ容量のクーロン効率に殆ど影響しないことがわかった。 
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●「ガスデポジション法」を利用した高容量負極材料開発：【(国)鳥取大学】 

 本研究開発では、新しい電極作製法としてガスデポジション（GD）法を採用することにより活

物質粒子間および粒子－集電体基板間の密着性を格段に向上させた電極を創製し、高エネルギー

密度と高出力密度を併せ持つ革新的な電池の開発を目指すことを目的とする．  

無電解析出（ELD）法により Si 粒子表面に部分的に Cu を析出させ、これを原料として GD 法に

よりコンポジット厚膜負極電極を作製し、その電気化学的特性を評価した．その結果，前年度に

行った Ru を用いたコンポジット電極と同様に，高いサイクル安定性と Si の高容量を兼ね備えた

負極の創製に成功した．Ru の代わりに安価な Cu を使用しても同等の性能が得られることがわか

った。 図 3-79 に Cu 被覆 Si コンポジット GD 厚膜電極の放電（Li 脱離）容量の充放電サイクル

依存性を示す．比較として Ru 被覆 Si コンポジットと Si 単独の両 GD 厚膜電極の結果も示す。Si

単独電極においては、初期放電容量は 2000 mAh/g と高いものの、数十サイクルで急激な容量衰退

が観測された。これと比較して、Cu/Si コンポジット電極は 1000 サイクルを経ても黒鉛電極を大

きくしのぐ放電容量を有する優れた電極であることが明らかになった。われわれのグループが以

前に報告した Ru/Si コンポジット電極と比較すると、初期放電容量は低いものの 1000 サイクルで

の容量はほぼ一致していることから、サイクル安定性が大きく向上していることがわかった。サ

イクル特性向上の理由としては、被覆した Cu が Si 粒子の崩壊を抑制し、ひいては膜電極そのも

のの崩壊を抑止する役割を果たしたことによると考察した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-79 Cu/Si, Ru/Si コンポジット厚膜電極, および Si 単独厚膜電極の 

放電容量の充放電サイクル依存性（Cu/Si:1.4A/g, Ru/Si:1.2A/g） 

 

●ナノサイズ正極活物質：【(独)産業技術総合研究所】 

 本研究開発では、活物質のナノサイズ合成に取り組み、大きな表面疑似容量を発現させて、バ

ルクを利用したインターカレーション反応による容量と併用することにより、リチウムイオン電

池正極活物質の容量密度を飛躍的に向上させることを目的とする。 
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ゾル・ゲル法を用いて、ナノサイズの VO2(B 相)を合成した。得られたサンプルの結晶子および

結晶サイズはＸ線回折(XRD)ピークの半値幅と透過電子顕微鏡(TEM)により約 5〜15nm であると評

価された。VO2 (B 相)初期放電容量は 5nm〜10nm のサイズの粒子の場合、約 350mAh/g であった。

容量は充放電 30 サイクル後に約 320mAh/g 1まで低下したが、50 サイクル後では再び 350 mAh/g

まで回復した。平均電位を約 2.4 V と仮定して計算すると、正極単極の活物質の重量エネルギー

密度は 840 Wh kg-1となり、サイクル特性も良好であった。 

更に、新しい合成方法に着目し、直径約 150nm の LiV3O8ナノベルトを合成した。LiV3O8ナノベ

ルトの SEM 像、TEM 像、および充放電特性をそれぞれ図 3-80(A)、(B)、(C)に示す。これらのサン

プルを用いて、低いレート（0.02A/g）で充・放電した場合、初期放電容量は 350mAh/g となり、

15 サイクル後には 380mAh/g と若干増加する挙動が示された。平均電位を 約 2.5 V と仮定して計

算すると、正極単極の活物質の重量エネルギー密度は、既に 950 Wh/kg となる。現時点では、20

サイクル後においても、容量の劣化が認められない。したがって、サイズが 150nm から数十ナノ

まで下がると、充・放電容量の更なる増加が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-80 LiV3O8の（A）走査型電子顕微鏡の像(B) 透過型電子顕微鏡の像 

（C）充電・放電プロファイル 
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（６）成果の普及 

平成 21 年度 4月末時点での外部発表の実績を表 3-25 に示す。 

 

表 3-25 外部発表の実績 

研究テーマ名 実施者 
特許

出願

論文 

発表 

講演 

発表 

リチウム空気二次電池用リチウ

ム／固体電解質複合負極の研究

開発 

三重大学 1 3 9 

エネルギー密度の革新を目指し

た金属－空気電池の二次電池化 

京都大学 

産業技術総合研究所 
2 0 8 

Li系金属-空気２次電池の性能向

上に関する研究 
九州大学 0 0 1 

全固体電池のための固体電解質

および三次元メソ構造体電極の

研究開発 

東京工業大学 2 3 20 

全固体型リチウム電池における

高容量負極の開発 
物質・材料研究機構 0 10 15 

還元雰囲気通電焼結プロセスを

用いた高容量含硫黄複合正極材

料の研究開発（H20年度で終了） 

産業技術総合研究所 8 1 7 

Li－硫黄系高容量全固体電池の

研究開発（H20年度で終了） 

大阪府立大学 

出光興産 
0 4 9 

カーボンフェルト電極マイクロ

波放電を利用したマグネシウム

二次電池正極活物質の研究開発 

埼玉県産業技術総合センター 1 0 0 

リチウムイオン液体を用いた安

全性と高性能を兼ね備える蓄電

システム構築 

横浜国立大学 0 3 27 

構造規制型新規金属負極の研究

開発 
首都大学東京 0 1 8 

ナノ界面制御による高容量電極

の研究開発 
産業技術総合研究所 0 2 1 

鋳型法を利用した革新的リチウ

ムイオン電池負極材料の開発研

究 

東北大学 0 0 3 

電極作製にガスデポジション法 鳥取大学 1 0 18 
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を利用したリチウム二次電池の

研究開発 

液相マイクロ波プロセスによる

次世代高容量活物質の研究開発 
産業技術総合研究所 0 0 2 

ホウ素化合物を用いた高性能液

体電解質の研究開発 
静岡大学 0 0 2 

第一原理計算に基づいた次世代

イオン伝導材料設計技術の開発 

京都大学 

トヨタ自動車 

ファインセラミックセンター 

0 0 0 

酸化物系高容量負極を用いたリ

チウム二次電池の研究開発 
群馬大学 0 0 0 

ソフト溶液プロセスを基盤とす

る高容量電極材料の研究開発 

神戸大学 

岩手大学 
0 0 2 

イオン液体電解液を用いたリチ

ウム二次電池の研究開発 

慶應義塾大学 

東京理科大学 
1 3 24 

新規な電池理論の研究開発 

ファインセラミックセンター 

京都大学 

名古屋大学 

0 0 0 

革新的二次電池開発のための電

極／電解質界面評価解析技術の

開発 

京都大学 0 0 1 

電池反応速度パラメータ熱制御

技術の研究開発 

長岡技術科学大学 

宇宙航空研究開発機構 
0 0 1 

  16 30 158 

 

（７）最終目標達成の見通し 

【金属－空気電池】 

現在、亜鉛－空気電池、アルミニウム－空気電池、リチウム－空気電池について研究開発を実

施している。空気極については、固体高分子形空気極の構造設計、触媒のスクリーニングが実施

されてきている。活性の優れた酸化物触媒を見いだすことで、コスト面も含めた実用化の可能性

が見いだすことができる。負極については、亜鉛、アルミニウム、リチウムとそれぞれ異なる解

決すべき課題を抱えている。エネルギー密度の観点からは、リチウム空気電池が最も魅力的であ

り、水溶液系・有機溶媒系のいずれでも電池設計が可能である。500Wh/kg 以上のエネルギー密度

を実用電池として利用するには、セル抵抗、サイクル特性、新規固体電解質、容量密度が重要な

要因となる。水溶液系においては、リザーバーの候補として酢酸を見出してきているが、今後の

電極構造や電池構造も含めて研究を進捗していくことで、最終的に優れた性能を発揮するリチウ

ム空気電池を開発することで目標を達成する見込みである。 
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【リチウム硫黄電池】 

 高エネルギー密度化の実現のために硫黄の高い理論容量に目をつけた研究開発が実施されてき

ている。一般に、硫黄は有機電解液に溶ける問題点がある。一部、硫黄の溶出を押さえる興味深

い現象も観測されたものの、現在は、全固体電池を目指した研究開発を遂行している。新規な高

イオン伝導体の探索、新規な高容量負極の探索、新規電極構造の創出を目指すことで、高出力と

高エネルギー密度を兼ね備えた全固体電池を実現する。加えて、放射光や中性子を用いた解析法

で高度な分析をし、その結果を材料設計等にフィードバックし、特性改良を加速化することで、

最終目標を達成することを見込む。一方で、硫化物の低い電子伝導性に起因する出力特性の問題、

それを改善するための電子伝導性付与の処理の影響による低エネルギー密度化なども本質的な課

題として依然として存在しており、実用化を目指すためには、さらなる、基礎研究が必要と思わ

れる。 

 

【多価カチオン電池】 

 高エネルギー密度化の実現のために種々の正極材料について特性を検討してきているが、  

現在までのところ高容量化が実現できていない。放電容量の増大やサイクル特性の向上のため、

微細粒子や置換元素の変更等について検討を進めていくことで容量の向上を図る予定である。ま

た、Mg イオン電池の場合、単セルを構成する電解液、セパレーターおよび負極等にも課題がある

ため、最終目標の到達にはこれらについても、適切な材料の調査、選定を行う必要があり、長期

的な基礎研究が必要な電池系と思われる。平成 21 年度に委託先を追加しており、委託者間のシナ

ジー効果を利用することで最終目標の達成を目指す。 

 

【新形態リチウムイオン二次電池】 

高エネルギー密度化の指針として、酸化物系極材料、合金系負極材料、カーボン負極（ナノチ

ューブ、鋳型、ナノ構造）など多くの負極材料についての研究開発を行ってきている。特性改善

のための方策としては、組成の最適化、カーボンコート、ナノ粒子化、バインダーの種類の検討、

添加剤の利用等でサイクル特性の改善を図ってきている。また、リチウム金属について取り組ん

でいるテーマもある。一方、新規な 5V 級電解液、イオン液体や高イオン伝導性固体電解質の設計

などで電位幅を広げることによる、エネルギー密度向上を目指してきているテーマもある。これ

までのところ、おおむね中間目標を達成してきており、研究開発を進めることで最終目標の達成

が期待できる。また、平成 21 年度に正極材料のテーマについて重点的に委託先を追加した。研究

開発の中で見いだされた高性能材料（正極材料、負極材料、電解質材料）を組み合わせることに

よって、既存のリチウムイオン二次電池系の限界を超えた高容量のみならず高性能な新形態リチ

ウムイオン二次電池のコンセプトを提案できる可能性もあると期待している。 

 

【解析技術】 

「モデル電極／電解質界面を用いた深さ分解 XAFS 測定技術の開発」に関しては、その場測定、

かつ、深さ分解測定が可能な革新的二次電池（硫黄系電池）を作製することで、最終目標の達成
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を目指す。また、「電池反応速度パラメータ熱制御技術の研究開発」では、スタティックな状態お

よびダイナミックな状態のいずれについても、長期間の使用によるセルの性能変化と安全性の変

化との相関を得ることで最終目標の達成を目指す。平成 21 年度に委託先を追加しており、

500Wh/kg 級のポテンシャルを持つ革新的電池の種々の課題の解明に役立つ高度な解析技術を開

発することで、次世代技術開発の最終目標の達成に資する。 
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５．基盤技術開発 

（１）事業の目的 

高性能蓄電池の実用化にあたっては、安全性を確保するとともに標準化を進め、研究開発の効

率化を図ることが重要である。基盤技術開発では、蓄電池における寿命予測、耐久性、安全性試

験方法の確立や標準化、技術開発の効率化につながる電池性能を向上させる因子の解明や反応メ

カニズムの解析手法の確立等、基盤的な技術開発を行う。 

 

（２）事業の概要 

本事業の前身のプロジェクトである「燃料電池自動車等用リチウム電池技術開発」において開

発目標を達成した、かつ、蓄電池における寿命予測、耐久性や技術開発の効率化につながる電池

性能を向上させる因子の解明や反応メカニズムの解析手法の確立等についての必要な一定の技術

を有している、(財)電力中央研究所、(独)産業技術総合研究所が参画している。加えて、自動車

についての安全性試験や標準化についての必要な一定の技術を有している、(財)日本自動車研究

所が、高度な解析技術を有する(国)東北大学が参画している。また、(国)東北大学の再委託先と

して(国)北海道大学が、(財)日本自動車研究所の再委託先として(学)早稲田大学が参画している。 

研究テーマとしては、(財)電力中央研究所は「次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開

発（電池性能評価手法の開発）」、(独)産業技術総合研究所は「次世代自動車用高性能蓄電池基盤

技術の研究開発（劣化解析・抑制手法の開発）」、(財)日本自動車研究所は「次世代自動車用高

性能蓄電池基盤技術の研究開発（試験方法の標準化・規格化の検討）」、(国)東北大学は「次世代

自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発（リチウム電池劣化機構解明のための in situ 分光法

の開発）」のテーマで研究開発を実施している。図 3-81 に次世代自動車用高性能蓄電システム技

術開発の実施内容（平成 21 年度）における本研究開発項目の位置づけを示す。 

平成 21 年度（中間目標）までには、リチウムイオン電池の加速寿命試験方法に資する運転パタ

ーンの検討、電池開発を行っている 3委託先から提供を受けた最新電池の劣化要因の解明と抑制

方法の検討、電池評価試験方法、電池安全性試験方法の開発、車載用リチウムイオン電池の国際

標準化のための IEC への提案、リチウムイオン電池の輸送に関する国際規制の緩和、電池充電標

準化に関する検討を実施する。平成 23 年度（最終目標）までには、リチウムイオン電池の加速寿

命試験方法に資する運転パターンの策定、電池開発を行っている 3委託先から提供を受けた最新

電池の劣化機構の解明と抑制方法の提案、電池評価試験方法、電池安全性試験方法の策定、車載

用リチウムイオン電池の国際標準化のための IEC への提案反映、リチウムイオン電池の輸送に関

する国際規制の緩和の実現、電池充電標準化に関する IEC への提案を実施することで、性能目標

（最終目標）を達成する。具体的な研究開発内容については表 3-26 に示す。 
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図3-81 次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発の実施体制（平成21年度） 

（本研究開発項目の対象テーマは楕円で囲われている） 

 

表 3-26 委託先の研究テーマ、研究開発内容 

【基盤技術開発】 

開始年度 研究テーマ【委託先】 研究開発内容 

H19～ 次世代自動車用高性能蓄電

池基盤技術の研究開発【(財)

電力中央研究所／(独)産業

技術総合研究所／(財)日本

自動車研究所】 

本研究開発は、プラグインハイブリッド自動車や電気自

動車などの次世代自動車用蓄電池の技術開発を推進す

るための基盤技術開発を実施する。次世代自動車などの

走行パターン、環境などに適し、公正に蓄電池性能を評

価できる試験方法や寿命予測、耐久性評価方法、安全性

確認試験方法を提案するとともに、劣化要因解明とその

抑制方法の提案を行う。さらにデータ収集を行い試験方

法の妥当性を確認し、その成果をもって標準化・規格化

に資する。 

H19～ リチウム電池劣化機構解明

のためのin situ分光法の開

発【(国)東北大学】 

本研究開発は、リチウムイオン二次電池の安全性・寿命

に直接関係する、正極・負極・電解質の劣化機構、とり

わけ界面における固体電解質層の構造・安定性・形成お

よび劣化機構などを解明するため、多数の電池材料を同

時に作製し種々の in situ 分光法で分析・検討する。 

次世代自動車（HEV、EV、FCV等）の早期実用化に資するために、高性能かつ低コストの二次電池及びその周辺機器の開発を実施。

燃料貯蔵タンク
燃料電池スタック

モーター

制御装置

蓄電システム

空気圧縮機

燃料電池スタック

モーター

蓄電システム

制御装置

燃料貯蔵タンク
燃料貯蔵タンク

燃料電池スタック

モーター

制御装置

蓄電システム

空気圧縮機

燃料電池スタック

モーター

蓄電システム

制御装置

燃料貯蔵タンク

正極負極
電解質

要素②（電池材料） 9件
・戸田工業 [多層構造正極]

・九大／三菱重工／九電 [ポストオリビン正極]
・日産自動車 [正極・負極・電解質の開発]
・産総研／田中化学 ［酸化物正極］
・長崎大／産総研 [カーボンナノ正極＆負極]
・三菱化学／日本合成化学 [電解質：イオン液体等]
・産総研 [イオン液体電解質]
・第一工業製薬／関西大 [イオン液体]
・山口大 [固体ポリマーゲル電解質]

次世代技術（金属－空気系） 3件
・九州大学 [Li－空気電池]
・三重大 [Li-空気系負極]
・京大／産総研 [金属-空気電池]

次世代技術（硫黄系） 2件
・物材研 [Li-S系全固体電池]
・東工大 [硫黄系固体電解質］
・大阪府立大/出光興産［Li-S系全固体電池］
・産総研［硫黄複合正極］

次世代技術（リチウム電池系） 19件
・東理大／産総研［Li-Mn系酸化物正極］
・関西大学／いわき明星大［Li-Cu系酸化物正極］
・名工大［錯体正極］
・東大［4d遷移金属コンバージョン系正極］
・ダイキン／関西大学［高耐電圧フッ素系電解液］
・日本触媒［高耐電圧イオン性液体］
・古河電工／古河電池［シリサイド複合Si系負極］
・産総研 [酸化物系負極]
・群馬大 [酸化物系負極]
・神戸大／岩手大 [酸化物系負極]
・JFCC[カーボンナノチューブ負極]
・静岡大 [ホウ素化合物系電解質]
・京大／トヨタ／JFCC [固体電解質]
・慶大／東理大 [イオン液体]
・横国大 [イオン液体、金属電極]
・首都大東京 ［金属負極］
・産総研 [カーボンナノ正極]
・東北大 [C/Si負極]
・鳥取大 [金属負極]

基盤技術 1件
・産総研／電中研／JARI／東北大

[安全性、劣化・寿命予測、基準・標準化]

モータ
電池制御

単電池・電池構成材料

要素技術③（電池制御） 1件
・ＦＤＫ [セル間の均等充電制御]

要素技術③（車両駆動用モータ） 5件
・東理大／北大 [SRM、三次元PM]
・大阪府大／ダイキン [SynRM]
・名工大／東海大 [界磁モータ、IM]
・徳島大 [センサレス制御]
・三菱電機 [界磁モータ、キャパシタ]

要素技術①（モジュール電池） 3件
・パナソニック [正極：Ni系、負極：合金系含む]
・ジーエス・ユアサ [正極：ポリアニオン系]
・日立ＶＥ／日立製作所 [正極：Ni-Mｎ系]

次世代技術（多価カチオン電池系） 2件
・東工大［マグネシウム電池］
・埼玉県産業技術総合センター [ マグネシウム電池]

次世代技術（解析技術） 4件
・東北大［分光法による電極材料その場観察］
・東北大［各種評価結果シュミレーション］
・京大 [電極･電解質界面XAFS測定]
・長岡技科大／JAXA [熱特性解析]

充電

電池
モジュール
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採択テーマとしては 2テーマであったが、NEDO のマネジメントにおいて四法人が連携して基盤

技術開発を遂行することで、より効率的に事業を遂行できるとの判断から、実施としては 1 テー

マ「次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発」に集約して事業を進めている。なお、「次

世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発」を共同で実施する四法人のうち、(独)産業技術

総合研究所は電池劣化要因の解析、劣化抑制方法の提案などを、(財)電力中央研究所は電池性能

評価試験方法の提案、加速劣化試験方法の提案を、(財)日本自動車研究所は試験方法の標準化・

規格化、車両搭載時を想定した蓄電池の性能・安全性評価を、それぞれが主として担当し、情報

の共有化、研究の共同実施など、相互に協力しながら推進する。また、(国)東北大学は劣化要因

解析手法の開発を担当し、(独)産業技術総合研究所と協調して推進する。図 3-82 に共同提案四法

人の協力体制を、図 3-83 に研究開発スキーム示す。なお、(財)日本自動車研究所の再委託先とし

て、(学)早稲田大学が、(国)東北大学の再委託として、(国)北海道大学が参画している。 

 なお、四法人間で連携を図り、研究開発の効率化と成果創成を強力に推進するため、各法人の

研究開発責任者を統括する立場で、各法人への諸指示、諸連絡を取りまとめる統括責任者を、四

法人合意の元、自主的に設置することとした。 

  統括責任者：電力中央研究所 上席研究員 寺田信之氏 

 期間：平成 19 年度からの 3年間（4年目以降は見直しを含めて検討） 

 また、必要に応じ、実施内容について本事業の「①要素技術開発」に参画する電池開発法人等

と協議し、本研究開発の成果を電池開発に役立てることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-82 基盤技術開発の協力体制 

 

なお、基盤技術開発の文中で使用する試験対象電池の呼称は下記と定義する。 

○「実規模モジュール」 ：実規模セルを複数個組み合わせた 0.3 kWh 級モジュール 

○「実規模セル」 ：実規模モジュールを構成する単電池 

○「小容量セル」 ：民生用 18650 程度の単電池 
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東北大
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図3-83 実施計画書における研究開発スキーム 

 

基盤技術開発の担当四法人が、「研究開発責任者会議」（年5回程度開催）により全体を統括す

るとともに、要素技術開発（電池開発）担当法人（パナソニック、ジーエス・ユアサ コーポレ

ーション、日立製作所／日立ビークルエナジー）と連携を図るため、「電池試験技術協議会」（年

4回程度開催）を組織して研究開発を推進している。図3-84に基盤技術委員会のスキームを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-84 基盤技術委員会のスキーム 

研究開発責任者会議

要素技術開発
（電池モジュール開発）

電池試験技術協議会

電中研、JARI、産総研、東北大
電池開発メーカ

JARI、産総研、東北大、電中研

【構成】有識者、自動車産業界、電池産業
界、など
【オブザーバー】NEDO、産総研、電中研、
自動車メーカ、電池開発メーカなど

【事務局】JARI

国際標準化活動

【NEDO受託事業】

電池標準化WG

電池技術WG

電池充電標準化WG

ＮＥＤＯ受託者限り

JARI事務局

凡例：

NEDO「基盤技術委員会」

平成20年度

電池輸送WG

加速劣化試験方法の提案、加速因子の選定、試験条件の設定など

走行パターンの調査・検討・選定、容量・出力試験、温度特性、走行模擬充放電パターン、など

安全性評価項目の抽出、過充放電、内外部短絡など試験法の検討、温度など試験環境条件の設定、材料レベルからみた安全性
要因の解析など

（電中研/産総研）

（JARI）

（電中研/JARI/産総研）

（JARI/産総研/電中研）

（電中研/JARI/産総研）

劣化メカニズムの解明、劣化要因解析手法の開発、劣化抑制手法の開発など

（産総研/電中研）

次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発

性能評価試験方法

④安全性評価試験方法

②加速劣化試験による寿命評価手法の開発

①基本性能評価試験方法の選定

③劣化要因の解明とその抑制手法の開発

（電中研/JARI/産総研）

（東北大）－（北海道大）

⑤次世代自動車用蓄電池評価試験方法の標準化・規格化

（早稲田大）



 143

日本自動車研究所を事務局として、自動車業界・蓄電池業界・有識者等の委員により構成され

る「電池特別分科会」（年1回開催）を設置し、その傘下に「電池標準化ワーキンググループ」（年

4回程度開催）、「電池輸送ワーキンググループ」（年3回程度開催）、「電池充電標準化ワーキ

ンググループ」（年3回程度開催）を組織して、日本の意向を国際標準や国際規制勧告に反映すべ

く活動をしている。各ワーキンググループには、産業技術総合研究所・電力中央研究所がオブザ

ーバー参加し、自動車メーカー・電池メーカー・有識者等から本プロジェクトに係わる電気自動

車関係の各情報収拾できる体制とした。図3-85に国際標準化活動の体制図を示す。また、「電池

技術ワーキンググループ」（年3回程度開催）と「電池標準化ワーキンググループ」は相互にデー

タとニーズを交換する。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-85 国際標準化活動の体制図 

 

（３）研究開発の実施スケジュールと予算 

平成19年に2件のテーマを採択した。但し、前述の理由で採択したテーマ内容を統合することで

1件のテーマとして実施している。また、採択テーマについては平成21年度に、延長審査を実施し

て後年度の研究延長の可否を判定する。図3-86にプロジェクトの年度計画を示す。 

 

 

 

 

 

 

図 3-86 プロジェクトの年度計画 

 

③基盤技術開発

平成２３年度平成２２年度平成２１年度

（中間評価）

平成２０年度平成１９年度

③基盤技術開発

平成２３年度平成２２年度平成２１年度

（中間評価）

平成２０年度平成１９年度

公募

(1)(1) (1)

延長審査

次世代自動車用高性能蓄電池／基盤技術の研究開発／研究開発責任者会議
電中研、産総研、 JARI
東北大、（METI、NEDO)

電池特別分科会

電池技術ＷＧ

データ提供

ニーズ提供

JARI

電池標準化ＷG

電池輸送ＷＧ

電池充電標準化ＷＧ （H20年度より）

１．ISO/TC22/SC21 （電気自動車）

・自動車用Li-ion電池システムの試験方法

２．IEC/TC69（電気自動車）とIEC/TC21/SC21A

（2次電池）とのジョイントワーキング

・自動車用Li-ion単電池の試験方法

１．自動車用Li-ion電池の国際輸送規制適正化

１．IEC/TC23/SC23H対応
充電コネクタ･システムの標準化

下部WGの活動内容を審議

自動車用リチウムイオン電池の
・性能評価試験方法開発、
・安全性評価試験方法開発
を実施

JARI
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基盤技術開発については、調査や各種性能・分析・安全性試験、国際標準化活動に必要な費用

を配分した。表3-27に委託先の研究予算一覧表を示す。 

 

表 3-27 研究予算一覧表（基盤技術開発） 

 研究予算（百万円） 

委託先 H19fy H20fy H21fy 総額 

(財)電力中央研究所 

(財)日本自動車研究所[再委託](学)早稲田大学 

(独)産業技術総合研究所 

(国)東北大学[再委託](国)北海道大学 

386.6 693.9 537.9 1618.4 

 

（４）研究開発目標と中間目標達成度 

＜開発目標＞ 

下記目標値を基本とするが、各委託研究の目標（中間目標及び最終目標）は、提案者が公募時

に研究開発テーマとともに提案し、採択決定後にNEDO技術開発機構と協議のうえ個別に実施計画

に定める。 

 

・加速寿命診断法の確立。  

・高SOC保存時、高温保存時、高出力時、長期サイクル時等の劣化要因の解明とその抑制手法 

の提案。  

・車載用電池安全性試験法の策定。  

・電池性能を向上させる因子の解明。 

 

＜各委託先の達成目標＞ 

 上記開発目標値を基本とするが、各委託研究の目標（中間目標及び最終目標）は提案者が公募

時に研究開発テーマとともに提案し、採択決定後に NEDO 技術開発機構と協議のうえ個別に実施計

画に定める。表 3-27 に要素技術開発（電池開発）の委託先の達成目標を示す。なお、中間目標に

対する達成度は平成 21 年度末時点の見込み値である（○：達成済または見込み、△：達成には大

幅な特性改善が必要、×：達成困難）。各委託先とも中間目標はおおむね達成される見込みである。 

 

表 3-28 基盤技術開発の委託先の達成目標 

3-28(a)「次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発（電池性能評価手法の開発）」 

【(財)電力中央研究所】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

①基本性能評価試

験方法の選定 

「要素技術開発」電池開発目標の評

価項目・試験条件の選定と検証。試

作実規模セルデータの収集・提示。

○ 基本性能評価試験方法の提案
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②加速劣化試験に

よる寿命評価手法 

試験期間（2倍以上）短縮で寿命予測

する加速劣化試験条件の選定・試験

着手 

○ 5 倍以上の期間短縮で寿命予

測が可能な加速劣化試験方法

の提案 

③劣化要因解明と

その抑制手法 

産総研の小容量セル劣化解析に基づ

く加速試験条件の見直し 

○ 

 

「劣化要因の解明」成果の寿

命評価手法への反映 

④安全性評価試験

方法 

実規模セルを想定した単電池の安

全性評価試験法の作成 

○ 実規模セル（劣化）の安全性

確認方法の作成 

 

3-28(b)「次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発（劣化解析・抑制手法の開発）」 

【（独）産業技術総合研究所】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

②加速劣化試験に

よる寿命評価手法 

 

小容量セルでの加速劣化式を策定

と「2倍以上の加速劣化因子（充電

レベル(SOC)・温度・負荷など）を

抽出」に資する。小容量セルを用い

た加速パターンを作成する。 

○  

 

 

 

 

③劣化要因解明と

その抑制手法 

 

小容量セルでの各試験条件での各

電池構成材料の電池劣化に関わる

因子の中から、プラグインハイブリ

ッドを模擬した試験条件下で電池

劣化の主要過程を引き起こす劣化

因子（劣化要因）を選定する。また、

保存時の劣化反応の反応速度式を

求める。 

○ 実規模セルに小容量セルで得

られた知見を適用すること

で、劣化要因を検証するとと

もに、小容量セルでの結果を

実規模セルに適用するための

補正係数を算出する 

④安全性評価試験

方法 

3種類程度の電池系における電池構

成材料の濫用時における安全性を

評価するとともに、電池レベルで実

施すべき安全性試験項目の試験を3

種類程度の電池系の小容量セルに

て実施し、JARI、電中研と共同で電

池レベルおよびモジュールレベル

での次世代自動車用蓄電池安全性

評価試験方法を提案する。 

○ 次世代自動車用蓄電池として

想定される 5 種類以上の電池

系について材料レベルから濫

用時の安全性を評価するとと

もに、代表的な電池系におけ

る安全性要因を解明する。ま

た、JARI,電中研と共同で次世

代自動車用蓄電池安全性評価

試験方法を検証する。 
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3-28(c)「次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発（リチウム電池劣化機構解明のため

の in situ 分光法の開発）」 

【(国)東北大学】 

 項目 中間目標 達成度 最終目標 

③

劣

化

要

因

解

明

と

そ

の

抑

制

手

法 

 

顕微分光法と

NMR による電

極・電解質およ

び界面の劣化

挙動解明 

実電池材料を対象に、充放電に

よる劣化過程での活物質、電解

液、界面でのミクロ構造変化を

検出し、劣化機構解明と劣化検

出技術を確立する 

○ 複数のin situ顕微分光手法によ

る実電池材料における劣化挙動を

検出する新しい計測技術の確立 

アコースティ

ックエミッシ

ョン法による

電極破壊機構

の解明 

AE ライブラリの完成とそれを

用いた劣化予測手法の提案 

○ AE 信号を用いた劣化予測手法を実

際の自動車用ハイパワー電池への

適用 

和周派（SFG）

分光法による

電極・電解質界

面の構造変化

測定 

実電池系に近い材料について

表面構造変化と劣化挙動との

相関を明らかにする 

○ In Situ SFG 測定システムの顕微

化を進め、1μm 程度の空間分解能

を持って活物質・電解液界面での

生成物や構造変化を検出し、劣化

挙動との関係をよりミクロに解明 

 

3-28(d)「次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術の研究開発（試験方法の標準化・規格化の検討）」 

【（財）日本自動車研究所】 

項目 中間目標 達成度 最終目標 

①基本性能評価

試験方法の選定 

 

電池の基本性能評価に必要な用語を

定義する。 

○ 定義した用語を IEC/ISO へ反

映させる。 

PHEV、HEV および BEV（以下、各電動

車両）について、種々の走行条件に

おける蓄電池運用条件を調査する。

○ 各電動車両について、車両走行

時の代表的な蓄電池運用条件

を抽出する。 

各電動車両について、蓄電池試験条

件二次案を作成する。 

○ 作成した蓄電池試験条件を

IEC/ISO へ反映させる。 

④安全性評価試

験方法 

 

蓄電池および蓄電池の車両搭載時の

安全性評価試験内容を整理する。 

○ 作成した安全性評価試験方法

を IEC/ISO へ反映させる。 

過充電、過放電、外部短絡、貫通、

圧壊、振動、類焼、熱衝撃、衝撃試

験等の検証を行う。 

○ 

過充電、過放電、貫通、圧壊、熱衝

撃、衝撃試験等の試験方法の作成。

○ 
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⑤次世代自動車

用蓄電池評価試

験 方 法 の 標 準

化・規格化 

ISO12405-1 DIS ○ IS 

IEC61982-4,-5 CDV ○ IS 

国連輸送規制の適正化 

2008 年勧告に適正化反映 

○ 適正化達成 

IEC62196-2 CDV ○ IS 

IEC61851 FDIS ○ IS 

国際規格制定手順                                   

 １．提案段階：NWP(New Work Item Proposal) 

  ２．作成段階：WD(Working Doraft) 

  ３．委員会段階：CD(Commitee Draft) 

 ４．紹介段階：DIS(Draft Intermational Standard:ISO)CVD(CommitteeDraft for Vote:IEC) 

 ５．承認段階：FDIS(Final Drafte international Standard) 

 ６. 国際規格:ISO,IEC(International Standard) 

 

（５）研究開発成果例 

①基本性能評価試験方法の選定 

 性能項目として、容量、エネルギー密度、出力および入力密度等を抽出し、具体的な試験条件

にとして、電池容量を測定する放電率は1時間率（1C）を提案し、出入力試験は10秒間出入力によ

る電圧-電流と下限（放電）電圧または上限（充電）電圧の関係から推定することを提案した(表

3-29)。なお、出入力の代表値としては充電状態（SOC）50％における出力値を用いることとした。

また、用語の共通化とIEC およびISO への反映を目的に、既存規格について用語比較表を作成し、

主要な用語を抽出した（表3-30）。電動車両用リチウムイオン電池の用語（2009年7月9日版）と

して平成20年度果報告会で配布した（巻末の参考資料2を参照のこと）。 

 

表3-29 基本性能評価方法 単電池（実規模セル）の性能試験項目（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊1）0.3kWhモジュールを作製し、以下の目標（性能目標は３kWh級パック電池の換算値）を満足すること、＊2） PHEV充放

電パターン（別途定める）による連続充放電と充電の繰り返し

実規模セルの連続PHEV充放
電試験*2)、保存試験の結果か
ら寿命を推定する。

別途「加速劣化試
験による寿命評価
手法の開発」で検
討

10寿命（年）

2,400体積出力密度
（W/L）

SOC50％における10秒後の出

力値で代表させる。

電流電圧（I-V）

特性に基づく出入
力特性試験

2,000質量出力密度
（W/kg）

95充放電効率（%）

120体積エネルギー密度
（Wh/L）

定電流放電。
放電電流は、想定される負荷
条件に適した値とする。

本NEDOプロ開発電池の性能

評価に適用する放電電流は原
則として1時間率電流とする。

電池容量試験

100質量エネルギー密度
（Wh/kg）

備考試験項目開発目標*1)評価項目

＊1）0.3kWhモジュールを作製し、以下の目標（性能目標は３kWh級パック電池の換算値）を満足すること、＊2） PHEV充放
電パターン（別途定める）による連続充放電と充電の繰り返し

実規模セルの連続PHEV充放
電試験*2)、保存試験の結果か
ら寿命を推定する。

別途「加速劣化試
験による寿命評価
手法の開発」で検
討

10寿命（年）

2,400体積出力密度
（W/L）

SOC50％における10秒後の出

力値で代表させる。

電流電圧（I-V）

特性に基づく出入
力特性試験

2,000質量出力密度
（W/kg）

95充放電効率（%）

120体積エネルギー密度
（Wh/L）

定電流放電。
放電電流は、想定される負荷
条件に適した値とする。

本NEDOプロ開発電池の性能

評価に適用する放電電流は原
則として1時間率電流とする。

電池容量試験

100質量エネルギー密度
（Wh/kg）

備考試験項目開発目標*1)評価項目
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表3-30 電池試験方法の標準化のための用語の抽出例 

１．電池一般：リチウムイオン電池、駆動用電池、電気自動車用電池、ハイブリッド電気
自動車用電池、プラグインハイブリッド電気自動車用電池

２．電池のレベル：単電池（単セル）、電池モジュール、電池パック（組電池）

３．構成部品等：電池管理システム

４．特性・性能：容量、定格容量、時間率、定格放電電流、定格電圧、放電終止電圧・・・
 

 

 寿命試験用充放電パターンの基礎データとするために、駆動方式や車両サイズの異なる HEV 3 

台および PHEV 1 台について、日米欧各国の認証走行パターン等を用いて台上試験を行い、電池

の電流、電力、温度等の充放電データを測定した。また、実車データの補間を目的として、シミ

ュレーション計算により制御方式の異なる PHEV の充放電データを取得した。さらに、実車の充放

電パターンを基に寿命試験用充放電パターンを作成するロジックを検討し、その有効性を単セル

試験によって確認した。このロジックを台上試験とシミュレーションによって取得した充放電デ

ータに適用し、PHEV（図 3-87）、HEV および BEV それぞれについて寿命試験用充放電パターン一

次案を作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-87 PHEV 用充放電パターン一次案 

 

②加速劣化試験による寿命評価手法の開発 

 要素技術開発（電池開発）委託先から提供を受けた 3 電池系の小容量セルを用いて、SOC と温

度依存の保存寿命データ等を蓄積した（図 3-88）。温度加速と SOC 条件との 2 因子を抽出した。

容量に対して 25-60℃の範囲で、高温ほど劣化が促進されることが確認された。また、小容量セ

ルを用いた基本充放電性能（1Ｃ充放電）は約 400 サイクル時点で、容量 90％程度となること確

認した。 
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図3-88 保存試験（SOC90%）における温度の効果 

（青：25℃,緑：40℃, 赤：50℃,茶：60℃） 

 

 また、PHEV で想定される走行時の劣化を見積もるために、PHEV を想定した簡易サイクル運転

パターンによる連続サイクル試験を実施した。温度条件は標準条件（25℃）と加速条件（昇温：

例えば 50℃）の 2条件とし、n=2 で実施した。図 3-89 に連続 PHEV サイクル試験（左）と保存試

験（右）の概念図を示す。PHEV 用途では高入出力に加えて大きな充放電深度によるサイクル試験

が必要とされるため、従来とは異なる劣化挙動の生ずる可能性があった。しかし、高 SOC と高温

という加速因子を異なる材料構成のセルについて抽出することができた。つまり、種々の加速試

験について、SOC と温度の履歴について注視するという指針が固まった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-89 連続 PHEV サイクル試験（左）と保存試験（右）の概念図 
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③劣化要因の解明とその抑制手法の開発 

要素技術開発（電池開発）から提供をうけた小容量セルを用いた充放電試験と保存試験を実施

し、電池特性（容量、出力）の変化についてデータを取得し、蓄電池運用条件での劣化を加速す

る因子の抽出を進めた。通常の定電流充放電サイクルでは、明瞭な容量劣化に伴うACインピーダ

ンス解析円弧成分の増大が認められた（図3-90）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-90 サイクル経過とACインピーダンス測定（小容量セル） 

 

正極材料に Li(NiCoAl)O2 (NCA)、負極材料にハ

ードカーボンを用い、高出力型の小容量モデルセ

ル（18650 型）の製作し、サイクル試験による加

速パターンの予備検討を行った。試験終了後、セ

ル を 解 体 し 電 極 の 状 態 評 価 を 進 め た 。

SPring-8/BL47XU において、硬Ｘ線光電子分光測

定（HX-PES）で電極試料をアルゴンガス下で取り

扱う手法を確立し、正極のみならず負極について

も高分解能のスペクトルを取得することが可能に

なった(図 3-91)。 

電池の劣化に伴い、正極の表面に種々の有機系

炭酸塩の存在を XPS や赤外線分光法により確認し

ている。そこで、電極を加熱処理し種々の分光学

的評価を加えることで、表面生成物と性状と電池

の安全性にも通ずる電極材料の熱的な安定性につ

いて評価を行った。図 3-92 は SOC70%の電池から

図 3-91 25 ℃で保存した電池の

   硬Ｘ線光電子スペクトル（C 1s）
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取り出した正極について、150-550 ºC で熱処理後測定した O-K 端 XANES スペクトルである。比較

のために NCA と NiO のスペクトルも示している。150 ºC および 550 ºC では、試料最表面の情報

である全電子収量法（TEY）とバルクに近い情報である蛍光法（FY）双方のスペクトル形状は類似

しているが、350 ºC では明確な差異がみられる。つまり、正極材料の熱分解が、表面とバルクで

は異なる挙動を示すことが明らかになった。そこで、電極で生じている表面状態の変化を選択的

に解析可能な手法の一つとして XAFS 測定を選択した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-92 XANES（O-K 端）による正極（小容量モデルセル）の表面状態の分析。 

(a) TEY 法 (b)FY 法。 

 

 LiCoO2, LiMn2O4正極の充放電による構造変化を in situ で顕微ラマン散乱測定するため、液体

電解液用セルを作成し、固体薄膜用セルと併用して比較検討した。どちらのセルでも、充放電に

伴う構造変化を検出できた。LiCoO2正極では、A1gモード(496cm-1, 592cm-1)の強度・ピーク波数が

リチウムの挿入脱離にともない可逆的に変化し、特に H1 から H2 への相転移で大きく変化する。

Li が欠損して生ずる Co3O4のピーク(522cm-1, 680cm-1)は、サイクルと共に強度が増加し、容量劣

化と良く対応する事が分った。NMR 装置中に設置するモデルリチウム電池を試作し、NMR マイクロ

イメージング法によるリチウム電池内部の画像取得に世界で初めて成功した(図3-93)。PC+LiClO4

電解液に負極として金属リチウムを用いたセルではリチウムと接触した部分からゲル化が進行す

る事がマイクロ MRI 画像と局所選択 NMR 法により分った。 

 市販の 18650 電池と産総研から提供された 18650 型電池について、充放電過程でのアコーステ

ィックエミッション（AE）信号検出に成功した(図 3-94)。市販の電池は放電末期に二段階で特徴

的な AE 信号を発生し、産総研の電池は比較的 AE が少ない結果を得た。また、製造後エージング

等の前処理を行う際にも多数の AE 信号が発生する事が分った。 

 和周波(SFG)分光法により、LiCoO2とプロピレンカーボネート(PC)との界面における PC の配

向吸着とリチウム塩添加による配向の変化を SFG 信号として検出することに世界で初めて成功し

た。 
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図 3-93 モデル電池の NMR マイクロイメージング(Li 電極, PC 電解液 2 月後) 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-94 18650 型実用電池からの AE 信号 

 

④安全性評価試験方法 

 自動車用リチウムイオン電池の使用状態として、輸送・保管・通常使用・衝突事故を想定し、

安全面から考慮すべき事象をリストアップした上で、これまでの既存の安全性試験法の調査結果

を取り入れながら、上記事象に対して想定される標準化項目を抽出した（図 3-95）。また、

ISO/TC22/SC21(電気自動車)や IEC/TC21/SC21A/TC69 JWG（自動車用リチウムイオン電池セル）の

国際標準の審議状況を踏まえ、確認すべき試験項目と試験条件を整理した上で、前述した 11 項目

の安全性評価試験を行い、蓄電池への影響を調査した。さらに、取得した試験データに基づき、

過充電、過放電、外部短絡、貫通、圧壊および振動の各試験方法の作成に着手した。 
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図 3-95 安全性評価試験標準化項目の調査 

 

⑤次世代自動車用蓄電池評価試験方法の標準化・規格化 

 電池技術 WG、電池標準化 WG、電池輸送 WG および本年度より新規に立ち上げた電池充電標準化

WG において検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-96 自動車用リチウムイオン電池の容量と UN 輸送試験要求 

使用状態 想定される事象

輸送 車載状態 振動（陸海輸送時）

モジュール･
パック状態

振動（陸海空輸送時）

環境（温湿度,気圧,腐食物）

積載条件（偏荷重負荷,振動）

輸送時加減速（急加減速,離着陸）

衝撃（落下,衝突,異物貫通）

保管 車載状態 環境（温湿度,気圧,腐食物）

モジュール･
パック状態

環境（温湿度,気圧,腐食物）

積載条件（偏荷重負荷,振動）

通常使用 走行状態 環境（温湿度,腐食物）

振動（走行振動）

発熱,膨張（内部短絡）

発熱（高温暴露による自己発熱）

過充電

過放電

駐車状態
（含む充電時）

環境（温湿度,腐食物）

過充電

過電流

結露

衝突事故 通常使用時
（含むモジュー

ル･パックまたは
車両輸送時）

減速度,変形,異物貫通,外部短絡

火災

水没

転覆

想定される標準化項目

過充電試験 電気的試験

過放電試験

外部短絡試験

大電流試験

貫通試験 機械的試験

圧壊試験

振動試験

衝撃試験
（加減速負荷）

落下試験

転覆試験

（衝撃圧壊試験）

水中投下試験 環境試験

熱衝撃試験

加熱試験

結露試験

高温･腐食物
暴露試験

低圧暴露試験

火炎暴露試験 類焼試験

積載注意表示で対応か

自動車用リチウムイオン電池の容量とＵＮ輸送試験要求（国連専門家小委員会）

・ ＰＲＢＡ改訂案の積極支援による改訂達成

・大形・小形区分の改訂（6200 Wh⇒600 Wh⇒12ｋｇ）

・電池質量による大形・小形区分の誘導（PI903での１２ｋｇ条項転用）
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電池標準化 WG では、ISO12405-1（ドイツ案 H21 年 2 月 CD 登録、電気自動車用リチウムイオン

電池パック/システム試験）への対応を検討し、日本の意向を反映すべく改訂提案活動を行ってい

る。セルに関しては、性能／安全性試験方法について日本から新規提案し、IEC/TC21/SC 21A/TC 

69JWGで審議が開始され、電池パック／システム試験との整合性等を検討した。電池輸送WGでは、

自動車用リチウムイオン電池に関する国連輸送規制の適正化に向けて、PRBA（米国電池工業会）

提案を支持した結果、大型小型の区分変更等が国連危険物輸送専門家小委員会で採決された（図

3-96）。電池充電標準化 WG では、日本提案のカプラかん合形状が SAE（米国自動車技術会）で承

認の予定。日本提案の IEC62196-2「電気自動車コンダクテイブ充電用車両カプラかん合部形状の

寸法互換性」が IEC/TC23/SC23H に新規提案として承認された。 

 

（６）成果の普及 

平成 21 年度 4月末時点での外部発表の実績を表 3-31 に示す。 

 

表 3-31 外部発表の実績 

研究テーマ名 実施者 
特許 

出願 

論文 

発表 

講演 

発表 

次世代自動車用高性能蓄電池基盤技術

の研究開発 

電力中央研究所 

日本自動車研究所 

産業技術総合研究所 

東北大学 

1 3 39 
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（７）最終目標達成の見通し 

①基本性能評価試験方法の選定 

 電池の基本性能評価試験方法並びに各電動車両の車両走行時の代表的な蓄電池運用条件を

IEC/ISO へ提案していくことで、日本主導による標準化が可能となる。 

②加速劣化試験による寿命評価手法の開発 

内部抵抗変化など非破壊計測や電池解体・分析に基づく材料劣化情報を、加速劣化試験条件と

の対応で寿命推定精度を向上させていくことで、期間短縮 5倍以上となる加速寿命診断等の最終

目標を達成できる見込みである。また、寿命に関しては、開発目標の 10 年間に対して、5倍の加

速劣化試験が可能になったとしても 2年間の試験期間を要することとなり、プロジェクト全期間

からしても、開発途中段階（例えば、平成 21 年度末）の供試セルの試験から、「要素技術開発（電

池モジュール）」担当法人の電池製造ポテンシャルを推定し、短期間での寿命推定が求められる最

終開発電池との隙間を埋めることが必要である。 

③劣化要因の解明とその抑制手法の開発 

今後、実規模セルに小容量セルで得られた知見を適用することで、劣化要因を検証するととも

に、小容量セルでの結果を実規模セルに適用するための補正係数を算出する。また、複数の in situ

測定手法による実電池材料における劣化挙動を検出する新しい計測技術を確立する。中間目標を

ほぼ達成できており、最終目標達成についても見通しがついたと考えている。 

④安全性評価試験方法 

中間目標はほぼ達成しており、今後は電池系を増やしてデータを蓄積、解析を行う段階となる。

材料レベル、単セルレベル、モジュール電池レベルでの安全性評価試験結果を比較検討すること

により安全性要因の解明が可能になること、また、実際の試験データに基づいた合理的かつ標準

的な試験方法を IEC/ISO へ提案するとことで、最終目標の達成が期待できる。 

⑤次世代自動車用蓄電池評価試験方法の標準化・規格化 

自動車用リチウムイオン電池パック/システム試験方法、単セルの性能、安全性試験方法、さら

に車両カプラかん合部形状の寸法互換性などについて ISO、IEC、SAE（米国自動車技術会）会議

で各国と協調しながら日本の意見、考え方を主張し日本の主導による国際標準を作成する。また

国連危険物輸送専門家小委員会において関係団体と意見調整し輸送関連の規制条件を適正化し，

自動車リチウムイオン電池輸送の普及を図る。以上の活動の実施により、最終目標の達成が期待

できる。 
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第４章 実用化、事業化の見通し 

 

１．要素技術開発（電池開発） 

【開発したモジュール電池を製品化して実車に搭載することが実用化、事業化イメージとなる】 

（１）成果の実用化可能性 

単電池セルレベルでは既に中間目標が達成され、最終目標の達成も十分に見込める。本プロジ

ェクトで得られた成果を元に委託先内での開発化・製品化の段階を経ることで、プラグインハイ

ブリッド自動車用高性能リチウムイオン電池の実用化が見通せる。各委託先は、現在、ハイブリ

ッド自動車または電気自動車用のリチウムイオン二次電池の技術開発を自動車メーカーと連携し

て実施していることから、事業化の見通しも期待できる。 

（２）事業化までのシナリオ 

 自動車メーカーと共に開発車種の設計仕様に適合した実用的な条件での評価試験を積み重ね

ることで、電池構成材料や製造プロセスの検討を通じてコストダウンを実現するとともに、耐久

性並びに安全性の確保を行うことが事業化への課題となる。表4-1に事業化への年度展開例を示

す。本プロジェクト終了後に、開発段階へシフトし、順次、製品化段階、市場出荷段階に移行す

ることで実用化する。また、開発段階以降では、他の企業との連係（共同研究・合弁事業等）が想定

される。また、図4-1に実用化へのイメージ図を示す。 

 

表4-1 事業家への年度計画例－要素技術開発（電池開発）－ 

     項目 ～H21年度 

（～FY2009） 

～H23年度 

（～FY2011）

～H25年度 

（～FY2013）

～H27年度 

（～FY2015） 

～H30年度 

（～FY2018）

研究段階 ○ ○    

開発段階   ○   

製品化段階    ○  

市場出荷段階     ○ 

他の企業との連係等

ライセンス・合弁等 

  ○ ○ ○ 

（注１）研究段階：材料等要素技術研究（ラボスケール研究）段階、特許出願 

（注２）開発段階：製品化に向けた研究、量産化技術研究、無料サンプル提供 

（注３）製品化段階：量産化技術確立、量産設備投資検討段階、サンプル出荷 

（注４）市場出荷段階：製品の販売、損益分岐点を超える段階 

（注５）他の企業との連係（共同研究・合弁事業、ライセンス供与、アライアンス、販売提携等等）の計画 
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図4-1 実用化へのイメージ図－要素技術開発（電池開発）－ 

 

（３）波及効果 

本技術全体の事業化の他に、本技術を構成する個別の要素技術（例えば制御用回路など）など

製品に適用可能な技術は適宜製品に反映される可能性が期待される。また、プラグインハイブリ

ッド自動車等の本格的普及にともない、風力･太陽光発電といったエネルギー源の多様化に資す

ることができるだけでなく、本電池技術を応用し有効活用が進めば、軽量・コンパクトが要求さ

れる介護用機器・電動工具・ロボットなどの移動型電源やバックアップ電源用途など、結果的に

マーケットが拡大し、さらなるコスト低減につながるという相乗効果も期待される。図4-2に波

及効果のイメージを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図4-2 波及効果のイメージ 
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化

☆モジュールにて
業界最高水準の

高エネルギー密度
高出入力密度
長寿命
安全性
低コスト

を実現

☆自動車メーカーとの共同研究

（車種に適合した電池設計の確立）
☆量産仕様

（部材等のコストダウン、信頼性、
安全性、生産性の向上の確立）

☆開発成果の応用による
車載用以外での製品化

「研究段階」 「開発・製品化段階」
「市場出荷段階」

ＥＶ「アイ・ミーブ（三菱自動車）」
2009年2000台、2010年5000台想定

ＰＨＥＶ「プラグインステラ（富士重工）」
2009年170台

ＥＶ「(日産）」
2010年秋5万台、
2012年後半世界20万台立ち上げ

ＨEＶ「プリウス（トヨタ）」
2009年6月2．2万台販売

ＨEＶ「インサイト（ホンダ）
2009年10万台超販売目標

高性能リチウム二次電池

評価データ

ノウハウ

電動車両用リチウムイオン
二次電池の国際標準・規格ロボット・介護機器・電動工具

自然エネルギー発電平準化

スマートグリッド

電動車両
（ＥＶ、ＰＨＥＶ、ＨEＶ etc.）
の普及
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２．要素技術開発（電池構成材料開発および電池反応制御技術の開発） 

【開発した電池材料をラミネートセルレベルの電池に適用することが実用化イメージとなる】 

（１）成果の実用化可能性 

正極材料、負極材料の実用化に関しては、開発した電極材料の性能のポテンシャルを引き出し

て目標値を達成するための電極材料の組成、粒径、電極層厚み等の基本的な検討項目に加えて、

これまでに無い高容量電池であるが故の安全性の確保が重要となってくる。 

また、電池動作として基本原理上で最も重要な因子即ち、たとえば N/P 比（負極容量/正極容量

バランス比）等に代表される電池設計上の問題点を検証し、さらにレート特性、保存特性、寿命

特性、信頼性などの電池動作として最低限必要な課題抽出を行い、電極素材としての実用化させ

るための包括的な改善要素を検討することが必要である。これらの試作・評価結果を電池メーカ

ー等のユーザーへ提示、あるいはサンプル提供を行う際の基礎データの蓄積が必要である。 

これらの結果から電池視点での本素材の実用化を見通すことが可能となり、中・大型電池試作

など実用化ステップに向けた効率的な展開、すなわち新規な正極材料が円滑に量産化移行できる

ようユーザーの要望する各種電極特性改善に対応できる基本的性質の把握とそれらを粉末物性に

置き換え制御できる技術の確立により実用化をはかることが可能である。 

 電解液の実用化に関しては、低コスト化を視野に入れた合成ルートの探索や生成技術の確立、

実用レベルの電池異常時に対する安全性因子の解析、セル大型化に伴い発生する課題（排熱、強

度など）の抽出、また開発したイオン液体等の電解液に最適な電極やセパレーターの選定などの

多くの課題が挙げられるが、これらの課題解決を着実に進めていくことが必要である。 

現在までに、おおむね中間目標が達成されてきており、最終目標の達成も十分に見込める。本

プロジェクトで得られた成果を元に委託先内での開発化・製品化の段階を経ることで、電動自動

車用高性能リチウムイオン二次電池用材料の実用化が見通せる。委託先材料メーカーの一部に関

しては、現在、民生用リチウムイオン二次電池での販売実績があることから、ハイブリッド自動

車または電気自動車用のリチウムイオン二次電池の市場においても事業化の見通しが期待できる。

また、研究所並びに大学での成果については、企業との共同研究等を実施することで実用化への

道筋がつくことが期待できる。 

（２）事業化までのシナリオ 

電池メーカーと共に開発電池の設計仕様に適合した実用的な条件での評価試験を積み重ねつつ、

製造プロセスの検討を通じてコストダウンを実現するとともに、耐久性並びに安全性の確保を行

うことが事業化への課題となる。表 4-2 に事業化への年度展開例を示す。本プロジェクト中に、

開発段階へシフトし、順次、製品化段階、市場出荷段階に移行することで実用化する。また、製

品化段階以降では、他の企業との連係（共同研究等）が想定される。また、図 4-3 に実用化へのイメ

ージ図を示す。 
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表4-2 事業化への年度計画例－要素技術開発（電池構造材料開発）－ 

     項目 ～H21年度 

（～FY2009） 

～H23年度 

（～FY2011）

～H25年度 

（～FY2013）

～H27年度 

（～FY2015） 

～H30年度 

（～FY2018）

研究段階 ○     

開発段階 ○ ○    

製品化段階  ○ ○   

市場出荷段階   ○ ○ ○ 

他の企業との連係等

ライセンス・合弁等 

 ○ ○ ○ ○ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図4-3 実用化へのイメージ図－要素技術開発（電池構成材料開発）－ 

 

（３）波及効果 

本技術全体の事業化として、出力特性が重要視される電動工具、電動二輪車などの製品に適宜

適用されることが期待される。また、イオン液体などは民生用蓄電池の安全性の更なる向上のた

めに適用される可能性もある。また、イオン液体などは電池用電解液としての用途に限らず、工

業用の溶剤としての用途などが期待され、それらの市場が先に立ち上がることによってさらなる

低コスト化が促進され、電池用電解液としてのコスト低減も期待される。 

 

３．要素技術開発（周辺機器） 

【開発した周辺機器を製品化して実車に搭載することが実用化イメージとなる】 

（１）成果の実用化可能性 

モータに関して、要素技術についての可能性を追求した研究開発レベルであり、これを製品化

して実車に搭載できるようにするには、自動車メーカーや電機メーカーと共に実機スケールの試

作試験を行い、製造技術やコストも含めた更なる研究開発が必要である。しかしながら、本研究

開発によって極められた要素技術によって、実用化、製品化に向けたシナリオが明確になるので、

実車に搭載できる状態にすることは、かなり容易になると思われる。また、開発した瞬発キャパ

シタモジュールおよび蓄電パワエレ技術については、回生についての可能性と、モータの高効率

化の可能性を極めたものであり、その中で得られた要素技術成果が実車に搭載される可能性を有

する。 

☆材料レベルでの
高エネルギー密度
高出入力密度
安全性
低コスト

可能性示唆

☆電池メーカーとの共同研究
（電池種に適合した材料設計の確立）

類似技術の高安全電池への適用
☆量産仕様

（原料等のコストダウン、信頼性、
生産性の向上の確立）

☆メーカへの技術供与と実用化開発
（研究所・大学）

「研究段階」
「開発・製品化段階」 「市場出荷段階」

実
用
化
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現在までに、おおむね中間目標が達成されてきており、最終目標の達成が期待されるが、解決

すべき課題も多く、また、レアアース磁石を用いたモータの技術開発の進展が早いことから、実

用化のためには、本プロジェクトで得られた成果を元に委託先内での開発化・製品化の段階でさ

らなる高性能化・コンパクト化を図る必要が生じる可能性もある。委託先メーカーの一部に関し

ては、現在、小型モータの販売実績があることから、ハイブリッド自動車または電気自動車用の

リチウムイオン二次電池においても事業化の見通しも期待できる。また、大学での成果について

は、企業との共同研究等を実施することで実用化への道筋がつくことが期待できる。 

（２）事業化までのシナリオ 

 モータの事業化に対しては、上記実用化開発の課題を明らかにした後、量産設備、工法、振動・

騒音対策、放熱・冷却対策等を行うことで見通しを得られる。表 4-3 に事業化への年度展開例を

示す。本プロジェクト終了後に、開発段階へシフトし、順次、製品化段階、市場出荷段階に移行

することで実用化する。また、製品化段階以降では、他の企業との連係（共同研究等）が想定される。

また、図4-4に実用化へのイメージ図を示す。 

 

表4-3 事業化への年度計画例－要素技術開発（周辺機器開発）－ 

     項目 ～H21年度 

（～FY2009） 

～H23年度 

（～FY2011）

～H25年度 

（～FY2013）

～H27年度 

（～FY2015） 

～H30年度 

（～FY2018）

研究段階 ○ ○ ○   

開発段階   ○   

製品化段階    ○ ○ 

市場出荷段階     ○ 

他の企業との連係等

ライセンス・合弁等 

   ○ ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4 実用化へのイメージ図－要素技術開発（周辺機器開発：モータ）－ 

 

（３）波及効果 

 モータにおいて、レアアース使用量の低減によって将来的な供給不安が低減され、かつ、コス

トダウンも実現できる可能性がある。その結果、モータの供給が安定して確保されることから、

モータを使用する電動車両の普及に資する。また、更なる性能向上かつコンパクト化が実現する

実
用
化

☆プロトタイプにて
省レアアースモータ

または
脱レアアースモータ

の自動車用用途での
実用性を検証

☆自動車メーカー等との共同研究

（車種に適合したモータ設計の確立）
☆量産仕様

（性能向上、部材等のコストダウン、
信頼性、生産性の向上の確立）

☆開発成果の応用による
車載用以外での製品化

「研究段階」
「開発・製品化段階」

「市場出荷段階」
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ことで、電動バイク等への適用の可能性が、また、その他分野においても適用の可能性が期待で

きる。 

 

４．次世代技術開発 

【開発した電池材料をコインセルレベルの電池に適用することが実用化イメージとなる】 

（１）成果の実用化可能性 

①金属－空気電池系 

Li-空気系電池（有機電解液）においては、現在までにある程度、最適な空気極触媒の開発に成

功しているので、今後、ナノロッドなどの構造を制御した高表面積な触媒系の合成と応用、固体

電解質による充電時に発生するデンドライドの影響の除去、合金系負極の応用による安全性の確

保により、コインセルレベルでの電池への展開が可能である。また、大容量の達成には生成する

Li2O で覆われて失活しない空気極触媒の開発が必要である。Li-空気電池（水溶液）ではラミネ

ート封入式の薄型セルを試作および試験を行っており、実用セルとしての一つの具体化がなされ

た。 

さらに実用性を高めるためには、より大きな面積にポリマー電解質を塗布する技術の確立、固

体電解質または同等品を大面積化する材料技術の開発とともに、リザーバーが蒸発し失われるこ

とへの対処策、放電時の放電生成物の収容の問題、水の発生による体積増の問題等への対応策の

確立が必要である。基礎研究でセルの材料構成がある程度固定されれば、それに続く段階として

メーカとの共同研究へと移行し、セルの大型化、システムとしてのセルのあり方などの事業化に

向けた課題が検討されることにより事業化見通しが得られる。 

Zn－空気電池に関しては、車載用には空気ブロアーを併用した空気電池システムの設計を行う

必要がある。燃料電池スタックセルの技術が大いに参考になると考えられる。 

②リチウム硫黄電池系 

硫黄系固体電池は、ナノ構造内に集電体、正極、電解質、負極を構築した複合電池を考えてお

り、メソ孔内で硫黄と固体電解質の複合化により、集電体構造、正極、電解質の積層電池は溶液

系リチウム電池の高出力特性を凌駕する躍進的な高速全固体リチウム電池となり得る。さらにこ

の構造内に負極を合わせて集積させることにより、空間を最大限に利用した全固体電池への展開

が可能である。実用化するための更なる課題は、ナノ構造内への固体電解質および集電体の複合

化である。 

Li-S系全固体電池では、電極活物質と電子導電材を均一に分散させた状態とするためレーザー

アブレーション法を用いた試料合成をおこなっており、そのため薄膜形状の試料を用いた研究を

進めている。単位面積当たりの活物質担持量を実電池レベルとするためには数十ミクロンの膜厚

とするか、レーザーアブレーションによる粉末合成を行い、通常の電池で用いられる塗布型電極

に近い形状とする必要がある。厚膜化の可能性・限界を探り、粉末合成については、レーザーア

ブレーション法を用いた酸化物個体電解質微粒子合成技術の応用により可能である。 

③多価カチオン電池系 

多価カチオン電池系における Mg イオン電池は、短絡しても MgO 被膜ができやすいために安全性

が高く、戦略物質を使用しないことから実用性に向いている。しかしながら、本開発品の正極活
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物質以外に、Mg イオンを溶解しやすい電解液、Mg イオンを透過しやすいセパレータ、サイクル性

能が高い負極等の開発など解決すべき課題が山積している。 

④新形態リチウムイオン二次電池系 

酸化物系負極、カーボンナノチューブ系負極、リチウム金属負極、C/Si 負極、ガスデポジショ

ン負極、カーボンナノ正極、ホウ素化合物系電解液、イオン液体に関しては、いずれも開発した

電極材料に対して他の構成材料を選択することにより、コインセルレベルまたはラミネートセル

レベルの電池を作製可能である。量産化技術、電極製造プロセスの開発、低コスト化、また他の

構成材料との組み合わせ、セル試作による安全性・信頼性についての検討を行う事でこれら開発

された素材の実用性を見通すことが可能となる。 

第一原理計算を用いたイオン伝導体中のイオン移動シミュレーション技術に関しては、イオン

移動現象に関するモデル構築を完了させることで、固体電解質の性能最適化を進めることが可能

となり、実用化に寄与する。 

⑤解析技術 

XAFS 測定による全固体電池の電極／電解質界面の深さ分解測定の有用性が明らかとなったこ

とから、測定系の改良、X 線のナノビーム化の適用を進めることによって、分解能の向上をはか

ることで、最終的には革新的二次電池の界面評価へ適用できると考えられる。 

 熱特性解析においては、電池の高エネルギー密度化や使用環境による性能の変化と安全性との

関係を電気化学反応に立ち戻って相関づける技術であることから、今後の電池の高エネルギー密

度化に際して、評価項目としての着眼点を提示することが可能であり、早期の実用化が可能であ

る。 

現在までに、おおむね中間目標が達成されてきており、最終目標の達成が期待されるが、実用

化に至るまでには解決すべき課題が山積している。本プロジェクトの最終目標は、エネルギー密

度のみであるため、実用化のためには、出力密度、寿命、安全性等に関しての更なる基礎研究を

継続することで、課題の解決を図っていく必要がある。また、性能が一定のレベルに達した段階

では、信頼性、コストの問題も重要な課題となる。委託先メーカーの一部に関しては、比較的早

い段階での実用化を目指していることを期待しているが、大学での成果については、今後とも継

続的に基礎研究を進めていくことが肝要であり、基礎研究に目処がついた後には、企業との共同

研究等を実施することで実用化への道筋がつくことを期待したい。 

（２）事業化までのシナリオ 

 プロジェクト終了後に、開発段階に入るものが存在する可能性もあるが、今後とも、長期に

わたる基礎研究を継続する必要があるため、事業化については長期的な視点で見守る必要がある。

表 4-4 に事業化への年度展開例を示す。H30 年度までの市場出荷段階への到達は難しいものと想

定している。また、製品化段階以降では、他の企業との連係（共同研究等）が想定される。また、図

4-5に実用化へのイメージ図を示す。 
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表4-4 事業化への年度計画例 

     項目 ～H21年度 

（～FY2009） 

～H23年度 

（～FY2011）

～H25年度 

（～FY2013）

～H27年度 

（～FY2015） 

～H30年度 

（～FY2018）

研究段階 ○ ○ ○ ○ ○ 

開発段階   ○ ○ ○ 

製品化段階     ○ 

市場出荷段階      

他の企業との連係等

ライセンス・合弁等 

    ○ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5 実用化へのイメージ図－次世代技術開発－ 

 

（３）波及効果 

電気自動車等の本格的普及に資するだけでなく、系統連係やスマートグリット用のMW級の大型

電池の大幅なコンパクト化に資することができる。また、従来、蓄電池の適用が想定されていな

かった、新規なマーケットが示される可能性もある。 

 

５．基盤技術開発 

【電池材料または電池セル、モジュールに対して、標準的に適用可能な各種評価・解析方法を 

確立すること、さらには、確立された評価法を国際標準・規格に反映することが実用化イメー

ジとなる】 

基盤技術開発として、「実用化」の最終目的のひとつは、国際標準・規格化への成果の反映であ

る。そのため、試験方法・手順を公開し、実データに基づくパラメータ設定の影響を明らかにし

ていく必要がある。最近の国際標準・規格化の動きとして、電動車両用のリチウムイオン電池に

係わる ISO/IEC の動きも活発化しているが、当基盤技術開発における活動により IEC では日本主

導での国際標準化を実現できる見通しである。このことは、現在世界的に先行している日本の蓄

電池技術の優位性を世界市場に展開するために非常に有効となることが期待される。一方、試験

☆材料レベルでの
高エネルギー
密度

可能性示唆

☆電池メーカーとの共
同研究

（電池種に適合した
システム設計の確立）
☆量産仕様

（原料等のコストダウ
ン、信頼性、安全性、
生産性の向上の確立）
☆メーカへの技術供与
と実用化開発

（研究所・大学）

「研究段階」 「開発・製品化段階」

「市場出荷段階」

実
用
化

☆材料レベルでの
特性改良のための
基礎研究の継続

☆電池種に適合し
たシステム設計の
検討

「Li-EADプロジェクト」

「後継プロジェクト」
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方法として、非常に高度な機能を有する充放電装置などを必要とする過度に高価な設備投資や、

長期の充放電設備占有を避ける実用的な視点からも、基本性能評価試験方法・加速劣化寿命評価

試験方法等を適宜、改良し見直す必要がある。本基盤技術開発の成果も実データを反映させなが

ら、国際規格・標準との整合性を図る必要がある。表 4-5 に自動車用リチウムイオン二次電池評

価試験方法の標準化への年度展開例を示す。 

現在までに、おおむね中間目標が達成されてきており、最終目標の達成も十分に見込める。一

方、ISO/IEC において 2011 年度の IS 発行を現段階では目指しているが、今後の ISO/IEC 会議等

での議論の展開によっては調整に時間がかかることも予想され、プロジェクト終了後にずれ込む

可能性もある。また、図4-6に実用化へのイメージ図を示す。 

 

表 4-5 自動車用リチウムイオン二次電池評価試験方法の標準化への年度展開例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 4-6 実用化へのイメージ図－基盤技術開発－ 

 

電
池
開
発
に
反
映

海
外
市
場
へ
の
展
開

☆性能評価試験方法・安全評
価試験方法についての提案と
適用

☆自動車メーカー、電池メーカー
等が参加した委員会を開催し、国
内の意見を集約してISO/IEC等で
日本の意向を反映した標準化の
実現

☆電池メーカーの開発・自社電池
評価への適用

「各種試験方法の提案」
「国際標準への提案」 「国際標準化」

1

２００７年度 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度 ２０１１年度実施内容

ISO/TC22/SC21

ドイツ案に対し

修正案を提案

調査・検討
(ＩＳ発行：仮）

修正案提案

調査・検討 (ＩＳ発行：仮)
単電池の試験
標準NWIP提案

IEC/TC21/SC21A/
TC69 /JWG

日本から新規提案

ドイツ：NWIP提案◎
日本：単電池を分離提案 ◇

２００７年度 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度 ２０１１年度実施内容

ISO/TC22/SC21

ドイツ案に対し

修正案を提案

調査・検討
(ＩＳ発行：仮）

修正案提案

調査・検討 (ＩＳ発行：仮)
単電池の試験
標準NWIP提案

IEC/TC21/SC21A/
TC69 /JWG

日本から新規提案

ドイツ：NWIP提案◎ドイツ：NWIP提案◎
日本：単電池を分離提案 ◇

◎

日本提案承認

ドイツ提案承認

☆☆
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参考資料 1：特許リスト並びに論文リスト（（査読有）2009 年 4 月末時点） 

（１）特許リスト 

【要素技術開発】 

 出願日 受付番号 出願に係る特許等の標題 

パナソニッ

ク 

2007 年 11 月 5 日 特願 2007-286970 二次電池及びその製造方法 

2008 年 3 月 18 日 特願 2008-069959 粉体物性測定方法および粉体物性

測定装置 

2008 年 3 月 19 日 特願 2008-071474 非水電解質二次電池 

2009 年 1 月 20 日 特願 2009-010336 非水電解質二次電池用正極活物質

の製造方法 

2009 年 3 月 6日 特願 2009-053357 非水電解質二次電池用正極活物

質、その製造方法、および非水電

解質二次電池 

2009 年 3 月 13 日 US12/403702 粉体物性測定方法および粉体物性

測定装置 

2009 年 3 月 17 日 特願 2009-064842 非水電解質二次電池 

 2009 年 3 月 18 日 PCT/JP2009/001211 非水電解質二次電池 

ジーエス・ユ

アサコーポ

レーション 

2008 年 5 月 26 日 特願2008－136535 

 

電気化学的活性材料用製造装置，

電気化学的活性材料の製造方法及

び非水電解質二次電池 

2008 年 10 月 3 日 

 

特願2008 -258312 

 

正極材料，正極材料の製造方法，

及び該製造方法で製造された正極

材料が備えられている非水電解質

二次電池 

2008 年 11 月 14 日 特願 2008-283588 

 

電極材料製造装置，電極材料の製

造方法およびリチウム二次電池の

製造方法 

2009 年 3 月 24 日 意願 2009－006539 蓄電池 

2009 年 3 月 24 日 意願 2009－006540 蓄電池 

2009 年 3 月 24 日 意願 2009－006541 蓄電池 

日立製作所

／日立ビー

クルエナジ

ー 

2008 年 2 月 20 日 特願 2008-041333 リチウム二次電池 

2008年4月15日 特願2008-105303 非水電解液二次電池 

2008年4月30日 特願2008-118686 電池モジュール 

2008年6月6日 特願2008-149050 捲回式二次電池およびその製

法 

2008年7月4日 特願2008-175263 非水電解液二次電池 

2008年7月4日 特願2008-175277 二次電池 
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2008年7月4日 特願2008-175598 密閉型二次電池 

2008年7月11日 特願2008-181554 捲回式二次電池 

2008年7月16日 特願2008-184597 電池モジュール 

2008年12月19日 特願2008-323412 扁平形二次電池 

2009年2月27日 特願2009-046480 非水電解液二次電池および非

水電解液二次電池用電極 

2009年2月27日 特願2009-046481 リチウム二次電池用正極およ

びリチウム二次電池 

三菱重工業

／九州大学

／九州電力 

2007 年 11 月 16 日 PCT/JP2007/72289 非水電解質二次電池用正極活物

質、及び非水電解質二次電池用正

極活物質の製造方法 

2008 年 3 月 28 日 特願 2008-086113 フッ化物電極活物質 

三菱化学／

日本合成化

学工業 

2008 年 2 月 29 日 特願 2008-49805 電解質およびそれを用いたリチウ

ム二次電池 

2008 年 3 月 17 日 特願 2008-67098 イオン液体、イオン液体の製造方

法、電解質およびリチウム二次電

池 

2009 年 2 月 18 日 

 

特願 2009-35121 イオン液体、イオン液体の製造方

法、電解質およびリチウム二次電

池 

2009 年 3 月 9日 

 

特願 2009-54672 イオン液体、イオン液体の製造方

法、電解質およびリチウム二次電

池 

2009 年 3 月 12 日 

 

特願 2009-58930 イオン液体、イオン液体の製造方

法、電解質およびリチウム二次電

池 

2009 年 3 月 18 日 特願 2009-65665 イオン液体、電解質およびそれ

を用いたリチウム二次電池 

産業技術総

合研究所／

田中化学研

究所 

 

2008 年 1 月 30 日 特願 2008-018492 規則構造を有する単斜晶系リチウ

ムマンガン系複合酸化物およびそ

の製造方法 

2008 年 3 月 21 日 特願 2008-073460 マンガン酸化物、電池用電極活物

質、及びそれらの製造方法、並び

に電池用電極活物質を用いた二次

電池 

2008 年 3 月 21 日 特願 2008-073498  マンガン酸化物、二次電池用電極
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活物質、及びそれらの製造方法、

並びに二次電池用電極活物質を用

いたリチウム二次電池 

2008 年 5 月 19 日 特願 2008-130293 陽イオン規則構造を有する単斜晶

系リチウムマンガン系複合酸化物

およびその製造方法 

産業技術総

合研究所 

2009 年 5 月 1日 PCT/JP2009/58579 イオン液体 

2009 年 5 月 1日 PCT/JP2009/58581 イオン液体 

2008 年 9 月 10 日 特願 2008-231764 イオン液体 

2008 年 5 月 9日 特願 2008-123630 イオン液体 

2008 年 5 月 9日 特願 2008-123623 イオン液体 

日産自動車 2007 年 12 月 13 日 特願2007-322484 負極構造体、リチウムイオン二次

電池、および負極構造体の製造方

法 

 2008 年 2 月 19 日 特願2008-037515 リチウムイオン電池 

 2008 年 10 月 31 日 特願 2008-282199 リチウムイオン電池とその使用方

法 

 2009 年 3 月 11 日 特願 2009-058118 リチウムイオン 2次電池 

 2009 年 3 月 12 日 特願 2009-060130 2 次電池用電極 

関西大学／

第一工業製

薬 

2008 年 9 月 17 日 特願 2008-238405 イオン液体を用いたリチウム二次

電池 

FDK 2008 年 3 月 25 日 特願 2008-078607 直列セルの電圧バランス補正回路

 2008 年 12 月 25 日 特願 2008-330593 積層インダクタ 

 2008 年 12 月 25 日 特願 2008-330594 積層インダクタ 

 2008 年 12 月 25 日 特願 2008-330595 積層インダクタ 

戸田工業 2008年9月10日 特願2008-232654 非水電解質二次電池用Li-Ni複合

酸化物粒子粉末及びその製造方法

、並びに非水電解質二次電池 

大阪府立大

学／ダイキ

ン工業 

2009 年 4 月 7日 特願 2009－92936 磁気回路構造体 

三菱電機 2009 年 1 月 13 日 特願 2009-004750 電気二重層キャパシタ用電極の製

造方法、電気二重層キャパシタ及

び電気二重層キャパシタの電極層

形成用水系スラリー 

 2009 年 4 月 2日 特願 2009-004750 DC/DC コンバータ 
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 2009 年 4 月 27 日 特願 2009-108207 回転電機及びその製造方法 

 

【次世代技術開発】 

 出願日 受付番号 出願に係る特許等の標題 

東京工業大

学 

2008 年 9 月 16 日 特願 2008-237115 メソポーラス炭素複合材料および

これを用いた二次電池 

 2008 年 10 月 10 日 特願 2008-264358 メソポーラス炭素複合材料および

これを用いた二次電池 

産業技術総

合研究所 

 

2007 年 8 月 24 日 特願 2007-217815 金属硫化物の製造方法 

2007 年 12 月 4 日 特願 2007-313003 硫化鉄の製造方法 

2007 年 12 月 26 日 特願 2007-333490 金属硫化物の製造方法 

2008 年 3 月 12 日 特願 2008-062154 金属硫化物と金属酸化物の複合体

およびその製造方法 

2008 年 8 月 11 日 PCT/JP2008/064425 金属硫化物の製造方法 

2008 年 9 月 24 日 特願 2008-243679 硫化リチウム－炭素複合体及びそ

の製造方法 

2009 年 1 月 22 日 特願 2009-11564 硫化鉄リチウム複合体の製造方法 

2009 年 3 月 6日 PCT/JP2009/054332 金属硫化物と金属酸化物の複合体

およびその製造方法 

三重大学 2009 年 2 月 19 日 特願 2009－036772 リチウム空気電池 

京都大学／

産業技術総

合研究所 

2008 年 2 月 18 日 特願 2008-35408 電池用空気極 

2009 年 2 月 17 日 PCT/JP2009/52618 空気極 

鳥取大学 2008 年 2 月 6日 特願 2008-025828 リチウムイオン二次電池用金属負

極，その製造方法およびそれを用い

たリチウム二次電池 

埼玉県産業

技術総合セ

ンター 

2009 年 3 月 30 日 特願 2009-081371 二次電池 

慶応大学／

東京理科大

学 

2008 年 11 月 10 日 特願 2008-288207 リチウムイオン二次電池 

 

【基盤技術開発】 

 出願日 受付番号 出願に係る特許等の標題 

産業技術総

合研究所 

2009年3月18日 特願2009-065370 二次電池の温度に関する状態を判

定する方法、判定装置および判定プ
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ログラム 

 

（２）論文リスト（査読有のみを記載） 

【要素技術開発】 

 発 表 年

月日 

発表媒体 論文タイトル 

三菱重工業

／九州大学

／九州電力 

 

2007 年 J. Power Sources, 

173(2), 979-984 

(2007) 

Cathode Performance of Olivine-type LiFePO4 

Synthesized by Chemical Lithiation 

2009 年 Electrochim. 

Acta, 54(11), 

145-315 (2009) 

Cathode Performance of LiMn1-xMxPO4/C (M=Ti, 

Mg, Zr) Annealed in an Inert Atmosphere 

2009 年 J. Power Sources, 

189(1), 706-710 

(2009) 

Electrochemical Properties of Rechargeable 

Aqueous Lithium Ion Batteries with an 

Olivine-type Cathode and a Nasicon-type 

Anode 

2009 年 J. Power Sources, 

187(1), 247-252 

(2009) 

Mechanochemical Synthesis of NaMF3 (M=Fe, 

Mn, Ni) and Their Electrochemical Properties 

as Positive Electrode Materials for Sodium 

Batteries 

2009 年 J. Power Sources, 

190(2), 558-562 

(2009) 

Cathode Properties of Metal Trifluorides in 

Li and Na Secondary Batteries 

日産自動車 2008 年

5 月 

J. Power Sources, 

183 (2008) 344 

A new approach to improve the high-voltage 

cyclic performance of Li-rich layered 

cathode material by electrochemical 

pre-treatment 

山口大学 2008 年

12 月 

J. Power Sources,

185(2), 1425-1428 

(2008) 

Alkylphosphate-based Nonflammable Gel 

Electrolyte for LiMn2O4 Positive Electrode in 

Lithium-ion Battery 

 2009 年

1 月 

J. Power Sources,  

186(1), 211-215 

(2009)  

Electrochemical Performance of Nonflammable 

Polymeric Gel Electrolyte Containing 

Triethylphosphate 

 2009 年 J. Power Sources

In Press, 

 Corrected Proof, 

Available online 

Effects of Lewis-acid Polymer on the 

Electrochemical Properties of 

Alkylphosphate-based Non-flammable Gel 

Electrolyte 
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20 May 2009 

産業技術総

合研究所／

田中化学研

究所 

 

2007 年

7 月 

J. Power Sources, 

174(2), 1063-1068 

(2007) 

Improvement of rate capability in 

rechargeable lithium-ion batteries using 

oxide-based active materials-carbon 

composite cathodes 

 2008 年

5 月 

ECS Transactions, 

11(29), 15 (2008)

Initial stage of the delithiation of 

Li1.2−xMn0.4Fe0.4O2 positive electrode material 

for lithium-ion batteries studied by 

electron energy-loss spectroscopy 

 2008 年

5 月 

J.Applied Physics

,103,104911 

(2008) 

 

Coexistence of layered and cubic rocksalt 

structures with a common oxygen sublattice 

in Li1.2Mn0.4Fe0.4O2 particles: A transmission 

electron microscopy study 

 2008 年

8 月 

Electrochemical 

and Solid-State 

Letters,11,A97(2

008) 

Real-Space Observation of Li Extraction 

/Insertion in Li1.2Mn0.4Fe0.4O2 Positive 

Electrode Material for Li-Ion Batteries 

 2008 年

8 月 

J.Applied 

Physics, 104, 

043909 (2008) 

Stabilization of tetra- and pentavalent Fe 

ions in Fe-substituted Li2MnO3 with layered 

rock-salt structure 

 2008 年

8 月 

Chemistry 

Letters, 

37(9), 978-979 

(2008) 

Single crystal growth of CaMn2O4 and CaMn3O6 

in molten CaCl2 

産業技術総

合研究所 

2008 年

10月 

Chemistry Letters

37(10), 1020 

(2008). 

Low Melting and Electrochemically Stable 

Ionic Liquids Based on Asymmetric 

Fluorosulfonyl(trifluoromethylsulfonyl)am

ide  

 2009年 ECS Transactions

 (in press) 

Influence of Anion Structure on Transport 

Properties of Perfluorosulfonylamide Ionic 

Liquids  

関西大学／

第一工業製

薬 

2008年8

月 

J. Power Sources,

183(1), 436-440 

(2008) 

Ionic liquid electrolytes compatible with 

graphitized carbon negative without 

additive and their effects on interfacial 

properties 

 2008 年 Proceeding of Electrochemical Characterization of Lithium 
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10月 2008 Joint 

Symposium on 

Molten Salts 

Ion Battery Containing Ionic Liquid 

Electrolytes Based on 

bis(fuluorosulfonyl)imide [FSI]. 

長崎大学／

産業技術総

合研究所 

 

2008 年

9 月 

Solid State 

Ionics, 179, 

pp.1706-1709 

(2008) 

Rate Capability of Lithium Intercalation 

into Nano-porous Graphitized Carbons 

 2009 年

2 月 

J. Phys. Chem. B

113, 2840 (2009)

Determination of the Activation Energy for 

Li-ion Diffusion in Electrodes 

 2009 年

5 月 

J. Power Sources

In Press, 

Corrected Proof, 

Available online 

24 June 2009 

Surface Modified of LiFePO4/C Nanocrystals 

by Organic Molecules Assisted Supercritical 

Water Process 

三菱化学/日

本合成化学

工業 

2009 年 ECS Trans. 16 

(35), 173 (2009) 

 

Thermal Behavior of Ionic Liquid 

Electrolytes in Lithium-ion Cells   

 

【次世代技術開発】 

 発表年 

月日 

発表媒体 論文タイトル 

東京工業大

学 

2008 年 Electrochemica 

Acta, 53, 

5045–5050 (2008)

Interfacial reactions at 

electrode/electrolyte boundary in all 

solid-state lithium battery using 

inorganicsolid electrolyte, thio-LISICON 

 2008 年 J. Power Sources,

182, 621–625 

(2008） 

All solid-state battery with sulfur 

electrode and thio-LISICON electrolyte 

物質・材料研

究機構 

 

2007 年

7 月 

Electrochem. 

Commun.9(7),p.14

86-1490(2007)  

LiNbO3-coated LiCoO2 as cathode material for 

all solid-state lithium batteries 

  2007 年

12 月 

J. Power Sources,

174(2), 1007-1011 

(2007) 

Synthesis and electrochemistry of novel 

layered (1−x)LiVO2·  xLi2TiO3 (0≤x≤0.5) 

electrode materials 

産業技術総

合研究所 

2008 年 J. Electrochem. 

Soc., 155, 

A679-A684 (2008)

Preparation of NiS2 using 

spark-plasma-sintering process and its 

electrochemical properties 
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大阪府立大

学／出光興

産 

2008 年 J. Power Sources, 

183, 422-426 

(2008) 

All-Solid-State Rechargeable Lithium 

Batteries with Li2S as a Positive Electrode 

Material 

2008 年 Solid State 

Ionics, 179, 

1702-1705 (2008)

Electrochemical Performance of 

All-Solid-State Lithium Batteries with 

Mechanochemically Activated Li2S-Cu 

Composite Electrodes 

2008 年 Electrochem. 

Commun., 10, 

1860-1863 (2008)

Novel Technique to form 

Electrode-Electrolyte Nanointerface in 

All-Solid-State Rechargeable Lithium 

Batteries 

2008 年 J. Power Sources, 

189, 629-632 

(2009) 

All-Solid-State Lithium Secondary 

Batteries Using Nanocomposites of NiS 

Electrode/Li2S-P2S5 Electrolyte Prepared Via

Mechanochemical Reaction 

三重大学 2008 年

11月 

J. Power Sources,

155(2), 1392-1397 

(2008) 

Lithium anode for lithium-air secondary 

batteries 

 2008 年

12月 

J. Electrochem. 

Soc. 155(12), 

A965(2008) 

Li/polymer electrolyte/water stable lithium 

conducting glass ceramics composite for 

lithium-air secondary batteries with an 

aqueous electrolyte 

 2009 年

4 月 

Electrochemical 

and Solid-State 

Letters, 12, A132 

(2009) 

Water-Stable Lithium Anode with the 

Three-Layer Construction for Aqueous 

Lithium--Air Secondary Batteries 

産業技術総

合研究所 

2009 年

3 月 

J. Materials 

Chemistry,19,p.2

835-2840(2009) 

Design and Synthesis of a Novel Nanothorned 

VO2 (B) Hollow Microsphere and Their 

Application in Lithium-Ion Batteries 

 2009 年

4 月 

J. Power Sources,

192(2), 9668-673 

(2009) 

Synthesis and Electrochemical Properties of 

Single-Crystal LiV3O8 Nanorods as Cathode 

Materials for Lithium-Ion Batteries 

横浜国立大

学 

2008 年

3 月 

Journal of the 

Electrochemical 

Society, 155, K42 

(2008) 

Inverse Opal Carbons from a Polymer 

Precursor as Electrode Materials for 

Electric Double-Layer Capacitors 

 2008 年 Microporous and Oxidation State of Ce and Ethanol-Oxygen 
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12月 Mesoporous 

Materials, 

116(1-3), 44-50 

(2008) 

Reaction of Mesoporous Titania-Supported 

Cerium Oxide. 

 2009年3

月 

Microporous and 

Mesoporous 

Materials, 119 

(1-3), 267-275 

(2009) 

Raman spectroscopic study of the framework 

structure of amorphous mesoporous titania.

首都大学東

京 

2009 年

4 月 

J. Power Sources, 

189, 726-729 

(2009) 

Three-dimensionally Ordered Macroporous 

Ni-Sn Anode for Lithium Batteries 

慶応大学／

東京理科大

学 

2008 年

10 月 

Electrochimica 

Acta, 54(8),  

2353-2359 (2009)

Structural and Electrochemical Behaviors of 

Metastable Li2/3[Ni1/3Mn2/3]O2 Modified by 

Metal Element Substitution 

 2009 年

2 月 

Electrochemical 

and Solid-State 

Letters, 12, A109 

(2009) 

Polyacrylate Modifier for Graphite Anode of 

Lithium-Ion Batteries 

 2009 年

4 月 

J. Power Sources,

189(1), 197-203 

(2009)  

Functional interface of polymer modified 

graphite anode 

 

【基盤技術開発】 

 発 表 年

月日 

発表媒体 論文タイトル 

産業技術総

合研究所 

2009 年

4 月 

J. Power Sources,

189(1), 676-680 

(2009) 

Bulk and surface structure investigation for 

the positive electrodes of degraded 

lithium-ion cell after storage test using 

X-ray absorption near-edge structure 

measurement 
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参考資料 2 

電動車両用リチウムイオン電池の用語（２００９年７月９日版） 

 

財団法人電力中央研究所 

独立行政法人産業技術総合研究所 

財団法人日本自動車研究所 

 

ここに挙げる用語は，電動車両用リチウムイオン電池の性能評価等を行う場合に必要となる用語を中

心に記載した。NEDO プロジェクト（Li-EAD）基盤技術開発において，要素技術開発（モジュール）で開発

された電池等を試験するにあたり，共通化して使用するため用語を選択し，次の分類により整理した。 

 

１． 電池一般 

２． 電池のレベル 

３． 構成部品等 

４． 特性・性能 

 

１． 電池一般 

１－１ リチウムイオン電池，リチウムイオン二次電池，リチウムイオン蓄電池 (lithium-ion battery, 

secondary lithium-ion battery, rechargeable lithium-ion battery) 

得られる電気エネルギーが，正極・負極間のリチウムイオンの授受反応に由来する二次電池。 

 

１－２ 駆動用電池 (traction battery, propulsion battery) 

電動車両の駆動に供する電池。 

 

１－３ 電気自動車用電池 (traction battery for battery electric vehicle, propulsion battery for 

battery electric vehicle) 

電気自動車に供する駆動用電池。 

 

１－４ ハイブリッド電気自動車用電池，ハイブリッド自動車用電池 (traction battery for hybrid 

electric vehicle, propulsion battery for hybrid electric vehicle) 

ハイブリッド電気自動車に供する駆動用電池。 

 

１－５ プラグインハイブリッド電気自動車用電池，プラグインハイブリッド自動車用電池 (traction 

battery for plug-in hybrid electric vehicle, propulsion battery for plug-in hybrid electric vehicle) 

プラグインハイブリッド電気自動車に供する駆動用電池。 

 

２． 電池のレベル 

２－１ 単電池，単セル （cell） 
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電池を構成する最小単位。 

 

２－２ 電池モジュール （battery module） 

組電池の構成単位で，複数の単電池で構成される。組電池としての動作に必要な構成部品等を

含む。 

 

２－３ 電池パック，組電池 （battery pack） 

複数の単電池または電池モジュールと，電池管理システム，ヒューズ，コンタクターなどで構成さ

れ，容器に収容された，電源として使用可能なエネルギー蓄積システム。 

 

３． 構成部品等 

３－１ 電池管理システム （battery management system） 

電池モジュールまたは組電池の状態を監視するシステムで，例えば電池の温度監視，セルバラ

ンスおよび電池モジュールの異常検知などの機能を持つ。 

 

４． 特性・性能 

４－１ 容量 (capacity) 

電池から取り出せる電気量(Ah)。 

 

注：電荷または電気量の SI 単位は C（クーロン）であるが，電池では一般に Ah（アンペアアワー）

を用いる。 

 

４－２ 定格容量 (rated capacity) 

規定の温度，放電電流及び放電終止電圧などの条件の下で取り出せると製造業者が公表する

電気量(Ah)。 

 

４－３ 時間率 (hour rate) 

（充）放電電流の大きさの指標。定格容量を定められた充放電電流で除して得られる時間で表す。

時間率の逆数を，放電時には放電率，充電時には充電率と表す(h-1)。 

 

４－４ 定格放電電流 (rated discharge current) 

製造業者が公表する，定格容量を規定の時間率で決まる時間で規定の放電終止電圧まで放電

する電流の大きさ（A）。 

 

４－５ 定格電圧 (rated voltage) 

製造業者が公表する，完全充電状態の電池を定格放電電流で規定の放電終止電圧まで放電し

たときの電池の平均放電端子電圧（V）。 
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４－６ 放電終止電圧 (end-of-discharge voltage, discharge cut-off voltage, final voltage, end-point 

voltage ) 

放電を停止すべき，電池の端子電圧（V）。 

 

４－７ T 秒目放電電圧 (T-second voltage at discharge) 

放電開始から T 秒目の電池の端子電圧（V）。 

 

４－８ T 秒目充電電圧 (T-second voltage at charge) 

充電開始から T 秒目の電池の端子電圧（V）。 

 

４－９ 放電電力量 (discharged energy) 

電池から放電した電力量(Wh)。 

 

注：電力量の SI 単位は W s（ワット秒）または J（ジュール）であるが，電池では一般に Wh（ワット

アワー）を用いる。 

 

４－１０ 充電電力量 (charged energy) 

電池の充電に要した電力量(Wh)。 

 

４－１１ 放電電気量，放電容量 (discharged electricity, discharged capacity) 

電池から放電した電気量(Ah)。 

 

４－１２ 充電電気量，充電容量 (charged electricity, charged capacity) 

電池の充電に要した電気量(Ah)。 

 

４－１３ 充電特性 （charge characteristics) 

充電時の電流，電圧の時間履歴の関係。 

 

４－１４ 放電特性 （discharge characteristics) 

放電時の電流，電圧の時間履歴の関係。 

 

４－１５ 充放電効率 （charge-discharge efficiency） 

直前に充電した電気量または電力量に対する，取り出せた放電電気量または放電電力量の割

合。クーロン効率とエネルギー効率の総称（%）。 

 

４－１６ クーロン効率 (columbic efficiency, ampere-hour efficiency) 

充電電気量に対して取り出し得る放電電気量の割合（%）。慣用句：アンペアアワー効率。 
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４－１７ エネルギー効率 (energy efficiency, watt-hour efficiency) 

充電電力量に対して取り出し得る放電電力量の割合（%）。慣用句：ワットアワー効率。 

 

４－１８ 動的放電容量 (dynamic discharged capacity) 

規定された温度において，実走行状態を模擬した動的な放電プロファイルの，放電電流（電力）

及び放電終止電圧などの条件の下で取り出した電気量(Ah)。但し、放電プロファイルに回生充電

が含まれる場合は回生時の充電電気量を差し引く。 

 

４－１９ 動的放電電力量 (dynamic discharged energy) 

規定された温度において，実走行状態を模擬した動的な放電プロファイルの，放電電流（電力）

及び放電終止電圧などの条件の下で取り出した電力量(Wh)。但し、放電プロファイルに回生充

電が含まれる場合は回生時の充電電力量を差し引く。 

 

４－２０ 充電状態 (state of charge, SOC) 

電池に充電した電気量の割合。一般には定格容量に対する割合で表す（%）。 

 

４－２１ 体積エネルギー密度 (energy density) 

電池の単位体積当たりに取り出せる電力量（Wh/l）。 

 

注：体積の SI 単位は立方デシメートル（dm3）であるが，一般的にリットルで表す。表記は，l（英小

文字），ℓ（斜体英小文字），L（英大文字），のいずれも可とする。 

 

４－２２ 質量エネルギー密度 (specific energy) 

電池の単位質量当たりに取り出せる電力量（Wh/kg）。 

 

４－２３ 体積出力（入力）密度 (power density) 

電池の単位体積当たりの放電（充電）電力（W/l）。 

 

注：体積の SI 単位は立方デシメートル（dm3）であるが，一般的にリットルで表す。表記は，l（英小

文字），ℓ（斜体英小文字），L（英大文字），のいずれも可とする。 

 

４－２４ 質量出力（入力）密度 (specific power) 

電池の単位質量当たりの放電（充電）電力（W/kg）。 

 

４－２５ 寿命 (life) 

電池を有効に使用できる期間。時間長，充放電の総回数などで表す。一般に，容量もしく

は出入力密度が所定の値まで低下した時点を持って寿命と判定される。 

 以上 
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Ｐ０７００１ 

（新エネルギー技術開発プログラム／次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発） 

「次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」基本計画（案） 

 

燃料電池・水素技術開発部 

 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

我が国におけるエネルギー供給の安定化・効率化、地球温暖化問題（CO2）・地域環境

問題（NOX、PM 等）の解決のためには、国全体として省エネルギーを推進するとともに、

新エネルギー技術の開発、コスト削減及び利便性や性能の向上に積極的に取り組むことが

極めて重要である。 

特にエネルギー消費量の増加が著しい運輸部門における石油依存度は、ほぼ 100％の状

況であり、今後、エネルギーの効率的な利用、石油代替エネルギーへの移行により、石

油依存度を低減していく必要性が指摘されている。それゆえ、石油依存度を低減し、多

様なエネルギーでかつ低環境負荷で走行することができる燃料電池自動車、電気自動車、

プラグインハイブリッド自動車等の次世代クリーンエネルギー自動車の開発、普及が期

待されている。 

政府の第 3 期科学技術基本計画（2006 年 3 月閣議決定）においては、「先進燃料電池

システムと安全な革新的水素貯蔵・輸送技術」や「電源や利用形態の制約を克服する高性

能電力貯蔵技術」が戦略重点科学技術として選定されている。また、経済成長戦略大綱

（2006 年 7 月財政・経済一体改革会議決定）においても、次世代自動車向け電池や運輸

エネルギーの次世代技術開発が重点分野として位置付けられている。 

本研究開発は、このような背景のもと、新エネルギー技術の開発等によってエネルギー

供給の安定化・効率化、地球温暖化問題（CO2）等を含む地球環境問題の解決、新規産業・

雇用の創出、水素エネルギー社会の実現等を図ることを目的とする「新エネルギー技術開

発プログラム」の一環として実施する。 

本研究開発は、ハイブリッド車、電気自動車、燃料電池自動車等の早期実用化に資す

るために、高性能かつ低コストな二次電池及びその周辺機器の開発を行うことを目的と

する。 

本研究開発により、高性能リチウムイオン電池とその構成材料並びに周辺機器（モー

ター、電池制御装置等）の開発、新規の概念に基づく革新的な電池の構成とそのための

材料開発、および電池反応制御技術の開発、更に加速寿命試験法の開発、劣化要因の解

明、電池性能向上因子の抽出、並びに、安全性基準および電池試験法基準の策定等が実

現され、燃料電池自動車等の早期実用化へ貢献することが期待される。 

（２）研究開発の目標 

〔最終目標〕（平成２３年度末） 

本研究開発においては、高性能な蓄電システムの要素技術開発、現状のリチウムイオ

ン電池等の技術レベルをブレークスルーするための新材料等の次世代技術開発、耐久性

評価・安全性試験方法の確立等の基盤技術開発を実施することにより、2015 年において

現状の蓄電池性能（注）の概ね 1.5 倍以上、コスト 1/7 を可能とする次世代クリーンエ

ネルギー自動車の実用化を促進すること。及び 2030 年を目処に、現状の蓄電池性能（注）

の概ね 7 倍を見通す革新的蓄電池技術への基礎確立を目標とする。 

なお、研究開発項目毎の具体的な目標は、別紙の研究開発計画に示す。 

（注）現状の蓄電池性能（下記の数値は、容量 3kWh 程度の電池パックを想定した値） 

・電池システム重量エネルギー密度：70Wh/kg 

参考資料３ 
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・電池システムコスト：20 万円/kWh 

〔中間目標〕（平成２１年度末） 

中間目標は、採択決定後に独立行政法人新エネルギー・産業技術総合研究機構（以

下「ＮＥＤＯ技術開発機構」という）と委託先との間で最終目標を踏まえ、協議して決

定する。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づ

き、研究開発を委託により実施する。 

①要素技術開発：高性能リチウムイオン電池とその構成材料並びに周辺機器（モーター、

電池制御装置等）の開発。 

１）電池開発：2015 年を目途に、別紙の目標特性を有するリチウムイオン電池

の実用化を目指すための電池開発を行う。 

２）電池構成材料開発および電池反応制御技術の開発：2015 年以降での実用化

を目途に、高性能なリチウムイオン電池の構成材料の開発、基本原理の解

明などを行う。 

３）周辺機器開発：格段の高性能化（高効率化・軽量化・コンパクト化）に資

する電池制御やモーター等の周辺機器の技術開発を行う。 

②次世代技術開発：革新的な二次電池の構成とそのための材料開発、及び電池反応制御

技術の開発。 

2030 年以降を念頭に、革新的な二次電池を開発する。電池の反応制御技術、新

規の概念に基づく電池の構成材料等の研究開発を実施する。 

③基盤技術開発：加速寿命試験法の開発、劣化要因の解明、電池性能向上因子の抽出、

並びに、安全性基準および電池試験法基準の策定等。 

現状のリチウムイオン電池における寿命診断、電池性能評価・安全性試験方法などの

基準策定や規格化に資する提案とデータ取得を行う。さらに、技術開発の効率化につ

ながる反応メカニズムの解析手法の確立等、共通・基盤的な技術開発を行う。 

 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、ＮＥＤＯ技術開発機構が、単独又は複数の企業、研究組合、公益法人、

大学、国研等の研究機関（原則、国内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企

業の特別な研究開発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から国外企業と

の連携が必要な場合はこの限りではない。）から公募によって研究開発実施者を選定後、

業務委託契約等を締結する研究体制を構築し、委託により実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯ技術開発機構は、経済産業省及び研

究開発実施者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標並びに本研究開発の

目的及び目標に照らし適切な運営管理を実施する。具体的には、「系統連系円滑化蓄電シ

ステム技術開発」事業と連携し「次世代蓄電池システム実用化戦略的技術開発」全般を効

果的・効率的に推進するためのアドバイザリーボードを設置した上で、研究開発推進のた

め、必要に応じて外部有識者の意見・助言を求める。また必要に応じて、ＮＥＤＯ技術開

発機構に委員会や技術検討会等を設置し、四半期に一回程度、プロジェクトの進捗につい

て報告を受けるなどを行う。さらに、年に一回程度、事業の効率的な推進、情報や認識の

共有等を目的に、本事業の実施者による報告会を開催する。 
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３．研究開発の実施期間 

本研究開発の期間は、平成 19 年度から平成 23 年度までの 5 年間とする。 

 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯ技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、

成果の技術的意義並びに将来の産業への波及効果などについて、外部有識者による研究開

発の中間評価を平成 21 年度に、事後評価を平成 24 年度に実施する。また、中間評価結果

を踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価

の時期については、当該研究開発に係わる技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況

等に応じて前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取り扱い 

①成果の普及 

得られた研究開発の成果（特に下記共通基盤技術に係る研究開発成果）については、

ＮＥＤＯ技術開発機構、実施者とも普及に努めるものとする。 

ａ）加速寿命試験法 

ｂ）安全性基準および電池試験法基準 

 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備または標準化等との連携を図る

ため、データベースへのデータの提供、標準情報（TR）制度への提案等を積極的に行

う。 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第 26 条の規定等に

基づき、原則として、すべて受託者に帰属させることとする。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯ技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、

内外の研究開発動向、産業技術政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究

開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、

研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条第 1

項第 1 号ハに基づき実施する。 

 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成１９年３月、制定。 
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（別紙）研究開発計画 

 

研究開発項目①｢要素技術開発｣ 

 

 

１．研究開発の必要性 

蓄電池技術は、燃料電池自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車等

の次世代クリーンエネルギー自動車に共通するコア技術であり、多様な自動車エネ

ルギー技術の中でも基盤的な性格を持つ。 

そこで、これらの次世代クリーンエネルギー自動車の早期実用化を促進するために、

リチウムイオン電池等の高性能化・低コスト化のための要素技術開発、および電池

制御装置やモーター等の格段の高性能化に資する周辺機器の技術開発を行う。 

 

 

２．研究開発の具体的内容 

要素技術開発では、下記の 3 つの領域での開発を行う。 

 

１）電池開発：0.3kWh 級モジュールを作製し、2015 年を目途に、目標値の特性を

有するリチウムイオン電池の実用化を目指すための電池開発を行う。 

２）電池構成材料及び電池反応制御技術の開発：小型実用単電池を作製し、2015

年以降での実用化を目途に、高性能なリチウムイオン電池の構成材料の開発、

電池反応制御技術の開発、および基本原理の解明などを行う。 

３）周辺機器開発：格段の高性能化（高効率化・軽量化・コンパクト化）に資す

る電池制御やモーター等の周辺機器の技術開発を行う。 

 

具体的には、以下のような技術開発課題に関する研究開発テーマを公募し、ＮＥ

ＤＯ技術開発機構からの委託研究として実施する。 

 

＜技術開発課題の例示＞ 

１）電池開発 

a.各種電池材料の高性能化 

・正極・負極材料：電極組成（活物質等の選択及び組成）、並びに、電極構 

造（充填性や粉体特性）の最適化等。 

・電解質材料：化学的安定性の向上等。 

・セパレータ材料：熱的安定性の向上、薄膜化及び機械的強度の向上等。 

b.モジュール化のための技術開発 

・寿命判定技術の検討、熱制御技術及び充放電制御技術の開発等。 

c.低コスト化 

・正極材料の化学組成の検討及びセパレータの低コスト化等。 

２）電池構成材料及び電池反応制御技術の開発 

a.各種リチウムイオン電池材料等の高性能化 

・正極・負極材料：充放電容量の向上、高出力化手法開発（導電材との複合

化等）及び高安全性非酸化物電極の開発等。 

・電解質材料：広い電位窓を有する無機固体電解質・複合電解質の検討及び

イオン性液体の可能性の検討等。 

・電池反応：高速化・高深度化等。 

b.低コスト化 

・正極材料のコバルトフリー化等。 
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３）周辺機器開発 

格段の高性能化、コンパクト化および低コスト化を実現するモーター・制

御装置および急速充電システム等の技術開発。 

 

＜運営方法＞ 

・初年度に公募により実施者を選定するが、2 年目以降も必要に応じて公募を行う。 

・“２）電池構成材料開発及び電池反応制御技術の開発”については、研究開発の 

進捗に応じて、“１）電池開発”の実施者等との連携を求める場合がある。 

・安全性の技術開発目標については、研究開発項目③｢基盤技術開発｣の安全性試験法

や安全性評価基準策定の進捗に応じて、内容の高度化や具体化を求める場合がある。 

 

 

３．達成目標 

下記目標値を基本とするが、各委託研究の目標（中間目標及び最終目標）は、提

案者が公募時に研究開発テーマとともに提案し、採択決定後にＮＥＤＯ技術開発機

構と協議のうえ個別に実施計画に定める。 

 

＜開発目標＞ 

１）電池開発 

0.3kWh 級モジュールを作製し、以下の目標（性能目標は 3kWh 級パック電池

の換算値）を満足すること。 

 

・重量エネルギー密度：100Wh/kg 

・重量出力密度：2000W/kg 

・体積エネルギー密度：120Wh/L 

・体積出力密度：2400W/L 

・寿命：10 年以上 

・充放電効率：95%以上 

・コスト：4 万円/kWh の見通しを示すこと（100 万パック/年生産時） 

・安全性：車載時の濫用に耐えること 

 

２）電池構成材料及び電池反応制御技術の開発 

小型単電池を作製し、以下の目標（性能目標は 3kWh 級パック電池の換算値）

を満足すること。但し、エネルギー密度と出力密度は、少なくともどちらか

一方を満足し、他方については見通しを示すこと。 

なお、下記エネルギー密度及び出力密度のパック値から単電池への換算は、

2006 年 8 月経済産業省報告書「次世代自動車用電池の将来に向けた提言」

<http://www.meti.go.jp/report/data/g60824bj.html>を参照のこと。 

 

・重量エネルギー密度：200Wh/kg 以上 

・重量出力密度：2500W/kg 以上 

・コスト：3 万円/kWh 以下の見通しを示すこと（100 万パック/年生産時） 

・安全性：車載時の濫用に耐えること 

 

３）周辺機器開発 

格段の高性能化、コンパクト化、低コスト化を目標とする。ただし、数値

目標は各周辺機器や開発内容によって異なるため、提案内容を踏まえて、採

択決定後にＮＥＤＯ技術開発機構と協議のうえ個別に実施計画に定める。 
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研究開発項目②｢次世代技術開発｣ 

 

 

１．研究開発の必要性 

次世代の蓄電池に要求される、コスト、寿命、安全性、エネルギー密度、出力密度等で

の圧倒的な性能向上のためには、現状の技術レベルの延長線上にある技術開発だけではな

く、新たな電池系の提案や構成材料レベルでのブレークスルーが期待できる新しい原理・

構造の技術開発が不可欠である。そこで、現状レベルでのコストや性能向上の見通しを打

破するような新規の正極、負極材料や電解質等、材料レベルの革新的な技術開発等を実施

する。 

 

 

２．研究開発の具体的内容  

2030 年頃において、パック電池レベルで重量エネルギー密度 700Wh/kg 以上という

革新的な性能を実現することを目指して、現状の技術レベルの延長線上にない、経

済性、性能面でのブレークスルーが期待できる新しい材料（正極、負極、電解質等）

や新しい電池系（合金系、金属系等）の基礎研究開発を実施する。 

具体的には、以下のような技術開発課題に関する研究開発テーマを公募し、ＮＥ

ＤＯ技術開発機構からの委託研究として実施する。 

 

＜技術開発課題の例示＞ 

下記の研究とその動作検証等。 

・金属-硫化物系電池及び金属-空気系電池 

・電池反応速度の制御及び電極界面制御技術 

・新規概念に基づいた革新的な電池の構成材料 

 

＜運営方法＞ 

・原則として毎年度、研究テーマを公募する。 

・各研究テーマについては 2 年目に技術評価を実施し、3 年目以降の研究継続の可否を

判断する。 

 

 

３．達成目標 

下記目標値を基本とするが、各委託研究の目標（中間目標及び最終目標）は、提

案者が公募時に研究開発テーマとともに提案し、採択決定後にＮＥＤＯ技術開発機

構と協議のうえ個別に実施計画に定める。 

 

＜開発目標＞ 

2030 年頃において、パック電池レベルで重量エネルギー密度 700Wh/kg 以上という

革新的な性能を実現することを目指し、本事業の終了時点で、重量エネルギー密度

500Wh/kg を見通せる電池構成材料及び電池反応制御技術の開発。 
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研究開発項目③｢基盤技術開発｣ 

 

 

１．研究開発の必要性 

高性能蓄電池の実用化にあたっては、安全性を確保するとともに標準化を進め、

研究開発の効率化を図ることが重要である。 

よって、蓄電池における寿命予測、耐久性、安全性試験方法の確立や標準化、技術開発

の効率化につながる電池性能を向上させる因子の解明や反応メカニズムの解析手法の確立

等、基盤的な技術開発を行う。 

 

 

２．研究開発の具体的内容 

蓄電池における寿命予測、耐久性、安全性試験方法の確立や標準化、技術開発の効率化

につながる電池性能を向上させる因子の解明や反応メカニズムの解析手法の確立等、基盤

的な技術開発を行う。 

具体的には、以下のような技術開発課題に関する基盤技術開発テーマを公募し、

ＮＥＤＯ技術開発機構からの委託研究として実施する。 

 

＜技術開発課題の例示＞ 

・寿命診断：加速寿命診断法の確立（5 倍以上）及び高 SOC(State Of Charge)時(例：80%)

の電池劣化機構の解明と抑制手法の開発等。 

・充放電評価試験法：車載走行パターンを想定した負荷試験法の確立等。 

・安全性試験法：数 kWh 級電池システムの安全性評価基準の策定等。 

 

 

３．達成目標 

下記目標値を基本とするが、各委託研究の目標（中間目標及び最終目標）は、提

案者が公募時に研究開発テーマとともに提案し、採択決定後にＮＥＤＯ技術開発機

構と協議のうえ個別に実施計画に定める。 

 

＜開発目標＞ 

・加速寿命診断法の確立。 

・高 SOC 保存時、高温保存時、高出力時、長期サイクル時等の劣化要因の解明と

その抑制手法の提案。 

・車載用電池安全性試験法の策定。 

・電池性能を向上させる因子の解明。 

 

＜運営方法＞ 

・初年度に公募により実施者を選定するが、必要に応じて 2 年目以降も公募を行う。 

・安全性試験法や安全性評価基準の策定については、研究開発項目①｢要素技術開発｣に

おける安全性技術開発の進捗に応じて、内容の変更や修正を求める場合がある。 

 

 

 

以上 



平成２０・０３・２５産局第５号   

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日   

 

エネルギーイノベーションプログラム基本計画 

１． 目的 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構

築に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要すると

ともに大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組

を行うことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方

向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が緩和

され、官民において長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能となる。以下に５つの政策

の柱毎に目的を示す。 

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな

製造技術の導入、民生機器の効率改善等により世界最高水準の省エネルギーを達成して

いる。今後、「新・国家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエ

ネルギー利用効率を約３０％向上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部

門において、総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する。 

１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

ほぼ１００％を石油に依存する運輸部門は、我が国エネルギー需給構造上、最も脆弱

性が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が不可欠な課題となっ

ている。 

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（２０３０年に向け、運輸部門の石油依存

度が８０％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方向

性を共有しつつ、技術開発と関連施策を推進する。 

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーは、エネルギー源の多様化や地球温

暖化対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普

及へ向けての課題が存在する。 

そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進

のための関連施策の実施により、更なる新エネルギーの普及を推進する。 

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

原子力発電は供給安定性に優れ、運用時にＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギー

源である。安全確保を大前提に核燃料サイクルを含む原子力発電を着実に推進する。 

１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

化石燃料資源の大宗を輸入に依存する我が国にとって、その安定供給の確保は国家安

全保障に直結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を目指し、

我が国企業による資源国における資源開発等に対する支援等の施策を進めるとともに、

その有効かつクリーンな利用を図る。 
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２．政策的位置付け 

○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定） 

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策

として、 

１． 総合エネルギー効率の向上に資する技術 

２． 原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術 

３． 運輸部門のエネルギー多様化に資する技術 

４． 新エネルギーに関する技術 

５． 化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術 

以上が位置づけられている。 

○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月） 

世界最先端のエネルギー需給構造の実現を図るため 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 運輸エネルギーの次世代化計画 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合

的な強化を図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。 

○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を

重視して研究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略

（２００６年３月総合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野

に位置付けられている。 

○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 

資源・エネルギー政策の戦略的展開として 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 次世代自動車・燃料イニシアティブ等による運輸エネルギー次世代化 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

５． 資源外交、環境・エネルギー協力等の総合的な強化 

以上が位置づけられている。 

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定） 

「京都議定書の約束を達成するとともに、更に「脱温暖化社会」に向けて長期的・

継続的な排出削減を進めるには、究極的には化石燃料への依存を減らすことが必要で

ある。環境と経済の両立を図りつつ、これらの目標を達成するため、省エネルギー、

未利用エネルギーの利用等の技術革新を加速し、効率的な機器や先進的なシステムの

普及を図り、世界をリードする環境立国を目指す。」とされている。 
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３．達成目標 

３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス向上」、

民生・運輸部門における「省エネルギー」などにより、エネルギー消費効率を２０３０

年度までに少なくても３０％改善することを目指す。 

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

バイオマス由来燃料、ＧＴＬ、ＢＴＬ、ＣＴＬなどの新燃料、電気自動車や燃料電池

自動車などの導入により、現在ほぼ１００％の運輸部門の石油依存度を２０３０年まで

に８０％程度とすることを目指す。 

３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーの技術開発や燃料電池など革新的な

エネルギー高度利用を促進することにより、新エネルギー等の自立的な普及を目指す

ことで、エネルギー源の多様化及び地球温暖化対策に貢献する。 

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

２０３０年以降においても、発電電力量に占める比率を３０～４０％程度以上とする

ことを目指すため、高速増殖炉サイクルの早期実用化、既設軽水炉代替へ対応する次世

代軽水炉の開発、軽水炉技術を前提とした核燃料サイクルの確立、放射性廃棄物対策な

どの技術開発を推進する。 

３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

石油・天然ガスの化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先

端的な技術開発を推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリ

ーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指す。 
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４．研究開発内容 

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

４－Ⅰ－ⅰ．共通 

（１）エネルギー使用合理化技術戦略的開発（運営費交付金） 

①概要 

省エネルギー技術開発の実効性を高めるために、シーズ技術の発掘から実用化

に至るまで、民間団体等から幅広く公募を行い、需要側の課題を克服し得る省エ

ネルギー技術開発を戦略的に行う。 

②技術目標及び達成時期 

中長期的視点に立った省エネルギー技術戦略を構築し、技術開発の相互連携に

よりシナジー効果が発揮され技術開発が促進されるよう、超燃焼システム技術、

時空を超えたエネルギー利用技術、省エネ型情報生活空間創生技術、先進交通社

会確立技術、次世代省エネデバイス技術の技術群に重点化して、省エネルギー技

術戦略に沿った技術開発を戦略的に推進する。 

③研究開発時期 

２００３年度～２０１０年度 

 

（２）エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業（運営費交付金） 

①概要 

産業界や社会のニーズに応える省エネルギー技術のシーズの発掘とその育成、

並びに、省エネルギー技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目

的のため、産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立

行政法人の研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって省

エネルギー効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人

を特定して助成金を交付する。 

②技術的目標及び達成時期 

独創性のある研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する競争

的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用化が

有望な革新的省エネルギー技術の研究開発を促進する。本事業では革新的省エネ

ルギー技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率

を１００％とすることを目標とするとともに、省エネルギー技術に関する次世代

の研究リーダーの育成を図る。 

③研究開発期間 

２０００年度～ 

 

（３）研究開発型中小企業挑戦支援事業（スタートアップ支援事業） 

①概要 

省エネルギー対策に資する中小企業の優れた技術シーズ、ビジネスアイデアの

事業化による創業・新事業展開を促進するため、実用化研究開発に要する経費（原

材料費、直接人件費、機械装置費、知的財産取得費等）の一部を補助するととも

に、補助事業を行う中小・ベンチャー企業等に対して中小企業基盤整備機構によ

るビジネスプランの具体化・実用化に向けたコンサルティング等を一体的に実施
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する。 

②技術的目標及び達成時期 

中小企業の技術開発を推進し、産業におけるエネルギー使用合理化技術の利用

を図り、もって、中小企業の振興と経営の安定を促進する。 

補助事業期間終了後２年後の採択企業の研究開発成果の事業化率５０％を目標

とするとともに、省エネルギー技術開発の高度化を戦略的に推進する。 

③研究開発期間 

２００４年度～ 

 

（４）地域イノベーション創出エネルギー研究開発 

①概要 

地域において新産業の創出に貢献し得るような最先端の技術シーズを基に、企

業、公設試、大学等の研究開発資源を最適に組み合わせて形成された共同研究体

が行うエネルギー使用の合理化並びに非化石エネルギーの開発及び利用に寄与す

る実用化研究開発の実施。 

②技術的目標及び達成時期 

研究開発終了後３年後における成果の事業化達成率３０％以上を目標とする。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（５）イノベーション実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（６）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅱ．超燃焼システム技術 

（１）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭

素（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を

行う。 

②技術的目標及び達成時期 

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減

することを目指し、２０５０年までに実用化する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１７年度 

 

（２）革新的ガラス溶融プロセス技術開発（運営費交付金） 

①概要 

プラズマ等による高温を利用し瞬時にガラス原料をガラス化することにより、

極めて効率的にガラスを気中で溶融（インフライトメルティング法）し省エネに

資する革新的ガラス溶融プロセス技術を開発する。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１２年度までに、インフライトメルティング法により原料を溶解する技術、
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カレットをガラス原料として利用するため高効率で加熱する技術、カレット融液

とインフライトメルティング法による原料融液とを高速で混合する技術を開発す

る。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（３）革新的マイクロ反応場利用部材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、マイクロリアク

ター、ナノ空孔などの精密反応場を利用し、反応分子の自由な運動を活性種レベ

ルで制御した革新的な化学反応プロセスと新機能材料創成技術の確立を目指す。

さらに、マイクロリアクターとナノ空孔反応場の組み合わせ、各反応場とマイク

ロ波等のエネルギー供給手段との組み合わせにより協奏的反応場を構成し、さら

なる高効率生産等を可能にする基盤技術を開発する。これらの技術の確立により、

反応システムの小型化、多段プロセスの簡略化等を通じた化学産業の製造工程等

の省エネルギー化を図る。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１０年度までに、マイクロリアクター技術、ナノ空孔技術を軸とし、これ

らに更にマイクロ波、超臨界流体等のエネルギー供給手段を組み合わせた協奏的

反応場を構成することにより、これまでにない革新的な化学反応プロセスを確立

し、新機能材料創成技術を実現する。さらに、これらの技術を用いて高性能・高

機能電子材料、医薬中間体などの部材を開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（４）植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発 

i）植物利用エネルギー使用合理化工業原料生産技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、現在の化学工業

プロセスに代わる、植物の有する有用物質生産能を活用した省エネルギー・低環

境負荷型の工業原料生産プロセスへの変換を促進する。具体的には、工業原料の

生産に関わる重要な物質生産プロセスに関する代謝系をゲノム情報に基づき解析

するとともに、有用物質生産制御に必要な一連の代謝遺伝子群の発現を統一的に

制御する技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、工業原料として有望なバイオマスとしてイソプレノイド、

油脂などの有用物質生産に関わる代謝経路とその調節メカニズム及び生産物質の

蓄積・移動に係るメカニズムの解析を行い、関連遺伝子情報を整備するとともに、

統括的発現制御技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００２年度～２００９年度 
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（５）鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発（運営費交付金） 

①概要 

プラント、構造物や自動車等の革新的な高効率化、省エネルギー化、長寿命化、

安全・安心化を図るため、最新の科学的知見を導入し、鉄鋼材料及び鋼構造体を

超高機能化する基盤的研究開発を行う。具体的には、高強度鋼、高機能鋼の実用

化拡大の基盤となる (１)高級鋼厚板(高強度鋼、極低温用鋼、耐熱鋼)溶接部の信

頼性・寿命を大幅に向上する溶接施工技術（高密度・清浄熱源溶接技術）、及びク

リープ破壊、金属組織制御技術を基本とする溶接材料技術（クリープ破壊及び水

素破壊の機構解明等を踏まえた）の開発、(２)部材の軽量化を図るために強度、

加工性等の最適機能傾斜を付与する機械部品鍛造技術（駆動部材の信頼性確保の

ための耐疲労破壊特性の向上を踏まえた）の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、高級鋼厚板（高強度鋼・極低温用鋼・耐熱鋼）の溶接を

予熱・後熱なしに可能とする溶接技術と材料技術を開発するとともに、傾斜機能

部材の鍛造技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（６）高機能チタン合金創製プロセス技術開発プロジェクト 

①概要 

大量の電力を必要とする従来のバッチ処理方式のチタン製錬法（クロール法）

を、エネルギー効率の高い連続処理方式へ転換する抜本的なプロセス改善のため

の技術を開発する。また、併せて、成形性の高いチタン合金設計技術及び成形プ

ロセス技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに省エネ型チタン新製錬プロセスの基盤技術を開発し、２０

１０年までに実用化を目指す。また、本製錬技術により得られるチタンをベース

として、加工性、強度等をさらに向上させた合金設計・成形プロセス技術を確立

する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００８年度 

 

（７）革新的分離膜技術の開発 

①概要 

河川水等の浄水工程における、微量の有害物質、微生物等の除去に係る水処理

技術のうち、分離膜方式による高効率（省エネ）な分離技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１３年度末までに、現行の分離膜に比較して単位処理水量当たり５０％の

エネルギー削減を図る技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 
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（８）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発 

i）微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーか

つ環境負荷が少ないといった特徴を有する微生物機能を活用した有用物質の革新

的な生産プロセス（モノ作り）の技術を構築するため、産業用途に必要な機能既

知遺伝子で構成されたゲノムを持ち、物質生産性向上につながる性能を備えた高

性能宿主細胞の創製や、微生物反応の多様化・高機能化技術を開発するとともに、

バイオマスを原料として有用物質を体系的かつ効率的に生産する（バイオリファ

イナリー）ための基盤技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞

を創製するとともに、バイオプロセスの実用化適用範囲の拡大のための微生物反

応の多様化・高機能化技術の開発を行う。バイオリファイナリー技術については、

バイオマスを高効率で糖化し、糖から高効率で各種化成品の基幹物質を生産する

バイオプロセス体系を構築する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

ii）微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発（運営費交付

金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来エネルギー

多消費・廃棄物多排出型であった廃水・廃棄物処理において、微生物群の構成及

び配置等を人為的に制御（デザイン化）することで、その処理効率を大幅に向上

させ、省エネルギーで廃棄物も少ない高効率型廃水、廃棄物処理の基盤技術を確

立する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、特定有用微生物群を人為的に安定導入・維持もしくは人

為的に空間配置・優先化させる等のデザイン化技術を開発し、従来の廃水、廃棄

物処理に比べより高効率で省エネルギーな処理技術を開発するとともに、実用化

に資するための実証可能なテストプラント規模にて評価する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（９）省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業 

①概要 

化学産業はそれ自身が裾野の広い産業というだけでなく、自動車、ＩＴ機器等

の川下製品の部材として産業界・国民生活の様々な分野に深く関連している。従

って化学業界において、省エネポテンシャルの大きい有望な技術シーズがありな

がら民間だけでは十分な研究開発投資が行われていない技術について、戦略的な

研究開発支援を実施することにより、化学産業のみならず、各種最終製品、他産

業においてエネルギー効率の改善を促進する。 
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②技術的目標及び達成時期 

２００７年度までに、化学分野の生産プロセスや、製品等に関する環境に配慮

した省エネルギー技術の革新に向けて、国内・国際市場の創出・拡大も見据えつ

つ、将来の発展が有望な技術に関する研究開発を行うことにより、化学産業のみ

ならず、我が国の省エネルギー対策に一層寄与する。 

③研究開発期間 

２００４年度～２０１０年度 

 

（１０）高効率酸化触媒を用いた環境調和型化学プロセス技術開発プロジェクト 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、Ｎ－オキシ系触

媒等の炭素ラジカル創生触媒を化学反応プロセスに適用し、製造工程の短縮や製

造効率の向上を図ることで、温暖化効果ガスの排出抑制や省エネルギー効果など

総合的なプロセスコストを低減させるため要素技術の開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２００８年度までにカルボン酸、アルコール、ケトンなどの含酸素化合物製造

プロセスに対し、Ｎ－オキシ系触媒を適用していくため、現状の触媒活性・選択

性の向上、触媒の安定性・寿命の改善、触媒分離プロセスの効率化等を開発する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００８年度 

 

（１１）エネルギー使用合理化繊維関連次世代技術開発 

①概要 

製造エネルギーの低減を図ることができる革新的な繊維製品製造技術の開発や、

使用することでエネルギー消費の低減が可能となる新たな繊維製品を開発。 

②技術的目標及び達成時期 

２００９年度までに、以下の開発を行う。 

①炭素繊維製造エネルギー低減技術の研究開発 

②廃棄衣料のリサイクル技術及び高付加価値商品の開発 

③排水処理における余剰汚泥の減容化技術開発 

④次世代資材用繊維の開発 

⑤ポリエチレンテレフタレート製造エネルギー低減技術の開発 

⑥ＶＯＣ含有廃棄物の溶剤回収及び再利用処理技術の開発 

③研究開発期間 

２００５年度～２００９年度 

 

（１２）無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開発（運営費交付金） 

①概要 

所用動力が少なく、汚泥発生も少ない嫌気性処理の利点と、良好な水質が得ら

れる好気性処理の利点の双方の特長を生かし、かつ双方の欠点を克服した、省エ

ネルギー性に優れた廃水処理技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 
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２００８年度までに、既存技術で廃水処理を行った際に発生する汚泥量の７

０％削減を実現し、廃水処理に要するエネルギーの７０％削減を実現する廃水処

理システムを開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（１３）高効率ガスタービン実用化技術開発 

①概要 

省エネルギー及びＣＯ２削減の観点から電力産業用高効率ガスタービンの実用

化を目指し、大容量機（２５万ｋＷ程度（コンバインド出力４０万ｋＷ））の高効

率化（５２％→５６％）のために１７００℃級ガスタービンの実用化に必要な先

端要素技術を適用した各要素モジュールの検証等を実施する。また、小中容量機

（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％→５１％）のために有望とされている高

湿分空気利用ガスタービンの実用化に必要な多段軸流圧縮機、多缶燃焼器等の開

発を行うとともにシステムの信頼性等の検証を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

１７００℃級ガスタービン実用化技術開発：先端要素技術を活用した燃焼器、

タービン、圧縮機等各モジュールの検証等を行い、送電端熱効率５６％以上の達

成が可能なことを確認する。 

高湿分空気利用ガスタービン実用化技術開発：２０１１年までに軸流圧縮機の

３．５％（空気重量比）吸気噴霧冷却技術、低ＮＯx 燃焼技術（運用負荷帯で１

０ｐｐｍ以下）等を開発すると共に、実機に近い条件での要素機器の信頼性・耐

久性を確認する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１１年度 

 

（１４）エネルギー使用合理化高効率パルプ工程技術開発（運営費交付金） 

①概要 

紙パルプ産業では、環境に関する自主行動計画に基づき、２０１０年度までに

製品当り化石エネルギー原単位を１９９０年度比１３％削減し、ＣＯ２排出原単

位を１０％削減することを目指し、紙パルプ工程における省エネルギー対策を着

実に進めているものの、より一層の省エネルギー対策を進めるためには、技術開

発によるブレークスルーが必要となっている。紙パルプ産業は、エネルギー多消

費型産業のひとつであり、紙パルプ工程での省エネルギー対策は波及効果が大き

いことから、紙パルプ工程におけるエネルギー使用合理化に資する技術開発を提

案公募により実施する。 

②技術的目標及び達成時期 

京都議定書の第１約束期間中、又は、第２約束期間中を目途として実用化に至

るような技術開発を行うことで、京都議定書の第１約束期間の目標を着実に達成

するとともに、現在、検討が行われている第２約束期間に向けた省エネルギー対

策の更なる深化を進めていく。 

③研究開発期間 
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２００５年度～２０１０年度 

 

（１５）発電プラント用超高純度金属材料開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（１６）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（４－Ⅴ－ⅳ参照） 

（１７）噴流床石炭ガス化発電プラント開発（４－Ⅴ－ⅳ参照） 

（１８）石油精製高度機能融合技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅲ．時空を超えたエネルギー利用技術 

（１）カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

従来の活性炭電極では不可能な高出力かつ高エネルギー密度の電気二重層キャ

パシタを実現するため、高度に配向した長尺の単層カーボンナノチューブの大量

合成技術を開発するとともに、これを用いたキャパシタ電極の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術及び大量生産

技術を確立するとともに、キャパシタ製造技術を確立することで、２０Ｗｈ/Ｋｇ

の高エネルギー密度と耐久性を有する電気二重層キャパシタを開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（２）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照） 

（３）高温超電導電力ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照） 

（４）固体酸化物形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）新利用形態燃料電池技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（９）水素貯蔵材料先端基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（８）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１０）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１１）風力発電電力系統安定化等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（１２）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ

－ⅴ参照） 

（１３）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅳ．省エネ型情報生活空間創生技術 

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展に

より、ネットワークを流れるデータ量が大幅に増加する中で、ＩＴ機器による消

費電力量の大幅な増大に対応し、環境調和型ＩＴ社会の構築を図るため、個別の

デバイスや機器に加え、ネットワーク全体での革新的な省エネルギー技術の開発

を行う。 
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②技術的目標及び達成時期 

２０１２年度までに、ＩＴ機器・システムのエネルギー消費効率を２倍に向上

させる基盤技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ネットワークで

伝送されるデータ量の爆発的増加に伴い、関連機器の消費エネルギーが増大して

いる中で、ネットワーク全体の消費電力量を抑制することが喫緊の課題であり、

消費エネルギーの低減に大きく貢献するルータ・スイッチの高速化のための研究

開発を実施するとともに、機器そのものの消費エネルギーを低減するための研究

開発を実施する。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、１チャンネルあたり４０Ｇｂｐｓ超の通信速度に対応す

るトラフィック計測・分析・管理技術や４０Ｇｂｐｓのインターフェース、さら

なる通信速度向上（１００Ｇｂｐｓ超）を実現するハードウェア技術、ＳＦＱ（単

一磁束量子）スイッチに関する実現を可能とするための基盤技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液

晶及び大型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するた

めの研究開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴ

アレイプロセス技術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技

術を確立する。また、プラズマディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る

技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）有機発光機構を用いた高効率照明の開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、蛍光灯に代わる

高効率照明として有機ＥＬ発光機構を用いるための技術開発課題（発光効率、演

色性、面均一性、生産コスト）等を明らかにし、それをブレークスルーしうる技

術シーズを抽出する。 

②技術目標及び達成時期 
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２００９年までに現在一般に普及している蛍光灯照明に代わる高効率照明とし

ての必要スペックを達成するとともに、次世代照明として同じく期待されている

ＬＥＤとの差別化要素を技術的に達成し、大面積／高スループット／低コストで

量産するプロセス技術を開発する。また、現在蛍光灯の間接・拡散照明が用いら

れている照明機器を代替する有機ＥＬ照明を実用的なコストで製造できる技術を

確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２００９年度 

 

（５）マルチセラミックス膜新断熱材料の開発（運営費交付金） 

①概要 

住宅やビルなどの冷暖房における大幅な省エネを実現する画期的な断熱性能を

示す壁および窓材料を、セラミックスのナノ多孔体構造やナノ羽毛状構造および

セラミックス・ポリマー複合化構造などからなるマルチセラミックス膜アセンブ

リ技術によって開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、熱貫流率（熱の伝わりやすさ）が０．３Ｗ／ｍ2K 以下、

壁厚さ１０ｍｍ程度の超断熱壁材料および熱貫流率が０．４Ｗ／ｍ2K 以下、光（可

視光）透過率が６５％以上（Ｌｏｗ－Ｅガラス使用）、ヘイズ率が１％以下の超断

熱窓材料を実現する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（６）超フレキシブルディスプレイ部材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から、製造工程等の省エネルギー化を

実現するために行う。従来、表示デバイスの製造には、真空蒸着と高温下での焼

成と、それに伴う排ガス排水処理が必須であった。これを、ロールｔｏロール方

式に代替することで常圧、常温下での製造を実現し、フレキシブルな薄型ディス

プレイを効率よく製造する。そのために、有機 TFT 材料およびコンタクトプリン

ト技術等を開発する。 

②技術的目標及び達成時期 

２００９年度までに、実用化に向けた実証のための巻き取り方式ディスプレイ

のプロトタイプを試作する。またフレキシブルデバイス材料開発に貢献する部材

ならびに薄膜複合化技術を開発し、これらをパネル化するための実用化技術を確

立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００９年度 

 

（７）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、近接場光の原
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理・効果を応用した低損失オプティカル新機能部材技術を開発し、実用化の目処

を得ることを目的とする。動作原理に近接場光を用いるオプティカル新機能部材

は、従来の材料特性のみに依存した光学部品では不可能な機能・性能を発揮し、

液晶プロジェクター・液晶ディスプレイなど情報家電の省エネルギー、高性能・

高信頼化を図る上でのキーデバイスとなることが期待できる。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、共通基盤技術として、ナノ構造部材の設計・作製・評価

技術を開発するとともに、ナノ構造部材に発現する近接場光の機能を動作原理と

する低損失オプティカル新機能部材を検討し機能を確認する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（８）高環境創造高効率住宅用ＶＯＣセンサ等技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、住宅における換

気負荷を最小化することによって省エネルギーを達成するため、ＶＯＣセンサ及

びモニタリング併用型換気システム等を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ＶＯＣに対して高選択性・高感度性・即応性を有するＶ

ＯＣセンサ及びＶＯＣセンサを用いたモニタリング併用型換気システム等を開発

する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００８年度 

 

（９）革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、我が国鉄鋼業の

約５０％を占める建設市場において、建築物のメインフレームに高強度鋼を用い

ることで、①鉄鋼部材の軽量化（リデュース）とそれに伴う輸送効率の向上、②

高強度化、非溶接化に伴う部材のリユース促進、 ③製造・施工の省エネ・省力化

等を図る。 

同時に、柔剛混合構造（高強度鋼とダンパーの組み合わせ）技術の確立、関連

法規への対応等により、震度７にも耐えうる新構造システム建築物の建設が可能

となり、我が国で大きなリスクである大規模地震災害から国民を守り、安心安全

社会の実現に寄与する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１３年度までに、最大規模の地震（震度７）に対しても倒壊・損壊しない

建築物を高強度鋼（８００Ｎ／ｍｍ２級鋼材）とダンパーの組み合わせによる柔

剛混合構造により実現を図るものであり、国土交通省や民間企業と連携してこの

建築物のメインフレームに必要な高強度鋼部材、接合法等の開発を行う。主な研

究開発目標は以下の通りである。 

・震度７弾性新構造システム開発 
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・高強度部材の製造技術開発 

・超高強度接合部品開発 

・高強度部材の接合技術開発 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（１０）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ガラス材料に関

する精密モールド技術を確立し、機能性の高い光波制御素子を低コストで生産で

きるプロセス技術を開発することで部材の小型化・高機能化を図りつつ、省エネ

を実現する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までにサブ波長レベルの微細構造をガラス表面にモールド成形す

る技術を実現し、実装可能な具体的なデバイスを作製する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

４－Ⅰ－ⅴ．先進交通社会確立技術 

（１）エネルギーＩＴＳ（運営費交付金） 

①概要 

平成１９年５月の「次世代自動車・燃料イニシアティブ」に基づき、運輸部門

のエネルギー消費効率改善のため、自動運転・隊列走行技術、高度交通流制御技

術等の省エネルギーに資するＩＴＳ 技術の開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１２年度までにプローブ情報を利用した信号制御機能の実用化を図るとと

もに、２０２０年代に実用化が見通せる運転制御、隊列走行の基盤技術の確立を

目指す。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 
 

（２）革新的次世代低公害車総合技術開発（運営費交付金） 

①概要 

大気環境・地球温暖化・エネルギー問題の同時解決に向けて、次世代の低公害

車の技術開発を実施する。 

特に、都市間の輸送に用いられる「都市間トラック・バス」を中心とした分野

における要素技術の開発を自動車技術・燃料技術の両面から実施していく。 

②技術目標及び達成時期 

平成２０年度において、都市間の輸送に用いられる「都市間バス・トラック」

を中心とした分野における次世代低公害車の要素技術を確立する。具体的には、

以下のとおり。 

・燃費向上率 

199



貨物車 現行基準値に対して１０％ 

乗用車 ２０１５年基準値に対して２０％ 

・排出ガス 

貨物車 ＮＯｘ：ディーゼル重量車のポスト新長期（挑戦目標）規制値 

ＰＭ：ディーゼル重量車のポスト新長期規制値 

乗用車 ＮＯｘ：ガソリン車のポスト新長期規制値 

ＰＭ：ガソリン車のポスト新長期規制値 

③研究開発時期 

２００４年度～２００８年度 
 

（３）サステナブルハイパーコンポジット技術の開発（運営費交付金） 

①概要 

炭素繊維複合材料は、軽量、高強度等の優れた特性を有している。従来の熱硬

化性樹脂を用いた炭素繊維複合材料では成形性・加工性に乏しくリサイクルが困

難であったため、熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維複合材料（ＣＦＲＰ）の開発を

行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、炭素繊維と熱可塑性樹脂との中間基材を開発し、熱可塑

性ＣＦＲＰ加工技術を開発する。 

③研究開発時期 

２００８年度～２０１２年度 

 

（４）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代航空機用） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、航空機、高速車

両等の輸送機器への先進材料の本格導入を加速させるため、先進複合材料及び先

進金属材料について部材開発、設計試作及び評価を実施することで、軽量化によ

りエネルギー使用効率を大幅に向上させる革新的な構造部材の創製・加工技術の

開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、複合材の構造健全性診断技術、チタン合金の創製・加工

技術を確立するとともに、航空機用エンジンへの適用を目指し、耐熱・耐衝撃性

に優れた複合材料を開発する。 

③研究開発期間 

２００３年度～２０１２年度 

 

（５）環境適応型小型航空機用エンジン研究開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、エネルギー使用

効率を大幅に向上し、環境対策にも優れた次世代の小型航空機用エンジンの開発

にとって重要な要素技術の研究開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 
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２０１０年度までに、エネルギー使用効率を大幅に向上する構造設計技術、騒

音、ＮＯｘ等の環境負荷対応に優れた環境対策技術、インテグレーション技術、

高バイパス比化等の高性能化技術といった要素技術の研究開発・実証を行う。 

③研究開発期間 

２００３年度～２０１０年度 

 

（６）省エネ用炭素繊維複合材技術開発 
①概要 

航空機、自動車、鉄道、船舶等の輸送機械等における炭素繊維複合材の適用範

囲を拡大し、省エネルギーの促進を図るため、先進的な炭素繊維複合材成形技術

や、耐雷対策の低コスト化技術等の研究開発・実証を行う。 
②技術目標及び達成時期 

２０１３年度までに、従来の方法に比べ低コストであり、曲率の大きな部位の

成形も行うことができるＶａＲＴＭ（バータム）法等の炭素繊維複合材成形技術

や、炭素繊維複合材を用いた製品の耐雷性能を低コストで確保する技術の研究開

発・実証を行う。 
③研究開発期間 
２００８年度～２０１３年度 

 

（７）燃料電池システム等実証研究（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅵ．次世代省エネデバイス技術 

（１）パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーを

進めるために、シリコンよりも材料特性に優れたワイドギャップ半導体デバイス

を用いた高効率インバータ等の実用パワーエレクトロニクス機器システムの基盤

技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ワイドギャップ半導体デバイスを用いた高効率インバー

タ等の実用パワーエレクトロニクス技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（２）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発 －うち窒化物系化合物

半導体基板・エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金） 

①概要 

窒化物系化合物半導体は日本が強みを有し、パワーデバイス、高周波デバイス、

発光デバイス等、今後のＩＴ社会を支えとなることを期待されている分野である。

しかし、既存のバルク単結晶基板成長技術やエピタキシャル成長技術では、従来

の半導体では実現できない領域で動作可能なハイパワー、超高効率デバイス性能

を十分に引き出すには至っていない。 
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これを突破するため、大学あるいは研究所を拠点に材料メーカー、デバイスメ

ーカー、装置メーカー等が相互連携して、窒化物半導体の結晶欠陥低減技術やナ

ノ構造作製技術等の革新を図り、これらデバイスの飛躍的な性能向上と消費電力

削減の実現を図る。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、次世代窒化物系半導体デバイスを実現する以下結晶作製

技術を開発する。 

・ 基板技術（ＧａＮ、ＡｌＮバルク結晶作製技術） 

 口径２～４インチで高品質エピ成膜を可能とする低コストの単結晶基板作
製技術の確立。 

・ エピ技術（エピタキシャル成膜及び計測評価技術） 

 低欠陥高品質エピ層を実現する成膜技術及び膜成長過程を計測評価する技
術の確立。 

 高出力かつ高安定動作可能なエピ層の実現 
 高耐圧超高速な新しいデバイス構造の開発 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、

ＩＴ利活用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電

力化を図るため、テクノロジーノード（微細化レベル）４５ｎｍ以細の次世代低

消費電力半導体を実現するため、微細加工の基盤技術やマスク（半導体素子製造

過程で用いる原板）の低コスト化・製造時間短縮に必要な基盤技術の開発等を行

う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、マスク設計・描画・検査の各工程に共通的なマスクデー

タ処理技術、繰り返しパターンやパターン重要度を利用した描画・検査高速化技

術等の基本的な開発及びＥＵＶＬマスク基盤技術として、許容欠陥の指標明確化、

ブランクスの位相欠陥検査技術の確立等を完了する。 

③研究開発期間 

２００１年度～２０１０年度 

 

（４）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、

ＩＴ利活用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電

力化を図るため、情報通信機器、特に、情報家電の低消費電力化を実現できる半

導体アプリケーションチップ技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、情報家電の低消費電力化を実現できるアプリケーション
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チップ技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００３年度～２００９年度 

 

（５）次世代高度部材開発評価基盤の開発（ＣＡＳＭＡＴ２）（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。半導体産業分野

で、集積回路の消費電力低減に必要な配線形成用各種材料等の開発のネックとな

っているナノレベルでの材料間の相互影響を評価可能な統合部材開発支援ツール

を開発する。これにより、集積回路の種類やデザインルールに応じて、配線形成

用各種材料とプロセスの最適な組み合わせの提案技術（統合的材料ソリューショ

ン提案技術）を確立する。 

②技術的目標及び達成時期 

２００８年度までに、半導体材料開発に貢献する材料評価基盤を構築するとと

もに、上記の統合的材料ソリューション提案技術を確立する。また、本プロジェ

クトを通して得られた基礎データ等については、プロジェクト実施期間中にデー

タを体系的に整理し、幅広く社会に提供を図る。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（６）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、

ＩＴ利活用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電

力化を図るため、テクノロジーノード４５ｎｍ以降の半導体に対応するＳｏＣ(Ｓ

ｙｓｔｅｍ ｏｎ Ｃｈｉｐ)設計技術を開発する。具体的には、テクノロジーノー

ド４５ｎｍ以細の半導体の共通設計基盤技術開発として、ＤＦＭ（Ｄｅｓｉｇｎ 

Ｆｏｒ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ）基盤技術を中核とした設計及び製造の全体

最適を確保する全く新しいＳｏＣ製造フローを開発する。 

②技術目標及び達成時期 

テクノロジーノード４５ｎｍ以細のＳｏＣ開発において製造性を考慮した共

通設計基盤技術を確立し、システムＬＳＩデバイスの省エネルギーを実現すると

ともに、設計生産性を従来予想に比べ２倍にすることを目標とする。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

４－Ⅰ－ⅶ．その他 

（１）希少金属等高効率回収システム開発 

①概要 

小型電子・電気機器にはベースメタルや、金、銀等の貴金属の他、インジウム、

ニッケル等の希少金属等を含有している。現状では、これらの機器が廃棄された

後は、非常に高温で処理する乾式製錬技術を用いてリサイクル・処理されている
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ため、多大なエネルギーを消費するばかりか、回収可能な金属が銅、金、銀等に

限定されており、その他の希少金属等は回収できずに廃棄処分されている。この

ため、湿式製錬技術を活用した高効率な最適技術の開発等を通じて、回収工程の

省エネルギー及び希少金属等の回収率向上を図る。 

②技術目標及び達成時期 

・ 従来方法（乾式製錬）で処理する場合に比べて、大幅な省エネルギーの実現（省

エネルギー効果：原油換算で約７８万ｋｌ／年削減） 

・ 廃小型電子・電気機器、廃超硬工具等中に含まれる希少金属等の回収率の向上（イ

ンジウム０％→９０％、ニッケル５０％→９５％、コバルト０％→９５％タンタ

ル０％→８０％、タングステン９０％→９５％、レアアース ０％→８０％） 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１０年度 

 

（２）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代衛星基盤） 

①概要 

国際商業市場における我が国衛星メーカーの競争力を強化するべく、次世代の

衛星技術として期待されている、準天頂衛星システム※（移動中の利用者等に対

し、米国が運用するＧＰＳとの補完による高精度な位置情報等の提供を可能にす

る新システム）の構築に不可欠な基盤技術（産業競争力強化にも直結する衛星の

軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を行う。本プロジェクトの一部につい

ては、他部門と比較して需要増加の割合が高い運輸部門のエネルギー消費を抑制

すべく、航空機、自動車、高速車両等の輸送機器の軽量化・効率化にも資する複

合材料製造設計のための基盤技術を確立するためのものであり、エネルギー需給

構造の高度化を図る観点から行うものである。 

※ 静止軌道と一定の角度をなす傾斜軌道に複数の衛星を配置し、見かけ上、常

に天頂付近に最低１つの衛星を位置させるシステム。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１０年度までに、準天頂衛星システムの構築に不可欠な基盤技術（産業競

争力強化にも直結する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を行う。 

③研究開発期間 

２００３年度～２０１０年度 

 

（３）高効率重金属処理剤研究開発 

①概要 

重金属等によって汚染された土壌、飛灰、ばいじん、排水・廃液等を安全かつ

経済的に処理する技術開発として、少量の使用で重金属等を安定的かつ効率的に

捕捉できる複合金属汚染土壌のオンサイト処理に適した高性能の無機系重金属等

処理剤及び自然環境への負荷が少ない新規有機系処理剤を開発する。 

②技術的目標及び達成時期 

２００８年度までに、飛灰における金属選択性が高く安価な重金属等処理・回

収剤及び排水中における亜鉛や６価セレンなどを処理できる重金属等処理剤を開

発する。 
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③研究開発期間 

２００３年度～２００８年度 

 

４－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

４－Ⅱ－ⅰ．共通 

（１）イノベーション実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

４－Ⅱ－ⅱ．バイオマス由来燃料 

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（２）Ｅ３地域流通スタンダードモデル（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（３）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（４）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参

照） 

４－Ⅱ－ⅲ．ＧＴＬ等の合成液体燃料 

（１）革新的次世代低公害車総合技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ－ⅳ参照） 

（２）天然ガス未普及地域供給基盤確立実証試験（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

（３）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅱ参

照） 

４－Ⅱ－ⅳ．燃料電池自動車および水素関連技術 

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（３）新利用形態燃料電池技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ参照） 

（４）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）燃料電池システム等実証研究（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

４－Ⅱ－ⅴ．電気自動車 

（１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

４－Ⅲ－ⅰ．共通 

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金） 

① 概要 
新エネルギーの自立的普及に向けて、太陽光、風力、バイオマスなど新エネル

ギー分野でのイノベーションを促進すべく、高効率かつ低コストを目指した先進

的技術開発を実施する。具体的には以下の研究開発を実施する。 

Ａ．革新的な太陽電池の開発を実施する研究拠点を形成し、海外との研究協力等を

行いながら、超長期の視野に立って、飛躍的な性能向上を目指した太陽光発電技

術の開発を推進する。（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業） 

Ｂ．中長期的に、より一層の高効率化と低コスト化を目指して、革新的な材料、構

造等を採用した太陽光発電技術の開発を推進する。（太陽光発電システム未来技

術研究開発） 
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Ｃ．２０２０年の目標発電コスト１４円／ｋＷｈおよび太陽光発電システムの大幅

な効率向上を実現すべく、未来技術研究開発などで得られた要素技術開発の成果

の内、実用化が期待できる太陽電池作製に係る技術について課題を設定し早期実

用化を助成する。（太陽光発電システム実用化促進技術開発） 

Ｄ．電力供給源としての太陽光発電の信頼性を確立し、今後の太陽光発電システム

の円滑な普及促進を図るため、太陽光発電システムの大量普及時に不可欠な性能

評価技術やリサイクル・リユース技術等システムの共通基盤技術に係る研究等を

実施する。（太陽光発電システム共通基盤技術研究開発） 

Ｅ．ＰＶシステムの普及拡大のため、「集中連系型太陽光発電システム実証研究」

の設備を有効利用しながら、認証制度にも資する複数台連系に係わる試験方法を

確立する。（単独運転検出装置の複数台連系試験技術開発研究） 

Ｆ．風力発電技術の国際的な動向を把握しつつ、我が国の複雑地形における風力発

電利用上の各種課題を克服するための基礎から応用までの技術について研究開

発を行う。具体的には我が国の厳しい風特性を反映した風特性モデルの確立及び

高々度風況観測を簡便に行うためのリモートセンシング技術の精度検証・評価を

行う。 

また、全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測による雷特性の把握、落雷特

性・落雷保護対策と被害実態との相関把握、上記を踏まえた効果的な落雷保護対

策の検討及び実機規模での実雷による保護対策検証等を実施し、高精度落雷リス

クマップを作成するとともに、風力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対

策を策定する。（次世代風力発電技術研究開発事業） 

Ｇ．我が国特有の海上特性や気象・海象条件を把握し、これらの自然条件に適した

洋上風況観測法や風力発電システムに関する技術開発とその実証を行なうと共

に、環境影響評価システム手法を確立する。（洋上風力発電技術研究開発） 

Ｈ．バイオマスのエネルギー利用の促進を図るためには、発生地域が分散し、形状・

性状が多種多様にわたるバイオマス資源を利用しやすい形態の有用エネルギー

へ効率的に転換できる技術を開発する。（バイオマスエネルギー等高効率転換技

術開発） 

Ｉ．世界的にもベンチャー企業による太陽光発電、新型風力発電、燃料電池、バイ

オ燃料分野におけるイノベーション活動が活発化していることを踏まえ、詳細目

標設定・多段階選抜形の米国ＳＢＩＲ制度を参考に特定のキーテクノロジーに対

するベンチャーのチャレンジを強力に支援する。（新エネルギーベンチャー技術

革新事業） 

② 技術目標及び達成時期 
Ａ．２０５０年までに「変換効率が４０％超」かつ「発電コストが汎用電力料金並

み（７円/ｋＷｈ）」の太陽電池を実用化することを目指した研究開発の中で、変

換効率４０％超の実現に向けた技術の基礎・探索研究段階と位置づけて研究開発

を実施する。 

Ｂ．２０２０年頃に業務用電力料金並の発電コスト（１４円／ｋＷｈ、モジュール

製造原価として７５円／Ｗ程度）、２０３０年頃に火力発電の発電コスト（７円

／ｋＷｈ、モジュール製造原価として５０円／Ｗ程度）の実現に向けた中・長期

的な技術開発を行う。 
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Ｃ．２０１５年に向けて市場競争力を備えた本格生産・商用化を目指す。 

Ｄ．２０２０年度の技術開発目標である発電コスト１４円／ｋＷｈを目指し、中期

的な視点での太陽光発電の普及拡大に資する。 

Ｅ．２００９年度末までに、電力系統側が受け入れ可能な、導入台数の制限のない

能動型単独運転検出装置の試験方法を確立する。 

Ｆ．２０１２年度までに、風力発電の基礎から応用までの技術について、国際的な

動向を把握しつつ、我が国特有の気象・地形に起因する各種問題（風車耐久性等）

を克服するための研究開発を行って、我が国の風車産業の振興に資するとともに、

ＩＥＡ ＲＤ＆Ｄ ＷＩＮＤなどの最先端の国際的風力発電共同研究に研究成果

を反映させる。 

また、２０１２年度までに、高精度落雷リスクマップを作成するとともに、風

力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対策を策定する。 

Ｇ．２０１３年度までに、我が国の海象・気象条件に適した、洋上風況観測システ

ム、洋上風力発電システム及び環境影響評価の手法等の技術を確立する。 

Ｈ．２００４年度より、バイオマスエネルギー転換プロセスにおける各工程のボト

ルネックを抽出し、２００８年度までに開発が完了するよう、それぞれのボトル

ネックをブレークスルーする要素技術開発を提案公募方式により実施する。更に、

２００５年度より２００９年度まで、バイオマスのエネルギー転換・利用技術等

の分野において２０３０年の普及を目指した新規な革新的技術を発掘するため

の先導技術研究開発を提案公募方式により実施する。 

Ｉ．潜在的なオプションの顕在化や関連産業分野の技術開発による技術革新により、

新エネルギー導入促進技術オプションの多様化と経済性の向上に寄与する。 

③ 研究開発期間 
２００７年度～２０１１年度 

 

（２）新エネルギー技術フィールドテスト事業（運営費交付金） 

① 概要 
２０１０年度の新エネルギー導入目標達成に向け、新技術を活用した太陽光発

電及び太陽熱利用システムの有効性の検証、バイオマス熱利用システムの性能・

経済性等の検証、風車立地に必要な高所の風況データの収集・解析など総合的な

新エネルギーフィールドテストを実施する。具体的には以下のフィールドテスト

を実施する。 

Ａ．新技術を活用した太陽光発電システム等を設置し、出力特性等の情報収集及び

分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガイドラインの策定等によ

り広く情報発信を行う。（太陽光発電新技術等フィールドテスト事業） 

Ｂ．新利用形態の太陽熱利用システムや未利用分野においてシステムを設置し、出

力特性等の情報収集及び分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガ

イドラインの策定等により広く情報発信を行う。（太陽熱高度利用システムフィ

ールドテスト事業） 

Ｃ．広く薄く賦存するバイオマスを、民間企業や研究機関等において研究開発が終

了段階をむかえた高効率に熱利用できるシステムを設置し、設置場所の熱需要に

合わせたフィールドテストを実施することにより、実運転におけるバイオマス熱
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利用転換システムとしての課題抽出、解決を行い、早期実用化を図り、バイオマ

スエネルギーの導入促進を行う。（地域バイオマス熱利用フィールドテスト事

業） 

Ｄ．風力発電の導入目標（２０１０年度３００万ｋＷ）を達成するため、共同研究

事業者と大型風車の導入普及に必要な高所の風況データの収集・解析・評価を行

い、公開する。（風力発電フィールドテスト事業）  

② 技術目標及び達成時期 
Ａ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度、

２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。 

Ｂ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度

に改訂する。また、２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。 

Ｃ．一定レベルまで確立されたバイオマス熱利用技術について、性能や経済性等の

状況・データを収集・分析し、熱利用システムの有効性を実証するとともに、こ

れらの結果を公表することで汎用性の高い熱利用システムの確立し、２０１０年

度のバイオマス熱利用の導入目標（３０８万ＫＬ）達成を目指す 

Ｄ．２０１０年度までに、高所の風況データの解析・評価を行い、導入普及に有用

な資料の取りまとめを行い、これらの結果を風力発電事業者、研究機関や風力発

電事業を計画している各種団体等に公開することにより、風力発電導入の素地を

形成し、風力発電の導入を拡大する。  

③ 研究開発期間 
２００７年度～２０１１年度 

 

（３）イノベーション実用化補助金（運営費交付金） 

① 概要 
科学技術基本計画における戦略的技術領域・課題にかかる技術課題等で石油代

替エネルギーの製造・生成・利用に資する実用化開発を行う民間企業に対し助成

支援する。  

② 技術目標及び達成時期 
助成事業終了後３年以上を経過した時点で２５％の実用化達成率。加えて、知

的資産経営の方針に対する審査時の評価を通じて、「技術等の知的資産を活かす

経営の下で収益拡大を図る（技術を経営、収益につなげる）」意識を普及させる。 

③ 研究開発期間 
２０００年度～ 

 

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金） 

① 概要 
産業界や社会のニーズに応える石油代替技術のシーズの発掘とその育成、並び

に、石油代替技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目的のため、

産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立行政法人の

若手研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって石油代替

効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人を特定して

助成金を交付する。  
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② 技術目標及び達成時期 
独創性のある若手研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する

競争的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用

化が有望な革新的石油代替技術の研究開発を促進する。本事業では革新的石油代

替技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率を１

００％とすることを目標とするとともに、石油代替技術に関する次世代の研究リ

ーダーの育成を図る。  

③ 研究開発期間 
２０００年度～ 

 

４－Ⅲ－ⅱ．太陽・風力 

（１）太陽光発電無線送受電技術の研究開発 

① 概要 
新たな電力供給方式として地上において様々な用途への応用が見込まれ、また、

長期的には将来の新エネルギーシステムとして期待される宇宙太陽光発電システ

ムの中核的技術として応用可能な太陽光発電無線送受電技術を確立するため、安

全性等を確保しつつ、太陽エネルギーを効率良く伝送するための要素技術等につ

いて研究開発を行う。 

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに高効率半導体増幅回路の開発、複数フェーズドアレイパネ

ルの統合による精密ビーム制御技術の開発、高効率受電整流回路の開発を目指す

ことにより、無線送受電技術の高効率化を図る。 

③ 研究開発期間 
２００８年度～２０１０年度 

 

４－Ⅲ－ⅲ．電力系統制御・電力貯蔵 

（１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（２）風力発電電力系統安定化等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（３）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ－

ⅴ参照） 

 

４－Ⅲ－ⅳ．バイオマス・廃棄物・地熱等 

（１）Ｅ３地域流通スタンダードモデル創成事業（運営費交付金） 

① 概要 
離島(全域)におけるエタノール３％混合ガソリン（Ｅ３）の製造から給油まで

の大規模なフィールドテストを通じ、Ｅ３利用に関する社会システムモデルの構

築と一般社会へ適用する際の技術課題の抽出を行う。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年の｢京都議定書目標達成計画｣の導入目標（５０万ｋｌ）に資するた

め、２００９年度にＥ３利用の社会モデルを構築し、２０１１年度までにその検

証を行う。  

③ 研究開発期間 

209



２００７年度～２０１１年度 

 

（２）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金） 

① 概要 
地域に賦存する未活用な資源であるバイオマスをエネルギーとして有効活用す

るため、溶融ガス化等熱化学的変換技術による燃料化システムやメタンガス等生

物化学的変換技術による燃料化システム等の実証試験事業、事業可能性調査等を

実施し、利用ノウハウ等を蓄積、本格的なバイオマス等エネルギーの導入を推進

する。 

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、バイオマス等の種別やエネルギー変換手法、更には地域

特性を加味した一連のエネルギー転換システム毎のフィージビリティスタディや

試験設備の設置により、バイオマス等の運搬・収集、エネルギー転換及びエネル

ギー利用に係るデータの収集、分析、評価を実施し、その結果をフィードバック

することによって本格的なバイオマス等エネルギーの導入を目指す。  

③ 研究開発期間 
２００１年度～２００９年度 

 

（３）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金） 

① 概要 
バイオマスエネルギーの資源収集・運搬、転換、残渣処理、利用までの一連の

利活用システムについての、各要素の連携の最適化を図るための実証を実施する

ことによって、地域特性に適合した地域主導によるバイオマスの地産地消・地域

循環型の先導的モデルシステムを構築することによりバイオマスエネルギーの導

入を促進する。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、国内バイオマス資源の安定的かつ経済的な供給システム、

最適なエネルギー転換技術、エネルギー転換後に発生する残渣の処理等の一連の

地産地消型エネルギー転換システムについて、ノウハウ蓄積、課題抽出及びその

対策方法の策定、技術確立を行う。また、ここで確立されたバイオマスエネルギ

ーシステムは他地域への波及を先導する事例となることを目標とする。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

４－Ⅲ－ⅴ．燃料電池 

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金） 

① 概要 
自動車用、家庭・業務用等に利用される固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）の

実用化・普及に向け、要素技術、システム化技術及び次世代技術等の開発を行う

とともに、共通的な課題解決に向けた研究開発の体制の構築を図る。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、固体高分子形燃料電池の経済性・耐久性の向上や高性能
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化のための技術開発を行い、燃料電池の普及段階へ向けて必要な基本的技術を確

立する。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金） 

① 概要 
燃料電池の基本的反応メカニズムについての根本的な理解を深めるために、高

度な科学的知見を要する現象解析及びそのための研究体制の整備を行い、現状の

技術開発における壁を打破するための知見を蓄積する。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、燃料電池内における反応機構を電気化学（電極触媒反応、

イオン移動、分子移動等）及び材料化学（溶解・腐食反応、錯形成反応、ラジカ

ル反応、固相内拡散等）の観点から解明する。また、燃料電池新技術の性能を適

切に評価・実証するための基本システムを構築する。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

（３）新利用形態燃料電池技術開発（運営費交付金） 

① 概要 
ユビキタス社会に対応する燃料電池の実用化・普及拡大を図るため、小型可搬

電源となり得る小出力燃料電池等の安全性確保等を目的とする基準・標準化研究

開発及び燃料電池の用途開拓のための技術開発を行う。  

 

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年までに、燃料電池の新利用形態、使用環境の拡がり等を考慮した高

出力特性等の性能特性向上によって必要となる燃料容器等の周辺機器を含めたシ

ステムの安全・環境基準の設定・標準化、規制緩和に資する試験データの取得、

試験方法の開発及びこれらの規格・標準化に準じた新利用携帯用燃料電池技術を

開発する。  

③ 研究開発期間 
２００６年度～２０１０年度 

 

（４）高耐久性メンブレン型ＬＰガス改質装置の開発（運営費交付金） 

① 概要 
高耐久性の水素透過型メンブレン（膜）を開発し、家庭用ＬＰガス供給システ

ムから高純度の水素を供給可能な高効率ＬＰガス改質装置を開発する。  

② 技術目標及び達成時期 
２００８年度までに、家庭用ＬＰガス供給システムから燃料電池へ高純度の水

素を供給する高効率かつ低コストでコンパクトなメンブレン型ＬＰガス改質装置

を開発する。  

③ 研究開発期間 
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２００６年度～２００８年度 

 

（５）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金） 

① 概要 
固体酸化物形燃料電池(ＳＯＦＣ)は発電効率が高く、分散型電源として期待さ

れるが、実用化・普及のためには耐久性・信頼性向上、低コスト化等の課題を解

決することが必要であり、材料開発や劣化要因解明など基盤的な要素技術の研究

を行う。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１２年度までに、①耐久性・信頼性の向上のための劣化要因解明等の基礎

研究、②低コスト化のための材料等や高出力セルスタックの開発、③起動停止対

応等の実用性向上のための技術開発を実施する。 

③ 研究開発期間 
２００８年度～２０１２年度 

 

（６）セラミックリアクター開発（運営費交付金） 

① 概要 
電気化学的に物質やエネルギーを高効率で変換する次世代型セラミックリアク

ターの実現のため、低温作動と急速作動停止を可能とする材料の開発とミクロセ

ルの集積構造化技術等の開発を行う。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、新電解質材料の適用や電極反応の高効率化等による、低

温作動時(６５０℃以下)での出力性能を向上させる材料技術と共に、ミクロセル

の集積構造化や精緻なインターフェース構築のための製造プロセス技術を開発。

そして、これらの技術を統合することにより、次世代型セラミックリアクターと

してのプロトタイプモジュール実証（出力性能２ｋＷ／㍑等）を行う。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

（７）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金） 

① 概要 
水素の製造･輸送・貯蔵等に係る機器やシステムについて、性能・信頼性･耐久

性の向上や低コスト化を目指す水素利用技術の研究開発を行い、水素社会の実現

に必要な基盤技術の確立を図る｡  

② 技術目標及び達成時期 
２０１２年度までに、水素製造・貯蔵・輸送・充填に関する機器やシステムの

信頼性・耐久性向上、低コスト化、性能向上等実用化検証や要素技術開発、及び

当該技術を飛躍的に進展させることができる革新的技術開発や調査研究などを行

い、その成果を産業界に提供することにより、水素エネルギー初期導入間近の関

連機器製造・普及技術として完成させ、水素社会の真の実現に必要な基盤技術の

確立を図る。  

③ 研究開発期間 
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２００８年度～２０１２年度 

 

（８）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金） 

① 概要 
世界トップ水準の優れた研究者を中核に、国内外の研究機関・企業のバーチャ

ルな連携の下、高圧水素貯蔵に比べよりコンパクトかつ効率的な水素貯蔵を可能

とする水素貯蔵材料の性能向上に必要な条件等を明らかにすることにより、燃料

電池自動車の航続距離の飛躍的向上を図る。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１１年度までに、水素貯蔵材料の基本原理、さらには水素貯蔵能力の革新

的向上に必要な条件を明らかにすることにより、水素をより安全・簡便・効率的

かつ低コストに輸送・貯蔵するための技術基盤を確立する。  

③ 研究開発期間 
２００７年度～２０１１年度 

 

（９）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金） 

① 概要 
水素の輸送や貯蔵に必須な材料に関し、水素脆化等の基本原理の解明及び対策

の検討を中心とした高度な科学的知見を要する先端的研究を、国内外の研究者を

結集し行うことにより、水素をより安全・簡便に利用するための技術基盤を確立

する。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１２年度までに、水素脆化、水素トライボロジーの基本原理の解明及び対

策の検討等を行い、水素をより安全・簡便に利用するための技術指針を産業界に

提供する。  

③ 研究開発期間 
２００６年度～２０１２年度 

 

（１０）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金） 

① 概要 
燃料電池の導入・普及に資する基盤整備のため、製品性能の試験・評価手法及

び国内外の基準・標準の確立を図る。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度を目途に、安全性等に係るデータを取得し、そのデータを基に試

験・評価手法の確立、国際標準の確立、規制の再点検を三位一体で進める。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

（１１）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金） 

① 概要 
発電効率が高く、分散型電源として期待される固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦ

Ｃ）の研究開発・実用化の促進のため、耐久性を始めとしたデータの取得・課題
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抽出等のための実証を実施する。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに、ＳＯＦＣシステムの実証試験を数十～数百台規模で実施

し、蓄積が不足している耐久性を始めとした実証データの取得・課題抽出等を行

い、ＳＯＦＣ技術開発等へのフィードバックを行う。  

③ 研究開発期間 
２００７年度～２０１０年度 

 

（１２）定置用燃料電池大規模実証事業（運営費交付金） 

① 概要 
定置用燃料電池コージェネレーションシステムの実用化開発を支援するため、

量産技術の確立と実用段階に必要なデータ収集を行う大規模実証を実施する。  

② 技術目標及び達成時期 
２００８年度までに、定置用燃料電池を大規模かつ広域的に設置し、実使用条

件下における耐久性等の運転データを取得・分析、コストダウンに向けた課題抽

出を行い、製品改良へのフィードバックを行う。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００８年度 

 

（１３）燃料電池システム等実証研究 

① 概要 
実条件に近い中での燃料電池自動車等の実証走行や、高圧水素貯蔵システム、

多角的な燃料供給システムの検証を進め、水素エネルギー社会における水素利用

の課題等を抽出するとともに、燃料電池・水素に対する国民的理解の醸成を図る。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに、実使用条件下における技術的課題を抽出するとともに、

環境特性、エネルギー総合効率、安全性、耐久性等に関する基準・標準に資する

データを取得し、燃料電池自動車、水素ステーションの研究開発等へのフィード

バックを行う。  

③ 研究開発期間 
２００６年度～２０１０年度 

 

４－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

４－Ⅳ－ⅰ．軽水炉・軽水炉核燃料サイクル 

＜新型軽水炉＞ 

（１）次世代軽水炉等技術開発 

①概要 
２０３０年前後に見込まれる大規模な代替炉建設需要に対応するため、安全

性・経済性、信頼性等に優れ、世界標準を獲得し得る次世代軽水炉の技術開発を

行 
②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、次世代軽水炉の実現に必要となる要素技術開発等及びプ
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ラント概念の成立性について見通しを得るための概念設計検討を行う。 

③研究開発期間 
２００８年度～２０１０年度（見直し） 

 
＜プルサーマルの推進＞ 
（２）全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発 

①概要 

プルサーマルが当面のプルトニウム利用策として期待されていることを踏まえ、

既存の軽水炉に比べ約３倍のプルトニウムを装荷することができる全炉心混合酸

化物燃料原子炉に必要な技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、原子炉の開発に必要な設計、解析、試験等を行い、全炉

心混合酸化物燃料原子炉技術を確立する。 

③研究開発期間 

１９９６年度～２０１１年度 

 
＜軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの円滑な移行のための技術開発＞ 
（３）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発 
①概要 

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携し、

「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。そのなかで、次世代再処理工場

から発生する高線量回収ウラン等を既存軽水炉燃料製造施設で取扱可能とする、次

世代再処理工場と調和可能な回収ウラン等の除染技術について、調査・基礎試験等を

行い、商業的に利用可能な除染技術候補の検討等を実施する。選定された技術につ

いては、プロセス試験等を実施する。 

②技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに、回収ウラン等の除染プロセスの候補技術の洗い出し及び

候補プロセス技術の基礎試験を終了し、次世代再処理技術との適合性の検証を行

い、プロセス試験を実施すべき除染プロセス技術を選定する。 
また、２０１５年までに、選定した除染プロセス技術について工学化規模での

プロセス試験を行い、商業的に利用可能な転換前高除染技術としての実効性を検

証する。 
③研究開発期間 
２００７年度～２０１５年度 

 
＜ウラン濃縮技術の高度化＞ 
（４）遠心法ウラン濃縮技術開発 
①概要 

我が国におけるウラン濃縮技術や生産能力の維持・向上のため、世界最高水準

の性能を有するなど国際的に比肩し得る経済性と性能を有する新型遠心分離機を

開発する。 
②技術目標及び達成時期 
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２００９年度までに、国際役務価格＄１００／ｋｇＳＷＵ相当を目指して、現

在実用化している金属胴遠心分離機の約５倍という高い分離性能や同遠心分離器

を上回る寿命など国際的に比肩し得る技術レベルを有する新型遠心分離機の開発

を目指すとともに、最終仕様の新型遠心分離機を多数台用いたカスケード試験の

実施により商用プラントとしての信頼性を確立し、運転要領の策定を行う。 

③研究開発期間 
２００２年度～２００９年度 

 
＜回収ウラン＞ 
（５）回収ウラン利用技術開発 
①概要 

六ヶ所再処理工場で回収される回収ウランを再濃縮し、再び軽水炉で利用する

ため、濃縮施設等既存施設への影響等を把握し、転換プロセスを中心とした回収

ウラン利用技術を開発する。併せて劣化ウラン酸化固形化についても検討を行う。 
②技術目標及び達成時期 

２０１２年頃までに、劣化ウランの取扱・管理の容易さや貯蔵効率を向上させ

るための劣化ウラン酸化固形化（再転換を含む）技術の研究開発を行い、同技術

に係る基礎プロセスを確立する。２０１５年度頃までに、再処理により回収され

る回収ウランの濃縮が可能な商用遠心分離機の設計を確定する。 
③研究開発期間 
２００８年度～２０１５年度 

 
＜共通基盤技術開発＞ 
（６）革新的実用原子力技術開発費 
①概要 

原子力発電及び核燃料サイクルに関する革新的かつ基盤的技術であって実用化

につながる研究開発テーマを競争的環境の下で広く提案公募方式により募集し、

将来の原子力技術の発展及び技術の多様化につながる研究開発を行う。 
なお、実施に当たっては、研究開発の特性に応じて既存技術分野、基盤技術分

野、国際協力技術分野の３分野を設け事業を実施する。 
②技術目標及び達成時期 

２０１２年まで、既存技術分野、基盤技術分野、国際協力技術分野において個

別テーマ毎に研究開発を実施する。 

なお、既存技術分野は２００８年度で終了となる。 

③研究開発期間 

２０００年～２０１０年（見直し） 
 

４－Ⅳ－ⅱ．高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル 

（１）発電用新型炉等技術開発 

①概要 

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携

し、「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。具体的には、実証炉に必
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要な要素技術のうち、設計・建設段階において必要となる実プラント技術として、

格納容器設計技術、耐震性評価技術、高温材料設計技術、保守技術の試験等を実

施する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、実証炉の概念設計へ反映しうる設計基準データ等の技術

的根拠を得る。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１０年度 

 

（２）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発（４－Ⅳ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅳ－ⅲ．放射性廃棄物処理処分 

（１）地層処分技術開発 
①概要 
ⅰ）地層処分共通技術開発 
高レベル放射性廃棄物等の地層処分における共通的技術として、今後段階的

に進められる処分地選定の際に重要となる地質等調査技術の高度化開発を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発 
高レベル放射性廃棄物処分に係る基盤技術として、人工バリア等の長期性能

評価技術、処分場操業の際のオーバーパック溶接や搬送・定置等の遠隔操作技

術の開発を行う。 
ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発 
ＴＲＵ廃棄物の地層処分に係る基盤技術として、高レベル放射性廃棄物との

併置処分の可能性も念頭に、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれる核種の閉じ込め技

術や人工バリア等の長期性能評価技術の開発を行う。 
②技術目標及び達成時期 
ⅰ）地層処分共通技術開発 
２０１１年度までに、処分地選定の初期段階で必要となる地上からの調査技

術のうち、特に沿岸域の環境や高精度での地下水評価等に係る調査評価技術の

高度化・確証を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発 

２０１１年度までに、人工バリア等の長期性能評価技術や遠隔操作等の工学

技術について高度化を図り、幅広い地質環境に対応可能な技術選択肢と成立性

を提示する。 
ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発 
２０１１年度までに、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれるヨウ素１２９や炭素１

４の閉じ込め、高アルカリ環境下での人工バリアの性能評価等に関し、幅広い

地質環境に対応可能なデータ・モデルの整備と技術選択肢の提示を行う。 
③研究開発期間 
１９９８年度～２０１１年度 

 
（２）管理型処分技術開発 
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ⅰ）地下空洞型処分施設性能確証試験 
①概要 

ＴＲＵ廃棄物や発電所廃棄物等の余裕深度処分において検討されている「地下

空洞型処分施設」の成立性確認のため、実規模大の空洞を利用した総合的な確証

試験を行う。 
②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、実規模大の空洞内にコンクリートピット等からなる地下

空洞型処分施設を構築し、施工性や初期性能の総合的な確証を行う。 
③研究開発期間 
２００６年度～２０１１年 

 
（３）放射性廃棄物共通技術開発 
①概要 
ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 

放射性廃棄物処分に係る国内外の最新知見の収集・分析、重要かつ基礎的な

課題の抽出並びに研究を実施し、長期に及ぶ処分事業等を支える技術基盤の拡

充を図る。 
ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査 

放射性廃棄物処分の安全評価に共通的な基盤情報として、生物圏における核

種移行プロセスを評価するため、日本の風土を反映した核種移行パラメータ・

モデルを整備する。 
②技術目標及び達成時期 
ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 

２０１１年度までに、放射性廃棄物処分に共通的な重要基礎技術として、地

質環境の長期安定性評価、人工バリアや岩盤の長期挙動評価等に係る知見を整

備する。 
ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査 

２０１１年度までに、沿岸域の環境も含めたわが国表層環境への適用とＴＲ

Ｕ廃棄物に固有の核種等を考慮した、生物圏核種移行のモデルとデータベース

を構築する。 
③研究開発期間 
２００１年度～２０１１年度 

 
４－Ⅳ－ⅳ．原子力利用推進に資する電力系統技術 
（１）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金） 

①概要 

世界的にも我が国が最先端の技術力を有する次世代高温超電導線材を活用し、

経済社会の基盤となる電力の安定的かつ効率的な供給システムを実現するため、

系統を適正に制御し、電力供給を安定化させるための技術及び発電電力を無駄な

く輸送するための高効率な送電技術の確立を目指す。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥＳ、電力ケー
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ブル、変圧器実現のための重要な技術開発を行い、各機器の成立性を実証する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（２）高温超電導ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

革新的な超電導送電技術を確立するため、工業生産プロセスで実用化レベルに

達している高温超電導線材を活用し、実用化のための実証試験及び評価を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、２００ＭＶＡ級の中間接続部を有した三心一括型高温超

電導ケーブルを、冷却装置や保護装置などの付帯設備とともに６６ＫＶ実系統に

接続して、１２ヶ月以上の長期連系試験を行うことによって総合的な安全性や信

頼性を実証する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 
 

４－Ⅳ－ⅴ．その他電力供給安定化技術 

（１）風力発電電力系統安定化等技術開発（運営費交付金） 

①概要 

大規模風力発電所等の普及拡大時において懸念される周波数変動等系統上の問

題対策として、蓄電システムの併設による出力安定化技術を開発し、実態に応じ

たシステム稼働データの抽出や当該システムの有効性の検証を行う。  

②技術目標及び達成時期 

長期実証運転を強いられた大容量システムの耐久性や信頼性を評価するため解

体分析調査を行うことにより、当該技術の有効性を検証するとともに、そのシス

テムを確立する。  

③研究開発期間 

２００３年度～２００８年度 

 

（２）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金） 

①概要 

大規模太陽光発電を電力系統に連系した場合に課題となる系統安定化対策やピ

ーク対策のための技術等を開発するとともに、その有効性を実証する。 

また、国内外の先進的な次世代技術の価格性能を比較することを通じて技術開

発を加速する。  

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、下記の実証研究を行い、その有効性を確認する。 

（イ） 蓄電池等を組み合わせた出力変動抑制システムの有効性。 

（ロ） 発電出力のピーク制御（午後のピーク帯へのシフト）の有効性。 

（ハ） 大型インバータによる高調波抑制システムの有効性。 

（ニ） 国内外メーカーの太陽電池モジュールの特性比較を行い、性能、経済性等

を比較・検証。  
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③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（３）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金） 

①概要 

蓄電池技術は、新エネルギーの出力安定化や燃料電池自動車（ＦＣＶ）・ハイブ

リッド自動車（ＨＥＶ）・電気自動車（ＥＶ）等の高効率次世代自動車に共通する

重要なコア技術である。そこで、高性能蓄電システムに係る要素技術開発、新材

料開発及び基盤技術の開発を行う。 

Ａ．系統連系円滑化蓄電システム技術開発 

Ｂ．次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発 

②技術目標及び達成時期 

Ａ．２０１０年度末において、寿命１０年、コスト４万円／ｋＷｈ、１ＭＷ規模

のシステムおよび要素技術の確立と２０３０年において寿命２０年、コスト１．

５万円／ｋＷｈ、２０～３０ＭＷ規模の蓄電システムを見通せる技術開発。ま

た、新エネルギー対応の充放電パターン等、基礎データの整備、大型化に伴う

安全性や寿命等の評価手法の確立。 

Ｂ．２０１１年度末において、電池開発では、０．３ｋＷｈモジュールを作製し、

重量エネルギー密度１００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２０００Ｗ／ｋｇ、寿命１０

年、コスト４万円／ｋＷｈを達成すること（条件：３ｋＷｈの組電池、１００

万台生産ベース）。電池構成材料及び電池反応制御技術の開発では重量エネル

ギー密度２００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２５００Ｗ／ｋｇ、コスト３万円／ｋＷ

ｈを小型単電池で達成すること（上記と同条件）。たま、電池周辺機器開発で

は、格段の高性能化、コンパクト化、低コスト化を達成すること。さらに、重

量エネルギー密度５００Ｗｈ／ｋｇを見通せる新規概念・構造の蓄電池基礎開

発の他、劣化・寿命診断法、安全性評価などの各種試験法等の開発およびそれ

ら共通基盤技術の基準・標準化。  

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）発電プラント用超高純度金属材料の開発（運営費交付金） 
①概要 

従来の金属材料と比べ耐食性、耐久性、加工性などの飛躍的な向上が期待できる超

高純度金属材料の発電プラント部材としての実用化を目指し、低コスト・量産化製造

プロセス、及び加工・溶接技術等の開発を行い、部材としての実用特性の評価・検証

を行う。 
また、実用化に向けたフィージビリティー調査を行い経済性の評価等を実施すると

ともに、材料特性に関するデータベースの整備及びそれに必要な試験研究を行う。 
②技術目標及び達成時 

２００９年までに、不純物総量１００ｐｐｍ未満、溶解量数１００ｋｇ以上で

の低コスト・量産化技術製造技術を開発するとともに、製造された超高純度材料

が発電プラントの各種機器に適用でき、本材料の持つ優れた特性を長期に亘って
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発揮できることを確認する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００９年度 

 

４－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

４－Ⅴ－ⅰ．石油・天然ガス・石炭の探鉱・開発・生産技術 

（１）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金） 

①概要 

石油及び可燃性天然ガス資源の開発に係る技術の振興を図る観点から、大水深、

複雑な地層といった悪条件化が進む石油・天然ガスの探鉱・開発技術、利用拡大

が見込まれる天然ガス田の開発促進に資する天然ガス有効利用技術等について、

短期間で実用化が期待され、民間ニーズに直結した研究開発を提案公募により実

施する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、我が国の石油・天然ガスの探鉱・開発技術力の向上、及

び天然ガスの利用の促進に向けた天然ガスの有効利用技術の開発を行う。 

③研究開発期間 

２００１年度～２０１２年度 

 

（２）石炭生産技術開発（クリーン・コール・テクノロジーの研究開発の一部） 

①概要 

石油代替エネルギーである石炭の安定供給を図るため、低品位炭の有効利用、

石炭生産性の向上のための研究開発等を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、インドネシアにおいて低品位炭の有効利用を図ることを

目標に、低品位炭の発熱量を高め、自然発火性を抑制する低品位炭改質技術を確

立する。 

③研究開発期間 

２００１年度～２００９年度 

 

（３）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金） 

①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質

によるリスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、ｉｎｖ

ｉｔｒｏ培養系技術等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いたｉｎｖｉｔｒｏ

系簡易有害性予測手法、また、トキシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果

と相関する遺伝子発現データセットを開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等

を適用した培養細胞を用いて、試験期間１ヶ月程度、発がん性、催奇形性及び免

疫毒性を予測評価できる試験手法を開発し、また、遺伝子発現解析技術を短期動

物試験に適用し、２８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセット
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を完成させる。また、標準的な試験プロトコルを策定する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（４）石油資源遠隔探知技術の研究開発 

①概要 

我が国が開発・運用する多様な地球観測センサ（ＡＳＴＥＲ、ＰＡＬＳＡＲ等）

の地球観測データを用いて、石油・天然ガス等の安定供給確保のため、資源開発・

探査、環境観測等に有効なデータの処理解析手法の研究開発を行う。また、地球

観測データのような大容量のデータを容易に扱えるシステムの研究開発を実施す

ることで資源開発・探査、環境観測を含む多様な分野でのリモートセンシングの

利用拡大を図る。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、資源開発・探査、環境観測等の分野における地球観測デ

ータ処理・解析技術の向上及び地球観測データの利用の拡大を図る。 

③研究開発期間 

１９８１年度～２０１０年度 

 

（５）ハイパースペクトルセンサ等の研究開発（運営費交付金） 

①概要 

資源開発に有効な岩石・鉱物や地質構造解析の高次元解析を可能とするハイパ

ースペクトルセンサの開発を行うとともに、軌道上におけるデータ取得の実証を

行い、センサ技術の確立を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までにスペクトル分解能２００バンド前後のハイパースペクトル

センサを開発し、地表面のスペクトル情報を取得して資源開発に有効なセンサ技

術の実証を行う。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（６）次世代合成開口レーダ等の研究開発 

①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した合成開口レ

ーダである次世代合成開口レーダ（ＰＡＬＳＡＲ）の健全性評価やセンサを維持

することにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知

を行う技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

ＰＡＬＳＡＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年

度までに、レーダ技術の高度化（アンテナ指向の電子制御化、分解能の向上、多

偏波観測等）を図る。 

③研究開発期間 
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１９９３年度～２０１０年度 

 

（７）極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システムの研究開発 

①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した光学センサ

である資源探査用将来型センサ（ＡＳＴＥＲ）の健全性評価やセンサを維持する

ことにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知を行

う技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

ＡＳＴＥＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年度

までに、センサ技術の高度化（ポインティング機能の追加、分解能の向上、熱セ

ンサの搭載等）を図る。 

③研究開発期間 

１９８７年度～２０１０年度 

 

４－Ⅴ－ⅱ．石油・天然ガスの有効利用技術 

（１）石油燃料次世代環境対策技術開発 

①概要 

バイオマス燃料から製造した石油製品が自動車排出ガスに及ぼす影響、新たな

自動車燃焼技術（自着火燃焼（着火までに燃料と空気を十分に混合し、その混合

気体を点火プラグの使用なしで圧縮することにより着火させる燃焼法でＮＯｘ排

出低減、熱効率が高い等の利点がある））に適応した燃料に関する技術開発を実施

する。 

また、建設機械、発電機等のオフロードエンジンの排ガスによる環境負荷低減

や石油燃焼機器の効率的な利用を進めるための技術開発を実施する。 

②技術目標及び達成時期 

バイオマス燃料の利用時における、燃料と自動車エンジン技術の両面の影響評

価を進め、技術的課題を解決し、運輸部門における燃料多様化を目指す。 

また、オフロードエンジンの規制は欧米が先行していることから、２０１２年

頃、欧米において規制強化が予定されている排ガス規制に対応した技術を確立し、

我が国における規制強化に対応可能な燃焼技術を実現することを目指す。 

③研究開発期間 

２００２年度～２０１１年度 

 

（２）石油精製高度機能融合技術開発 

①概要 

石油精製業を中心とする石油コンビナート全体の横断的かつ高度な運営機能の

融合を図り、単独企業のみでは達成困難なコンビナート域内の省資源、省エネル

ギーの向上を進めるため、異業種異企業間における限りある貴重なエネルギー資

源の利用効率の高い生産技術に関し技術の開発・実証を行う。 

②技術目標及び達成時期 
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２００９年度までに、我が国における他のコンビナートへの波及効果を含め、

ＣＯ２排出量を６３万トン／年削減可能とする技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００９年度 

 

（３）将来型燃料高度利用技術開発 

①概要 

省エネ、二酸化炭素削減効果が見込まれる燃料電池自動車の燃料である高純度

（９９．９９％以上）水素を安定的かつ経済的に供給することは重要である。石

油は、その長所として豊富な水素供給余力と安価な水素製造技術及び全国に展開

した災害に強いガソリンスタンドを保有している。これら石油の長所を活かした

水素供給システムの確立により、水素社会の早期実現に貢献するものである。本

事業では、製油所からの高純度水素供給技術開発とガソリンスタンドを拠点とす

る高純度水素製造技術開発を行う。     

②技術目標及び達成時期 

コスト低減のため製油所におけるナフサから高効率（８０％以上）な高純度水

素製造を可能とする新たな技術を開発する。また、供給地のガソリンスタンドに

おいて有機ハイドライドから高純度の水素を高効率（８０％）に取り出すための

水素発生装置を開発する。また、脱硫後の灯油硫黄分を検出限界以下の１０ｐｐ

ｂ以下とする脱硫剤の開発を行うとともに、貴金属使用量を２－３ｗｔ％から０．

５ｗｔ％以下まで低減しても、従来と同等の高い性能が維持できる改質触媒を開

発する。さらに、膜分離型反応器を用いた９９．９９％高純度水素の製造効率を

８０％、４万時間の耐久性が期待できる水素製造システムを開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１０年度 

 

（４）革新的次世代石油精製等技術開発 

①概要 

原油価格の高騰・高止まりや原油の重質化と製品需要構造変化等の石油を巡る

大きな環境変化のなか、連産品である石油製品を今後とも長期的に安定化かつ効

率的に供給するためには、製油所の更なる高度化に向けた技術の開発実用化が必

要である。このため、非在来型原油を含めた重質油を原料として、製油所におけ

るボトムレス化、余剰となる分解留分の高付加価値等のためのプロセスや触媒技

術等の開発を行う。また、次世代の技術シーズ創出のため、これまでの技術とは

異なる発想により我が国唯一の革新的な新規触媒研究、新規膜分技術研究、新規

製造プロセス研究等を産官学の連携等により実施する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに重質油対応型高過酷度接触流動分解技術（ＨＳ－ＦＣＣ）

については、３千ＢＤ規模（商業レベルの１／１０規模）の実証研究を通じ、プ

ロピレン収率２０％以上（既存技術４％程度）、将来不足が予想される高オクタン

価ガソリン基材（ＲＯＮ９８（既存技術９２程度））の製造を可能とする技術を確

立する。 
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③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（５）次世代高信頼性ガスセンサー技術開発 

①概要 

一酸化炭素中毒やガス漏れなどのガス事故を限りなくゼロに近づけるため、セ

ンサ素子のナノレベルでのメカニズム解析及び開発設計を行い、コードレスで高

信頼性を有する次世代高信頼性ガスセンサー（ＣＯセンサー・メタンセンサー）

を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、最先端のナノテクノロジーおよびＭＥＭＳ技術を導入し、

電池駆動で５年以上の長寿命、高信頼性（数百ＰＰＭ 以下の故障率）、低コスト

なＣＯとメタンのセンサを開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１１年度 

 

（６）天然ガス未普及地域供給基盤確立実証試験（運営費交付金） 

①概要 

天然ガスの供給手段が存在せず（パイプラインはもとよりサテライト供給でも

採算が合わないため）石油等の燃料に依存している地方都市部の中小規模の天然

ガス需要に対し、天然ガスハイドレートを利用した、新たな輸送技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

従来のＬＮＧチェーンによる供給に係る投資コストに対し、そのコストを約１

／４に低減する事が可能な天然ガスハイドレート（ＮＧＨ）供給システムを２０

０８年度までに確立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（７）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金） 

①概要 

硫黄等を含まず排出ガスがクリーン、着火性が高いという特徴を有することか

ら石油系燃料代替として期待されるＧＴＬについて、天然ガス中に含まれるＣＯ

２を除去せず、原料として積極的に活用することから、従来利用が困難であった

ＣＯ２を多く含むガス田からの天然ガスが利用可能、ＣＯ２除去装置が不要であ

ることによる生産設備コストの低減が可能、といった強みを有する我が国独自の

ＧＴＬ製造技術の確立を図る。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、実証プラントによる運転研究（５００バレル／日）を行

い、商業規模でのＧＴＬ製造技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 
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（８）高耐久性メンブレン型ＬＰガス改質装置の開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参

照） 

（９）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅰ

参照） 

（１０）高効率ガスタービン実用化技術開発（４－Ⅰ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅲ．オイルサンド等非在来化石資源の利用技術 

（１）メタンハイドレート開発促進委託費 

①概要 

日本周辺海域に相当量の賦存が見込まれ、国産のクリーンなエネルギー資源と

して有望なメタンハイドレートを利用可能とするため、資源量評価手法、生産手

法及び環境影響評価手法等の確立のための技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１６年度までに、商業的産出のための技術を整備することを目指し、日本

周辺海域におけるメタンハイドレートの賦存状況と特性の明確化、有望賦存海域

からのメタンハイドレート資源フィールドの選択及び現場産出試験等による生産

手法の確立等を推進する。 

③研究開発期間 

２００１年度～２０１６年度 

 

（２）革新的次世代石油精製等技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅳ．石炭クリーン利用技術 

（１）革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト 

①概要 

石炭の高効率な利用を図るために、 

ⅰ．酸素吹きによる石炭ガス化発電（ＩＧＦＣ）の開発実証 

ⅱ．化学吸収法によるＣＯ２の分離・回収技術の実証 

ⅲ．ＣＯ２を輸送するための船舶の設計 

ⅳ．ＣＯ２を貯留するための発生源近傍における貯留ポテンシャルやコストの

評価 

ⅴ．石炭ガス化から CCS まで一貫したトータルシステムの設計等を行う。 

②技術目標及び達成時期 

石炭ガス化については、２００９年度までに、パイロットプラントにおいて、

高圧の石炭ガスからＣＯ２の分離・回収技術の確立及びガス化炉の信頼性向上へ

向けて、３炭種以上の適応炭種拡大試験を実施する。また、ＣＣＳについては、

２０１６年度頃からＣＯ２地中貯留の実証試験に着手する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１２年度 

 

（２）国際革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト補助金 

①概要 
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石炭火力発電から排出されるＣＯ２の削減技術について諸外国との実証普及事

業等を実施し、当該技術の普及基盤を整備することにより、エネルギー供給に対

する環境上の制約を取り除き、もって我が国エネルギー需給構造の安定化を図る。 

②技術目標及び達成時期 

石炭ガス化技術等実証普及事業では、ゼロエミッション型石炭火力発電の実証

プロジェクト（ＦｕｔｕｒｅＧｅｎプロジェクト）への参画を通じた石炭ガス化・

発電技術、ＣＯ２分離回収技術、ＣＯ２輸送貯留技術等に関する情報収集や関連

する技術調査の実施等により、我が国におけるゼロエミッション型石炭火力発電

の実用化開発に資する技術・知見を得る。また、将来のＣＯ２の地中貯留に際し

ては、国民の正しい理解が不可欠であり、これを念頭においたゼロエミッション

型石炭火力発電に係る普及啓蒙活動を積極的に実施する。 

酸素燃焼国際共同実証事業では、既存の微粉炭火力発電の改造による酸素燃焼

方式のゼロエミッション型石炭火力発電プラントの実用化を目標とするものであ

り、既存のプラントの改造により対応可能であること、酸素燃焼を行うことによ

り、燃焼ガスからＣＯ２を分離する装置が不要であることから、比較的低コスト

で極めて大きなＣＯ２削減効果が期待できる。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１６年度 

 

（３）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発費補助金 

①概要 

従来の超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は、蒸気温度の最高温度は６３０℃程度

が限界で、送電端熱効率も４２～４３％が原理的限界といわれてきた。しかしな

がら、近年の材料技術の進歩により、７００℃以上の蒸気温度を達成できる可能

性が見えてきたことから、これらの材料を活用した先進超々臨界圧火力発電技術

（Ａ－ＵＳＣ）の開発を行うものである。Ａ－ＵＳＣ は、蒸気温度７００℃級で

４６％、７５０℃級で４８％の高い送電端熱効率の達成が可能な技術であり、２

０２０年以降増大する経年石炭火力発電のリプレース需要に対応するため、早急

に技術開発を進める必要がある。そのため、ボイラーメーカー、タービンメーカ

ー及び材料メーカーが共同でＡ－ＵＳＣ の技術開発に取り組む。 

②技術目標及び達成時期 

平成２２年度までにシステム基本設計を完了し、シミュレーションにより送電

端熱効率４６％～４８％の達成が可能なことを確認する。平成２４年度までにボ

イラー、タービン部材等が７００℃以上の蒸気温度に耐えられるかどうかを試作、

評価し、経済性を含めたシステム成立性への見通しを得る。平成２７年～平成２

８年度に実缶試験、回転試験を実施し、蒸気温度７００℃以上の条件下でボイラ

ー、タービンの信頼性を確認する。また、ボイラー、タービン部材について３万

～７万時間の長期信頼性試験を実施し材料特性を検証する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１６年度 

 

（４）石炭利用技術開発（一部、運営費交付金）（クリーン・コール・テクノロジーの
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研究開発の一部） 

①概要 

環境適合的な石炭利用の拡大を図るため、石炭ガス化、無灰化技術による転換

効率向上に資する技術や石炭からの水素製造技術等、クリーン・コール・テクノ

ロジーの開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、 

・ 石炭から合成ガスや軽質オイルを併産する高効率な石炭部分水素化プロセス

技術を２０ｔ／日のパイロットプラント規模で確立する（石炭部分水素化熱

分解技術の開発）。 

２００９年度までに、 

・ 化学原料等に利用可能な合成用ガスを石炭乾留ガスから無触媒で製造する技

術をパイロットプラントで確立する（無触媒石炭乾留ガス改質技術開発）。 

２０１１年度までに、 

・ 石炭利用プロセスにおいて、環境分析技術の高精度化、環境影響成分の挙動

解析のためのモデルの構築等により、環境への影響低減手法を開発する（戦

略的石炭ガス化・燃焼技術開発）。 

③研究開発期間 

１９９５年度～２００８年度（２００８年度見直し） 

・戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 ２００７年度～２０１１年度 

・無触媒石炭乾留ガス改質技術開発 ２００６年度～２００９年度 

・石炭部分水素化熱分解技術 ２００３年度～２００８年度 

 

（５）噴流床石炭ガス化発電プラント開発費補助金 

①概要 

供給安定性に優れた石炭の高効率かつ低環境負荷での利用を図るため、石炭を

ガス化して燃料とし、コンバインドサイクル（ガスタービンと蒸気タービンの組

合せ）を駆動する高効率発電技術（石炭ガス化複合発電技術（ＩＧＣＣ：Ｉｎｔ

ｅｇｒａｔｅｄ ｃｏａｌ Ｇａｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ Ｃｏｍｂｉｎｅｄ Ｃｙｃ

ｌｅ）の実証試験を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、２５万ｋＷの実証機を用いた実証試験により、熱効率４０．

５％（送電端、高位発熱量ベース）を目指す。この目標は５０万ｋＷの商用機にお

ける熱効率４６～４８％に相当する。本技術は実証試験終了後の２０１０年度より

商用化が可能である。 

③研究開発期間 

１９９９年度～２００９年度 

 

（６）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅴ．その他共通 

（１）イノベーション実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 
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（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（３）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（４）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）新利用形態燃料電池技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）高耐久メンブレン型ＬＰガス改質装置の開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（８）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（９）水素貯蔵材料先端基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１０）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１１）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１２）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１３）定置用燃料電池大規模実証事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１４）燃料電池システム等実証研究（４－Ⅲ－ⅴ参照） 
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５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

５－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

 事業者単位の規制体系の導入 
 住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化 
 セクター別ベンチマークアプローチの導入と初期需要創出（高効率機器の導入補助等） 
 トップランナー基準の対象機器の拡充等 
 アジアにおける省エネルギー対策の推進を通じた我が国の国際競争力の向上 
 国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組 

５－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

 公共的車両への積極的導入 
 燃費基準の策定・改定 
 アジアにおける新エネルギー協力 
 国際標準化による国際競争力向上 

５－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

 事業者支援補助金等による初期需要創出 
 新エネルギーベンチャービジネスに対する支援の拡大 
 新エネルギー産業構造の形成 
 電気事業制度・ガス事業制度の在り方の検討 

５－Ⅳ．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保 

 電力自由化環境下での原子力発電の新・増設の実現 
 資源確保戦略の展開 
 次世代を支える人材育成 
 中小型炉の海外市場への展開、我が国原子力産業の国際展開支援 
 原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的枠組み作りへの積極的関与 
 国と地域の信頼強化 

５－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

 資源国等との総合的な関係強化（研究開発の推進・協力、人材育成・技術移転、経
済関係強化など） 

 化石燃料のクリーンな利用の開拓 
 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金による実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付

金の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

また、事業名に（採択テーマ）と記載された事業は、提案公募事業により採択されたテ

ーマを記載したものであり、その採択や評価等は、提案公募事業の実施機関の責任の下、

実施されるものである。 
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７．改訂履歴 

（１）平成１６年７月７日付け、省エネルギー技術開発プログラム基本計画、新エネルギ

ー技術開発プログラム基本計画、燃料技術開発プログラム基本計画、電力技術開発プ

ログラム基本計画、原子力技術開発プログラム基本計画制定。固体高分子形燃料電池

／水素エネルギー利用プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第６号）は、

新エネルギー技術開発プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

（２）平成１７年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１６・０６・０４産局第８号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１６・

０６・０４産局第１０号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４

産局第１２号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１１

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１３号）は、

廃止。 

（３）平成１８年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１７・０３・２５産局第１４号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第９号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２

５産局第１７号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１

２号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１３号）は、

廃止。また、次世代低公害車技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２９産

局第２号）は、省エネルギー技術開発プログラム基本計画及び燃料技術開発プログラ

ム基本計画に統合することとし、廃止。 

（４）平成１９年４月２日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・３１産局第１９号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１８・

０３・３１産局第１５号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１

産局第１８号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１７

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１６号）は、

廃止。 

（５）平成２０年４月１日付け、エネルギーイノベーションプログラム基本計画制定。省

エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２６産局第１号）、新エネ

ルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第４号）、燃料技術開

発プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第７号）、電力技術開発プログラム

基本計画（平成１９・０３・１６産局第３号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平

成１９・０３・２３産局第２号）は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃

止。 
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事前評価書 
 

作成日 平成１９年２月２０日 

１． 事業名称 

 （コード番号） 

「次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発／ 

次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発」 

２．推進部署名 燃料電池・水素技術開発部 

３．事業概要 

（１）概要： 

現在、運輸部門の石油依存度は、ほぼ 100％の状況であり、今後、エ

ネルギーの効率的な利用、石油代替エネルギーへの移行により、石油

依存度を低減していく必要性が指摘されている。それゆえ、石油依存度

を低減し、多様なエネルギーでかつ低環境負荷で走行する燃料電池自

動車、電気自動車、ハイブリッド自動車等の普及が期待されているが、

ハイブリッド自動車の高性能化、および、燃料電池自動車、電気自動車

の早期実用化には、高性能蓄電池技術開発が重要となる。 

こうした状況を一体的に改善する技術として、蓄電池を中心とする電

力貯蔵技術の飛躍的な性能向上と低コスト化が不可欠であり、本事業

では、次世代自動車用高性能蓄電システムに係る要素技術開発、新材

料等の次世代技術開発及び基盤技術開発を行う。 

 

① 「要素技術開発」（100％委託） 

１）電池開発：2015 年を目処に、高性能リチウムイオン電池の

実用化を目指す。 

２）電池構成材料開発及び電池反応制御技術の開発：2015 年

以降での実用化を目処に、高性能なリチウムイオン電池の構

成材料の開発、基本原理の解明などを行う。 

３）周辺機器開発：格段の高性能化（高効率化・軽量化・コンパ

クト化）に資する電池制御やモーター等の周辺機器の技術開

発を行う。 

② 「次世代技術開発」（100％委託） 

2030 年以降を念頭に、革新的な二次電池を開発する。電池の

反応制御技術、新規の概念に基づく電池の構成材料等の研究開

発を実施する。 

③ 「基盤技術開発」（100％委託） 

現状のリチウムイオン電池における寿命診断、電池性能評価・安

全性試験方法などの基準策定や規格化に資する提案とデータ取得を

行う。さらに、技術開発の効率化につながる反応メカニズムの解析手

法の確立等、共通・基盤的な技術開発を行う。 

 

（２）事業規模：平成１９年度 １７億円（委託研究） 

 

（３）事業期間：平成１９年度～２３年度（５年間） 

 

参考資料５ 
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４．評価の検討状況 

（１）事業の位置付け・必要性 

経済産業省が、2006 年 5 月にとりまとめた新・国家エネルギー戦略において、運輸部門など

におけるエネルギー戦略上の数値目標を定めている。そこでは、運輸部門の石油依存度を、現

状のほぼ 100％から 2030 年までに 80％程度まで引き下げるとの目標を掲げている。また、部門

横断的な目標として、省エネ目標を掲げており、我が国のエネルギー効率（GDP あたりのエネル

ギー消費原単位）を 2030 年までに現状から 30％向上させることとしている。 

このようにエネルギー制約が高まる中で自動車エネルギー技術は多様化し、今後は、電気を

駆動力源（一部の場合を含む）とする、燃料電池自動車・ハイブリッド自動車・電気自動車や、ク

リーンディーゼル自動車等の既存技術の更なるクリーン化、化石燃料から代替燃料への移行、

といった様々な技術体系の間での競争が進み、技術革新が加速されると見込まれている。 

こうした中で、電池技術は、燃料電池自動車・ハイブリッド自動車・電気自動車等に共通する

コア技術であり、多様な自動車エネルギー技術の中でも基盤的な性格を持つ。 

本事業では、蓄電池を中心とする電力貯蔵技術の飛躍的な性能向上と低コスト化を目的とし

た技術開発を実施する。 

なお、本技術開発は、新エネルギー技術開発プログラムに則って推進する予定である。 
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（２）研究開発目標の妥当性 

 車載用として必要な高エネルギー密度化、高出力密度化、長寿命化、低コスト化、高安全性を

目指して以下のような目標値を設定する。いずれも車載レベル（3kWh 級パック電池を想定）で設

定するが、次世代自動車用高性能蓄電システムとして難易度の高い目標であり、妥当である。 

 

①「要素技術開発」に関して 

１）電池開発（0.3kWh 級モジュールを作製） 

・重量エネルギー密度：100Wh/kg 

・重量出力密度：2000W/kg 

・寿命：10 年以上 

・充放電効率：95%以上 

・コスト：4 万円/kWh の見通しを示すこと（100 万パック/年生産時） 

・安全性：車載時の濫用に耐えること 

２）電池構成材料及び電池反応制御技術の開発（小型単電池を作製） 

・重量エネルギー密度：200Wh/kg 以上 

・重量出力密度：2500W/kg 以上 

・コスト：3 万円/kWh 以下の見通しを示すこと（100 万パック/年生産時） 

・安全性：車載時の濫用に耐えること 

３）周辺機器開発 

・格段の高性能化、コンパクト化、低コスト化 

②「次世代技術開発」に関して 

2030 年頃において、パック電池レベルで重量エネルギー密度 700Wh/kg 以上という革

新 的 な性 能 を実 現 することを目 指 し、本 事 業 の終 了 時 点 で、重 量 エネルギー密 度

500Wh/kg を見通せる電池構成材料及び電池反応制御技術を開発する。 

③「基盤技術開発」に関して 

・加速寿命診断法の確立。 

・高 SOC 保存時、高温保存時、高出力時、長期サイクル時等の劣化要因の解明とその

抑制手法の提案。 

・車載用電池安全性試験法の策定。 

・電池性能を向上させる因子の解明。 

 

（３）研究開発マネジメント 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯ技術開発機構は、経済産業省及び研究開

発実施者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標並びに本研究開発の目的及

び目標に照らし適切な運営管理を実施する。具体的には、「系統連係円滑化蓄電システム技術

開発」事業と連携し「次世代蓄電池システム実用化戦略的技術開発」全般を効果的・効率的に

推進するためのアドバイザリーボードを設置した上で、研究開発推進のため、必要に応じて外部

有識者の意見・助言を求める。また必要に応じて、ＮＥＤＯ技術開発機構に委員会や技術検討

会等を設置し、四半期に一回程度、プロジェクトの進捗について報告を受けるなどを行う。さら

に、年に一回程度、事業の効率的な推進、情報や認識の共有等を目的に、本事業の実施者に

よる報告会を開催する等を行う予定であり、マネジメント体制として妥当である。 
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（４）研究開発成果 

我が国における蓄電池産業は、これまでの国における先進的な技術開発および民間企業に

おける自主開発の結果、世界市場において優位な状況であるが、昨今の韓国、中国等における

市場シェアの伸びも予断を許さない状況であり、現在の競争力を維持、発展させるためにも長期

的な視点で技術開発を進める必要がある。 

本事業により、自動車用蓄電システム技術の格段の進展が達成された場合、次世代自動車

の早期実用化に資することとなり、その波及効果は大きい。 

 

（５）実用化・事業化の見通し 

ハイブリッド自動車の急速な市場拡大、燃料電池自動車の実証事業の伸展、さらにはコミ

ューター型の電気自動車の市場投入が検討されている状況を鑑みると、蓄電技術の中でも、

次世代自動車用の高性能電池システム技術が進展する事は、日本の電池産業の発展だけ

でなく、環境戦略やエネルギー戦略上も有益であり、新・国家エネルギー戦略の達成に大きく

寄与すると考えられる。 

 

（６）その他特記事項 

「次世代自動車用電池の将来に向けた提言（2006 年 8 月発行）」（経済産業省主催：新世代自

動車の基礎となる次世代電池技術に関する研究会）を踏まえている。 

 

５．総合評価 

本事業は、次世代自動車の実現に不可欠な電池技術及び関連技術を開発するものであり、

日本の電池産業や自動車産業の更なる発展だけでなく、環境戦略やエネルギー戦略に対しても

大きく寄与すると考えられることから、実施する意義は大きい。 

 

 




